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様式２－１－１  年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人 理化学研究所 

評価対象事業

年度 

年度評価 平成 26 年度（第 3期） 

中長期目標期間 平成 25～29 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 基礎研究振興課、 行松泰弘 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、 村上尚久 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成 27 年７月７日  第１回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング１） 

平成 27 年７月９日  第２回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング２） 

平成 27 年７月 28 日 第３回 文部科学省 国立研究開発法人審議会 理化学研究所部会開催（意見聴取） 

平成 27年 8 月 21 日 第２回 文部科学省 国立研究開発法人審議会開催（意見聴取） 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 27年 3 月 3日  第３期中期目標変更 

平成 27年 3 月 31 日 第３期中期計画変更 
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様式２－１－２ 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

B：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等

に照らし、法人の活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、研究

成果の創出面、マネジメント面において「研究開

発成果の最大化」に向けて適正、効果的かつ効率

的な業務運営が進められている。 

 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

業務の質

の向上 
Ｂ 

Ｂ 

   

業務運営

の効率化 
Ａ 

財務内容

の改善等 
Ａ 

評定に至った理由 研究面において下記２．に挙げるように、各研究分野で世界を牽引する、あるいは当該分野の研究や産業等への幅広い応用が期

待される、多くの優れた研究成果を創出していることが確認された。また、研究所のマネジメント面においては、STAP 論文問

題に関して生じた種々の課題に対応するための諸改革を含め、着実に取組が進められていることが確認された。国立研究開発法

人に与えられた「研究開発成果の最大化」という役割に鑑みて研究面での実績は顕著な成果が認められるが、平成 26 年度業務

実績評価においては、STAP 論文問題への対応を中心とするマネジメント面の実績を、例年以上に重視する必要があると考えら

れることから、これらの事情を総合的に勘案した結果、総合評定をＢとする。なお、国立研究開発法人審議会からは、研究面お

よび業務マネジメント面の実績を総合的に勘案するにあたって、研究面における成果の創出状況をより重視して総合評定をＡと

する意見をいただいたところ、最終的には上記の通り、マネジメント面での実績をより重視することとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

○平成 26 年度の理化学研究所（以下「理研」という。）の活動において、各研究分野で世界を牽引する、あるいは当該分野の研究や産業等への幅広い応用

が期待される特筆すべき研究開発成果を創出しており、研究開発成果の最大化に向けて実績を上げていると高く評価できる。 

（平成 26 年度に創出された、特筆すべき研究開発成果の例） 

・創発物性科学研究：「スキルミオン」の外からの弱い力で変形できるという新しい性質の発見は、「スキルミオニクス」という新たな電子技術につなが

る成果であるとともに、超省エネルギーメモリへの応用に向けた重要な知見である。また、基本特許の申請や共同研究を進めるなど、出口を見据えた

進展があり、世界競争の中でも高い優位性を確保したと高く評価できる。 
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・脳科学総合研究：世界で初めてマウスの記憶の書き換えに成功したことは、これまで不明だった記憶の書き換えのメカニズムを明らかにするとともに、

うつ病の治療への応用も期待される、世界初の画期的な成果であり、Science 誌「2014 年の科学の 10 大成果」にも選ばれるなど、極めて高い評価を

得ている。 

・生命システム研究：マウスを丸ごと透明化し、１細胞解像度で観察する新技術の開発については、臓器を丸ごと立体像として捉える手法を確立し、三

次元病理解析や解剖学への応用、生体の全細胞解析等に発展することが期待される顕著に優れた成果である。本成果は、Nature 誌の Images of the year 

2014 及び Nature Method 誌の Method of the year 2014 の１つにも選定されるなど、世界的にも極めて高く評価されている。 

・光量子工学研究：ボトルシップ型フェムト秒レーザー三次元加工技術の開発により、これまで不可能とされていた、ガラスなど固体の内部に後からマ

イクロスケールの微細かつ複雑な三次元構造体を形成するのに世界で初めて成功したことは、ものづくり分野へのフェムト秒レーザーの応用という新

しい展開が期待され、非常に高く評価できる。将来的に高性能医療デバイス・診断デバイスの開発に活用される技術として、その発展が大いに期待さ

れる。 

○業務運営の効率化等マネジメントに係る項目（産学官連携の基盤構築及びその推進、研究環境の整備、情報発信、適切な事業運営に向けた取組の推進等）

については、全体として計画通り、着実に取組が進められていると評価できる。 

○なお、STAP 現象に関する論文に係る研究不正問題以後の対応については、平成 25 年度業務実績評価において途上であったことから、平成 26 年度業務

実績評価において確認することとして６項目の指摘事項を挙げた。これらについて取組状況を確認したところ、各項目に係るマネジメント改革に着実に

取り組まれ、関連規程の整備や体制構築が終わり、その運用が始められていることを確認した。今後、整備した体制・規程等を着実に運用し、取組の実

効性を高めていくことが求められる（詳細は下記４．参照）。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○発生・再生科学総合研究については、研究不正の再発防止等のためのマネジメント改革は重要であるが、管理が過度になり、前身センターの良き伝統で

あった自由闊達な研究環境が失わせることの無いよう、バランスが必要である。適切な管理と自由闊達な研究環境の両立を目指して取り組むことが望ま

れる。 

○バイオマス工学研究プログラムについては、10 年のプロジェクトであるため、５年目が終了し、節目となる平成 27 年度に今後の展開に向けた見直し等

を行うことを期待する。 

○省エネルギー対策について、平成 25 年度よりエネルギー使用量は増加し、エネルギー消費原単位は目標に達しなかった。大型施設の稼働率向上等の事

情はあったものの、今後、リカバリーするための計画の策定や追加の省エネルギー対策の実行など、目標達成に向けた努力が必要である。 

○STAP 論文問題を踏まえたマネジメント改革については、着実に取組が進められ、研究不正の再発防止等のための体制や各種規程等が整備されるととも

に、その運用が進められつつあるが、今後これらの取組を継続して行い、定着させ、実効性を高めていくことが必要である。 
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４．その他事項 

国立研究開発法人審議会

の主な意見 

STAP 現象に関する論文に係る研究不正問題を踏まえた対応について、平成 25 年度業務実績評価において、６項目の改善事項を

提示した。これらの取組状況について確認を行ったところ、平成 26 年度においてマネジメント改革に着実に取り組み、改善が

図られたことを確認した（下記）。今後、整備した体制・規程等を着実に運用し定着を図り、取組の実効性を高めていくことが必

要である。以下、独立行政法人評価委員会が昨年度に提示した指摘事項について確認した事項を記載する。なお、研究不正防止

対策を徹底することと、研究活動の必要以上の委縮防止との間で適切なバランスをとって取組を進めることが重要である点を付

記する。 

 

（平成 25 年度評価での指摘事項への対応状況） 

○「研究者個人が高い倫理観を持って研究に当たることが、研究不正抑止の第一歩であることに鑑み、職員への研究倫理に関す

る徹底した教育・研修の実施の在り方」については、研究倫理教育プログラム CITI-Japan の e ラーニング教材を導入（役職

員の全員受講済）、各センター等への研究倫理教育責任者配置（26 名）など、研究倫理に関する教育・研修の徹底に向けて着

実に取り組んでいる。 

○「若手の抜擢にはリスクが伴うことを念頭に置いた若手の育成のための仕組みや、若手研究者の活動の支援の在り方」につい

ては、新任研究室主宰者に２名のメンターを配置することを規定したガイドラインの策定（11 人の新任研究室主宰者に対し、

のべ 22 名のメンターを配置済）するなど若手研究者の育成・支援等に着実に取り組んでいる。 

○「研究データの管理や、研究データ、分析内容の妥当性、解釈等について研究成果の発表前に研究所内で十分に吟味する体制

について、内外の事例も参考とし、着手できることからの速やかな実施」については、研究記録の保存に関する統一方針を定

めた規程の制定、研究成果発表時の確認事項や承認手続きを明確化するための規程の制定など、内外の事例も参考とし必要な

ルールの整備・運用に着実に取り組んでいる。 

○「不祥事や問題が発生した際のリスクマネジメントのあり方」については、構成員の過半数を外部有識者とする「経営戦略会

議」の設置、内部統制を所掌する理事長直轄の組織「研究コンプライアンス本部」の設置など、マネジメント強化のための取

組が着実に進められている。 

○「社会から何を付託され、何を発信することを求められているのかを念頭に置いた広報戦略の在り方及び、広報に際しての理

研本部および各センターの適切な連携体制の在り方」については、研究成果等の発表時における責任体制及び手続きの明確化
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を目的とした規程の制定、危機管理広報マニュアルの制定等、着実に取組が進められている。 

○「臨床研究の在り方の見直しなども含め、STAP 問題を踏まえた CDB の体制の抜本的見直し」については、発生・再生科学

総合研究センターの廃止と目的志向に研究体制を再編した「多細胞システム形成研究センター」の発足、センター外の有識者

が参画する運営体制への改編など、体制の抜本的見直しの取組が着実に進められている。 

監事の主な意見  業務の執行状況は、法令に反する重大な事項はない。また、国立研究開発法人理化学研究所の中期計画、年度計画に沿って、

適正かつ効率的な運営が行われている。 

 

（発生・再生科学総合研究センターについて） 

 当該センターで問題となった、研究不正問題への対応は、研究不正再発防止改革推進本部で検討された具体的な対策として、

「研究不正再発防止をはじめとする高い規範の再生のためのアクションプランは、運営・改革モニタリング委員会で詳細に検討

されており、採用された改善策については、研究所で横断的に共有、実施されることで、適切なガバナンス確保のための施策が

とられた。 

 なお、当該研究において、STAP 細胞に関する研究が秘匿性の高い研究であったことに起因して研究不正が発生したことに鑑

み、全所的な取組みとして、研究者の自律的なコンプライアンスのための仕組みも適切に導入されたところである。適切な研究

マネジメントのためには、施策の着実な実施が必要であり、研究不正防止策が着実に機能していくため、役職員の継続的な取組

みに期待する。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。  

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。 
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様式１－２－３  年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標 

（中長期計画） 

年度評価※ 項目別調

書№  

備

考 

 中長期目標 

（中長期計画） 

年度評価※ 項目別調

書№ 

備

考 

 H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

  H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

Ｉ  国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １．国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進   １．研究資源配分の

効率化 
A B 

   
Ⅱ-1-(1) 

 

（１）創発物性科学

研究 
S S 

   
Ⅰ-1-(1) 

   
２．研究資源活用の効率化 

（２）環境資源科学

研究 
S A 

   
Ⅰ-1-(2) 

   （１）情報化の推進 
A B 

   
Ⅱ-2-(1) 

 

（３）脳科学総合研

究 
S S 

   
Ⅰ-1-(3) 

   （２）コスト管理に

関する取組 
A B 

   
Ⅱ-2-(2) 

 

（４）発生・再生科学

総合研究 
C B 

   
Ⅰ-1-(4) 

   （３）職員の資質の

向上 
B B 

   
Ⅱ-2-(3) 

 

 （５）生命システム研

究 
A S 

   
Ⅰ-1-(5) 

   （４）省エネルギー

対策、施設活用方策 
A B 

   
Ⅱ-2-(4) 

 

（６）統合生命医科学

研究 
S A 

   
Ⅰ-1-(6) 

   ３．給与水準の適正

化等 
A B 

   
Ⅱ-3 

 

（７）光量子工学研究 
S S 

   
Ⅰ-1-(7) 

   ４．契約業務の適正

化 
A B 

   
Ⅱ-4 

 

２．世界トップレベルの研究基盤の整備・共用・利用研究の推進   ５．外部資金の確保 A B    Ⅱ-5  

 （１）加速器科学研究 
A A 

   
Ⅰ-2-(1) 

   ６．業務の安全の確

保 
A B 

   
Ⅱ-6 
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 （２）放射光科学研究 

A A 

   

Ⅰ-2-(2) 

  Ⅲ．予算（人件費の見

積を含む。）、収支計画

及び資金計画 

A B 

   

Ⅲ 

 

 （３）バイオリソース

事業 
B B 

   
Ⅰ-2-(3) 

  Ⅳ．短期借入金の限度

額 
― ― 

   
Ⅳ 

 

（４）ライフサイエン

ス技術基盤研究 
A A 

   

Ⅰ-2-(4) 

  Ⅴ．不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関す

る計画 

A B 

   

Ⅴ 

 

（５）計算科学技術研

究 
A B 

   
Ⅰ-2-(5) 

  Ⅵ．重要な財産の処分

・担保の計画 
C B 

   
Ⅵ 

 

３．理化学研究所の総合力を発揮するためのシステムの確立による先端融

合研究の推進 
 

Ⅶ．剰余金の使途 
― ― 

   
Ⅶ 

 

 （１）独創的研究提案

制度 
A A 

   
Ⅰ-3-(1) 

  
Ⅷ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 （２）中核となる研究

者を任用する制度の

創設 

A B 

   

Ⅰ-3-(2) 

   １．施設・設備に関

する計画 A B  

  

Ⅷ-1  

 ４．イノベーションにつながるインパクトのある成果を創出するための産

学官連携の基盤構築及びその促進 

  ２．人事に関する計

画 
B B  

  
Ⅷ-2  

（１）産業界との融合

的連携 
A B 

   
Ⅰ-4-(1) 

   ３．中期目標期間を

越える債務負担 
― ―  

  
Ⅷ-3  

（２）横断的連携促進 

①バイオマス工学に

関する連携の促進 

A A 

   

Ⅰ-4-(2) 

   ４．積立金の使途 

A B  

  

Ⅷ-4  

（２）横断的連携促進 

②創薬関連研究に関
A A 

   
Ⅰ-4-(2) 
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する連携の促進 

（３）実用化につなげ

る効果的な知的財産

戦略の推進 

A B 

   

Ⅰ-4-(3) 

           

５．研究環境の整備、優秀な研究者の育成・輩出等           

（１）活気ある開かれ

た研究環境の整備 
B B 

   
Ⅰ-5-(1) 

           

（２）優秀な研究者等

の育成・輩出 
B B 

   
Ⅰ-5-(2) 

           

（３）研究開発成果のわかりやすい発信・研究開発活動の理解増進           

①論文、シンポジウム

等による成果発表 
A B 

   
Ⅰ-5-(3) 

           

②研究開発活動の理

解増進 
B B 

   
Ⅰ-5-(3) 

           

（４）国内外の研究機

関との連携・協力 
A B 

   
Ⅰ-5-(4) 

           

（５）研究開発活動を

事務・技術で強力に支

える機能の強化 

B B 

   

Ⅰ-5-(5) 

           

６．適切な事業運営に向けた取組の推進           

（１）国の政策・方針、

社会的ニーズへの対

応 

A B 

   

Ⅰ-6-(1) 

           

（２）法令遵守、倫理

の保持等 
C B 

   
Ⅰ-6-(2) 

           

（３）適切な研究評価

等の実施・反映 
B B 

   
Ⅰ-6-(3) 
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（４）情報公開の促進 A B    Ⅰ-6-(4)            

 （5）監事機能強化に

関する取組 
― B 

   
Ⅰ-6-(5) 

           

 

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 

 

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評

定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標

を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し

得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度

に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設け

ず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標において

は対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は

対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）

の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

Ⅰ－1 国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(1) 創発物性科学研究 

関連する政策・施策 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-3 環境分野の研究開発の重点的推

進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：139 

和文：15 

欧文：277 

和文：11 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

29 

協定等：19 

共同研究等：

40 

協定等：19 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：31 

登録：1 

出願：37 

登録：5 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

52 

559,747 

66 

304,624 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

2,055,723 2,151,680 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 109 133 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国が強み
をもつ環境・エネ
ルギー技術によ

るグリーンイノ
ベーションを創
出し、世界に先駆

けた環境・エネル
ギー先進国の実
現を果たすため

には、既存技術の
延長では突破で
きない性能向上

の限界を超え、全
く新しい概念に
よるエネルギー

利用技術の革新
を可能にする、既
存の科学技術と

は異なる新たな
学理の構築が必
要である。 

このため、固
体・分子集合体・
ナノデバイス等

が示す、電子・ス
ピン・分子など
個々の構成要素

の単なる集合と
しては説明でき
ない物性・機能

（創発物性）に着
目して我が国の
物性科学研究を

推進する。本分野
は蒸気エネルギ
ー、原子力エネル

ギーの開発に次
ぐ第３のエネル
ギー技術革命を

もたらすものと

環境・エネルギー技術によるグリ
ーンイノベーションを創出するため
には、既存の技術の延長線上にない

全く新しい概念によるエネルギー利
用技術の革新が必要である。固体・
分子集合体・ナノデバイス等は電

子・スピン・分子など個々の構成要
素の単なる集合としては説明できな
い物性・機能を示しうる。このよう

な創発物性という新しい概念の下、
強相関物理、超分子機能化学、量子
情報エレクトロニクスの分野の有機

的な連携により、従来の科学技術と
は異なる全く新しい学理を創成し、
僅かな電気・磁気・熱刺激からの巨

大な創発的応答・現象を実現するこ
とで、消費電力を革命的に低減する
デバイス技術やエネルギーを高効率

に変換する技術に関する研究開発を
推進する。 

また、我が国の物性科学の中核的

研究開発拠点として、世界トップレ
ベルの研究者を結集し、集中的に研
究を推進するとともに、国内外の研

究機関や大学、企業等と連携して、
俯瞰的・国際的視野を持った次世代
の創発物性科学研究を牽引する人材

の育成、最先端の研究開発成果を将
来の産業技術開発の土台とするため
の取組を総合的に推進する。 

 
①強相関物理研究 
固体中で多数の電子が強く反発しあ

う強相関電子系が示す創発機能発現
の学理を探求し、革新的なエネルギ
ー機能原理を解明する。すなわち、

既存の半導体技術を超える超低損失
エネルギー輸送、超高効率の光･電
気・磁気・熱の相互のエネルギー変

換機構を明らかにする。 

①強相関物理研究 
固体中で多数の電子が強く

反発しあう強相関電子系が示

す創発機能発現の学理を探求
し、革新的なエネルギー機能原
理を解明する。すなわち、既存

の半導体技術を超える超低損
失エネルギー輸送、超高効率の
光･電気・磁気・熱の相互のエ

ネルギー変換機構を明らかに
するとともに、超低消費電力型
磁気メモリの実現に向けた研

究開発を行う。 
平成２６年度は、超低消費電

力型磁気メモリの実現に向け、

磁性体中のスキルミオン（渦巻
き状のスピン構造体、磁気メモ
リ中の磁気情報担体として働

く）を光、磁場、電流により生
成、消去する制御方法の開発、
スキルミオンを用いたメモリ

や論理回路の設計学理の確立、
スキルミオンを効率よく発生
させるための磁性体加工技術

の開発を行う。また、強磁性強
誘電体（マルチフェロイックス
物質）の特性を利用した新機能

を開拓するとともに、室温近傍
で磁気や熱エネルギーを電気
に高効率で変換する材料の探

索を行う。 

 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
 

（評価指標） 
・消費電力を革命
的に低減するデ

バイス技術やエ
ネルギーを高効
率に変換する技

術に関する研究
開発の成果 
 

・比類のない独自
のユニークな成
果や当初計画で

予期し得なかっ

① 強相関物理研究 
○理論シミュレーションによっ
て、(i)ナノ秒・ナノメートルの

時間・空間スケールで、局所的
な加熱によってスキルミオンが
生成し、照射スポットを調整す

ることでスキルミオンの複合体
（スキルミオニウム、バイスキ
ルミオン等）が生じることを見

出したとともに、（ii）スキルミ
オン回路設計に向けて、試料境
界近傍のスキルミオンの電流駆

動運動が、境界からの力によっ
て大きな加速効果を受けること
を見出した。 

 
 
 

 
○磁性体加工技術では、FeGe 薄膜
の 50nm 幅のホールバーを作成

し、狭い領域におけるデジタル
化したスキルミオンの生成・消
滅、電流駆動運動を観測するこ

とに成功した。 
 

○電子ホログラフィーによって、

実験的にスキルミオン結晶格子
と磁束の３次元的構造を観測す
ることに成功した。また、超音

波を用いることで、スキルミオ
ン結晶の弾性定数が、結晶格子
の弾性定数に比べて３ケタ小さ

いことを突き止めた。関連して、
１軸性の歪の下でのスキルミオ
ン結晶の変形をローレンツ電子

顕微鏡で観測し、スピン軌道相
互作用の大きな異方性が誘起さ
れることを発見した。 

 

評定 S 評定 S 

○レーザー光照射によって

スキルミオンが生成する
ことや、照射スポットの
大きさを調整することで

スキルミオンの複合体が
生じることを見出したこ
とは、順調に計画を遂行

していると評価する。 
○試料境界近傍のスキルミ
オンの電流駆動運動が、

大きな加速効果を受ける
ことを見出したことは、
スキルミオンを用いたメ

モリや論理回路の設計に
資する成果であり、順調
に計画を遂行していると

評価する。 
○スキルミオンの生成・消
滅、電流駆動運動を観測

することに成功したこと
は、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

 
○スキルミオン結晶の弾性
定数が、結晶格子の弾性

定数に比べて３ケタ小さ
いことを突き止めたこと
は、この結晶が弱い入力

で変形できるというスキ
ルミオンの新しい性質の
発見につながる成果であ

り、「スキルミオニクス」
という新たな研究分野へ
の展開につながる成果で

あるとともに、スキルミ
オンを使ったメモリへの
応用にむけた重要な知見

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に特に顕著な成果

が創出されていると認めら
れる。 
 

○中でも、「スキルミオン」の
外からの弱い力で変形でき
るという新しい性質の発見

は、「スキルミオニクス」と
いう新たな電子技術につな
がる成果であるとともに、超

省エネルギーメモリへの応
用に向けた重要な知見であ
る。また、基本特許の申請や

共同研究を進めるなど、出口
を見据えた進展があり、国際
競争の中でも高い優位性を

確保したと高く評価できる。 
 
○また、トポロジカル絶縁体に

磁性元素を添加することで
無磁場で異常量子ホール効
果を実現したことは、本事業

の目標の一つである省電力
デバイスの基礎原理の確立
に向けた、重要な成果であ

る。 
 

○さらに、ヒドロゲルと酸化チ

タンナノシートを複合化す
ることで、望みの箇所で何度
でも光加工できることを発

見したことは、ヒドロゲルの
用途を飛躍的に拡張するも
のであり、非常に画期的な成
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して期待され、国

際的にも注目を
集めているが、創
発物性科学を世

界に先駆けて新
たな研究分野と
して確立し、我が

国の科学技術水
準の向上を図る
ため、本分野に関

する研究開発を
リードしてきた
理化学研究所に

おいて国内外の
研究者を結集し、
世界トップレベ

ルの物性科学に
関する研究開発
拠点を新たに設

置し、研究開発を
推進する。 

新しい物性科

学を創成し、エネ
ルギー変換の高
効率化や消費電

力を革新的に低
減させるデバイ
ス技術に関する

研究開発を実施
する。 

具体的には、２

０３０年代に産
業化までつなげ
ることを目指し、

２０２０年代ま
でに中低温の未
利用熱を有効に

活用可能とする
高効率熱電変換
技術や、超低消費

電力で半導体を
超える電子デバ
イス技術を確立

する。 
そのため、本中

期目標期間にお

いては、熱電材料
に関して半世紀
にわたり更新さ

これらの研究により、超低消費電

力型磁気メモリの実現に向け、本中
期目標期間中に不純物･欠陥などに
対して安定な性質を持った磁気情報

担体を開発し、消費電力を表す指標
である電流密度を既存金属系材料に
比べ５桁以上下げた電流密度での磁

気情報操作を達成する。 

た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 

 

 
 
 

 
 
○マルチフェロイックス物質にお

いて、磁場ではなく、ある特定
の方向からのみ圧力を加えるこ
とによって分極が誘起される、

という新機能を見出した。 
 
 

○マルチフェロイックス物質にお
いて、ある特定の周波数のテラ
ヘルツ光の向きによって、減衰

係数が 400%にもおよぶ巨大な違
いを生じるという、アイソレー
ターに応用可能な新機能を見出

した。 
 

○室温近傍で組成制御によって構

造転移と磁気転移を室温付近で
同時に誘起することで、磁気・
熱の間の高効率エネルギー変換

を可能とする材料を見出した。 
 
 

○強相関酸化物と半導体の接合界
面において、電子が局在して静
止した状態と、広がって動きま

わる状態との競合を実現するこ
とで、光電変換効率を磁場で制
御することに初めて成功した。

（Nature Communications 5 号
発表） 
 

○トポロジカル絶縁体に磁性元素
を添加して、異常量子ホール効
果を実現した。その量子化則を

観測することに成功し、磁場を
印加して生じる通常の量子ホー
ル効果と本質的に同じであるこ

とを初めて見出した。（Nature 
Physics 10 号発表） 
 

 
 
 

である。加えてこれが学

術研究の潮流となり、世
界との競争において優位
性を確保していることか

らも、非常に高く評価す
る。 

○マルチフェロイックス物

質において、磁場ではな
く、圧力を加えることに
よって分極が誘起される

という新機能を見出した
ことは、順調に計画を遂
行していると評価する。 

○マルチフェロイックス物
質において、テラヘルツ
光の進む向きによって、

減衰係数が 400%にもお
よぶ巨大な違いを生じる
新機能を見出したこと

は、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

○室温近傍で磁気・熱の間

の高効率エネルギー変換
を可能とする材料を見出
したことは、順調に計画

を遂行していると評価す
る。 
 

○強相関酸化物と半導体の
接合界面において、光電
変換効率を磁場で制御す

ることに初めて成功した
ことは、エネルギーロス
の少ない多重キャリア生

成を利用した強相関太陽
電池の実現につながる成
果であり、高く評価する。 

○無磁場で異常量子ホール
効果を実現したことは、
整数量子ホール効果との

関係性を初めて実験的に
検証したを含め、トポロ
ジカル絶縁体の新たな機

能を見出した重要な成果
であり、さらに無磁場で
エッジ電流を利用した省

電力デバイスの基礎原理
の確立したこととなり、
非常に高く評価する。 

果である。 

 
○その他にも数多くの優れた
研究成果を生み出しており、

高く評価できる。 
 
○運営面に関しては、国内外の

研究機関との連携や企業か
らの若手研究者の受け入れ
等を通じて人材育成を行う

等実績を上げており、適正な
運営が行われていると認め
られる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○関連する分野の大学・研究機
関や産業界との連携を通じ
た一層の人材交流・育成等に

よる応用展開を期待する。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」
に向けて特に顕著な成果の

創出や将来的な特別な成果
の創出の期待等が認められ
ることから、評定を S とす

る。 
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れていない最高

性能を超える新
しい強相関熱電
材料を開発する

など、エネルギー
利用の革新にか
かわる世界トッ

プレベルの成果
を実現する。 

また、国内外の

研究機関や大学、
企業等と連携し
て、俯瞰的・国際

的視野を持った
次世代の創発物
性科学研究を牽

引する人材の育
成を推進すると
ともに、関連事業

の動向や企業等
の社会ニーズを
把握し、最先端の

研究開発成果を
将来の産業技術
開発の土台とす

るための取組を
総合的に推進す
る。 

○トポロジカル絶縁体に磁場を印

加して、表面に存在する質量ゼ
ロのディラック電子をナノスケ
ールの空間に閉じ込め、走査型

トンネル顕微分光法によって、
ディラック電子の空間分布が通
常の電子とは異なることを初め

て 明 ら か に し た 。（ Nature 
Physics 10 号発表） 

 

○トポロジカル絶縁体に磁

場を印加した際のディラ
ック電子の空間分布が、
通常の電子とは異なるこ

とを初めて明らかにした
ことは、トポロジカル絶
縁体表面のディラック電

子を利用したスピントロ
ニクスデバイスの実現に
向けた展望が開ける成果

であり、高く評価する。 

②分子機能化学研究 
 有機・高分子化合物の構造を分子

レベルから設計し、階層的に組織化
することにより、目的とする機能を
発現させる超分子機能に関わる基本

学理を構築し、エネルギーの変換・
伝達・貯蔵を高効率化する環境低負
荷型高機能材料を開発する。また、

材料の高性能化のために、分子から
巨視的スケールまでをシームレスに
つなぐプロセスの速度論的制御と構

造制御の方法論を構築する。 
これらの研究により、実用に資す

る有機太陽電池等電子デバイスを開

発する。特に、分子レベルからの材
料設計により構造が自律的に形成さ
れる機能をもつ有機太陽電池につい

ては本中期目標期間中に変換効率１
０％程度を達成する。 

②超分子機能化学研究 
有機・高分子化合物の構造を

分子レベルから設計し、階層的
に組織化することにより、目的
とする機能を発現させる超分

子機能に関わる基本学理を構
築し、エネルギーの変換・伝
達・貯蔵を高効率化する環境低

負荷型高機能材料を開発する
とともに、実用に資する有機太
陽電池等電子デバイスの研究

開発を行う。また、材料の高性
能化のために、分子から巨視的
スケールまでをシームレスに

つなぐプロセスの速度論的制
御と構造制御の方法論を構築
する。 

平成２６年度は、実用に資す
る有機太陽電池の開発に向け
て、前年度開発した半導体分子

集合体の高キャリア輸送特性
に関する構造的要因を解析し、
材料の更なる高性能化を図る。

また、環境低負荷型高機能材料
として、ヒドロゲル（水を主原
料とするプラスチック代替マ

テリアル）の高強度化を図るた
めに、前年度開発した新規有機
物質に様々な無機ナノシート

を複合化し、その物性を評価す
る。 

②超分子機能化学研究 
○前年度開発した半導体ポリマー

集合体の構造を詳細に解析し、
光電変換層で生成したホールの
輸送に不適切な配向への成長傾

向が高いことを突き止めた。こ
れを逆方向となる素子構造を採
用し太陽電池を作製したとこ

ろ、実デバイスにおいて光電変
換効率 9.2%（一般財団法人 電
気安全環境研究所 認証デー

タ）を得ることに成功した。 
 
 

○高強度の環境低負荷型高機能材
料の開発を進めるべく、ヒドロ
ゲルを構成するための新規無機

成分を探求した結果、これまで
用いた酸化ケイ素の代わりに酸
化チタンナノシートを用いた場

合にも、ヒドロゲルが得られる
ことが分かった。このヒドロゲ
ル中には、光触媒として有名な

酸化チタンが均一に分散されて
おり、これを光照射することで、
望みの箇所で何度でも光加工で

きることが明らかとなった。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○互いに反発するイオン性のナノ
シートを磁場によって配向した

 
○光電変換層において、生

成したホールの輸送に不
適切な配向が成長する傾
向が高いことを突き止

め、これもとに太陽電池
デバイスにおいて光電変
換効率 9.2%（一般財団法

人 電気安全環境研究所 
認証データ）を得ること
に成功したことは、順調

に計画を遂行していると
評価する。 

 

○これまで用いてきた酸化
ケイ素ナノシートの代わ
りに酸化チタンナノシー

トを用いた場合にも、ヒ
ドロゲルが得られること
を見出したことは、順調

に計画を遂行していると
評価する。 

○ヒドロゲルと酸化チタン

ナノシートを複合化する
ことで、望みの箇所で何
度でも光加工できること

を発見し、通常の材料で
は実現しにくい特異な機
械的物性を示す材料を開

発したことは、人工臓器
のような複雑な構造体を
ヒドロゲルで作り出せる

可能性があるなど、ヒド
ロゲルの用途を飛躍的に
拡張する成果であり、非

常に高く評価する。 
○ヒドロゲル内部の静電反
発を使って力学特性を制
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後、ヒドロゲル中に捕捉するこ

とで、極めて異方的な力学特性
を 示 す 材 料 を 開 発 し た 。
（Nature, 2015, 517 巻 7532 号

発表） 
○物質の特異な構造と電子の状態
を利用し、電圧によって左回り

と右回りの円偏光を切り替える
ことが可能な円偏光光源の原理
を提案・実証した。（Science 

2014, 344 巻 6185 号発表） 
 
 

○二硫化モリブデンと呼ばれる、
グラフェンと同じ蜂の巣格子の
結晶構造を持つ物質が、バレー

に依存したスピン分極など、バ
レートロニクスの基本となる特
殊な性質を持っていることを証

明した。 
（Nature Nanotechnology,2014, 
9 巻 8 号発表） 

 
 
 

 
○原料を室温で混ぜるだけという
簡単な操作で、誰もが、どこで

でも望んだ数の小分子をつなぐ
ことができる高分子の精密合成
法の開発に成功した。（Science, 

2015, 347 巻 6222 号発表） 

御する材料設計は、今後

の材料科学に新たな可能
性を開くと期待される成
果であり、高く評価する。 

 
○電圧によって円偏光を切
り替えることが可能な円

偏光光源の原理を提案・
実証したことは、３D デ
ィスプレイ光源や量子情

報制御への応用が期待さ
れる成果であり、高く評
価する。 

○二硫化モリブデンがバレ
ートロニクスと呼ばれる
新しい低消費電力デバイ

ス用の材料として非常に
有力であると証明したこ
とは、スピントロニクス

研究においても新しい方
向性を示す成果であり、
新たな原理に基づく低消

費電力エレクトロニクス
への展開が開ける成果で
あり、非常に高く評価す

る。 
○原料を室温で混ぜるだけ
で高分子を精密に合成で

きる方法を開発したこと
は、持続性社会の実現に
おいて欠かせない、究極

の省資源・省エネプロセ
スにつながる可能性のあ
る成果であり、高く評価

する。 

③量子情報エレクトロニクス研究 
情報通信技術の普及に伴い爆発的

に増大する情報を、安全かつエネル
ギー消費を最低限に抑えて処理する
技術として、量子力学的原理に基づ

いて動作するデバイス及び計算機シ
ステムの開発を行うため、半導体、
超伝導体の量子状態を光学的、電気

的、磁気的に制御することにより、
量子コンピューティング、量子中継、
量子ナノデバイスの基本原理解明と

技術開発を行う。 
これらの研究により、将来的な大

規模量子計算への拡張から量子コン

③量子情報エレクトロニクス
研究 

情報通信技術の普及に伴い
爆発的に増大する情報を、安全
かつエネルギー消費を最低限

に抑えて処理する技術として、
量子力学的原理に基づいて動
作するデバイス及び計算機シ

ステムの開発を行うため、半導
体、超伝導体の量子状態を光学
的、電気的、磁気的に制御する

ことにより、量子コンピューテ
ィング、量子中継、量子ナノデ
バイスの基本原理解明と技術

③量子情報エレクトロニクス研究 
○電気制御GaAs量子ドットスピン

について、3量子ビットの独立制
御、2組の 2量子ビットもつれ制
御（~65MHz）と高速測定による

消光比の向上を達成した。4重ド
ットを用いて、独立な 4 スピン
共鳴を確認し、現在 4 ビット化

の実験を行い、高速スピン制御
法、離れたスピン量子ビットの
結合制御法を新しく提案した。 

 
○超伝導量子コンピュータの量子
ビットのスケーリングに適した

 
○3 量子ビットの性能評価

と基本的アルゴリズムの
原理確認を達成したこと
は、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 
○4 重ドットを用いて、独
立な 4 スピン共鳴を確認

し、４量子ビット化技術
への拡張を行ったこと
は、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 
○量子ビットのスケーリン
グに適した２次元量子ビ



16 

 

ピュータ実現までを視野にいれ、現

在の２量子ビット計算から、本中期
目標期間中に誤り訂正を含めた５量
子ビット計算を実現する。 

開発を行う。 

平成２６年度は、量子コンピ
ュータに実装するための３量
子ビットの性能（結合制御と動

作忠実度）の評価と基本的アル
ゴリズムの原理確認、及び４量
子ビット化技術への拡張を行

う。 
 

二つの方式、結合器に２重の共

振器を使う回路方式と非線形結
合器を使う回路方式を考案し
た。また、マルチフェロイク絶

縁体のスピン軌道量子ビット、
マヨラナモード量子ビットの符
号化を提案した。超伝導量子ビ

ットの性能を評価し、99.9%のゲ
ート忠実度を得た。 
 

 
○光制御において、16 サイト空間
伝搬 OPO ネットワーク型コヒー

レントイジングマシーンを初め
て構成し、NP 困難 MAX-CUT-3 問
題を解かせ、2000 回の試行で、

誤りなく正解を求めた。 
 
 

 
○光-量子ビット情報変換に関連
して、超伝導磁束量子ビットを

用いた伝搬マイクロ波単一光子
検出器の実証に成功し，検出効
率 66%を達成した。 

 
 
 

 
○パラメトリック発振を利用す
る、エラー率 0.016%の超高精度

読み出し用超伝導増幅器を実現
した。（Nature Communications 5
号発表） 

○一方のドットの電子伝導が他方
のドットのマイクロ波光子介在
伝導によって影響される現象で

ある、ドットの平均電流、平均
共振器光子の占有、電流交差相
関を計算により求めた。（Nature 

Physics 10 号、Science 346 号
発表） 
 

 
 

○二種類の特定の量子ドットにお

いて、スピン軌道相互作用の性
質を定量的に求めた。（Physical 
Review Letters 113 号発表） 

ットアレーを可能にする

二つの方式を考案したこ
と、スピン軌道量子ビッ
ト、マヨラナモード量子

ビットの符号化を提案し
たこと、超伝導量子ビッ
トで 99.9%のゲート忠実

度を得たことは、超伝導
量子コンピュータの実現
につながる成果であり、

高く評価する。 
○コヒーレントイジングマ
シ ー ン で NP 困 難

MAX-CUT-3 問題を高精度
で正解を得られたこと
は、スーパーコンピュー

タが何百年もかかる問題
を、数秒で計算する新技
術につながる成果であ

り、高く評価する。 
○伝搬マイクロ波単一光子
検出器の実証に成功し，

検出効率 66%を達成した
ことは、既存のコンピュ
ータと量子コンピュータ

をつなげる新たなプラッ
トフォームの開拓につな
がる成果であり、高く評

価する。 
○超高精度読み出し用超伝
導増幅器を実現したこと

は、「量子エラー訂正」へ
の応用につながる成果で
あり、高く評価する。 

○超伝導回路 QED の共鳴条
件の特徴を計算により導
き出したことは、当該研

究に新たな方向性を提供
し、量子コンピュータ実
現に不可欠な量子計算の

エラー訂正、また超伝導
回路を用いた新しいコン
ピュータ素子へ応用でき

る重要な成果であり、非
常に高く評価する。 

○スピン軌道相互作用の性

質を定量的に求めたこと
は、スピン量子情報制御
の新たな手法を提供する
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○2 経路干渉計を用いて、量子電子
波の位相がπ/2 ずれる現象を初

めて計測に成功した。（Physical 
Review Letters 113 号発表） 

 

 
○「分離照射電子線ホログラフィ
ー」を改良することで、微小絶

縁体粒子間の電位分布の解析に
成功した。（Applied Physics 
Letters 104 号発表) 

 
 
 

 
 
 

 
○電場の揺らぎの検出を通して、
電子の集団運動の可視化に世界

に 先 駆 け て 成 功 し た 。
（ Microscopy and 
microanalysis 20 号発表） 

 
○ヘリカル磁性体でのスキルミオ
ン格子の低エネルギー励起が位

相自由度で記述されることを理
論的に示した。（JPSJ 注目論文に
選出） 

 
 
○カーボンナノチューブ量子ドッ

トのポテンシャル形状の制御に
成功し、分子スケールの単一量
子ドットと２重結合量子ドット

を 作 り 分 け に 成 功 し た 。
（Applied Physics Express 8 号
発表） 

 
○従来の手法では考慮されていな
かった磁性体中でのスピン緩和

の異方性を考慮してスピン寿命
を正確に決定する手法を確立し
た。（Physical Review B 89 号発

表） 
 
 

成果であり、高く評価す

る。 
○2 経路干渉計を用いて電
子波の位相がπ/2 ずれ

る現象の計測に成功した
ことは、量子情報開発に
つながる成果であり、高

く評価する。 
○微小絶縁体粒子間の電位
分布の解析に成功したこ

とは、スキルミオンの 3
次元構造観察を通じて
「スキルミオニクス」と

いう新たな研究分野の展
開につながる成果である
とともに、高精細・省エ

ネルギーレーザープリン
ターの開発につながる成
果であり、非常に高く評

価する。 
○電子の集団運動の可視化
に成功したことは、複雑

な量子現象の解明に展望
が開けるものと期待され
る成果であり、高く評価

する。 
○スキルミオン格子の微視
的導出は世界初であり、

励起のふるまいに関する
正確で新しい予言につな
がる成果であり、高く評

価する。 
 
○カーボンナノチューブに

おいて制御された単一量
子ドットからの発光を初
めて観測したことは、光

通信波長帯での単一光子
光源などへの応用が期待
できる成果であり、高く

評価する。 
○スピン寿命を正確に決定
する手法を確立したこと

は、スピン寿命の正確な
理解を通じて「スピント
ロニクス」分野に資する

重要な成果であり、グラ
フェン等の長いスピン寿
命を有する物質を用いた
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○非局所法を用いて超伝導体にス
ピン注入する手法を確立した。
（Physical Review Letter 112

号発表） 
 

○超流動ヘリウム 3-A 相自由表面

におけるカイラリティー多重ド
メイン構造を世界で初めて同定
した。（J. Phys. Soc. Jpn. 84

号発表） 

スピン流素子の設計をよ

り正確にする指針を示す
もので、非常に高く評価
する。 

○非局所法を用いて超伝導
体にスピン注入する手法
は、準粒子を媒介とした

世界初のスピン注入であ
り、高く評価する。 

○カイラリティー多重ドメ

イン構造を世界で初めて
同定したことは、トポロ
ジカル超流動の解明につ

ながる成果であり、高く
評価する。 

④分野融合プロジェクト・産学連携 

熱電変換材料の研究開発、エネル
ギー損失が極小となるエレクトロニ
クスの研究開発等、高効率エネルギ

ー変換や超低消費電力電子機器の実
現に向けたプロジェクト研究を、分
野を超えて融合的に展開する。トポ

ロジカル絶縁体(内部は絶縁体なが
ら表面・界面は損失極小の電流を流
す)などの新たな機能性材料に対し、

エネルギー機能に着目した、物質の
理論設計、及び実験実証を行うとと
もに、本中期目標期間中に強相関熱

電材料において、実用化の目途とな
る電力因子５０μW/cmK2 程度を目
指す。 

大学との連携講座や若手研究者に
よるフォーラムの形成、ワークショ
ップの開催をはじめとする国内外の

大学や研究機関との連携により、将
来の指導的研究者となり得る優れた
人材を育成する。また、創発物性科

学の最先端研究開発成果を将来の技
術開発の土台とするため、応用研
究・産業等に従事する他の機関・組

織との連携により、新産業分野のニ
ーズとシーズを相互理解し、先端の
研究開発を推進し、成果を効果的に

移転する。 

④分野融合プロジェクト・産学

連携 
高効率エネルギー変換や超

低消費電力電子機器の実現に

向けたプロジェクト研究を分
野を超えて融合的に展開する。
また、将来の指導的研究者とな

り得る優れた人材を育成する
とともに、応用研究・産業等に
従事する他の機関・組織との連

携により、先端の研究開発を推
進し、成果を効果的に移転す
る。 

平成２６年度は、トポロジカ
ル絶縁体に磁性不純物を添加
した物質群において、ゼロ磁場

下でエネルギー損失なく電流
を流す現象である量子異常ホ
ール効果を実験的に実現し、コ

ンダクタンス（電流の流れやす
さ）を制御するとともに、電界
による電子状態の制御やスピ

ン構造の電気的制御を行う等、
半導体素子とは全く異なる原
理を用いたデバイス技術の開

発を行う。強相関熱電変換材料
において、シミュレーションの
結果、高い電力因子を持つこと

が予想される特殊な構造（層状
構造、マルチバレー構造等）を
もつ物質の開発を行う。また、

理化学研究所において産業界
の研究員と共同で超低消費電
力エレクトロニクスと高効率

④分野融合プロジェクト・産学連

携 
○Cr をドープしたトポロジカル絶
縁体(Bi,Sb)2Te3 において強磁

性秩序とそれに伴う量子化異常
ホール効果の実現に成功した。 
 

○縦と横のコンダクタンスの温度
依存性を調べることによりスケ
ーリング則を見出した。 

 
 
 

 
○磁場下での量子ホール効果も実
現し、通常の量子化値に加えて、

上部表面と下部表面のポテンシ
ャルエネルギー差によるゼロホ
ールコンダクタンスのプラトー

を発見した。 
 
 

○トポロジカル絶縁体を用いた新
しいデバイス設計に向けて、量
子化異常ホール状態における磁

壁の構造と磁壁に沿ったエッジ
チャンネルの電場制御の理論を
構築した。また、トポロジカル

絶縁体が、運動量に依存したス
ピン分極を持つことを見出し、
これを用いた電流・スピン変換

などを理論的に提案した。 
 
 

○Cr をドープしたトポロ

ジカル絶縁体において量
子化異常ホール効果の実
現に成功したことは、順

調に計画を遂行している
と評価する。 

○トポロジカル絶縁体にお

いてスケーリング則を見
出したことは、量子化異
常ホール効果における局

在効果の重要性を示し、
この効果を制御する上で
の指針を与える重要な結

果であり、高く評価する。 
○磁場下での量子ホール効
果も実現し、フェルミエ

ネルギーを制御すること
で、電流の流れやすさが
制御できることを見出し

たことは、順調に計画を
遂行していると評価す
る。 

○量子化異常ホール状態に
おける磁壁の構造とエッ
ジチャンネルの電場制御

の理論を構築し、運動量
に依存したスピン分極を
持つことを見出したこと

は、半導体素子とは全く
異なる原理を用いたデバ
イス技術開発につながる

成果であり、順調に計画
を遂行していると評価す
る。 
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エネルギー変換の研究を引き

続き推進するとともに、シンポ
ジウム・ワークショップを各部
門で開催する。さらに、清華大

学をはじめとする国内外の大
学との連携を通じて、若手研究
者の育成を強化する。 

○強相関熱電変換材料において

は、層状構造のカルコゲナイド
物質における元素置換によっ
て、電子状態にマルチバレー構

造と呼ばれる特殊な状態が生
じ、電力因子の増大を予測した。
この予測に基づき、元素置換に

よって物質を合成し、マルチバ
レー構造を有する物質であるこ
とを低温での熱容量の測定から

実証した。 
 

【マネジメント・人材育成】 

○産業界から研究員 1 名が、委託
研究員として新たに研究に参画
し、これまでの熱電変換材料の

研究のみならず、超低消費電力
エレクトロニクスの研究に関し
ても加速・推進する体制が整っ

た。 
 

○分野融合のために、平成 26 年度

には CEMS Camp を 2 回行った。3
部門間で共通の問題意識を育む
とともに、若手とシニアの研究

者間の自由な議論を促進する上
で大きな効果があった。 
 

 
○清華大学の招聘 ULである 2名の
准教授が、それぞれ計１か月以

上理研に滞在し、共同研究を行
うとともに定例ミーティングで
研究成果発表を行った。 

○強相関熱電変換材料の層

状構造のカルコゲナイド
物質における元素置換に
よって、特殊な状態が生

じることを予測し、実際
に物質合成することでマ
ルチバレー構造を有する

物質であることを実証し
たことは、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
○産業界から研究員 1 名
が、委託研究員として新

たに研究に参画し、超低
消費電力エレクトロニク
スの研究に関しても加

速・推進する体制が整っ
たことは、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
○分野融合のために、平成
26 年度は CEMS Camp を 2

回行い、3 部門間で共通
の問題意識を育むととも
に、若手とシニアの研究

者間の自由な議論を促進
したことは、順調に計画
を遂行していると評価す

る。 
○清華大学の招聘 UL であ
る 2 名の准教授が理研に

滞在し、共同研究を行う
とともに定例ミーティン
グで研究成果発表を行っ

たことは、順調に計画を
遂行していると評価す
る。 

○統合物性科学研究プログ
ラムにCEMS専任UL1名が
着任し、また東京大学に

社会連携講座「創発物性
科学」を設置し、同大の
特任准教授等3名がCEMS

の招聘 UL として連携研
究を推進したことは、若
手研究リーダーの育成に

おいて重要な成果であ
り、非常に高く評価する。 
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４．その他参考情報 

（S評定の根拠となる成果） 

 

○「スキルミオン」の外からの弱い力で変形できるという新しい性質の発見は、「スキルミオニクス」という新たな電子技術につながる成果であ

るとともに、超省エネルギーメモリへの応用に向けた重要な知見である。また、基本特許の申請や共同研究を進めるなど、出口を見据えた進

展があり、国際競争の中でも高い優位性を確保したと高く評価できる。 

 

○トポロジカル絶縁体に磁性元素を添加することで無磁場で異常量子ホール効果を実現したことは、本事業の目標の一つである省電力デバイス

の基礎原理の確立に向けた、重要な成果である。 

 

○ヒドロゲルと酸化チタンナノシートを複合化することで、望みの箇所で何度でも光加工できることを発見したことは、ヒドロゲルの用途を飛

躍的に拡張するものであり、非常に画期的な成果である。 

 

○二硫化モリブデンが、バレートロニクスの基本となる特殊な性質を持っていることを証明したことは、スピントロニクス研究の新たな方向性

を示し、低消費電力エレクトロニクスへの展開の基礎となる成果である。 

 

○一方のドットの電子伝導が他方のドットのマイクロ波光子介在伝導によって影響される現象を計算により求めたことにより、超伝導回路 QED

の研究に新たな方向性が示されたことは評価できる。 

 

○平成 26 年度の１年間で発表された論文の総数は 288 報（※25 年度 154 報）にものぼり、その中でも「Nature Materials」3 報、「Nature 

Nanotechnology」1 報、「Science」3 報、「Nature Physics」6 報など、多くの科学誌に論文が掲載されている。 

 

○また、若手リーダー育成事業「総合物性科学研究プログラム」を実施し、シニア PI による強固なメンターシップのもと、次世代を担う研究リ

ーダーを育成するモデルを構築した。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(2) 環境資源科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-3 環境分野の研究開発の重点的推

進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：81 

和文：19 

欧文：192  

和文：19 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

84 

協定等：44 

共同研究等：

105 

協定等：42 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：20 

登録：11 

出願：31 

登録：13 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

121 

1,169,759 

147 

1,516,074 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,404,657 1,471,850 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 180 192 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 資源の確保・環
境保全・食糧増産
等の地球規模の

課題に対応し、持
続可能な社会を
実現するために

は、環境に負荷を
及 ぼ さ な い 資
源・エネルギーの

循環的な利活用
が不可欠である。 

このため、石油

化学製品として
消費され続けて
いる炭素、生命活

動に不可欠な窒
素、希少な金属元
素の各資源を循

環的に利活用す
ることを目指し、
多様な生物機能

と化学機能の理
解を礎として、植
物科学、微生物化

学、化学生物学、
合成化学等を融
合した先導的研

究を推進する。２
０３０年代に産
業界で利用され

ることを目指し、
２０２０年代ま
でに２０世紀最

大の発明の一つ
とも言われるハ
ーバー・ボッシュ

法を革新し得る、
窒素と水素から
の省資源・省エネ

ルギー型のアン
モニア合成を実
現するなど、産業

環境に負荷を及ぼさない資源・エ
ネルギーの循環的な利活用が可能な
持続的社会の実現に向け、多様な生

物機能と化学機能の理解を礎とし
て、植物科学、微生物化学、化学生
物学、合成化学等を融合した先導的

研究を推進し、有用資源の創成及び
高効率な資源生産システム等の技術
革新に貢献する。そのために、石油

化学製品として消費され続けている
炭素、生命活動に不可欠な窒素、希
少な金属元素の各資源を循環的に利

活用することを目指し、「炭素」、
「窒素」、「金属」に関する体系的
な３つのプロジェクト研究を推進す

るとともに、世界トップレベルのメ
タボローム解析基盤及び天然化合物
バンクの充実と融合によって強力な

基盤を構築し、研究開発を推進する。 
また、関連事業の動向や産業界等

の社会ニーズを把握し、国内外の研

究機関や大学、企業等に対して効果
的な研究展開を図る。さらに、研究
開発成果の社会還元を推進するた

め、化学工学分野の機能強化、有用
植物の圃場試験等に関し、有機的な
協力関係の構築を進める。加えて、

環境資源分野における優れた研究人
材を育成し、同分野の科学技術力の
底上げに努める。 

 
①炭素の循環的利活用技術の研究 

大気中の二酸化炭素の資源化に向

け、光合成によるバイオ素材生産や
触媒化学による化成品生産の実現を
目指す。これらの研究を通して、本

中期目標期間において、二酸化炭素
固定の礎である光合成機能強化や植
物・微生物の代謝経路の操作によっ

て物質生産・貯蔵機構を制御する技
術の研究開発を行い、光合成機能や
脂質等有用代謝産物の生産を向上さ

①炭素の循環的利活用技術の
研究 
大気中の二酸化炭素の資源

化に向け、光合成によるバイオ
素材生産や触媒化学による化
成品生産の実現を目指す。 

平成２６年度は、光合成機能
向上については、Ｃ４植物（よ
り効率の良い光合成システム

を有する植物）のゲノム及びト
ランスクリプトーム情報のデ
ータベースを用いて、Ｃ３植物

との比較解析を行う。また、葉
緑体の機能転換や代謝機能の
向上に関わる因子の探索を進

める。 
有用代謝産物の生産向上に

ついては、環境変動下での脂質

等の動態変化と遺伝子発現変
動を解明するとともに、前年度
に得られた光合成微生物の脂

質生産を向上させる化合物の
作用機構を明らかにする。ま
た、高機能・高付加価値作物の

育種・栽培に向けて有用成分の
生合成に関わる因子を探索す
る。 

二酸化炭素からのカルボン
酸の新規合成法の開発につい
ては、二酸化炭素を用いたカル

ボキシル化反応の対象を拡大
し、炭素―炭素二重結合に二つ
の官能基を同時に導入できる

触媒反応を開発する。また、有
害な酸化剤を用いない環境調
和型酸化反応の開発に向けて

は、複数ある酸化反応のうち、
前年度開発した酸素分子を用
いてカルボニル化合物に水酸

基を導入する触媒反応を不斉
反応に展開する。 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
（評価指標） 

・「炭素」、「窒素」、
「金属」に関する
研究成果、世界ト

ップレベルのメ
タボローム解析
基盤及び天然化

合物バンクの充
実と融合による
基盤構築及び研

究開発の成果 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

①炭素の循環的利活用技術の研究 
○より効率のよい光合成システム

を有するC4モデル植物であるエ

ノコログサのゲノム情報の整備
と形質転換技術を確立するとと
もに、重イオンビーム照射した

変異体ライブラリーを作成し、
C4 光合成システムに関わる有用
遺伝子の探索と機能解析のため

の基盤を整備した。 
○イネにおいて葉緑体の分化と代

謝ホメオスタシスに関わる重要

な遺伝子を同定し、そのメカニ
ズムの解明を進めた。また、シ
ロイヌナズナの葉緑体関連の変

異体の解析を進め、葉緑体膜の
ビタミン C 輸送体をはじめて同
定した。 

○光合成微生物の脂質代謝を制御
する遺伝子を同定することを目
的に藻類に脂質蓄積を誘導する

化合物を探索した結果、葉緑体
の分解を伴わずに脂肪合成を促
進する化合物を複数発見し、そ

れらがエピジェネティックなタ
ンパク質翻訳後修飾を標的とす
ることを明らかにした。ラン藻

を用いて転写因子NtcAや情報伝
達因子 Hik8 の改変により、糖や
アミノ酸の高生産する代謝エン

ジニアリングが可能になった。 
○日本で栽培されているイネにお

いてメタボロームゲノムワイド

連関解析(mGWAS)を行いフラボ
ノイドなどの有用物質生産に関
わるゲノム領域を同定した。ま

た、ジャガイモにおけるコレス
テロール生合成の鍵遺伝子 SSR2
を同定し、ゲノム編集技術 TALEN

を用いて毒性アルカロイドを低
減したジャガイモの作出に成功
した。 

評定 S 評定 A 

○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
おり、特に植物のビタミ
ンＣ輸送体の同定は世

界 で 初 め て の 成 果
（ 『 Nature 
Communications 』 に 掲

載）であり、高く評価で
きる。 
 

○光合成微生物の研究に
ついては企業との連携
も着実に進み、基礎から

応用までをつなぐ研究
体制が構築できており、
高く評価できる。ラン藻

の研究については３報
の論文を出す等順調に
計画を遂行している。 

 
 
 

○イネの研究については
農水省系の農業生物資
源 研 究 所 と の 成 果

（『ThePlant Journal』
に掲載）であり、高付加
価値のイネを短期間で

作出するための基盤を
提供できたことは我が
国の農業の競争力強化

にもつながりうる成果
であるため高く評価で

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 

○中でも、理研独自の方法によ

るベンゼン環の炭素―炭素
結合の室温での切断は、世界
初の成果であり、化学合成に

ついて大幅なエネルギー消
費量の低減とコストダウン
につながる革新的な技術と

高く評価できる。 
 

○また、中性の水から電子を取

り出す人工マンガン触媒の
開発等、個々の研究に着目す
ると、数多くの特筆すべき成

果が出てきている。 
 

○運営面については、産官との

連携研究や、国際的な連携を
積極的に進める等実績を上
げており、適切な運営が行わ

れていると認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○日本の新しい環境科学・農業
科学を理研として先導して

いく役割が期待される。 
 

○環境資源科学研究という社

会課題を意識した研究開発
を推進する中で、優れた基礎
研究の成果を創出するだけ

にとどまらず、農林水産省等
の関係機関との連携をより
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的に有用な資源

を 生 物 プ ロ セ
ス・化学プロセス
を用いて、高効率

に生産可能とす
る技術革新に向
けた研究開発を

実施する。 
具体的には、以

下のように目標

を定め、研究開発
を行う。 

炭素・窒素等の

大気資源の循環
的利活用によっ
て化石資源の使

用量を減らすた
め、 原材料とし
ての二酸化炭素、

窒素を、植物又は
触媒を用いて効
率的に固定する

技術の確立を目
指す。植物の固定
機能に関する機

構を解明し、革新
的触媒を開発す
るとともに、固定

された炭素・窒素
を含む化合物を
有用物質へと変

換する環境に負
荷の少ない化学
反応技術を開発

する。 
また、水や肥料

等の少ない環境

下でも高い成長
性を実現する植
物の開発に向け、

植物の環境耐性、
生長機能に関わ
る有用因子を解

明し、それらの機
能を向上するた
めの技術を開発

する。 
さらに、天然資

源に乏しい我が

せる標的遺伝子を１０種類程度同定

する。また、金属錯体触媒の探索に
よって、二酸化炭素や酸素から、化
成品原料となるカルボン酸の新規直

接合成法及び有害な酸化剤を用いな
い環境調和型酸化反応を開発する。 

た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
・人材育成制度
（若手研究者等

への指導体制） 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○銅触媒の存在下でスチレン誘導

体をジボランおよび二酸化炭素
と反応させることにより、スチ
レン誘導体のビニル二重結合

（CH2=CH 中の炭素－炭素二重結
合）にボリル基とカルボキシル
基を同時に導入することに成功

し、５員環構造をもつ様々なボ
ラカプロラクトン誘導体を選択
的に合成することができた。ま

た、アート型アルミニウム塩基
iBu3Al(TMP)Li による芳香族化
合物の脱プロトン的アルミ化と

銅触媒による有機アルミ種のカ
ルボキシル化を組み合わせるこ
とにより、二酸化炭素による

様々な芳香族化合物の形式的
C-H 結合カルボキシル化に成功
した。 

○遷移金属触媒を活用して、空気
中に豊富に存在する分子状酸素
を用いるカルボニル化合物のα

位に水酸基を導入する反応を引
続き検討し、不斉反応化に向け
た知見を得る事ができた。 

きる。また、ジャガイモ

の成果（『ThePlant Cell』
に掲載）に関しては新た
な育種技術として注目

されているゲノム編集
技術を用いた高付加価
値品種の開発に繋がる

成果であり、平成 26 年
度に SIP次世代農林水産
業創造技術に採択され、

更なる研究展開が期待
される事と合わせ非常
に高く評価できる。 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

進めるなど、環境問題・農業

問題に対しての貢献をさら
に積極的に進めていくこと
を期待する。 

 
○センターとして、外部連携、
国際連携、企業連携が進んで

いるものの、まだ体制構築の
段階であることから、今後の
積極的な活動が期待される。 

 
（評定） 
○個々の研究成果を見ると非
常に突出した実績が出てき

ており、環境問題という重要
な社会的課題の解決に向け
た発展が期待できる。今後、

関係機関との連携を深め、基
礎研究の成果を社会課題解
決につなげていくことを期

待する。 
 

○以上を踏まえ、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」
に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期
待等が認められることから、
評定を Aとする。 

 

②窒素等の循環的利活用技術の研究 
生産に莫大なエネルギーが消費さ

れている窒素肥料の使用量を低減す

るため、低肥料下でも高成長可能な
省資源型植物を創出する。また、窒
素を低エネルギーで固定する新規な

方法の実現を目指す。 
これらの研究を通して、本中期目

標期間において、低肥料（窒素・リ

ン）、節水条件でも高成長を実現する
生産性向上に向け、植物の栄養の吸
収・同化や環境耐性、耐病性等に関 

②窒素等の循環的利活用技術
の研究 
生産に莫大なエネルギーが

消費されている窒素肥料の使
用量を低減するため、低肥料下
でも高成長可能な省資源型植

物を創出する。また、窒素を低
エネルギーで固定する新規な
方法の実現を目指す。 

平成２６年度は、低肥料（窒
素・リン）、節水条件でも高成
長を実現する植物の生産性向

②窒素等の循環的利活用技術の研
究 

○低窒素条件下における硝酸イオ

ンの取り込みに関わる輸送体
NRT2.4 の制御遺伝子を探索し、
候補となる転写因子を見出し

た。この遺伝子はイネ科植物に
も広く存在することから、植物
の低栄養条件下における窒素の

取り込みの制御に重要な知見を
得た。乾燥耐性や水利用効率の
向上に関わるトランスポーター

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価できる。特に
キャッサバの研究につ
いては企業、海外研究機

関との連携が着実に進
展し、JST e-Asia による
支援のもと、ベトナム農

業遺伝学研究所にて国
際ワークショップを開
催したことも含め高く
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国において、世界

情勢に影響され
ることのない安
定した資源確保

を実現するため
に、環境に負荷を
及ぼさない効率

的な資源回収や
低コスト・高効率
な革新的物質創

製技術の開発を
目指す。 

いわゆる「都市

鉱山」からの効率
的な資源回収や
汚染地域におけ

る効率的な重金
属回収が可能な
生物を同定し、そ

の機能を解明す
るとともに、個別
の金属元素が持

つ特異な性質を
利用した革新的
な金属錯体触媒

の開発による高
効率・高選択的な
化学反応を実現

する。 
また、世界トッ

プレベルのメタ

ボローム解析基
盤及び天然化合
物バンクの充実

と融合により基
盤技術の高度化
を図るとともに、

収集した化合物
を国内外の研究
機関等へ提供す

る取組について
は、これまで以上
に推進する。 

国内外の研究
機関や大学、企業
等と連携し、関連

事業の動向や企
業等の社会ニー
ズを把握し、効果

与する遺伝子を探索するとともにそ

の制御機構を解明する。また、高温・
高圧（５００℃、３００気圧）を要
するアンモニア合成反応を革新する

べく、窒素と水素から温和な条件下
でアンモニアを合成しうる金属錯体
を設計して合成し、さらに分子性錯

体を担体に固定化させ最適な反応条
件を探索し、アンモニアの生成効率
を向上させる。 

 

上については、前年度に探索し

た植物の生長や生産性向上に
関する有用な遺伝子及び水利
用効率の向上、環境ストレス耐

性、低栄養条件下での生長に関
する制御遺伝子の機能を明ら
かにするとともに、イネ科作物

へ展開する。また、植物の根及
び根圏の栄養吸収機構の解明
に向けて、無機栄養の吸収同化

を成長促進に結びつける遺伝
子を同定する。耐病性について
は、前年度に低分子化合物ライ

ブラリーから探索した耐病性
を阻害する化合物の標的タン
パク質を同定する。 

アンモニア合成反応の革新
に向けては、新規の高機能錯体
触媒の開発のために配位子と

中心金属の新たな組合せを試
行するとともに、合成したアン
モニアを単離する手法を開発

する。 

遺伝子やヒストン修飾、ストリ

ゴラクトン合成系の遺伝子を新
たに同定した。乾燥耐性のダイ
ズ、イネ、キャッサバなどの分

子育種に関して海外の研究機関
との共同で有用な遺伝子を見い
だし、温室や圃場での評価を進

めている。さらに、植物の生長
制御に関わるブラシノステロイ
ドの機能発現に関わる転写因子

の制御の仕組みを明らかにし
た。 

○無機栄養の吸収同化を成長促進

に結びつける遺伝子とその制御
機構の解明については、窒素栄
養に応答した植物成長調節に関

わる植物ホルモンであるサイト
カイニンの地下部から地上部へ
の輸送に関わる遺伝子ABCG14を
同定した。 
 

○低分子化合物ライブラリーから

探索した耐病性を阻害する化合
物の標的タンパク質を、アフィ
ニティビーズを使って精製に成

功し、高感度質量分析器を用い
て、その構成ペプチドを同定し
た。標的蛋白質をコードする植

物の遺伝子をクローニングし、
植物内で発現することに成功し
た。 

○アンモニア合成反応の革新に向
けては、多核チタンヒドリド錯
体により活性化された窒素にプ

ロトン源を作用させることによ
り、アンモニアが生成すること
を確認し、反応を同定した。さ

らに、得られたアンモニアを単
離する系を立ち上げた。また、
窒素分子の活性化による含窒素

有機化合物の合成についても新
たな知見が得られた。 

評価できる。また、ブラ

シノステロイドに関す
る 成 果 （『 The Plant 
Cell』に掲載）は学術的

に優れた論文として出
すと共に、関連する遺伝
子や化合物が企業にお

いて実用化に向けた評
価を受ける等基礎から
応用まで着実に成果が

出ており高く評価でき
る。 

○植物ホルモンサイトカ

イニンの器官間輸送の
理解は農産物の増産に
も繋がる成果であり高

く 評 価 で き る 。
（『Proceedings of the 
National Academy of 
Sciences of the USA』
に掲載） 

○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
おり、特に今年度は含窒
素有機化合物の合成に

関し産業技術総合研究
所と NEDO の先導調査を
共同で行う等、機関間連

携に発展したことは高
く評価できる。 

③金属元素の循環的利活用技術の研

究 
生物機能に基づく希少金属の効率

的な回収、元素の特異的な性質を活

かした革新的な触媒の開発を目指
す。 

これらの研究を通して、本中期目

③金属元素の循環的利活用技

術の研究 
生物機能に基づく希少金属

の効率的な回収、元素の特異的

な性質を活かした革新的な触
媒の開発を目指す。 
平成２６年度は、カドミウ

③金属元素の循環的利活用技術の

研究 
○ヒ素・水銀などの蓄積能力を有

するチャツボミゴケなどの金属

吸着特性を明らかにした。また、
すでに銅の蓄積・耐性能力を持
つことが知られているホンモン

 

 
○順調に計画を遂行して

おり、コケの研究は応用

展開に関しても工業的
利用から日本の伝統文
化である盆栽に貢献す
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的な研究展開を

図るとともに、環
境資源分野にお
ける優れた人材

の育成を行う。 

標期間において、重金属・希少金属

の蓄積能力を有する植物・微生物を
探索し、その金属選択性・蓄積機構
を解明する。さらに、生物機能を活 

用した低環境負荷の効率的資源回収
技術や環境修復技術の研究開発を行
い、金属分離・回収システムを３種

類程度構築する。また、希土類や各
種遷移金属元素の多様な反応性を活
かした斬新な分子設計に基づく金属

錯体触媒の設計・合成、普遍元素を
活用した高活性・高選択性・再生利
用可能な新規触媒を創出する。 

ム・ヒ素・水銀の蓄積・耐性能

力を有するものとして前年度
に採取・選抜したコケ植物の金
属吸着特異性蓄積様式を明ら

かにするとともに、有用コケの
トランスクリプトーム情報を
収集し、蓄積・耐性に関わる遺

伝子を探索する。また、前年度
の探索で得られた植物のセシ
ウム吸収特性・耐性に影響を与

える化合物の機能を明らかに
する。 
希土類や各種遷移金属元素

の特長を活かした革新的触媒
反応の開発については、新しい
担体を用いることで金属触媒

量を低減させた高活性・高効率
的有機反応系を実現する。ま
た、前年度に亜鉛を用いた触媒

で得られた知見を基に、他の普
遍金属元素を用いた医薬品や
機能性材料の合成に展開可能

な高活性・高選択性触媒の開発
を行う。 

ジゴケについて、高濃度銅環境

への適応のしくみを明らかにし
た。また、トランクリプトーム
解析により、銅耐性を付与する

候補遺伝子を数種にまで絞り込
んだ。 

○ケミカルスクリーニングによ

り、セシウムと結合し植物への
取り込みを抑制する化合物
CsTolen A を発見し、量子力学的

理論モデリング等の手法により
この化合物がセシウムに選択的
に結合する事を明らかにした。 

 
 

○希土類や各種遷移金属元素の特

長を活かした革新的触媒反応の
開発については、初めての光学
活性なカチオン性ハーフサンド

イッチ型希土類アルキル触媒の
合成に成功し、それを用いるこ
とにより、ピリジン誘導体の C-H

結合の不斉アルキル化反応を高
いエナンチオ選択性で実現し
た。 

 
○3 つのチタン原子（Ti）からなる

チタンヒドリド化合物を用いる

ことにより、ベンゼンの炭素－
炭素結合の切断と骨格変換を初
めて室温で実現した。本成果は、

工業的な芳香族化合物骨格の開
裂反応のメカニズム解明や、芳
香族化合物の新たな変換反応の

開発につながることが期待でき
る。 

○触媒量 1 mol ppb (1.0x10-9 モ

ル) でクロスカップリング反応
のひとつである、アリル位アリ
ール化反応が効率的に進行し

た。最高触媒回転数 5 億、一時
間あたりの最高触媒回転数 1100
万毎時を記録した。この触媒回

転数は工業的適用に耐えうる数
値である。 

○ボリル亜鉛アート錯体の化学で

実現した、ホウ素アニオン等価
体を基盤とする化学をさらに展
開した。すなわち、ホウ素アニ

るものまで幅広な連携

が進んでおり、高く評価
できる。 

 

 
 
○本 成 果 （『 Scientific 

Reports』に掲載）は東
北地方太平洋沖地震に
伴う原発事故によって

問題となっている「セシ
ウム 137」による土壌汚
染の解決に貢献しうる

成果であり非常に高く
評価できる。 

○本成果（『 Journal of 
American Chemical 
Society』に掲載）は原
子効率 100%で様々な用

途が期待でき、例えば有
機 EL 素子や農薬等に利
用される光学活性なピ

リジン誘導体を簡単に
合成する手法を提供し
うる等、高く評価でき

る。 
○本成果（『Nature』 に掲

載）は非常に安定なベン

ゼン環の常温切断を可
能にする優れた成果で
ある。更に、産業応用に

向けた企業との連携が
開始されたこととも合
わせ、非常に高く評価で

きる。 
 
○最高触媒回転数 、一時

間あたりの最高触媒回
転数ともに本反応での
世界最高記録であり、高

く評価できる。 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 
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オン等価体の活用を目指し、擬

分子内型反応を適切に設計する
ことにより、プロパルギルアル
コールのジボリル化反応を実現

した。本反応は、アルキン類の
ジボリル化反応としてはこれま
で不可能であった trans-ジボリ

ル化体を選択的に与える方法論
である。 

○農薬や医薬開発におけるトリフ

ルオロメチル基の重要性に着目
し、銅触媒による様々なトリフ
ルオロメチル化反応の開発を行

ってきたが、本年度は、平成２
５年度に開発したアミノトリフ
ルオロメチル化の反応機構の解

明に成功した。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○植物が水を分解するのに用いる

生体マンガン酵素と、それを模

して造られた人工マンガン触媒
の活性の違いが、電子とプロト
ンの輸送機構にある事を見出

し、その機構を調整する事によ
り中性環境において人工マンガ
ン触媒を活性化し、効率良く水

を分解する事に成功した。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
○これまでに報告した関

連 論 文 は 、 ５ 報 が
Thomson Ｒeuters の高
引用論文（Top 1%）にラ

ンクされ、本年度出版し
たこれらの研究をまと
めた総説も、出版から数

ヶ月で既に高引用文献
にランクされている事
からもわかる通り、学術

的に高い評価をえてお
り、今回その反応機構の
一端を明らかにした事

は 高 く 評 価 で き る 。
（『 Journal of the 
American Chemical 
Society』に掲載） 

○本 成 果 （『 Nature 
Communications 』 に 掲

載）において普遍金属で
あるマンガンを用い、雨
水や河川水等の中性の

水を分解するためのメ
カニズムを明らかにし
た事は、水素社会の実現

に向けて大変重要な成
果である。本成果を基に
した研究計画が、総合科

学技術・イノベーション
会議により、平成 27 年
度科学技術重要施策ア

クションプランとして
採択された。また、実用
化に向け、複数の企業と

連携に向けた協議を開
始した。これらの事から
本成果は、非常に高く評

価できる。 
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④循環資源の探索と利活用研究のた

めの研究基盤の構築 
多様性に富む生物代謝物の解析や

その代謝経路、遺伝子等解析基盤を

整備するとともに、生物機能の解
明・向上に資する生理活性物質を大
量かつ高速に探索・評価する技術を

高度化し、生物資源の生産及び利活
用のための研究基盤を強化する。 

１，０００種類程度の代謝物の同

定または注釈付けを行い、化学合成
が困難な生物由来化合物等を植物・
微生物等を用いて効率的に人工合成

するためのデータベースを構築す
る。また、研究基盤に蓄積した化合
物を国内外の大学・研究機関・企業

等へ５万化合物程度提供する。 

④循環資源の探索と利活用研

究のための研究基盤の構築 
多様性に富む生物代謝物の

解析やその代謝経路、遺伝子等

解析基盤を整備するとともに、
生物機能の解明・向上に資する
生理活性物質を大量かつ高速

に探索・評価する技術を高度化
し、生物資源の生産及び利活用
のための研究基盤を強化する。 

平成２６年度は、引き続き代
謝物の同定又は注釈付けの基
盤となる、天然化合物バンク等

の化合物の質量分析データの
取得を行うとともに、質量分析
データベース「ＭａｓｓＢａｎ

ｋ」への登録を進める。また、
遺伝子組換え不可能な植物種
からも新規代謝産物生産を含

めた生理活性物質を引き出す
ことを可能とする代謝物制御
基盤を整備するため、植物・微

生物をエピジェネティックに
制御する化合物を検出する新
規評価系の構築を拡充する。さ

らに、農業生産技術の革新に向
け、植物の生長を詳細に解析す
る表現型計測装置を整備し、要

素技術を開発する。 
研究基盤に蓄積した化合物

の提供に関しては、天然化合物

バンク「ＮＰＤｅｐｏ」におい
て、天然化合物及びペプチドを
含む化合物ライブラリーの拡

充を進め、天然化合物の総合デ
ータベース「ＮＰＥｄｉａ」に
更に生物活性データを追加す

ることで利用者の利便性を改
善するとともに、国内外の大
学・研究機関・企業等へ１万化

合物程度提供する。 

④循環資源の探索と利活用研究の

ための研究基盤の構築 
○研究基盤に分散している植物・

微生物の天然由来の代謝物の照

合がほぼ終了し、実サンプルの
供託、移管を開始した。また、
シロイヌナズナのノックアウト

変異体のメタボロームデータベ
ースである MeKO を確立した。ま
た、高分解能の FT-ICR-MS を用

いた含硫黄代謝産物の網羅的プ
ロファイル手法を用いて新規生
理活性物質を単離し、その構造

を決定し、これらデータを現在
開発中の次期MassBankシステム
（２７年度中に公開予定）に登

録予定である。MassBank システ
ムへの登録は順調に進んでお
り、より利用者の利便性を向上

させるため、データを整理し、
順次新システムへの移行を進め
ている。 

○細胞の代謝活性をエピジェネテ
ィクス改変によって制御する化
合物の探索基盤を構築するた

め、エネルギー代謝制御にかか
わる脱アセチル化酵素 SIRT2 の
結晶構造および基質との共結晶

構造を解明した。これにより長
鎖脂肪酸脱アシル化という本酵
素の新規活性とその反応機構が

明らかになった。 
○モデル植物の生長や環境耐性、

水利用効率の向上などの形質評

価に関連して、定量的フェノー
ム解析のため、自動栽培システ
ム、環境制御システム、様々な

環境での生長モニターシステム
を構築した。 

○天然化合物バンク「ＮＰＤｅｐ

ｏ」を利用する新規化合物情報
の公開準備を整えた。天然化合
物の総合データベース「ＮＰＥ

ｄｉａ」の中で、標準化合物ラ
イブラリーの文献情報、生物活
性データを追加して、利便性を

改善した。国内外の大学・研究
機関・企業等へ 126 件、28,951
化合物を提供した。 

 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価できる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

おり、本システムを用い

た企業との連携が進展
している事と合わせ高
く評価できる。 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 
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【マネジメント・人材育成】 
○研究者によって構成されるワー

キンググループが企画する、若

手研究者全員に発表の機会を与
えるワークショップや外部研究
者を招いてのセミナーシリー

ズ、また名古屋大学 ITbM、水産
総合研究センターや海洋研究開
発機構等との合同研究会等を多

数開催した。 
○前年度に構築した企業連携を着

実に進展させると共に、、新たに

１１件の企業からの研究費の提
供を伴う共同研究契約を締結し
た。 

 

 
○若手研究者が自らセン

ター内外の研究者と交

流する機会を設ける等、
人材育成を進めており、
順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

○センター長がリーダー
シップを発揮し、省庁を
越えた連携や、イノベー

ション創出に向けた企
業連携を推進している
ことは非常に高く評価

できる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(3) 脳科学総合研究 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 

0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：308 

和文：55 

欧文：246 

和文：31 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

90 

協定等：41 

共同研究等：

88 

協定等：44 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：26 

登録：12 

出願：23 

登録：4 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

201 

2,941,811 

210 

6,030,753 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

6,380,054 5,817,759 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 392 339 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 脳科学総合研
究は、自然科学や
人文・社会科学等

の従来の枠を超
えた、人間を理解
するための基礎

となる総合科学
であり、その成果
は科学的に大き

な価値を持つだ
けでなく、社会・
経済・文化の発展

に大きく貢献す
るものである。 

また近年にお

ける高齢化等の
社会環境の変化
に伴い、精神神経

疾患への対応が
社会的に重要と
され、疾患克服の

ための研究開発
が望まれている。 

このため、我が

国の脳科学にお
ける中核的研究
組織として、文部

科学省に設置さ
れた脳科学委員
会における議論

を踏まえつつ、集
約型・戦略的研究
を行う。 

また、脳科学に
革新をもたらす
基 盤 技 術 を 開

発・駆使するとと
もに、神経回路機
能解析を主軸に

して、健康状態と
疾患における脳
機能を比較しな

脳科学総合研究は、自然科学や人
文・社会科学等の従来の枠を超えた、
人間を理解するための基礎となる総

合科学であり、その成果は科学的に
大きな価値を持つだけでなく、社
会・経済・文化の発展に大きく貢献

するものである。また近年において
は、認知症、うつ病等精神・神経系
を原因とする疾患の発症者が増加し

ており、精神神経疾患への対応が社
会的に重要とされ、それらの克服の
ための研究開発が望まれている。 

これらの社会ニーズを踏まえ、我
が国の脳科学における中核的研究開
発拠点として、文部科学省に設置さ

れた脳科学委員会における議論等を
踏まえつつ、多分野を融合した脳科
学研究を集約型・戦略的研究として

先導的に行う。 
これまでの脳科学の国際的な研究

により、神経回路を操作することで、

心や知性といった高次脳機能とそれ
に伴う行動や、脳・神経系疾患のメ
カニズムを解明することが可能とな

りつつある。このような神経回路を
操作する分子から個体までわたる多
階層の包摂的なアプローチを用いた

「神経回路機能の解明」を研究の中
核として位置づけて重点化する。 
また脳科学研究に革新をもたらす

「先端基盤技術開発」を行いながら、
「健康状態における脳機能」と「疾
患における脳機能」とを比較しなが

ら解明する。これら４つの研究領域
を多分野融合による学際的研究プロ
ジェクトとして行う研究戦略に従

い、若手研究者の積極的な採用や、
厳格な評価による資源配分の決定等
による効果的かつ効率的な研究マネ

ジメントを行う。これらの取組によ
り、分子から神経回路を経て心に至
る脳の仕組の全貌を解読する。 

①神経回路機能の解明研究 
ほ乳類、魚類、無脊椎動物

等の実験動物及び遺伝子操作

技術等を用いることで、個体
の行動や神経細胞集団の振る
舞いの計測を可能にし、特定

の神経回路動態が行動をどの
ように制御するのか等の作動
原理を明らかにする。神経突

起成長円錐やシナプスの形
成・維持・可塑性の機序を分
子レベルで解明するととも

に、特定の神経回路活動と行
動との因果関係を決定するた
め標的の神経回路を操作する

技術を更に発展させる。 
平成２６年度は、以下の研

究を行う。 

前年度に作成した海馬にお
ける神経回路モデルを利用し
て、膨大な神経細胞の活動や

細胞集団同士の相互作用を明
らかにするために、情報幾何
学や機械学習の考え方に基づ

いた新たな解析手法を開発す
る。 
特定の神経回路の動作特性

と行動との因果関係を確定す
るため、前年度に確立した大
脳皮質における細胞分布と機

能地図を用い、感覚入力が大
脳皮質の発達に及ぼす影響を
明らかにする。また、嗅覚及

び体性感覚、視覚等の感覚入
力の情報処理や、覚醒及び注
意、恐怖学習、意思決定等に

係る神経回路を人為的に操作
し、その操作の行動への影響
を解析する。 

病因の候補ファクターや候
補神経回路の正常神経回路に
おける機能を解析するため、

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
（評価指標） 

・「神経回路機
能」、「健康状態に
おける脳機能」、

「疾患における
脳機能」の解明に
資する成果、「先

端基盤技術」の開
発成果 
 

・比類のない独自
のユニークな成
果や当初計画で

予期し得なかっ
た特筆すべき業
績 

①神経回路機能の解明研究 
○神経細胞活動や細胞集団の相互

作用の解析については、多様な方

法で記録されたカルシウム蛍光
データの細胞集団活動の自動抽
出を可能にするとともに、ランダ

ム結合神経回路ネットワークモ
デルの理論を構築した。 

○特定の神経回路の動作特性と行

動との因果関係の解明について
は、人為的に操作した嗅覚回路を
構成する神経細胞群の活動を解

析し、神経活動と動物の匂い知覚
の因果関係の実証に成功した。ま
た、恐怖記憶について、その惹起

と強度の調整に特定の神経回路
が役割を果たしていることを解
明するとともに、記憶の成立と消

去における特定の神経細胞の役
割を解明した。 

○病因候補神経回路の正常神経回

路における機能解析については、
視床下部から海馬の CA2 領域の
神経回路が、動物が特定の個体を

仲間か否か認知することに重要
な役割を果たすことを実証した。 

○神経傷害後の修復促進や発達障

害の治療につながる手法開発に
ついては、大脳皮質神経活動によ
りグリア細胞のグルタミン酸輸

送体の膜発現が調節されること
を発見するとともに、グリア細胞
のカルシウムシグナリングによ

り収束性シナプス前終末強度の
不均一性が保たれていることを
発見した。また、シナプス細胞の

骨格調整に作用するタンパク質
であるコフィリンが、シナプス・
スパインの拡大に重要なを役割

を果たしていることを実証した。 
○腹側手綱核と呼ばれる部位の神

経細胞が、将来の危機の予感に比

評定 S 評定 S 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○危機回避に不可欠な神
経回路の発見は世界初

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に特に顕著な成果

が創出されていると認めら
れる。 
 

○中でも、世界で初めてマウス
の記憶の書き換えに成功し
たことは、これまで不明だっ

た記憶の書き換えのメカニ
ズムを明らかにするととも
に、うつ病の治療への応用も

期待される、世界初の画期的
な成果であり、Science 誌
「2014 年の科学の 10 大成

果」にも選ばれるなど、極め
て高い評価を得ている。 

 

○また、ヒト患者により近い病
理を再現するアルツハイマ
ー病モデルマウスの開発に

ついては、アルツハイマー病
の基礎・応用研究のための世
界標準となる新たな研究ツ

ールを生みだしたという点
で、社会に大きなインパクト
を与えた特筆すべき成果と

言える。 
 

○その他にも数多くの優れた

研究成果を生み出しており、
高く評価できる。 

 

○運営面に関しては、著名な研
究者を招待したセミナーや
イベントの開催等人材育成

に取り組んでいる。また、共
同研究も順調に進んでおり、
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がら、総合的な脳

科学を推進する。 
さらに、疾患克服
のための研究と

しては、認知症な
どの精神神経疾
患の新しい創薬

標的や治療概念
の提示を行い、臨
床試験への確実

な展開を目指す。 
神経回路機能

や健康状態にお

ける脳機能の解
明では、疾患の基
礎情報としての

脳機能を解明し、
国際的に評価さ
れる論文誌等に

研究開発成果を
発信し続ける。 

それらの研究

を支える基盤技
術開発としては、
開発技術の産業

応用等により全
国の脳科学研究
者へ普及を行う

ことで研究を支
援する。 

これらの研究

を行い、効果的な
マネジメントの
下でシステム改

革を行い、分子、
シナプス、細胞、
回路、システム、

行動、社会の各階
層にわたる学際
的研究を展開し、

脳と心の理解を
目指す。 

また、国内外の

大学等の関係機
関や企業、教育機
関との有機的な

連携による研究
を進め、研究開発
成果や基盤技術

 

①神経回路機能の解明研究 
ほ乳類、魚類、無脊椎動物等の実験
動物及び遺伝子操作技術等を用いる

ことで、個体の行動や神経細胞集団
の振る舞いの計測を可能にし、特定
の神経回路動態が行動をどのように

制御するのか等の作動原理を明らか
にする。神経突起成長円錐やシナプ
スの形成・維持・可塑性の機序を分

子レベルで解明するとともに、特定
の神経回路活動と行動との因果関係
を決定するため標的の神経回路を操

作する技術を更に発展させる。具体
的には、ア）海馬、大脳皮質、基底
核、辺縁系等における神経活動の大

規模計測と解析を行うために、細胞
種不明の数十個の細胞でしか同時記
録できなかった多重電極記録法や神

経活動可視化法を改良し、細胞種を
同定した上で数百から数千個以上の
神経細胞集団の活動や、細胞集団同

士の相互作用の解析を可能とする。
また、この技術を実際の実験環境や
それを模した仮想現実環境下で行動

する動物に適用することによって、
時間軸を入れた神経回路の大規模４
次元イメージングを実現する。この

技術を用いて、これらの部位で、特
定の神経細胞集団の活動と行動の同
期性や、神経細胞集団間相互作用等

の解析を行うことによって、記憶、
認知、行動制御、情動制御等に密接
に関わって起きる神経細胞集団の活

動様式を一つ以上同定する。イ）遺
伝子操作、光遺伝学、ウイルスベク
ター遺伝子導入等の技術を改良する

ことによって、感覚入力の情報処理
や記憶、行動制御に関わる神経細胞
の活動を、時期や細胞種等において

特異的に操作し、その操作の行動へ
の影響を解析する。これらの結果か
ら特定の神経回路の動作特性と行動

との因果関係を確定する。あわせて、
神経回路の動作特性に関する数理モ
デルも活用し、研究項目ア）で述べ

た行動に伴って観察される特定の神
経細胞集団の活動が、対応する行動
の原因であることを実証する。これ

精神疾患との関係性が示唆さ

れている海馬のＣＡ２領域が
記憶の維持や更新に果たす役
割を解明する。 

神経傷害後の修復促進や発
達障害の治療につながる手法
を開発するため、収束性シナ

プスの結合強度調節機構にお
けるグリア細胞の役割や、特
定のタンパク質の作用によっ

て生じるシナプス細胞の骨格
調整のメカニズムを明らかに
する。 

 

 

・マネジメント体
制（センター長等
のリーダーシッ

プが発揮できる
環境・体制） 
 

・人材育成制度
（若手研究者等
への指導体制） 

例して活動し、恐怖回避行動能力

の獲得に必須であることを実証
した。 

 

 
 
 

○魚類において、性行動を司るフェ
ロモンが活性化する嗅覚受容体
及び神経回路素子を同定し、嗅覚

への情報入力から誘引行動へと
至る神経メカニズムの全体像を
解明した。 

○マウスの記憶の痕跡を人為的に
操作することにより、恐怖を伴う
記憶を楽しい記憶にスイッチさ

せることに成功し、その神経メカ
ニズムを解明した。 

の業績であり、適応的危

険回避行動の学習メカ
ニズムの解明や、パニッ
ク障害などの疾患に対

するより有効な治療法
の開発に資する成果で
あり、高く評価する。 

○世界初の業績で、当初計
画で予期し得なかった
特筆すべき業績であり、

高く評価する。 
 
 

○マウスの記憶の書き換
えに成功したのは世界
初の画期的な成果であ

り、非常に高く評価す
る。本成果は、Science
誌が選定する 2014 年の

科 学 の 10 大 成 果
（Breakthrough of the 
year 2014）にも選出さ

れており、世界的にも高
い評価を得ている。 

適正な運営が行われている

と認められる。 
 
（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○他センターとの積極的な連
携を期待する。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下

で「研究開発成果の最大化」
に向けて特に顕著な成果の
創出や将来的な特別な成果

の創出の期待等が認められ
ることから、評定を S とす
る。 
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の普及に努める

とともに、次世代
を担う脳科学の
専門的研究者の 

育成を行う。 
さらに、脳科学

に係る国際社会

へ向けて最先端
の独創的な研究
開発成果を発信

し続け、脳科学の
研究開発拠点と
して世界でトッ

プレベルの地位
を維持する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

によって、多数の神経細胞で構成さ

れる神経回路網によって認知、学習、
情動、意思決定等が制御される機構
を一つ以上同定する。ウ）精神•神経

疾患モデル動物研究や、患者の遺伝
学的解析等で明らかになる病因の候
補ファクターや候補神経回路が、正

常神経回路でどのような機能を果た
しているかを解析し、それらの機能
異常が、どのような神経回路の作動

異常を引き起こすことによって、疾
患の発症に結びつくのかを関係づけ
る。エ）成長円錐やシナプスの動態

の分子レベルでの理解に基づき、神
経傷害後の修復促進や発達障害を持
つ脳の治療につながる手法を開発す

る。 

②健康状態における脳機能と行動の
解明研究 

行動制御、概念形成、社会性、言
語等の高次機能の機序を解明するた
め、サル等の動物モデルでの機能ブ

ロックと課題遂行中の神経細胞活動
記録による研究及びヒトでのイメー
ジング研究により、領野・部位ごと

の機能の同定、情報処理内容の決定、
領域間相互作用の決定等による高次
脳機能の解読を行う。具体的には、

ア）目的志向的行動における前頭葉
による行動制御を解明し、目的志向
的行動における行動制御の機能モデ

ルと前頭葉内の機能分担地図を作成
する。イ）側頭葉の神経細胞集団に
よる意味概念の表現を解読し、その

頭頂葉の身体表現の道具使用による
変化を明らかにして、意味概念・象
徴概念の脳内表現形成機構を同定す

る。ウ）他者との関係の中で行う行
動における神経活動を、特に領野・
部位間の相互作用に注目して解析す

ることにより、社会的協調行動の大
規模ネットワーク機構を明示する。
エ）乳幼児の発達過程の行動観察・

神経活動計測により、韻律を使った
言語習得過程を明らかにする。これ
らにより、行動計画、概念形成、社

会性など複雑な高次脳機能を要素過
程に分解し、上記①の神経回路機能
の研究や下記③における精神疾患及

②健康状態における脳機能と
行動の解明研究 

行動制御、概念形成、社会
性、言語等の高次機能の機序
を解明するため、サル等の動

物モデルでの機能ブロックと
課題遂行中の神経細胞活動記
録による研究及びヒトでのイ

メージング研究により、領
野・部位ごとの機能の同定、
情報処理内容の決定、領域間

相互作用の決定等による高次
脳機能の解読を行う。 
平成２６年度は、以下の研

究を行う。 
目的志向的行動における行

動制御の機能モデルを作成す

るため、不確実条件下におい
て最適な行動を選択する認知
制御機構を明らかにする。 

意味概念の脳内表現形成機
構を同定するため、側頭葉の
コラム構造において、観察角

度に依存せずに顔を識別でき
る機序を明らかにする。また、
象徴概念の形成については、

ヒト直立に伴った身体空間関
係の再統合を担う霊長類第２
次体性感覚皮質において多種

の感覚情報が統合されるメカ
ニズムを解明する。 
社会的行動の機序の発達過

②健康状態における脳機能と行動
の解明研究 

○目的志向的行動における行動制
御については、前頭前野内側部が
状況に応じて最適の行為選択戦

略を選ぶ制御機構を見出した。 
○意味概念・象徴概念の脳内表現形

成機構については、異なる向きの

顔を連続的に表現する規則的な
配列を視覚連合野に見出し、第 2
次体性感覚野での体性感覚と視

覚の統合の様式を明らかにした。 
○社会的行動については、子育てを

回避していた若いオスマウスが

父親になると子育てを開始する
行動変化を制御する脳部位を脳
幹に同定した。 

○韻律を使った言語習得過程につ
いては、音素配列の聞き取りに対
する個別言語における入力頻度

の影響が生後 12 ヶ月までに顕著
になることを見出した。 

○刺激と報酬の結びつきのみの学

習を行うと考えられていた前頭
眼窩部が、異なる反応の競合を経
験することによる制御レベルの

調節などのより広範な認知制御
機能を持つことを明らかにした。 

○ドーパミン神経細胞が、従来考え

られていた単純な強化学習だけ
でなく、外界のモデル化を含む複
雑な学習の教師役として働く概

 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
○前頭眼窩部についての

従来の考えでは予想で
きなかった発見で、当初
計画で予期し得なかっ

た特筆すべき業績であ
り、高く評価する。 

○ドーパミン神経系に関

する従来の考えを覆す
概念の定式化であり、比
類のない独自の成果で
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び発達障害の症候基盤解明につなげ

る。また、乳幼児の養育、言語発達
あるいは人間－機械系設計などにお
いて、人間のより高い認知能力を引

き出し快適な生活を送るための知見
を提示する。 

程を解明するために、父親に

なると子育てを開始する等の
社会的認知機能に係る行動変
化に重要な働きをする脳部位

を同定する。 
韻律を使った言語習得過程

の機序を解明するため、前年

度に解明した音素配列が個別
言語に依存するという成果を
発展させ、個別言語における

音素配列の発現頻度が、音素
配列の知覚能力の発達過程に
及ぼす影響を解明する。 

念を定式化した。 

○ヒトの後部島皮質で、体性感覚と
平衡感覚の統合が起こる神経細
胞が多数存在することを発見し

た。 

あり高く評価する。 

○平衡感覚を処理する大
脳部位についての画期
的発見であり、当初計画

で予期し得なかった特
筆すべき業績であり高
く評価する。 

③疾患における脳機能と行動の解明
研究 
上記①の神経回路機能の研究や上

記②における健康状態の研究で得ら
れた知見を活用し、神経回路の動作
異常による精神神経疾患の発症メカ

ニズムの解明を行い、治療法開発の
基礎的知見を確立する。具体的には、
うつ病については、治療法・予防法

の開発に利用することのできる、自
発的なうつ状態を繰り返すモデルマ
ウスの開発、うつ病の生物学的診断

分類に寄与する、うつ状態に伴う神
経細胞の樹状突起やスパインなどの
形態変化の特定、うつ病のスクリー

ニング検査に応用可能な、うつ状態
に伴って変動する血中代謝物質の同
定を行う。アルツハイマー病等の神

経変性疾患については、病態を反映
したモデルマウスの開発を行い、原
因タンパク質の蓄積から神経変性に

至るメカニズムを解析し、アルツハ
イマー病で脳内に蓄積する物質の分
解促進法の開発等の画期的新薬開発

のシーズとなりうる新規治療原理を
確立する。自閉症等の発達障害につ
いては、モデルマウスのシナプスレ

ベルでの病態解明、ヒト遺伝学に基
づく新規モデルマウスの開発を行
う。さらに、治療法開発に向けた手

がかりとなるような、多様な自閉症
の共通病態パスウェイを一つ以上同
定する。統合失調症については、マ

ウスにおける表現型解析から進め、
これまでの抗精神病薬にない作用プ
ロファイルを持つ新薬開発につなが

③疾患における脳機能と行動
の解明研究 
上記①の神経回路機能の研

究や上記②における健康状態
の研究で得られた知見を活用
し、神経回路の動作異常によ

る精神神経疾患の発症メカニ
ズムの解明を行い、治療法開
発の基礎的知見を確立する。 

平成２６年度は、以下の研
究を行う。 
うつ病等の気分障害につい

ては、病態を反映する生理学
的変化（エンドフェノタイプ）
の知見を元に、自発的なうつ

状態を繰り返すモデルマウス
を確立する。 
アルツハイマー病等の神経

変性疾患については、前年度
に開発した次世代型アルツハ
イマー病モデルマウスを用い

て、新薬開発のシーズとなり
うる新規治療原理を確立する
ため、アルツハイマー病の新

規バイオマーカー分子を探索
する。ネプリライシンを利用
した遺伝子治療については、

老齢カニクイザルを用いた前
臨床試験を完了する。 
自閉症及びてんかんについ

ては、前年度に見出された原
因遺伝子変異が発症を引き起
こすメカニズムを、モデルマ

ウスを用いて解明する。また、
統合失調症については、ゲノ
ム異常をもつ統合失調症患者

③疾患における脳機能と行動の解
明研究 

○うつ病については、自発的なうつ

状態を繰り返すモデルマウスを
確立した。 

○アルツハイマー病については、モ

デルマウスを用いて新たなバイ
オマーカーを見出すとともに、ネ
プリライシンを用いた遺伝子治

療について、カニクイザルを用い
た前臨床試験を完了した。 

○自閉症及びてんかんについては、

原因遺伝子変異が発症を引き起
こすメカニズムを解明した。 

○統合失調症については、ゲノム異

常を持つ統合失調症患者由来の
iPS 細胞を 2系統作成し、マイク
ロ RNA の関与をつきとめた。 

○アルツハイマー病の次世代モデ
ルマウスを開発した。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○頭皮の毛根細胞を利用した精神

疾患の診断補助バイオマーカー

を発見した。 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

○これまでアルツハイマ
ー病モデルマウスとし
て用いられてきたマウ

スの問題点を克服した
マウスの開発であり、既
に世界中から 100 件以上

の共同研究の申し込み
があり世界標準のモデ
ルマウスになりつつあ

る。社会的に大きなイン
パクトのある優れた研
究開発成果であり、非常

に高く評価する。 
○現在、面談のみに基づい

て行われており、客観的

診断法の存在しない精
神疾患において、毛根と
いう意外な細胞を対象
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る新規創薬標的分子を同定する。 

これらの研究成果を一つ以上臨床
研究につなげるとともに、臨床試
験・企業等へのライセンスアウトを

目指す。 

由来のｉＰＳ細胞を２系統程

度作成し、新薬開発につなが
る新規創薬標的分子を探索す
る。 

とすることにより全く

新しい診断法の開発に
つながりうるもので、高
く評価する。 

④先端基盤技術開発 

脳・神経系のメカニズム解明のた
めに必要な世界トップレベルの研究
支援技術開発を行う。具体的には、

生きたマウス脳で神経活動とそれ以
外の現象を同時に可視化する光イメ
ージング技術を開発し、光操作技術

と組み合わせて、神経回路を多角的
に解析する基盤技術を構築する。マ
ウス全脳において、神経活動及びそ

れ以外の現象を脳表から可視化する
技術については、現在の一般的な対
物レンズの作動距離の最長値である

２ミリを超える深度を達成し、大脳
皮質などの表層と視床や海馬などの
深部構造との機能的連絡を解析する

技術に発展させる。これらの技術に、
新規に開発する蛍光タンパク質など
を組入れることにより、産業応用へ

の普及を目指す。また、蛍光・発光
と光ＣＴやＭＲＩとを組み合わせ 
た広範囲・深部イメージング技術、

蛍光・発光と電子顕微鏡とを組み合
わせた高解像イメージング技術を確
立し、脳の細部をズームインしなが

ら個体全体をズームアウトできるユ
ニークな先端基盤技術を整備する。
これによって、脳内の様々な部位で

起こる活動の協調、あるいは脳内外
の活動の連関を機能的に調べること
ができる。 

さらに、国内外の大学等の研究機
関や企業等及び研究プロジェクトと
の有機的な連携による研究を進め、

研究開発成果、基盤技術や研究資材
の提供・普及等を行うとともに、脳
科学分野の発展に資する人材育成を

行う。これらにより、脳科学の中核
的研究開発拠点として、我が国の研
究開発拠点を牽引するとともに、外

国人研究者が十分に活躍できる研究
環境を構築し、最先端の独創的な研
究開発成果を世界に発信し続ける。 

④先端基盤技術開発 

脳・神経系のメカニズム解
明のために必要な世界トップ
レベルの研究支援技術開発を

行う。 
平成２６年度は、以下の研

究を行う。 

げっ歯類等の全脳におい
て、神経活動及びそれ以外の
現象を脳表から可視化する技

術については、前年度開発し
た脳神経活動に関連する現象
を可視化するプローブの輝度

を２倍程度向上させるととも
に、ライブイメージングのた
めの形質転換動物を新たに作

製する。また、サンプルの観
察視野を水平・垂直両方 
向に拡大するため、顕微鏡シ

ステムにおける光学技術の高
度化を行う。 
ホルマリン固定した脳のブ

ロックにおいて、蛍光化学組
織染色及び蛍光免疫組織染色
（抗体を使った組織染色）に

よる３次元再構築を可能にす
る技術を開発する。 
国内外の大学等の研究機関

や企業等及び研究プロジェク
トとの有機的な連携による研
究を進め、研究開発成果、基

盤技術や研究資材の提供・普
及等を行うとともに、脳科学
分野の発展に資する人材育成

を行う。 

④先端基盤技術開発 

○げっ歯類の全脳における神経活
動等を脳表から可視化する技術
については、前年度までに試験管

内で成功していた FRET 型カルシ
ウムセンサーの反応量の向上を
個体レベルで達成し、神経興奮現

象検出におけるシグナル・ノイズ
比を約 2倍上昇させるとともに、
ライブイメージングにより適し

た形質転換動物を作製した。 
○形質転換マウスの呼吸や拍動に

伴う動きを除去し、より精度の高

い画像データを取得・解析するた
めの技術を開発し、特に観察視野
の水平方向への拡大を実現した。 

○ホルマリン固定した脳ブロック
の観察については、アルツハイマ
ー病のモデルマウスで老齢（１歳

以上）の脳サンプルを活用し、ア
ミロイド斑の分布に関する大規
模高精細の 3 次元再構成を再現

よく達成した。 
○神経活動や神経自食を可視化す

るための蛍光色素や透明化など

の技術については、国内外の学
術・産業分野の研究室への提供・
普及を実施した。 

○生きた細胞の中で巨大な結晶を
瞬時に形成する蛍光タンパク質
「クリスパ（Xpa）」を発見し、Xpa

タンパク質の結晶が、細胞の自食
に関わる細胞内小器官のリソソ
ーム膜に囲まれ隔離される過程

を解明した。 
 
 

 
 
 

【マネジメント・人材育成】 
○著名な研究者を招待したセミナ

ーや研究室を超えた交流イベン

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

○タンパク質の結晶に対
する細胞の応答に関す
る新たな知見であり、本

蛍光タンパク質の細胞
内発現系の活用により、
たんぱく質構造解析の

進歩や精神疾患におけ
る原因タンパク質の凝
集現象の解明につなが

る成果であり、高く評価
する。 

 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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トを効率的に多数開催し、研究者

の啓発、資質向上や研究分野を超
えた交流の促進を実施した。（研
究者を招いたセミナーは 10 回開

催）国内外の大学や研究機関、民
間事業者等と新たに 29 件の共同
研究を開始し、連携研究の促進に

よる研究成果の創出に取り組ん
だ。 

○大学院生を対象としたディスカ

ッション重視の講義とプレゼン
テーション実習を行う「脳科学ト
レーニングプログラム」を開催し

た（平成 26 年度は年 30 回開催）。 
○世界脳週間のイベントの一環と

して「夏休み高校生理科教室」を

実施し（8 月 8 日）、研究現場の
見学（8研究室）や研究紹介、研
究者との質疑応答を実施した。全

国から約 80 名の高校生が参加
し、活発な雰囲気で行われた。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 

 

 
順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

４．その他参考情報 

（S評定の根拠となる成果） 

○世界で初めてマウスの記憶の書き換えに成功したことは、これまで不明だった記憶の書き換えのメカニズムを明らかにするとともに、うつ病

の治療への応用も期待される、世界初の画期的な成果であり、Science 誌「2014 年の科学の 10 大成果」にも選ばれるなど、極めて高い評価を

得ている。 

 

○ ヒト患者により近い病理を再現するアルツハイマー病モデルマウスの開発については、アルツハイマー病の基礎・応用研究のための世界標準

となる新たな研究ツールを生みだしたという点で、社会に大きなインパクトを与えた特筆すべき成果と言える。事実、当該モデルマウスにつ

いては世界中から 100 件以上の共同研究の申し込みがあるなど、その活用が進んでいる。 

 

○そのほか、危険に対して冷静かつ適切に対処できるようになるための神経回路の発見、頭皮の毛根細胞を利用した精神疾患のバイオマーカー

の発見、生きた細胞の中で巨大な結晶を瞬時に形成する蛍光タンパク質の発見等、多くの顕著な成果を上げている。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(4) 発生・再生科学総合研究 

※事業としての評価であるため、組織再編により多細胞システム形成研究センター外に移管したチーム等の業績を含めて評価を実施し

ている。 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：162 

和文：5 

欧文：135 

和文：23 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

62 

協定等：18 

共同研究等：

67 

協定等：15 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：34 

登録：3 

出願：65 

登録：2 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

80 

1,347,706 

67  

1,220,349 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

2,936,609 2,852,159 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 221 148 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 発生生物学は、
生命の基本原理
を明らかにする

ことを目的とし
た基礎科学的側
面と、その成果が

再生医療等の先
進医療の進展や、
疾患メカニズム

の特定等に直結
するという応用
的側面を併せ持

つ学問分野であ
り、社会からも大
きな期待が寄せ

られている。 
特に、再生医学

研究については、

ｉＰＳ細胞等の
早期の実用化を
目指して、できる

限り多くの成功
事例を創出する
ことが期待され

ているところ。こ
うした中、これま
でも再生医学の

分野で中核的な
役割を果たして
きた理化学研究

所が引き続き本
分野を牽引して
いくことは極め

て重要である。 
これらを踏ま

え、我が国の発生

生物学の中核的
研究開発拠点と
して、研究領域ご

とに明確な達成
目標又は定量的
な目標を設定し、

発生・再生科学総合研究では、こ
れまでの成果をさらに発展させ、発
生・再生における生命現象の動態の

理解に向けて新たに展開し、それら
をもとにした医学応用のための学術
基盤を確立する。第３期では、発生・

再生に関する３つの領域に加え、自
己組織化など、多数の細胞が集団に
なってはじめて出現する振る舞いを

解明する新規の集学的な研究領域
「創発生物学」を確立する。物理学・
数学等の手法も導入し、臓器などの

「形」を決める発生力学の原理や、
「サイズ」を決める増殖制御の機序
を特定する。それにより、再生医学

の高度な実現を可能とする「細胞集
団の人為的制御技術」や「発生現象
の試験管内再現技術」等を確立する。

また、これらの基礎研究成果を実際
の医療応用や産業化につなげる取組
を積極的に行うとともに、神戸バイ

オメディカルクラスターにおける中
核的拠点の一つとして、国内外の大
学・研究機関・研究病院や民間企業

との相互連携を強化し、技術移転・
支援も併せて実施する。また、連携
大学院、サマースクール及び企業研

究者の受入等を通して、次世代の研
究者の育成にも力をいれる。 

 

①胚発生のしくみを探る領域 
動物胚では、１つの受精卵からの

分化と増殖の時空間的な発展により

発生がすすみ、複雑な組織が自発的
に形成される。しかし、胚発生の中
で、多数の種類の細胞が「正しい場

所に、正しい時に」分化するための
動的なプログラムについては、未だ
理解が十分進んでいない。このため、

発生場における複雑にプログラムさ
れた分化制御システムを、最新のイ
メージング技術、一細胞遺伝子発現

当面の間、下記の事業計画に
より研究開発を行うこととす
るが、ＳＴＡＰ（刺激惹起性多

能性獲得）現象に係る論文に対
する調査委員会の結論等を踏
まえ、必要に応じて計画の変更

を行う。 
 

①胚発生のしくみを探る領域 

胚発生において複雑な組織
が自発的に形成される仕組み
を理解するため、最新のイメー

ジング技術や先端解析法等を
導入し、複雑にプログラムされ
た分化制御システムを解明す

る。 
平成２６年度は、受精卵の発

生プログラムが遺伝情報とし

て配偶子から継承される時空
間的な制御機構を、最新のライ
ブイメージング技術を用いて

解明する。また、未分化細胞が
外胚葉・中胚葉・内胚葉系へ分
化する時期のエピゲノム変化

に関与する新規因子の特定及
びその細胞分化への影響を解
明する。さらに、発生場におけ

る分化パターンの調節に寄与
する因子の濃度勾配を制御す
る手法の開発や、細胞分化を制

御する遺伝子ネットワークに
おける転写因子とエピジェネ
ティック制御機構（ＤＮＡの塩

基配列変化を伴わない遺伝子
機能の制御機構）の連動原理の
解明を行う。 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 

（評価指標） 

・発生、再生にお
ける生命現象の
動態の理解に向

けた研究成果、及
びそれらを元に
した医学応用の

ための学術基盤 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

た特筆すべき業
績 
 

①胚発生のしくみを探る領域 
○受精卵の発生プログラムについ
て、マウスの卵母細胞のライブ

イメージングにより、体細胞の
分裂に寄与するとされていた因
子が、哺乳類の生殖細胞の分裂

の進行についても重要な役割を
果たすことを解明した。さらに、
その因子が生殖細胞に特有の機

能も持つことを示唆した（PLOS 
ONE：平成 27年 2月）。 
 

 
○未分化細胞が外胚葉、中胚葉、
内胚葉へ分化する時期のエピゲ

ノム変化に関与する新規因子の
特定に向けて、新規因子の候補
を複数得た。 

○発生場の分化パターンの調節に
寄与する因子の濃度勾配の制御
に向け、拡散速度制御系の開発

及び発生場における流れの解析
を行った。 

○細胞分化について、マウス ES 細

胞で発現する転写因子の機能
が、ES 細胞の無限増殖能に連動
する例を特定した。また、この

転写因子の欠損がエピジェネテ
ィックな異常をもたらすことが
示唆された。 

評定 A 評定 B 

 

○哺乳類生殖細胞におけ
る細胞分裂に新たな知
見を提供するとともに、

染色体分配の異常によ
る疾患の原因究明に繋
がることが期待され、高

く評価する。 
 
 

○特定した新規因子の細
胞分化への影響につい
て、更なる解析が必要で

ある。 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
○転写因子の機能とエピ

ジェネティック制御機

構の関係について更な
る解析が必要である。 

○研究面については、順調に年

度計画を遂行し、着実に研究
開発成果が創出されている
と認められる。 

 
○滲出型加齢黄斑変性に対す
る自家 iPS 細胞由来網膜色

素上皮シート移植に関する
臨床研究は、iPS 細胞を用い
た世界初の臨床研究として、

再生医療の実現に向けた顕
著な成果である。ほかにも哺
乳類の卵子形成における染

色体分配機構における新た
な発見など、個々の研究にお
いては、Sや A評価に相当す

ると考えられる優れた成果
が出ている。 
 

○運営面に関しては、STAP 論
文問題以降、理研が設置した
外部有識者委員会の提言を

踏まえ、センターの解体的出
直しによる運営体制を大幅
な見直しを行い、目的志向型

の研究体制、若手研究者やセ
ンター外部の者の意見が反
映される運営体制に再編さ

れた。 
 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○研究不正の再発防止等のた
めのマネジメント改革は重

要であるが、管理が過度にな
り、前身センターの良き伝統
であった自由闊達な研究環

境が失わせることの無いよ
う、バランスが必要である。
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当該分野におけ

る国の方針に基
づき、発生の原理
研究とそれをも

とにした応用技
術基盤の確立を
目指す。 

基礎研究面で
は、胚発生や器官
構築の機構を遺

伝子・細胞・組織
レベルで理解し、
多細胞が集団と

して複雑な構造
と機能を創発す
る原理の特定に

取り組む。特に、
第３期では新た
に、器官構築の力

学解析や数理モ
デル化などの新
規の手法を導入

することで、これ
まで未特定であ
った「形とサイズ

の制御メカニズ
ム」を明らかにす
る。 

さらに、これら
の作動原理を応
用し、ｉＰＳ細胞

等の幹細胞から
多様な立体器官
を試験管内で産

生するなどの高
度な再生医療を
可能とする革新

的な基盤技術体
系を確立する。 

具体的には、平

成２７年度まで
に生体に近似し
た下垂体や水晶

体等の組織を構
築し、本中期目標
期間においてヒ

ト病態を再現す
る人工組織を開
発する。 

プロファイル技術やエピゲノム解析

等の先端解析法を導入して解明す
る。特に、未分化幹細胞や外胚葉・
中胚葉・内胚葉系の分化細胞の制御

シグナルを時空間的に理解すること
で、動物胚内の正確な分化パターン
形成を可能とする基本原理を遺伝子

レベル、細胞レベルで解明する。そ
の原理解明をもとに、幹細胞などか
らの正確な分化誘導法や、分化した

体細胞間の分化転換や成熟細胞から
の幼弱化の制御法の開発にも貢献す
るとともに、マウス初期胚形成のた

めに必要な遺伝子ネットワークの時
空間制御の動作原理を特定する。 

・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

適切な管理と自由闊達な研

究環境の両立を目指して取
り組むことが望まれる。 
 

○STAP 論文問題による、研究
員の士気の低下が懸念され
る。より優れた研究成果を生

み出していくために、研究員
のモチベーションの下で研
究開発成果を上げる環境づ

くりが望まれる。 
 

○センターのマネジメント強

化への積極的な取組と同時
に、科学コミュニティ、社会
双方へのコミュニケーショ

ンの重要性を再確認し、適時
適切な情報発信がなされる
ことを期待する。 

 
○iPS細胞による再生医療につ
いて、他家移植を中心に今後

の展開を図る場合であって
も、細胞の品質評価の強化を
図ることが重要である。今

後、さらなる臨床研究を進め
ていく場合には、さらに高度
に安全性に配慮するため、慎

重に細胞の品質評価を行う
ための適切な体制を構築す
ることが望ましい。 

 
（評定） 
○研究面においては優れた研

究成果が出ている。運営面に
おいては、STAP 論文問題以
降、センターの解体的出直し

によって着実にマネジメン
ト改革がが進められている。
今後、再編された体制の中で

実効性をもって運営改善が
図られることを期待してい
る。 

 
○以上を踏まえ、「研究開発成
果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出
の期待等が認められ、着実な
業務運営がなされているこ

②器官の構築原理を探る領域 

生体の器官の正確な構築を幹細胞
や分化細胞が行う作動原理を特定す
る。具体的には、遺伝子及びタンパ

ク質による細胞の接着・変形・移動
等の制御システムや、組織の極性の
形成原理、組織幹細胞を生み出し維

持する組織内微小環境の分子実体、
器官発生に必要な上皮組織と間葉細
胞と細胞外マトリクス間の相互作用

の分子実体、複数の器官発生の間の
協調の原理などを、個々の器官の発
生過程で特定する。平成２７～２９

年度までに、気管、毛包、腸管、筋・
骨格系、生殖器及び脳の各領域等の
器官構築のための制御原理を上記の

観点から解明するとともに、下記④
の創発生物学研究との連携により、
より普遍的な作動原理をも探る。 

②器官の構築原理を探る領域 
生体の器官の正確な構築を

幹細胞や分化細胞が行う作動
原理を特定するため、器官発生
における幹細胞や分化細胞の

接着・変形・移動等の長期解析
技術を開発し、器官構築のため
の制御原理を解明する。 

平成２６年度は、未分化幹細
胞の時空間的な分化過程を明
らかにするために、毛包幹細胞

の微小環境の分子的実体の解
明、脳の嗅球の回路形成に関わ
るシグナルの時空間的な動態

とそのメカニズムの解明、脳の
異なる領域の細胞を標識・操作
する技術を開発する。また、前

年度に構築した脳の形成過程
における組織幹細胞の生物学
変化を再現する組織培養系を

さらに発展させ、脳の基本デザ
インに組織幹細胞の示す物理
的なゆらぎや経時的な変化が

組み込まれている様子を明ら
かにする。さらに、気管支の分
岐構造に上皮幹細胞ニッチ（幹

細胞の巣）が構築、維持される
メカニズムや、極性上皮構築に
おける微小管配向とオルガネ

ラ分布の機構、発生過程で上皮
が湾曲する際、細胞の接着位置
の移動を引き起こすメカニズ

ムを解明する。 

②器官の構築原理を探る領域 

○毛包幹細胞の微小環境の分子実
体の解明に向け、４種類の性質
の異なるマウス毛包幹細胞を生

体から生きたまま分離する方法
を確立した。 

○脳の嗅球の樹状突起の形態形成

について、ネットワーク的に働
く自発神経活動が必要であるこ
とを解明すると共に、その時空

間動態を明らかにした。 
○脳の異なる層を標識・操作する
技術を開発し、これらの技術を

用いて高次脳機能を担う大脳皮
質上層ニューロンの発生メカニ
ズムを明らかにした。 

○脳神経回路の形成の際、神経細
胞の線維が束になって集団で伸
長するメカニズムについて、細

胞接着タンパク質の一種である
「プロトカドヘリン 17」が神経
線維同士を束ね、さらに線維先

端部の運動性を高めて伸長を促
進 す る こ と を 解 明 し た
（Developmental Cell：平成 27

年 9月）。 
 
 

○気管支の分枝構造の理解に向
け、気管形成のシミュレーショ
ンを行い、発生過程において気

管が最適な長さを維持するメカ
ニ ズ ム を 解 明 し た （ Cell 
Reports：平成 27 年 5月）。 

 

○これら幹細胞において
発現している微小環境
因子の網羅的な同定が

必要である。 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

○近年の研究より、プロト
カドヘリンの異常が自
閉症や統合失調症を引

き起こすことが明らか
になっていることから、
本成果はこれらの原因

究明に繋がることが期
待される。医学応用のた
めの学術基盤の確立に

貢献する成果で、高く評
価する。 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 
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加えて、機関内

倫理審査及び国
の審査の承認後、
１年から１年半

以内に網膜細胞
移植による加齢
黄斑変性治療等

の臨床研究を開
始し、ｉＰＳ細胞
等を用いた再生

医療応用の先駆
例を創出すると
ともに、安全性や

品質管理技術を
多面的かつ有機
的に向上させ、医

療機関との連携
により一般治療
化へ向けての治

験実施を目指す。 
 また、国内外

の大学等の研究

機関や企業等と
の有機的な連携
により、研究開発

成果や基盤技術
の普及に努める
とともに、発生生

物学の基礎的研
究から再生医学
等の応用へのよ

りスムーズで確
実な展開を図る。 

○細胞の極性形成のメカニズムの

解明に向け、極性上皮細胞に特
有な微小管配向の機構を明らか
にし、また、この微小管が核や

ゴルジ体の配置に重要な役割を
果たすことを解明した。 

○発生過程で上皮が湾曲する際、

細胞の接着位置が変わる原因と
なるタンパク質と、接着位置が
変化するメカニズムを解明し

た。 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

とから、評定を Bとする。 

③臓器を作る・臓器を直す領域 
①、②、④の研究開発成果を、ヒ

トｉＰＳ・ＥＳ細胞等の幹細胞培養
系に応用し、機能性の高い組織や臓
器の基本ユニットを試験管内で構築

する。具体的には、平成２７年度ま
でに生体に近似した下垂体や水晶体
等の組織を構築し、本中期目標期間

においてにヒト病態を再現する人工
組織を開発する。また、企業との密
接な連携の下、網膜等の先行研究に

おける立体培養技術等の高度化を進
めるとともに、他の臓器へも応用し
て再生医療や創薬に資する基盤技術

を確立する。これらについては、平
成２５年度中に隣接して設置される
理化学研究所の融合的な研究開発の

ための施設も活用しつつ、積極的な
実用化への貢献を行う。 さらに、前
臨床研究及び臨床試験に必要となる

支援施設を整備・運用するとともに、 
近隣の研究病院とも協力して、臨床
応用の早期実現のため、網膜疾患等

に対する再生医療の臨床試験を推進
する。特に、網膜色素上皮細胞の移
植による加齢黄斑変性治療につい

て、機関内倫理審査及び国の審査の
承認後、１年から 1 年半以内に開始
する。 

 

③臓器を作る・臓器を直す領域 
器官の機能再生のための基

盤技術創出と再生医療技術開
発を目指し、①、②、④の研究
開発成果をヒトｉＰＳ・ＥＳ細

胞等の幹細胞培養系に応用し、
組織や臓器の基本ユニットを
試験管内で構築するとともに、

臨床応用の早期実現に向け、網
膜疾患等に対する再生医療の
臨床試験を推進する。 

平成２６年度は、前年度に開
始したｉＰＳ細胞由来網膜色
素上皮細胞の移植による加齢

黄斑変性治療への臨床研究を
近隣の研究病院と連携して遂
行するとともに、視細胞移植の

非臨床試験を進める。また、ｉ
ＰＳ・ＥＳ細胞由来の立体培養
の効率化・自動化を進めるた

め、立体網膜組織形成技術の高
度化を行う。さらに、細胞から
組織・器官形成に向けた基盤研

究において、多様な臓器を立体
構築する多細胞間の相互作用
の普遍的原理を明らかにする

ため、体軸形成などの初期発生
現象を試験管内で再現するた
めの顕微鏡システムや細胞刺

激システムなどの基盤技術の
開発を行う。 

③臓器を作る・臓器を直す領域 
○「滲出型加齢黄斑変性に対する

自家 iPS 細胞由来網膜色素上皮
シート移植に関する臨床研究」
において、第一症例目の被験者

に対し、患者自身の皮膚細胞か
ら作製した iPS 細胞より網膜色
素上皮（PRE）細胞を誘導し、シ

ート状に培養して網膜下に移植
した。本プロジェクトは、理研
の社会知創成事業創薬・医療技

術基盤プログラムの下、所内外
の専門家の意見を聞きつつ全理
研横断的に実施する体制を構築

している。 
○メカニズムの複雑さから、発生
過程の試験管内での再現が困難

とされていた小脳について、ヒ
ト ES細胞から機能的な小脳神経
細胞を生み出すことに成功し、

胎児のものとよく似た層構造を
有する小脳皮質の形成を実現し
た（Cell Reports：平成 27 年 1

月） 
。 

○ヒト ES 細胞から毛様体縁（胎児

期の網膜と網膜色素上皮の境界
に存在する構造体）を含む立体
網膜組織を安定的・高効率に誘

導する方法を開発するととも
に、毛様体縁に存在する幹細胞
が増殖して新たに神経網膜の細

胞を産み出すことを明らかにし
た（Nature Communications：平
成 27 年 2月）。 

○二光子顕微鏡で長時間試験管内
の多細胞動態をモニターしなが
ら、体軸形成などの初期発生現

 
○世界初となる iPS 細胞

由来の器官の移植に関
する臨床研究であり加
齢黄斑変性患者のため

の一般的な治療法に発
展する道筋の明確化に
つながる事業化に向け

た大きな進展であり、非
常に高く評価する。 

○また、基礎研究とは異な

る、臨床研究に特化した
研究マネジメント体制
を構築しており、高く評

価する。 
○今回得られた手法をヒ

ト iPS 細胞に用い、患者

由来の疾患小脳モデル
の作製にも取り組むこ
とで、今後は患者への移

植のみならず、種々の小
脳疾患の原因究明や創
薬への応用が期待され、

高く評価する。 
○今回開発した分化誘導

技術は、より生体に近い

立体網膜を高効率で安
定的に作製できる重要
な基盤技術で、網膜疾患

の再生医療の実現につ
ながると期待され、高く
評価する。 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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象における様々なパターン形成

因子を局所的に作用させること
が出来るシステムを構築し、こ
れを用いて三胚葉由来の組織を

秩序的に分化発生させる新たな
培養技術の開発を行った。 

④創発生物学研究領域 

臓器や組織などの巨視的な「形」
や「サイズ」が、動物毎のゲノム情
報によって、いかに正確に決定され

るかは、生物学における根本的かつ
未解明の課題である。その理解のた
めに「多細胞集団内の細胞間相互作

用による創発的な動作原理」を多階
層の動的システムとして解析する集
学的な研究領域「創発生物学」を開

拓する。具体的には、幹細胞等から
の組織形成過程での細胞間相互作用
を計測する手法を開発するととも

に、「形」や「サイズ」を決める組織
の力学特性や増殖の制御を解明す
る。また、これらにより得られる大

量の情報の解析のため、数理モデル
化やシミュレーションなどを導入
し、複雑な「形」を制御する基本法

則を発見することで、その高度な制
御法を確立する。創発生物学の体系
的理解により、胚発生や進化などの

基礎研究のみならず、臓器・組織の
再生医療などの医学応用をも飛躍的
に前進させる基盤学術 を形成する

とともに、 網膜、角膜、大脳、気管、
毛包、胚盤胞の形成などの発生現象
において、形やサイズを決める細胞

間相互作用の作動原理を特定する。 
 

④創発生物学研究領域 

自己組織化等、多数の細胞が
集団になってはじめて出現す
る振る舞いを解明する「創発生

物学」を開拓するとともに、そ
の体系的理解により、胚発生や
進化などの基礎研究から、臓

器・組織の再生医療などの医学
応用までを飛躍的に前進させ
る基盤学術を確立する。 

平成２６年度は、複雑な形態
発生の再現性を高めるために、
組織変形ダイナミクスと細胞

内外シグナルダイナミクスを
数理モデル化し、実験により検
証を行う。また、生体組織の形

態形成において細胞集団が協
調的に振る舞う性質が現れる
原理（創発原理）を明らかにす

るために、組織中における遺伝
子やシグナルの調節と変形に
ともなう力学的過程をそれぞ

れ定量的に計測・解析する方法
の開発、そして数理モデルを用
いて、計測に基づく仮説の検証

と予測をするための方法を開
発する。さらに、直接接触型の
細胞間相互作用を培養細胞上

に再構成し、細胞間コミュニケ
ーションにより細胞集団が自
発的に分化していくパターン

を再現する。 
 

④創発生物学研究領域 

○複雑な形態発生において、高い
再現性を実現するための理論上
の最適条件を導出した。さらに、

ニワトリの四肢発生過程をモデ
ルとして、実験での検証を行っ
た。 

○細胞集団の創発原理の解明に向
け、転写調節ネットワークの構
造を実験データから推定する数

理的な方法を開発した。 
○1 つの細胞から様々な細胞を生
み出す仕組みの１つである

「Delta-Notch シグナル」を使っ
た隣接細胞間のコミュニケーシ
ョンに着目し、人工遺伝子ネッ

トワークを作製することによ
り、分化の条件検証や制御を可
能 に し た （ Nature 

Communications：平成 27 年 2
月）。 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

○集団細胞の運動の背後
にある統計則を解明す
る方法論の開発が必要

である。 
○これまでは、阻害剤や遺

伝子破壊という「壊す」

実験によって、これらの
仕組みを解明する研究
が行われていたが、本研

究は「作る」アプローチ
をとる点で新奇性が高
く、細胞分化のメカニズ

ム解明や、発生、再生に
おける生命現象の動態
の理解への貢献が期待

され、高く評価する。 
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 【マネジメント・人材育成】 

○平成27年 3月 23日-25日に開催
された CDB シンポジウム 2015
「Time in Development」では、

海外からの参加 32名を含む、144
名の参加者を得て、活発な議論
が交わされた。 

 
○「高校生向けの生命科学体験講
座」（レクチャー、ラボ訪問、実

習等の一日体験プログラム）や、
生物教職員を対象とした研修会
を開催した。 

 
○平成 26 年度は 37 名の大学院生
を受け入れた。また、大学院生

を対象とした集中レクチャーコ
ースを開催し、199 名の参加を得
た。 

 
○上記プログラムとの一体的な運
営のもと、次世代を担う若手研

究者育成の一環として、発生・
再生研究の魅力や、学生が CDB
で研究できる制度を伝える「CDB

連携大学院説明会」（平成 26 年 4
月 12 日）を実施するとともに、
学部学生を対象に 1 週間 CDB で

の研究に触れる機会を提供する
滞在型研究体験プログラム「大
学生のための生命科学研究イン

ターンシップ」（平成 26 年 8 月
4‐8日）を引き続き実施した。 
 

 
 
 

 
 

○平成 26 年 8月に策定した「研究

不正再発防止をはじめとする高
い規範の再生のためのアクショ
ンプラン」（以下、アクションプ

ランとする）に基づき、運営体
制及び研究体制について以下の
通り必要な見直しを行った。 

・目的志向を明確にした研究プロ
グラムに再編し、職階によらな
いフラットな組織体制として

 

○海外を含む多数の参加
者数を維持しており、本
分野における定例のシ

ンポジウムとして定着
していることから、順調
に計画を遂行している

と評価する。 
○社会への成果発信、科学

への理解増進、高校にお

ける生物学教育の一層
の充実を支援しており、
順調に計画を遂行して

いると評価する。 
○理研が果たすべき重要

な役割の１つである若

手の育成に貢献する事
業であり、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
○説明会には生物学に限

らず多様な分野から人

が集まり、これまで以上
に幅広い分野の学生に
対し研究の魅力を伝え

ることができた。また、
インターンシップでは、
特に意欲の高い 34 名の

学生（応募者 124 名）に
研究体験の機会を提供
し、終了後も研修生とし

てCDBに来る人がいるほ
ど好評を得ており、科学
技術理解増進、科学リテ

ラシーの向上、未来の科
学者の育成に貢献した
といえる。以上により、

順調に計画を遂行して
いると評価する。 

○目的志向が明確な研究

プログラムから得られ
る成果を研究開発プロ
ジェクトで発展させる

ことで新医療技術の創
出が期待される。また、
研究体制の効率化、理研

の横断的総合力の結集
を図り、一層の発展を目
指す体制を構築した。順
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「多細胞システム形成研究セン

ター」として再スタート（平成
26 年 11 月） 

・外国人研究者を含む委員会によ

り選考した濱田博司大阪大学特
別教授が新センター長に内定
（平成 27年 1月） 

・これまでの運営主体であったグ
ループディレクター会議を廃止
し、センター外の有識者を含む

「運営会議」を設置、透明性の
高い運営体制を確保 

・研究不正行為抑止に向けた運営

マネジメント体制の強化のため
「センター長室」を設置 

・人の安全に直接関わり得る iPS

由来網膜細胞臨床研究の第一例
目について、理研本部に推進本
部を設置し、所内の関係研究者

を総動員するなど総力を上げて
取組むとともに、外部機関、と
くに京都大学 iPS 細胞研究所

（CiRA）、移植手術を行った先端
医療センター病院との連携を強
化して実施 

調にアクションプラン

を遂行していると評価
する。 

 

４．その他参考情報 

（昨年からの改善状況について） 

 以下の取組を進め、センターの運営の改善を図った。 

○平成 26 年 11 月に目的志向を明確にした研究プログラムに再編し、職階によらないフラットな組織体制として「多細胞システム形成研究セン

ター」を発足させた。 

○外国人研究者を含む外部有識者からなる委員会における検討により、平成 27 年 1 月、濱田博司新センター長を内定した。（平成 27 年 4 月着任） 

○ＧＤ（グループディレクター）会議を廃止し、運営会議を設置するなど、若手研究者の意向も運営に反映させられる体制をつくった。 

○センター長室の設置など、研究不正行為抑止に向けた運営マネジメント体制を強化した。 

○国際広報室を廃止し、本部広報室と研究推進室の連携による広報活動を推進するなど広報体制を見直した。 

○ 京都大学 iPS 細胞研究所との間で、遺伝子解析等の科学サポートを受ける等、外部研究機関との連携を強化した。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(5) 生命システム研究 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：70 

和文：15 

欧文：73 

和文：25 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

41 

協定等：9 

共同研究等：

49 

協定等：10 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：12 

登録：1 

出願：6 

登録：0 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

65 

513,909 

89 

480,361 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,457,105 1,436,795 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 119 148 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 第４期科学技
術基本計画にお
いて、生命動態シ

ステム科学研究
は、再生医療、新
薬の開発や病態

予測など、安全で
有効性の高い治
療の実現を行い、

様々なライフイ
ノベーションの
創出に大きく貢

献するとされて
いる。 

複雑な生命シ

ステムがいかに
自己を制御して
いるかを解明す

るためには、従来
の生命科学にと
どまらない融合

的手法が必要で
あり、国際的にも
急速に研究が加

速していること
から、我が国の国
際競争力強化に

も貢献するもの
である。 

このため、生命

をシステムとし
てとらえ、その
刻々と変化する

複雑な生命現象
を実験と理論・計
算の両面から理

解し、予測・制
御・再構成する生
命システム研究

を推進する。 
細胞動態計測、

生命モデリング、

生命動態システム科学研究は、再
生医療、新薬の開発や病態予測など
様々なライフイノベーションの創出

に大きく貢献する重要な分野とされ
ている。また国際的な研究において
も生命科学にとどまらない融合的手

法の必要性が急速に高まっているこ
とから、我が国としても融合領域人
材の育成等、国際競争力強化が期待

される研究領域である。 
生命が自己を制御する複雑な仕組

の解明・制御に向け、生命をシステ

ムとして捉え、その刻々と変化する
複雑な生命現象の動態を実験と理
論・計算の両面から理解し、また簡

易な系での実験的再構成による検証
や新たな系の創出を行うことによる
生命活動の動的な理解と人為的な制

御法の確立を目指して、生物系、情
報系、工学系及び物理系等、多様な
背景の研究者の有機的な連携体制を

構築し、生命システム研究を推進す
る。 

生命システム研究においては、細

胞動態計測研究、生命モデリング研
究、細胞デザイン研究の３つの研究
領域を設定する。 

 
①細胞動態計測研究 
個々の細胞は一様ではなく、しか

もそれぞれ大きく変動しているにも
かかわらず、これまでは平均化して
捉えられてきた。細胞動態計測研究

においては、時々刻々と変化する
個々の細胞の状態を捉え、細胞の個
性的な機能発現の仕組を解明するこ

とを目指す。さらに、得られた時間
軸に沿ったデータを生命モデリング
研究、細胞デザイン研究にフィード

バックし、細胞動態のより高度な理
解を目指す。 

具体的には、１細胞内の分子動態

①細胞動態計測研究 
細胞の個性的な機能発現の

仕組を解明するとともに、得ら

れた時間軸に沿ったデータを
生命モデリング研究、細胞デザ
イン研究にフィードバックし、

細胞動態のより高度な理解を
目指すため、１細胞内の分子動
態から組織内での細胞動態ま

でを、階層を超えて高感度に定
量計測・解析する技術を開発す
る。 

平成２６年度においては、前
年度までに実現した２５０ナ
ノメートルの空間分解能、３３

ミリ秒の時間分解能での細胞
内１分子動態計測法を用いて、
細胞極性の自発生成に働く正

のフィードバックの分子メカ
ニズムを明らかにする。また、
細胞の環境応答や分化に伴う

細胞状態の変化を可視化する
ため、細胞内環境応答型の蛍光
プローブを開発する。加えて、

細胞内の分子混雑下における
生体分子の構造動態の解明に
向けて、核磁気共鳴法（ＮＭＲ）

を用いて２種以上の分子混合
系における相互依存した分子
運動を解析する手法を開発す

る。さらに、細胞状態の変化に
伴う代謝産物の分析等の定量
計測法の開発に向け、１細胞内

の細胞質、細胞膜等小器官レベ
ルでの分子局在と分子種５０
種以上を一度に検出・定量化

し、代謝経路の変動を特異的に
追跡する１細胞質量分析法を
開発する。 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
（評価指標） 

・生命活動の動的
な理解と人為的
な制御法の確立

を目指した研究
成果、及び生物
系、情報系、工学

系及び物理系等、
多様な背景の研
究者の有機的な

連携体制 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

①細胞動態計測研究 
○細胞極性の形成に働く細胞内分
子反応ネットワークが興奮系

（excitable system）の特徴を
持つことを明らかにすると共
に、鍵となる正のフィードバッ

ク反応の実体として PTEN 分子の
関与を１分子動態計測により明
らかにした。 

○蛍光蛋白質および発光蛋白質を
用いた新規プローブの開発に成
功した。具体的には、幹細胞の

初期分化における転写因子三種
類の発現を同時に、かつ、生き
たまま長時間観察できる高輝度

発光蛋白質、及び細胞内の分子
混雑により蛍光波長が変化する
蛍光蛋白質の開発を行った。後

者については、当該蛍光蛋白質
を用いることにより生きた細胞
内における分子混雑の実時間変

化が世界で始めて明らかになっ
た。 

○細胞内の分子混雑下における生

体分子の構造動態の解明に向け
て、２種以上の分子混合系にお
ける分子運動を解析する手法を

開発し、相互依存した運動にお
ける非特異的相互作用の寄与の
重要性を明らかにした。 

○細胞状態の変化に伴う代謝産物
の分析等の定量計測法の開発に
おいて、１細胞内の細胞質、細

胞膜等小器官レベルで、安定同
位体も利用して動的追跡を可能
とし、その分子局在と分子種７

０種以上を一度に検出・定量化
し、代謝経路の変動を特異的に
追跡する事に成功した。 

 S 評定 S 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
○細胞内環境に応答する

プローブの複数開発に
成功したことで、多様な
環境状態での細胞状態

の変化を観察可能とな
った。さらに、世界で初
めて分子混雑の実時間

変化が蛍光タンパク質
で計測できるようにな
ったことは、さらに詳細

な細胞状態の解析を行
うことが可能となる成
果であり、非常に高く評

価する。 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
○代謝産物の定量計測法

の開発において、当初計
画の分子種５０種を上
回る７０種以上の検

出・定量化に成功したこ
とで、当初想定していた
よりも多数の分子を追

跡することが可能とな
った。これは代謝経路変
動のより詳細な解析に

応用できる成果であり、
非常に高く評価する。 

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に特に顕著な成果

が創出されていると認めら
れる。 
 

○中でも、マウスを丸ごと透明
化し、１細胞解像度で観察す
る新技術の開発については、

臓器を丸ごと立体像として
捉える手法を確立し、三次元
病理解析や解剖学への応用、

生体の全細胞解析等に発展
することが期待される顕著
に優れた成果である。本成果

は、Nature 誌の Images of 
the year 2014 及び Nature 
Method 誌の Method of the 

year 2014 の１つにも選定さ
れるなど、世界的にも極めて
高く評価されている。 

 
○また、大腸菌の抗生物質耐性
獲得プロセスの再現システ

ムの構築及び耐性獲得の予
測システムの開発について
は、耐性獲得を抑制する手法

の開発や新規抗生物質への
貢献が期待できる成果であ
ることから高く評価できる。 

 
○運営面に関しては、従来大
阪・神戸に分散していた研究

室を集約するとともに、大学
や企業等との連携を図る体
制整備などが進められてい

る。理研本部とも連携し、成
果の発展に向けた取組を進
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細胞デザインの

研究においては、
生物系、情報系、
工学系及び物理

系等、多様な背景
の研究者の有機
的な連携を推進

する。 
細胞の個性的

な機能発現の仕

組みを解明する
ため、細胞を中心
とした生命現象

の各階層におい
て定量計測・解析
技術を開発し、

刻々と変化する
細胞の状態を定
量的にとらえる。 

また、この計測
結果に基づき複
雑なシステムの

状態を定量化し、
分子レベルから
の細胞ダイナミ

クスのモデル化
による定量的理
解やシミュレー

ションによる再
現を目指す。 

さらに、実験を

用いた再構成を
行うことで、細胞
動態計測、生命モ

デリングにより
得られた結果に
ついて検証を可

能とするため、遺
伝子やタンパク
質などの生命の

部品を調整・設
計・制御するため
の基盤技術を開

発する。 
これらの研究

を融合し、循環さ

せることにより、
生命システムの
動 作 原 理 の 解

から組織内での細胞動態までを、階

層を超えて高感度に定量計測・解析
する技術を開発する。特に、細胞内
の生体分子の動態計測のためのプロ

ーブの開発、細胞内分子システムの
機能発現メカニズムを１分子レベル
で解明するための細胞内の１分子動

態計測法を開発し、また、細胞状態
の変化に伴う代謝産物の分析等の定
量計測技術等を開発する。 

これらの技術を組み合わせること
で、これまで実現されていない１０
０種類程度の分子種に対する２５０

ナノメートル、３３ミリ秒の空間分
解能・時間分解能での細胞内１分子
動態計測を実現するとともに、個体

内の細胞における１分子動態計測技
術の空間分解能・時間分解能を、５
００ナノメートル、１００ミリ秒に

向上させることにより、病態予測・
再生医療等の研究へ技術の展開を図
る。 

た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

めることを期待する。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○理研としてのマネジメント
方針の下で各研究機関の連
携ハブとしての更なる機能

強化を期待する。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」
に向けて特に顕著な成果の

創出や将来的な特別な成果
の創出の期待等が認められ
ることから、評定を S とす

る。 

②生命モデリング研究 
細胞の個性や時々刻々での変化は

細胞内での分子や分子ネットワーク

の動的多様性に起因すると考えられ
る。このため、生命モデリング研究
においては、細胞のモデル化・シミ

ュレーションに基づく、分子レベル
からの細胞ダイナミクスの定量的理
解・再現を目指す。 

具体的には、膨大な定量的データ
を高性能計算機を用いて数理モデル
化し、複雑な生命システムを定量的

に取り扱う手法を確立するため、高
性能計算機による分子設計や挙動予
測、細胞環境下での分子動態、細胞

内生化学反応経路や細胞間相互作用
等のシミュレーション手法等の統合
的な研究開発を行う。特に、生命分

子の反応時間スケールでの分子シミ
ュレーション技術、専用計算機等の
開発によるタンパク質１分子の動態

予測を行う。その結果として得られ
るミリ秒オーダーでのタンパク質分
子動力学シミュレーション技術を普

及する。また、分子１つ１つの運動
を考慮した細胞内反応ネットワーク
のシミュレーション技術を構築し、

②生命モデリング研究 
分子レベルからの細胞ダイ

ナミクスの定量的理解・再現を

目指し、膨大な定量的データを
高性能計算機を用いて数理モ
デル化し、複雑な生命システム

を定量的に取り扱う手法を確
立するため、高性能計算機によ
る分子設計や挙動予測、細胞環

境下での分子動態、細胞内生化
学反応経路や細胞間相互作用
等のシミュレーション手法等

の統合的な研究開発を行う。 
平成２６年度においては、生

命分子の反応時間スケールで

の分子シミュレーション技術、
特に創薬におけるタンパク質
の分子設計技術の開発に向け、

分子動力学計算専用計算機上
で、長時間分子シミュレーショ
ンが可能となるソフトウェア

を高度化し、シミュレーション
を行う。また、細胞内環境を模
した分子混雑下でのタンパク

質動態を全原子モデル及び粗
視化分子モデルを用いたシミ
ュレーションで解析し、ＮＭＲ

②生命モデリング研究 
○生命分子の反応時間スケールで
の分子シミュレーション技術の

開発に向け、分子動力学計算専
用計算機上で、長時間分子シミ
ュレーションを可能とするため

のソフトウェアを開発した。具
体的には、昨年に引き続き分子
動 力 学 計 算 ソ フ ト ウ ェ ア

GROMACS の移植をストックホル
ム大学と共同で進め、シングル
ノードでの MDシミュレーション

を行えるようにしてシミュレー
ションの試験を行った。 

○細胞内環境での蛋白質の動的性

質をより正確に調べるために、
ブラウン運動法や新しい積分法
を用いたテストを行い、最適な

計算プロトコルを確立した。加
えて、生命計測研究と連携し、
アミノ酸変異による蛋白質の安

定性変化について分子動力学シ
ミュレーションを用いて解析
し、実験との比較を行った。 

○平成２５年度までに開発した１
分子レベルでの細胞内反応シミ
ュレーション技術を基盤に、ヒ

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 
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明・制御に向けた

取組を加速する。 
また、国内外の

大学等の研究機

関や企業等との
有機的な連携に
より、研究開発成

果や基盤技術の
普及を行うとと
もに、本研究分野

の人材育成を図
り、中長期的な発
展を促進させる。 

その計算結果を基に細胞内反応の動

態予測を実現し、構築したシミュレ
ーションプラットフォームを公開す
る。 

等の実験と比較するとともに、

前年度までに開発した１分子
レベルでの細胞内反応シミュ
レーション技術を基盤に、遺伝

子発現系、代謝系、シグナル伝
達系等の異なった性質を持つ
系を統合的に扱う技術を開発

する。さらに、細胞間相互作用
を取り入れた多細胞生物の数
理モデルを構築し、分子ネット

ワーク、細胞等の階層をつなぐ
発生過程のシミュレーション
を行う。 

ト赤血球の代謝＝シグナル伝達

統合モデルを開発し膜タンパク
のクラスター化による細胞機能
制御機構を明らかにした。 

○エピジェネティックな制御を取
り入れた発生過程の数理モデル
を構築し、ES 細胞からの分化過

程と iPS 細胞の誘導を記述する
ことに成功した。加えて、T細胞
と抗原提示細胞の多細胞間の相

互作用などを含む免疫システム
の数理モデルを構築し、免疫応
答におけるロバストな自己・非

自己の識別を可能とする新たな
メカニズムの提案を行った。さ
らに、さまざまな抗生物質環境

下で大腸菌を長期に植え継いで
培養し、耐性獲得の進化プロセ
スを生体外で再現できる実験シ

ステムを構築した。1つの抗生物
質への耐性獲得が、別の抗生物
質に対しては、耐性の低下を引

き起こすことを発見し、どの抗
生物質への耐性を獲得するかを
数個の遺伝子の発現量によって

高い精度で予測できることを示
した。 

 

 
 
 

○数理モデルの構築を行
い、発生過程のシミュレ
ーションに着手したこ

とで新たな過程の記述
や新規メカニズムの提
案が可能となった。ま

た、大腸菌の抗生物質耐
性獲得プロセスの再現
システムの構築および

耐性獲得の予測システ
ムの開発は、当初計画で
は予期していなかった

成果である。遺伝子の耐
性獲得への寄与を定量
的に解析することが可

能となり、耐性獲得を抑
制する手法の開発や新
規抗生物質の開発への

貢献が期待できる成果
であることから、非常に
高く評価する。 

③細胞デザイン研究 

細胞をはじめとする動的で複雑な
生命現象を理解するためには、生命
現象を個別に制御可能な形で人工的

に再構成し、検証することが必要で
ある。細胞デザイン研究においては、
生命システムに特徴的な動作・設計

原理の理解に向けて、遺伝子やタン
パク質などの生命の部品を調整・設
計・制御するための基盤技術を開発

する。特に、細胞内遺伝子ネットワ
ーク動態の設計・制御に向け、切断・
接着部分の配列を自在に設計し連結

するための新規のＤＮＡ合成法や、
無細胞合成系によるペプチド・タン
パク質合成の高速化・並列化を基盤

としたタンパク質の定量法等を開発
することにより、細胞機能を担う動
的な分子ネットワークの設計・制御

を実現する。 
開発したＤＮＡ合成技術・タンパ

ク質定量技術等を普及させるため、

③細胞デザイン研究 

生命システムに特徴的な動
作・設計原理の理解に向けて、
生命現象を個別に制御可能な

形で人工的に再構成し、検証す
るため、遺伝子やタンパク質な
どの生命の部品を調整・設計・

制御するための基盤技術を開
発し、細胞機能を担う動的な分
子ネットワークの設計・制御の

実現を目指す。 
平成２６年度においては、細

胞内遺伝子ネットワーク動態

の設計・制御の要素技術とし
て、簡便な操作で自在にゲノム
改変を行う方法を開発するこ

とで細胞内の遺伝子ネットワ
ークを高効率に改変し、定量的
に操作する技術基盤を構築す

る。また、組織内の時間空間特
異的な遺伝子発現を１細胞解
像度で取得する技術を確立す

③細胞デザイン研究 

○細胞内遺伝子ネットワーク動態
の設計・制御の要素技術として、
簡便な操作で自在にゲノム改変

を行う方法を開発することで細
胞内の遺伝子ネットワークを高
効率に改変し、定量的に操作す

る技術基盤を構築した。 
○組織内の時間空間特異的な遺伝
子発現を１細胞解像度で取得す

る技術を確立した。特に、既存
技術によるマウス脳組織の透明
化法を大幅に簡便化したのみな

らず、これまで困難だった小型
のサルの脳(マウス脳の約１０
倍の大きさ)の透明化に成功し

た。さらに、この手法を発展さ
せてマウス個体全身の透明化に
成功した。上述のゲノム改変マ

ウスを高効率に作出するための
技術基盤によりレポータ遺伝子
などを導入したマウスを短期間

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
○開発したマウスの全身

透明化技術ならびに１

細胞解像度での観察技
術は当初計画で予期し
ていなかった成果であ

り、世界初の技術であ
る。本成果は国内外の
数々の記事・特集として

取り上げられたほか、ネ
イチャー・メソッド誌の
メソッド・オブ・ザ・イ

ヤーの１つおよびネイ
チャー誌のイメージ・オ
ブ・ザ・イヤーの１つに
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プロトタイプの段階から国内研究者

と共同研究を行い、多様な目的に応
じた調整・設計・制御を実現するた
めの開発を行う。 

上記の３つの研究領域を柱に、細
胞を中心とした生命現象の各階層に
おいて、計測結果を基にした現象の

モデル化及び数理解析を行い、その
複雑なシステムの状態を定量化する
とともに、分子ネットワーク、細胞

などの階層をつなぐ。さらに再構成
による検証を可能とすることによ
り、生命システム、特に細胞システ

ムの動作原理の解明・制御に向けた
道筋を確立する。これにより、細胞
のモデリングと操作技術の研究開発

をリードする世界トップレベルの研
究開発拠点としての地位を確立する
とともに、本研究分野の中長期的な

発展を促進する。細胞のダイナミッ
クな状態のモデル化及び操作が可能
となれば、ｉＰＳ細胞の初期化や分

化の制御、細胞のがん化などについ
ての診断・治療等への貢献が期待さ
れる。 

また、国内外の大学等の研究機関
や企業等との有機的な連携による研
究を進めるための会議に主体的に参

画する等、研究開発成果や基盤技術
の普及や共同研究を推進するととも
に、若手研究者を本研究分野に惹き

つけ、裾野を拡大するため、講習会
を開催する等の人材育成を行うこと
により、本研究分野や融合分野を発

展させる。 

る。 

さらに、国内外の大学等の研
究機関や企業等とのシンポジ
ウムや会議に主体的に参画す

る等により、有機的な連携研究
をより進めるための機会を設
けることで、研究開発成果や基

盤技術の普及や共同研究を推
進する。また、若手研究者を本
研究分野に惹きつけ、裾野を拡

大するため、人材育成のための
講習会等を開催する。 

で作出することが可能となって

おり、体内の解剖学的構造や遺
伝子発現の様子を１細胞解像度
で３次元イメージとして高速に

取得することに成功した。 

も選出されており、社会

に大きくインパクトを
与えた成果である。本技
術は蛍光タンパク質の

検出だけでなく、免疫組
織化学的な解析にも適
用可能な技術であるこ

とから、生物学のみなら
ず医学分野にも貢献が
期待される成果であり、

非常に高く評価する。 

  【マネジメント・人材育成】 
○平成２７年３月３１日時点の研

究室主宰者２３人のうち８人
（３５％）が３０代の若手研究
者であるなど、若手研究者の積

極的登用等により、人材の育成
を図っている。また、生命動態
システム科学に取り組む後進の

研究者への門戸を開くため、大
学生及び修士課程・博士前期課
程の大学院生を対象に、３月に

「QBiC スプリングコース」を開
講し、全国から７６人の参加が
あった。 

 
○新しい研究領域である

生命動態システム科学
の理解には、生命科学、
数理科学、計算科学等の

幅広い分野での融合が
不可欠であり、若い研究
リーダーの登用、また、

研究者の卵である全国
の大学生・大学院生への
講義・実習は、次世代・

次々世代の研究者育成
に大きく貢献するもの
であり、高く評価する。 
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○理研内外の研究コミュニティの

連携促進を目的として、国内外
の研究者による講演を行うセミ
ナーを多数開催したほか、脳情

報 通 信 融 合 研 究 セ ン タ ー
（CiNet）と合同で、「CiNet/QBiC 
脳型情報処理研究会」を開催す

るとともに、企業や大学を含め
て脳型情報処理に係る研究検討
を重ねた。 

○センターの取組として、従来、
大阪と神戸に分散していた研究
室を大阪に集約し、より密接な

研究室間の連携を促進するとと
もに大学や企業等との連携を推
進する体制を整備するため、必

要な施設の確保・整備を行った。
具体的には、大阪市、大阪大学
及び大阪バイオサイエンス研究

所と調整を進め、理研への土
地・建物の無償譲渡が実現する
こととなった。また、大阪大学

キャンパス内に大阪大学と理研
との融合連携を目的とした新し
いビルが竣工し、神戸等から

QBiC の研究室が入居した。 
○センター長が 11月に CDBのセン
ター長代行に就任して積極的に

CDB との連携に取り組んだほか、
CiNet のセンター長や、大阪大学
免疫学フロンティア研究センタ

ーの副拠点長、スーパーコンピ
ュータ「京」を活用した計算生
命科学のプログラムディレクタ

ー等を兼務することで密接な連
携の構築に取り組んだ。 
 

○理研内の取組として、理研セン
ター横断型プロジェクトである
「一細胞計測」の連携をさらに

強化・発展させるため、CLST と
合同 で２月に「 Single Cell 
Workshop ２０１５」を開催し

た。開催にあたっては、双方の
センター長も交えた方向性の検
討やセンター長会議等での発

表、また連携推進にあたりセン
ターが主体となって運営委員会
を構成する等、主導的にマネジ

 

○理研内外の研究者との
連携の枠組みの構築や
交流の取り組みは、我が

国の拠点としての役割
を果たし、他機関との連
携の強化に貢献するも

のであり、強力に推進さ
れている。 

 

 
○近接する施設を活用し

て研究室を大阪に集約

させたことで、大阪大学
やCiNetとさらに緊密な
連携関係を構築するこ

とが可能となり、我が国
の生命動態システム科
学における中核拠点機

能の強化を図ることが
できた。 

 

 
○センター長の複数拠点

の兼務等によって、理研

内センター間の連携は
もとより、府省や大学と
独立行政法人、計算科学

と実験科学の壁を越え
た連携体制の構築を実
現している。これらは、

理研の経営方針である
科学技術ハブ機能の一
つのモデルケースと言

うべきものであり、セン
ターの特長を活かした
ハブ機能の強化に取り

組んでいる。 
○理研内連携に関して、特

に QBiC と CLST で主体と

なって取り組んでいる
一細胞の連携について
は、理研横断の大型課題

となっており、今後のラ
イフサイエンスの方針
にも影響を与えるもの

と考えている。また、こ
の連携を基盤として
QBiC が主体となった連
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メント体制を整備した。さらに、

所内における連携にも力を入れ
ており、全研究員が参加可能な
研究 議論の場 として「 QBiC 

Meeting」や「QBiC リトリート」
を定期的に開催しており、プレ
ゼン能力の向上や研究課題の活

発な議論に繋げるとともに、セ
ンター長はじめ各研究室主宰者
が若手研究者に対して指導を行

う場ともなっている。 

携課題（DECODE 計画）の

新たな発案に繋がった
これは、数理科学を取り
入れて細胞状態を理解

するという試みであり、
情報系、工学系等も交え
たこのような連携体制

の構築はこれまでにな
い取り組みとなってい
る。これらの連携は今後

のさらなる発展が期待
されるものであり、非常
に高く評価する。 

 

４．その他参考情報 

（S評定の根拠） 

○マウスを丸ごと透明化し、１細胞解像度で観察する新技術の開発については、臓器を丸ごと立体像として捉える手法を確立し、三次元病理解

析や解剖学への応用、生体の全細胞解析等に発展することが期待される顕著に優れた成果である。本成果は、Nature 誌の Images of the year 

2014 及び Nature Method 誌の Method of the year 2014 の１つにも選定されるなど、世界的にも極めて高く評価されている。 

 

○大腸菌の抗生物質耐性獲得プロセスの再現システムの構築及び耐性獲得の予測システムの開発については、耐性獲得を抑制する手法の開発や

新規抗生物質への貢献が期待できる成果であることから高く評価できる。 

 

○細胞内環境に応答するプローブの複数開発に成功したことで、多様な環境状態での細胞状態の変化が観察可能となり、世界で初めて分子混雑

の実時間変化が蛍光タンパク質で計測できるようになったことは、高く評価できる。 

 

○代謝産物の定量計測法の開発において、当初計画の分子種 50 種を上回る 70 種以上の検出・定量化に成功したことで、当初の想定より多数の

分子を追跡することが可能となったことは、高く評価できる。 

 

○ほかにも、細胞内１分子動態計測法のハイスループット化のための解析ソフトウェア等の開発等数多くの成果が出ている。 

 

○従来大阪・神戸に分散していた研究室を集約し効果的な研究体制を構築するとともに、大学や企業等との連携を図る体制整備などを進めてお

り、適正な運営が行われていると認められる。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(6) 統合生命医科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発

の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：49 

和文：47 

欧文：157 

和文：54 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

127 

協定等：40  

共同研究等：

137 協定等：

40 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：33 

登録：28 

出願：31 

登録：34 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

122 

6,297,296 

140 

3,362,243 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

3,962,592 3,712,565 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 263 254 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ヒトには、生体
の恒常性と呼ば
れる、外的要因の

変化にさらされ
ながらも、常に体
の環境を一定し

た状態に維持す
る機構が備わっ
ており、生体分子

のダイナミック
な変化を背景と
した免疫系、内分

泌系、精神神経系
等の協調的なふ
るまいが一体と

なり、その役割を
果たしている。恒
常性機構の解明

は、生命機能の根
本的理解を導く
にとどまらず、恒

常性維持機構の
破綻、すなわち
「病気」に至るま

での過程を明ら
かにするもので
あり、個別化医療

等に資すること
から、社会からも
大きな期待が寄

せられている。 
このため、理化

学研究所として

個別化医療・予防
医療の実現に向
けた取組を加速

するため、第２期
での免疫・アレル
ギー科学総合研

究の免疫系の基
本原理の解明や
ヒト化マウス等

本研究では、第２期におけるゲノ
ム医科学研究と免疫・アレルギー科
学総合研究の成果を活用し、個別化

医療・予防医療を標的とした次世代
型医療の実現を目指す。そのために、
既存分野の枠組を超えて、研究開発

とライフイノベーションを一体的に
捉え、個別化医療・予防医療の実現
へ向けた疾患多様性医科学研究、革

新的な予防医療実現に向けた疾患発
症プロセス統合解析と、これらに基
づく恒常性医科学研究、さらに、そ

れらを踏まえて革新的な医療技術の
創出に向けたイノベーション研究を
融合的に行う体制を構築する。 

 
①疾患多様性医科学研究 

ヒトゲノムの多様性を網羅的に解

析する研究基盤を構築するととも
に、多因子疾患の発症・進展に関わ
る遺伝・環境要因を詳細に解析し、

個別化医療・予防医療の実現に向け
た開発研究を行う。 

個人の遺伝情報に基づいた医療や

予防を実現するためには、パーソナ
ルゲノムの包括的な解析技術を開発
し、網羅的なゲノム解析によりヒト

ゲノム多様性を解明するとともに、
医学研究・医療に応用可能な基盤情
報を構築し、ヒトゲノムの多様性と

疾患の発症・進展及び薬剤応答性と
の関係を明らかにする必要がある。
本領域では特に、国民の関心が高く

社会的緊急性の高い疾患（がん、循
環器疾患、糖尿病を含む生活習慣病
等）と薬剤応答の多様性を中心的な

標的として、ＳＮＰのみならず全塩
基配列を対象としたゲノム解析を実
施し、多数の遺伝要因と環境要因を

総合的に解析する数理解析手法を用
いて、疾患や薬剤感受性にかかわる
日本人のゲノム解析研究基盤を構築

①疾患多様性医科学研究 
ヒトゲノムの多様性を網羅

的に解析する研究基盤を構築

するとともに、多因子疾患の発
症・進展に関わる遺伝・環境要
因を詳細に解析し、個別化医

療・予防医療の実現に向けた開
発研究を行う。 
平成２６年度は、全塩基配列

を対象としたゲノム解析技術
の高精度化を行い、疾患遺伝子
研究や遺伝子と薬剤応答性の

関係を明らかにするファーマ
コゲノミクス研究の基盤とな
るとともに、日本人ゲノムの遺

伝子多型を網羅したデータベ
ースの基盤となる日本人標準
ゲノム配列情報を確立する。ま

た、日本人標準ゲノム配列情報
を用いて、遺伝子多型と疾患の
易罹患性のみならず予後、薬剤

応答性と関連する遺伝子群を
同定する。全ゲノムを対象とし
たＳＮＰ解析データについて

は、新たに遺伝子発現情報や外
部のデータベースの情報を利
活用したビッグデータ解析を

実施するための解析手法を開
発する。 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
（評価指標） 

・個別化医療・予
防医療の実現へ
向けた疾患多様

性医科学研究、革
新的な予防医療
実現に向けた疾

患発症プロセス
統合解析と、これ
らに基づく恒常

性医科学研究の
成果、及び、それ
らを踏まえて革

新的な医療技術
の創出に向けた
イノベーション

①疾患多様性医科学研究 
○平成 26 年度は、大量のサンプル
を高精度かつ高速に処理するた

めのライブラリー作成等の技術
開発と、一塩基多型や挿入・欠
失多型を高精度に検出するため

のパイプラインを構築した。高
精度化した解析技術を用いて、
約 1000 例の全ゲノムシークエン

スデータを取得し、遺伝統計学
的解析を開始した。また、約 200
例の全ゲノムシークエンスデー

タをリファレンスとした日本人
ゲノムの遺伝子多型を網羅的に
推定する Imputation 法を開発

し、これまでに得られた種々の
疾患の全ゲノム SNP データベー
スに応用することにより、疾患

遺伝子研究やファーマコゲノミ
クス研究に利用可能な日本人の
遺伝子多型データベースを構築

した。真に疾患と関連するある
いは原因となる遺伝子や遺伝子
多型、がんにおける原因変異を

絞り込むために、組織・細胞の
発現情報、eQTL 情報、エピゲノ
ム情報、タンパク質データベー

スを用い、各候補領域の尤度計
算やフィルタリングを行う解析
手法を開発した。 

特筆すべき業績としては、以下
の 3件が挙げられる。 
１）「前立腺がんの発症に関わる

23 個の遺伝子多型を新たに発見
－国際共同研究による遺伝子多
型（SNP）関連解析で累計 100 個

に－」大規模な国際共同研究に
よって、8.7 万人のゲノムデータ
を用いた解析を行い、前立腺が

んと関連がある一塩基多型
（SNP）を新たに 23 個発見した。
また、これらの SNP があると発

評定 A 評定 A 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○男性のがんの罹患数第 3
位（7.5 万人）を占める
前立腺がんについて、こ

れまでにない全世界的
な規模でデータ収集・解
析を行い、人種間の差が

大きいとされている中
で多数の関連遺伝子を
同定したことは、ゲノム

情報を用いた前立腺が
んの発症リスク診断の

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 

○中でも、全世界的な規模でデ

ータ収集・解析を行い、前立
腺がんの発症に関わる 23 個
の遺伝子多型を新たに発見

したことは、前立腺がんの発
症リスク診断の実現のため
に必要な、重要な成果であ

る。 
 

○また、免疫応答分子の閾値決

定機構の解明も、がんや皮膚
炎発症の疾患発症機構の解
明につながるものである。 

 
○さらに、腸内細菌叢と免疫シ
ステムとの間の双方向制御

機構を世界で初めて発見し
たことも、免疫アレルギー疾
患制御に向けた重要な成果

である。 
 
 

○運営面については、センター
の意思決定を行う運営会議
の出席者を 1名増やすなど、

センター長がマネジメント
に専念できる体制になって
おり、適切な運営が行われて

いると認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○臨床系の研究者との連携強
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の基盤技術の開

発と、ゲノム医科
学研究のゲノム
解析技術を駆使

した多数のヒト
疾患関連遺伝子
の網羅的同定等

の成果を融合し
て発展させ、新し
い分野である統

合生命医科学研
究を実施する。 

統合生命医科

学研究として、ゲ
ノム解析研究基
盤を構築し、ヒト

の多様性を踏ま
えた生命恒常性
維持とその破綻

としての疾患の
発症プロセスを
多階層で明らか

にし、これまでの
要素研究では不
可能であった疾

患リスク予測や
予防のための疾
患発症予測マー

カーの探索を推
進することによ
り、次世代型個別

化医療・予防医療
の実現に貢献す
る。 

具体的には、平
成２６年度まで
に検体を多階層

で統合的に計測
するシステム、平
成２８年度まで

にモデリングに
よる恒常性の根
幹をなす機能の

ネットワーク抽
出システム、本中
期目標期間中に

日本人ゲノムの
１％以上の遺伝
子多型を網羅し

することで、個別化医療・予防医療

の開発を行う。本中期目標期間中に、
日本人ゲノムの１％以上の遺伝子多
型を網羅したデータベースを構築す

る。 

研究を融合的に

行う体制 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

た特筆すべき業
績 
 

・マネジメント体
制（センター長等
のリーダーシッ

プが発揮できる
環境・体制） 
 

・人材育成制度
（若手研究者等
への指導体制） 

症リスクが SNP の数 1 つにつき

1.06～1.14 倍高まることも分か
った。 

 

２）「後縦靭帯骨化症（OPLL）の
発症に関わる 6 つのゲノム領域
を発見－脊椎の難病の治療法開

発へ道－」根本的な治療法がな
い 後 縦 靭 帯 骨 化 症
（ ossification of posterior 

longitudinal ligament of the 
spine: OPLL）は、背骨を縦につ
なぐ後縦靭帯が骨化して、脊髄

や神経を圧迫し、手や足のしび
れや痛み、運動障害などを引き
起こす。OPLL の発症に関わる 6

つのゲノム領域を発見した。 
 ３）「慢性肝炎や肝硬変は肝内胆
管がんのゲノム異常と発生に強

く関与－全ゲノム解析により肝
内胆管がんの悪性度に関わる遺
伝子変異を発見－」30 例の肝内

胆管がんの全ゲノム情報を解読
し、肝炎ウイルスなどによる慢
性肝炎や肝硬変が、肝内胆管が

んのゲノム異常と発生に強く関
与することを証明するととも
に、悪性度に関わる遺伝子変異

を発見した。 

実現に必要な極めて重

要な成果であり、ゲノム
医療の実現につながる
発見として非常に高く

評価する。本成果は、
『Nature Genetics』誌
に掲載された。 

○全国で 3万人の患者が罹
患している国の難病（公
費対象）の一つである

OPLL の発症に関わるゲ
ノム領域を特定した本
成果は、今後、遺伝情報

を用いた新規治療法の
開発やゲノム情報を用
いた OPLL の病態予測法

の実現につながるもの
であり、難病に対するゲ
ノム医療の糸口となる

新発見として高く評価
する。本成果は、『Nature 
Genetics』誌に掲載され

た。 
○がんの中でも死亡率が

高く、有効な治療法に乏

しい肝内胆管がんにお
いて、KRAS 遺伝子や IDH
遺伝子の変異が悪性度

や生存率に影響するこ
とを明らかにした本成
果は、肝内胆管がんの発

生機構を解明した画期
的な成果として高く評
価 す る 。 本 成 果 は 、

『 Nature 
Communications』誌に掲
載された。 

化を期待する。 

 
（評定） 
○現在注目を集めている腸内

細菌について、免疫アレルギ
ーシステムとの相関関係の
解読など、今後新たな知見を

生み出すことが期待できる
顕著な成果が創出されてい
る。 

 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下

で「研究開発成果の最大化」
に向けて顕著な成果の創出
や将来的な成果の創出の期

待等が認められることから、
評定を Aとする。 

 

②統合計測・モデリング研究 
ゲノム情報から疾患罹患性を読み

解くためには、疾患関連遺伝子情報

から個体レベルに至る疾患発症過程
のモデリングは不可欠の過程であ
る。そのためには、従来型の還元型

アプローチによる個別研究、あるい
は、一定の階層だけに特化した研究
では不十分であり、様々な階層での

定量的解析と意味付けによる階層間
連結が必要である。 

このため、本領域では、疾患多様

②統合計測・モデリング研究 
ゲノム情報から疾患罹患性

を読み解くために、疾患関連遺

伝子情報から個体レベルに至
る疾患発症過程をモデリング
するシステム構築を目指し、

様々な階層での定量的解析と
意味付けによる階層間連結を
行う。 

平成２６年度は、前年度に構
築した大量計測情報を統合的
に解析するシステムを発展さ

②統合計測・モデリング研究 
○平成 26 年度は、ヒト皮膚炎を模
倣する 4 種の疾患モデルマウス

からの網羅的かつ時系列的な
mRNA、タンパク質に加えて代謝
産物の発現量の定量計測データ

やヒストメトリを統合したデー
タベースのプロトタイプ構築
と、それらを用いた発症プロセ

スの数理解析及びシミュレーシ
ョンを行う過程までを、一貫し
たパイプラインとして稼働させ

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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たデータベース

を構築、疾患発症
モデルを検証し、
疾患発症予測マ

ーカー、治療標的
候補を同定する。 

また、疾患関連

遺伝子等の網羅
的な探索や免疫
研究のための基

盤技術の高度化
等についても実
施する。 

さらに、国内外
の大学等の研究
機関や企業等と

の有機的な連携
により、研究開発
成果や基盤技術

の普及に努める。 

性医科学研究と恒常性医科学研究を

リンクする新たな情報学・計測学的
基盤の構築を行い、難治性免疫アレ
ルギー疾患等の発症プロセスに焦点

を当て、疾患特異的モデルマウスの
系統的な作製、統合ゲノミクス計測
や数理モデリングなどを含む集学的

なアプローチにより、恒常性の根幹
をなす機能のネットワークを描出す
る技術を開発する。これらのネット

ワークがヒトでも作用しているのか
について、疾患ヒト化マウスや疾患
特異的ｉＰＳ細胞を用いた研究、ゲ

ノムコホート研究等と連携して検証
する。検体を統合的に計測するシス
テムの構築を平成２６年度までに終

了、平成２８年度までに、モデリン
グによるネットワーク抽出システム
を構築し、先行研究である皮膚疾患

について多階層の疾患発症モデルを
提出する。 

せるため、ヒト疾患と類似の症

状を呈する疾患モデルマウス
検体から網羅的にｍＲＮＡ、タ
ンパク質に加えて代謝産物の

発現量も定量計測し、検体を統
合的に計測するシステムを構
築するとともに、それらの大量

計測情報を統合的に解析でき
るシステムを疾患モデル毎に
構築する。また、引き続き、疾

患モデルマウス作製をヒト疾
患で見られる原因変異５種類
以上に対して実施するととも

に、前年度に作製した疾患モデ
ルマウスにおける疾患発症プ
ロセスをヒトと比較する。先行

研究である皮膚疾患に関して、
蓄積した疾患発症プロセスの
計測データを用いて、疾患発症

プロセスの数理解析及びシミ
ュレーション技術を開発する。 

ることに成功し、モデル検証の

ための遺伝学実験を行う仕組み
とエピゲノム解析の階層をパイ
プラインに付加した。 

○疾患モデルマウス作製をヒト疾
患で見られる原因変異 10種類に
対して実施し、ヒトにおけるモ

デルの構築を進めた。 
先行研究である皮膚疾患に関

して、皮膚疾患モデルを用いた

計測結果から、遺伝要因に基づ
いて、初期に皮膚のバリアが破
綻する際に変化が見られる遺伝

子群を調節する中心的な転写因
子と、その後、環境要因によっ
て炎症が誘導される際に変化が

見られる遺伝子を調節する中心
的な転写因子を同定し、2 ヒッ
トモデルを構築した。 

特筆すべき業績としては、以下
の 2件が挙げられる。 

１）「免疫応答の要となる分子の閾

値（いきち）決定機構を解明－
細胞におけるアナログ情報のデ
ジタル変換－」炎症や免疫応答

の要となる転写因子「NF-kappaB
（NF-κB）」は、活性が十分でな
い場合は免疫不全、逆に過剰に

活性化されると自己免疫疾患や
がんを引き起こすことが知られ
ていたが、分子機構は未解明で

あった。免疫細胞の情報伝達経
路「CARMA1-TAK1-IKK」に注目し、
適切な活性の範囲と活性化の有

無を決める閾値を決定する分子
機構を明らかにした。 

２）「魚類に多く含まれるオメガ 3

脂肪酸が心臓を保護する仕組み
を解明」オメガ 3 脂肪酸は、ヒ
トを含む哺乳類は体内で生成で

きないが、食べ物から摂取する
ことで心臓を保護する作用があ
ることは栄養学的には知られて

いたものの、その作用メカニズ
ムは不明であった。オメガ 3 脂
肪酸の心臓保護作用に関わる代

謝産物 18-HEPE を同定し、この
代謝産物を心不全モデルマウス
に投与して、顕著な予防・治療

 

 
 
 

○疾患モデルマウスにつ
いては、平成 26 年度計
画の原因変異5種類を作

製するという目標を大
きく上回る成果を上げ
ており、高く評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○CARMA1 の遺伝子異常は、

がんや皮膚炎発症に関
与するため、これらの疾
患発症機構の解明につ

ながるものであり、免疫
学における極めて重要
な発見であるだけでな

く、免疫学と数理科学を
つなぐ新たな研究分野
の創成に成功した点を

非常に高く評価する。本
成果は『Science』誌に
掲載された。 

 
 
○心筋と免疫細胞が、脂質

メディエーターである
18-HEPE によりリンクさ
れ、炎症や線維化を顕著

に制御することを明ら
かにした本成果は、心筋
梗塞等の後に心機能を

改善する治療法に新た
な道筋をもたらした。さ
らに、メタボロミクスと

実験医科学をつなぐ新
たな研究領域の創成に
成功した点においても
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効果を見い出した。 高く評価する。本成果

は、画期的な成果として
『 The Journal of 
Experimental Medicine』

誌に掲載された。 

③恒常性医科学研究 
革新的な予防医療の実現のために

は、恒常性の根幹である免疫システ

ムに環境要因まで包含した形で、疾
患発症プロセスを系統的に理解する
必要がある。 

本領域では、難治性皮膚疾患、自
己免疫疾患、原発性免疫不全症、ア
レルギー疾患、感染症、糖尿病や動

脈硬化等の慢性炎症とリンクした生
活習慣病、炎症性腸疾患などについ
て、マウスとヒトで同じ遺伝子変異

が同様な病態をひき起こす疾患を主
な標的として、発症過程を解明する
ことを目的とする。具体的には、統

合計測・モデリング研究と連携し、
それぞれの疾患発症過程を示す多階
層モデルを構築・検証するとともに、

モデル動物で実証した疾患発症モデ
ルを集学的なアプローチによりヒト
に読み換えた結果から、発症予測マ

ーカー、治療・予後予測マーカー、
治療標的・原理の探索、治療技術の
開発を行う。先行研究である皮膚疾

患については、平成２８年度までに
モデルを検証し、本中期目標期間に
おいて疾患発症予測マーカー、治療

標的候補を同定する。アレルギー性
疾患、自己免疫疾患、免疫不全症に
ついては、本中期目標期間中に、モ

デルの検証を終える。とくに、小児
難病である免疫不全症については 、
本中期目標期間中に、本邦で見出さ

れた原因遺伝子変異からの疾患発症
モデルを構築し、小児難病診断・治
療研究の進展に貢献する。 

③恒常性医科学研究 
革新的な予防医療の実現の

ために、恒常性の根幹である免

疫システムに環境要因まで包
含し、個々の疾患発症過程を示
す多階層モデルを構築・検証す

るために、統合計測・モデリン
グ研究と連携する。 
平成２６年度には、前年度に

疾患モデルマウスから取得し
た時系列ｍＲＮＡ・タンパク質
データセットに、組織・細胞動

態データや文献データを加味
して、統合計測・モデリング研
究で構築されたシステムによ

ってコンピュータモデリング
を行う。これにより、疾患発症
プロセスを反映する組織や細

胞の情報を踏まえた多階層に
わたる遺伝子ネットワークモ
デルを構築し、それに基づいて

疾患発症予測マーカーの抽出
を開始する。疾患モデルマウス
において構築された疾患発症

モデルを、ヒト疾患に外挿する
ための方法論の確立に向け、常
在微生物を包含した組織内の

ｍＲＮＡの状況を解明する包
括的転写産物解析、種々の解析
データから有用な情報を取り

出すデータマイニング、コンピ
ュータモデリングの手法を統
合的に活用する。先行研究であ

る皮膚疾患については、異なる
原因で発症する皮膚炎につい
ても継時的な多階層解析を行

い、データセットの樹立とモデ
ル構築を進め、アレルギー性疾
患、自己免疫疾患、免疫不全症

③恒常性医科学研究 
○平成 26 年度は、初期的な作業仮
説を複数確立することに成功し

た。これらの仮説検証のための
遺伝学的な実験を開始し、別の
変異の導入により表現型が修飾

されることを見出し、発症や予
後を予測するマーカーの候補を
複数見出した。マウスとヒトの

細胞種の遺伝子ネットワークの
比較により、マウスデータから
ヒトにおけるネットワークを予

想する手法の開発を進めた。先
行研究である皮膚疾患について
は、異なる原因で発症する皮膚

炎のハブとなる可能性が見出さ
れた経路に対する阻害剤のスク
リーニングを開始し、皮膚炎発

症へ神経系と皮膚の細菌叢の変
化が重要な役割を果たすことを
明らかにしただけでなく、ヒト

皮膚細胞培養系においても症状
を部分的に再現することに成功
した。また、栄養負荷や腸内細

菌負荷によるひき起される肥満
とそれにリンクした疾患発症の
解析に適したマウス系統の同定

に成功した。 
特筆すべき業績としては、以下
の 3件が挙げられる。 

１）「腸内細菌叢と免疫系との間に
新たな双方向制御機構を発見－
腸内細菌が影響を及ぼす疾患の

予防・新規治療法開発に貢献－」
バランスのとれた腸内細菌叢を
形成・維持する上で免疫系がど

のように作用しているのか、逆
に、バランスのとれた腸内細菌
叢が免疫系にどのような影響を

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○腸内細菌叢と免疫シス
テムは、双方向的に制御
し合うことで、恒常性を

安定化させることを世
界で初めて実験的に示
し、システムの複雑性を

乗り越えるための新し
い研究手法を示した。本
成果により、腸内細菌叢
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におけるデータセットの樹立

とモデル構築に向けた基盤を
構築する。 

及ぼしているのか、その詳細は

不明であった。腸内細菌叢と免
疫系との間で、制御性 T 細胞や
腸管に存在する抗体「免疫グロ

ブリン A（IgA 抗体）」産生を介
した双方向制御が行なわれてい
ることを発見した。 

 
 
 

 
 
２）「腸管免疫系と腸内細菌の共生

関係の構築に必須の分子を発
見」生後の無菌環境から腸内細
菌が定着する際に、どのような

機構で制御性Ｔ細胞が活性化
し、炎症が抑制され、腸内細菌
と宿主免疫系の共生関係が構築

されるのかは長い間不明であっ
た。Uhrf1 分子が、大腸の制御性
Ｔ細胞の増殖と働きをサポート

し、腸管のＴ細胞の腸内細菌へ
の過剰応答を防いでいることを
突き止め、腸管の免疫細胞が腸

内細菌と共生するために必須の
分子であることを明らかにし
た。 

 
 
 

 
 
３） 「白血球「好塩基球」の喘息

における新メカニズムを解明－
好塩基球と自然リンパ球（NH 細
胞）との共同作業で喘息が起き

る－」ダニ抗原などのアレルゲ
ンで誘導される喘息が、アレル
ギーを起こす白血球「好塩基球」

から産生されるインターロイキ
ン-4（IL-4）を介した 2 型自然
リンパ球との共同作業によって

起こることを明らかにした。 

制御による免疫システ

ムの制御可能性が示さ
れ、様々な免疫関連疾患
の予防や新規治療法の

実現への道筋が示され
た。免疫アレルギー疾患
制御に向けた極めて重

要な発見として非常に
高く評価する。本成果
は、『Immunity』誌に掲

載された。 
 
○宿主免疫系と腸内細菌

の共生関係の成立にエ
ピジェネティック制御
が中核的な役割を果た

すことを解明した本成
果は、環境要因がどのよ
うに細胞機能の変換に

寄与するのかを明らか
にし、「環境エピジェネ
ティクス」とも呼びうる

新たな学際領域の成立
に貢献した。炎症性腸疾
患の病態解明や新治療

法の実現につながる未
知のメカニズムを解明
した画期的な成果とし

ても高く評価する。本成
果 は 、 『 Nature 
Immunology』誌に掲載さ

れた。 
 
○ダニ抗原などに多く含

まれるタンパク質分解
酵素「システインプロテ
アーゼ」が喘息を引き起

こすメカニズムを解明
した本成果は、好塩基球
と自然リンパ球を標的

としたアレルギー治療
法の実現につながりう
る画期的な成果として

高く評価する。本成果
は、『Immunity』誌に掲
載された。 
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④医療イノベーションプログラム 

第２期での成果を革新的な医療技
術の創出へと展開させるために以下
のプロジェクト研究を行う。  

ア）革新的アレルギー疾患治療技術
の開発と企業への橋渡し。（平成２
９年度まで） 

イ）免疫細胞技術と幹細胞を標的と
し、再発白血病の治療薬剤の開発
等を通じた次世代型がん治療技術

の開発。（平成２９年度まで） 
ウ）ｉＰＳ細胞を用いた免疫細胞治

療実現に向けた細胞標準化技術、

分化誘導技術の最適化と、それに
基づいた細胞バンキングに向けた
技術開発。（平成２９年度まで） 

④医療イノベーションプログ

ラム 
平成２６年度には、以下のプ

ロジェクト研究を行う。 

ア）革新的アレルギー疾患治療
技術の開発：花粉症を含む全
てのアレルギー疾患治療ワ

クチン開発をめざして、有効
性、安全性を検討する前臨床
試験を進める。 

イ）新世代がん治療技術の開
発：①ＮＫＴ細胞標的治療：
大学・病院機構における第

IIａ相試験を踏まえたがん
患者の免疫応答の評価を継
続して行う。②人工アジュバ

ントベクター細胞の開発：独
立行政法人医薬品医療機器
総合機構による対面助言の

下で、細胞製剤の質的管理標
準化及び非臨床試験を行う。 

ウ）ｉＰＳ細胞による造血・免

疫細胞治療の実現：ヒトｉＰ
Ｓ細胞由来ＮＫＴ細胞の機
能的解析評価を行う。更に免

疫細胞治療を目指したＧＭ
Ｐグレードに準拠した細胞
の作製など細胞標準化技術、

分化誘導技術を最適化する。 

④医療イノベーションプログラム 

○平成 26 年度には、以下のプロジ
ェクト研究を行った。 

１）革新的アレルギー疾患治療技

術の開発：有効性、安全性を検
討する前臨床試験を進めると共
に、GLP 動物試験に使用する

Non-GMP 製剤の活性成分の製造
を完了した。 

２）新世代がん治療技術の開発：

①NKT 細胞標的治療：国立病院機
構における肺がん術後の再発予
防第 IIa 相試験を継続し、患者 5

名、対象群 7 名の免疫応答解析
評価を行い、計 79 サンプルの解
析を施行した。②人工アジュバ

ントベクター細胞の開発：独立
行政法人医薬品医療機器総合機
構による対面助言の下で、細胞

製剤の品質管理規格がほぼ決定
し、検討項目をほぼ終了させた。
更に、非臨床試験についても独

立行政法人医薬品医療機器総合
機構との事前面談を行い、試験
を開始した。 

３）iPS 細胞による造血・免疫細胞
治療の実現：ヒト iPS 細胞由来
NKT 細胞の機能的解析を行い、抗

腫瘍効果が NKT 細胞を上回るこ
とを明らかにした。臨床試験に
向けて、GMP グレードに準拠した

細胞作製を目指した細胞製造技
術をほぼ確立し、独立行政法人
医薬品医療機器総合機構との事

前面談を開始した。更にヒト iPS
細胞由来 NKT 細胞の安全性、有
効性試験を開始した。 

○特筆すべき業績としては、「記憶
免疫機能を持つナチュラルキラ
ーT（NKT）細胞を発見－長期間

生存し、2度目の抗原侵入に強力
に反応－」が挙げられる。NKT 細
胞には、獲得免疫に属する免疫

細胞のように長期に生存して抗
原を記憶する働きはないと考え
られていた。免疫系の初期防御

（自然免疫）で重要な働きをす
る NKT 細胞が、免疫記憶機能を
獲得し、長期にわたり抗腫瘍効

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○自然リンパ球とされて
きた NKT 細胞に、腫瘍に
対する免疫記憶を成立

させる機能を新たに見
出し、腫瘍監視の新しい
メカニズムを同定した

本成果は、効率的な抗が
ん治療法や抗腫瘍ワク
チンの開発につながる

新たな発見として高く
評価する。本成果は、
『 Proceedings of the 
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果を発揮することを明らかにし

た。 

National Academy of 

Sciences of the United 
States of America』誌
に掲載された。 

 

 【マネジメント・人材育成】 
○統合生命医科学研究センターの
運営のために設置した公式会議

を定期的に開催した。平成 27 年
1 月 21 日に内規を改正し、運営
会議への出席者を追加して、充

実を図りつつ、円滑な運営を進
めた。 

 

 
○平成 27 年 4月 1日付で、免疫シ
グナル研究グループの上級研究

員が東京医科大学主任教授に、
恒常性ネットワーク研究チーム
の元上級研究員（H26 年度は客員

研究員として活動）が徳島文理
大学薬学部教授に、基盤技術開
発研究グループの研究員が基盤

技術開発研究チームリーダー
に、統計解析研究チームの副チ
ームリーダーが統計解析研究チ

ームリーダーに就任するなど、
研究室主宰者として転出できる
者の育成に成功を収めている。 

○旧免疫・アレルギー科学総合研
究センターが導入した「理研知
融合領域リーダー育成プログラ

ム（Young Chief Investigator）
制度を、平成 27年 4月 1日付で、
センターの組織として、「融合領

域リーダー育成プログラム」を
立ち上げ、同プログラムの下で
運用される制度に移行するため

の準備を進めた。平成 26年度は、
１名が東大大学院医学系研究科
助教に転出した。 

 
○平成 26 年 10 月 10 日付

で、センター長代行がセ

ンター長に任命され、セ
ンターとしての方向性
を明確に打ち出せる環

境が整ったことを踏ま
え、センターの意思決定
を行う運営会議の出席

者を 1名増やし、センタ
ー長が大所高所からの
マネジメントに専念で

きる体制にしたことは
評価する。 

○4 名の研究室員を、研究

室主宰者として転出で
きるまでに育成できた
ことは、高く評価する。 

 
 
 

 
 
○Young Chief 

Investigator 制度を、セ
ンターの組織として、
「融合領域リーダー育

成プログラム」を立ち上
げ、同プログラムの下で
運用される制度に移行

させ、センター全体を対
象とした制度へと進化
させたことは、評価す

る。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－1－(7) 光量子工学研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：24 

和文：39 

欧文：63 

和文：36 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

48 

協定等：17 

共同研究等：

45 

協定等：17  

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：25 

登録：15 

出願：21 

登録：13 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

66  

559,747  

72  

753,773  ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

793,659 815,334 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 83 81 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 光量子工学研
究は、原理の解明
に基づく革新的

なものづくりを
始め、ライフサイ
エンスや情報通

信など様々な分
野における科学
技術イノベーシ

ョン創出に貢献
するものとして
期待されている。 

また、我が国の
抱える社会イン
フラの老朽化や

災害に対する安
全対策や環境保
全といった課題

を達成するとと
もに、医療・診断
等に関する技術

に革新的進展を
もたらすことに
より、身近な危険

や異常を事前に
察知し、安心・安
全な社会の実現

に大きく貢献す
る。 

これらを踏ま

え、従来は観測で
きなかった様々
な現象を可視化

するため、これま
でに開発した先
端的光源や要素

技術を結集し、新
規材料開発など
に欠かせない物

質中の電子・原
子・分子の動きを
アト秒で観察す

光科学技術を、社会的課題を達成
するツールとして活用するには、未
踏の光の発生や究極的な光の制御に

よる新しい光技術の開拓が不可欠で
ある。本研究では幅広い波長領域に
わたる光科学の研究を先導的かつ総

合的に推進し、光科学及び光を利用
する研究全般の革新的な進展に資す
る未踏領域の光の発生や究極的な光

の制御技術を開拓する。また、本研
究を通じて実現した技術を下に社会
インフラの老朽化診断など重要な社

会的課題達成に貢献することを目指
した研究開発の戦略を策定し推進す
る。 

 
①エクストリームフォトニクス研究 

今まで直接観測することが出来な

かった様々なものや現象を可視化す
るため、未開拓の光技術を創造・活
用するとともに、これまでに理研で

研究開発されてきた独自のレーザー
技術、精密計測技術を更に発展させ
る。 

具体的には、高強度フェムト秒レ
ーザー技術を基盤にした、高次高調
波を用いた高強度アト秒パルス光源

の開発及び従来の手法を凌駕する生
体深部超解像リアルタイムイメージ
ング技術、蛍光たんぱく質等を利用

した生体モニタリング法ならびに蛍
光タンパク質の新たな応用を開拓す
る。 

これらの研究により、平成２７年
度までに波長１３ナノメートル領域
の高強度アト秒レーザーを開発し、

中期目標期間中にアト秒電子計測技
術を完成させるとともに、光格子時
計においては平成２７年度までに１

０－１８秒の誤差精度を達成し、中
期目標期間中に、それを可搬可能な
サイズへ小型化する技術を開発す

①エクストリームフォトニク
ス研究 
今まで直接観測することが

出来なかった様々なものや現
象を可視化するため、これまで
に理化学研究所で研究開発さ

れてきた独自のレーザー技術
及び精密計測技術を発展させ
て、高強度フェムト秒レーザー

技術を基盤にした、高次高調波
を用いた高強度アト秒パルス
光源の開発及び従来の手法を

凌駕する生体深部超解像リア
ルタイムイメージング技術、蛍
光タンパク質等を利用した生

体モニタリング法ならびに蛍
光タンパク質の新たな応用を
開拓する。 

平成２６年度は、波長１３ナ
ノメートル域の高強度アト秒
レーザー開発のため、これまで

開発してきたアト秒自己相関
計（アトコリレーター）の安定
性及び精度を向上させること

で、より短波長域でのアト秒パ
ルスの計測を可能にする。生体
深部超解像イメージングに関

しては、より深部の観測が可能
な超短パルスで高出力のファ
イバーレーザーを開発する。光

格子時計については、１８桁の
誤差精度の達成に向けて理化
学研究所、東大間をつなぐ光フ

ァイバーによる高精度周波数
伝送を用い、理化学研究所、東
大の光格子時計を１７桁の誤

差精度で評価する。 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・グリーンイノベ
ーション及びラ
イフイノベーシ

ョンといった政
策課題の達成に
貢献するととも

に、社会からのニ
ーズを踏まえて、
基礎から応用ま

でをつなぐ研究
開発を戦略的か
つ重点的に推進

できたか 
 
（評価指標） 

・光科学及び光を
利用する研究全
般の革新的な進

展に資する未踏
領域の光の発生
や究極的な光の

制御技術の開発
成果、及び社会イ
ンフラの老朽化

診断など重要な
社会的課題達成
に貢献すること

を目指した研究
開発戦略を推進
する体制 

①エクストリームフォトニクス研
究 

○アト秒光源の開発においては、

アト秒自己相関計に 0.001 度の
精度の温度制御を導入するとと
もに 2 次元画像計測装置に単一

ショット計測を可能にする CMOS
カメラを導入することにより、
飛躍的に計測精度が向上した。 

 
 
 

 
 
○生体深部超解像イメージングに

関しては、高い励起光パワーを
必要とする深部観測用顕微鏡の
光源として，中心波長 1060 nm，

繰返し周波数 200 KHz，パルス幅
103 fs，パルスエネルギー1.3 μ
J の Yb ファイバレーザーを作製

し、顕微鏡へ導入することによ
り深さ方向の分解能向上を達成
した。 

 
○光格子時計については、東大間
との光ファイバーによる高精度

周波数伝送により光格子時計を
１７桁の誤差精度で評価するこ
とに成功するとともに、さらに

低温環境内で時計遷移分光を行
うクライオ型光格子時計を開発
し、黒体輻射光によって生じる

時計の不確かさを抑制し 18桁の
誤差精度を実現した。 

 

○ボトルシップ型フェムト秒レー
ザー三次元加工技術を開発し
た。レーザー光の集光点を透明

材料内部に設定すれば、材料内
部の集光点においてのみ強い吸
収を生じさせることができ、集

評定 S 評定 S 

 

○アト秒の計測精度を格
段に向上させたことは
原子・分子の量子波束の

ダイナミクスの解明に
繋がる成果であり、世界
的な学術の潮流のなか

でも優位性を示してい
ることから高く評価す
る。 

 
○中心波長 1060 nm，繰返

し周波数 200 KHz，パル

ス幅 103 fs，パルスエネ
ルギー1.3 μJのYbファ
イバレーザーを作製し

たことは、より微細なイ
メージングを可能とす
ることに貢献し、順調に

計画を遂行していると
評価する。 

 

○光格子時計において、常
に１７桁の誤差精度ま
で一致させ、さらにクラ

イオ型光格子時計を開
発利用することによっ
て、18 桁の誤差精度を実

現させたことは世界初
の成果であり、非常に高
く評価する。 

 
 
○あらかじめガラスの中

に作製されたガラスマ
イクロ流体構造内部に、
後から三次元ポリマー

マイクロ構造を付加す
ることができることか

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に特に顕著な成果

が創出されていると認めら
れる。 
 

○中でも、ボトルシップ型フェ
ムト秒レーザー三次元加工
技術の開発により、これまで

不可能とされていた、ガラス
など固体の内部に後からマ
イクロスケールの微細かつ

複雑な三次元構造体を形成
するのに世界で初めて成功
したことは、ものづくり分野

へのフェムト秒レーザーの
応用という新しい展開が期
待され、非常に高く評価でき

る。将来的に高性能医療デバ
イス・診断デバイスの開発に
活用される技術として、その

発展が大いに期待される。 
 
○また、次世代時間標準「光格

子時計」の高精度化（誤差精
度 18 桁）を成功させたこと
は、1秒の定義を変え日本発

の時間標準に結びつく可能
性のある成果であるととも
に、GPS の精度向上等につな

がり、より高精度な地殻変動
計測や資源探査等につなが
る可能性があるなど、産業界

にも極めて大きな波及効果
をもたらすことが期待され
る成果である。また、当初の

研究計画よりも 1 年以上前
倒しで成果を創出している
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る超高速・精密計

測技術や、生体組
織の深部を生き
たままリアルタ

イムで観察する
超解像イメージ
ング・モニタリン

グ技術の開発並
びに、集積回路の
故障診断や異物

検査等多様な産
業利用が期待さ
れているテラヘ

ルツ光を実用化
するために、装置
小型化等を目指

した発生・制御技
術の高度化に関
する研究を、大学

や研究機関と連
携して行う。 

これらの研究

を通じて開発し
た技術について、
多様な分野の研

究者や企業と連
携し、実用化を目
指した研究を行

うことで、重要な
社会的課題の達
成に資する光量

子工学研究を先
導する。 

なお、これらの

研究を進めるに
当たっては、本研
究が達成すべき

社会的課題につ
いて絞り込みを
行いつつ、その中

で特に優先順位
の高いものを平
成２５年度中に

明らかにし、当該
課題の達成に資
する研究を重点

的に実施する。 
さらに、これら

の取組を通じて、

る。さらに平成２７年度までに多光

子レーザー顕微鏡で深さ１ミリメー
トルでのリアルタイムイメージング
技術を開発し、中期目標期間中に蛍

光タンパク質等を利用した新しい計
測技術を開発する。 

 

・比類のない独自
のユニークな成
果や当初計画で

予期し得なかっ
た特筆すべき業
績 

 
・マネジメント体
制（センター長等

のリーダーシッ
プが発揮できる
環境・体制） 

 
・人材育成制度
（若手研究者等

への指導体制） 

光したレーザーを三次元走査す

ることで、透明材料内部の直接
三次元加工が可能になった。 

 

 
○世界で初めて、液体表面近くで
起こる電子移動反応をリアルタ

イムに観測するフェムト秒時
間 ・ 角 度 分 解 光 電 子 分 光
（ TARPES ： Time and 

angle-resolved photoemission 
spectroscopy）に成功した。水
溶液表面近くに存在する、かご

状のアミン分子やヨウ素原子負
イオンに、60 フェムト秒の時間
幅をもつ紫外域のレーザー光パ

ルスを照射し、これらの分子や
原子の電子が溶媒である液体の
水中へ移動する反応を開始さ

せ、その過程を第２の紫外線パ
ルス（60 フェムト秒）を用いて
リアルタイムに測定した。 

○小胞体からゴルジ体のタンパク
質輸送機構の新たなモデルを提
案した。独自開発の高速高感度

共焦点顕微鏡システム（SCLIM）
を用いて、COPⅡ小胞の被覆タン
パク質と、ゴルジ体のシス槽、

およびトランス槽のタンパク質
を異なる蛍光タンパク質で標識
し、その挙動をライブイメージ

ングで詳細に調べ、シス槽が COP
Ⅱ小胞に接近し接触すること、
シス槽の接触に伴って蛍光標識

した COPⅡ小胞の被覆タンパク
質の蛍光シグナルが減少するこ
とを発見した。 

 
 
○真空の屈折率 1.0 よりも低い屈

折率 0.35 を実現した三次元メタ
マテリアルの作製に成功した。
共振器アンテナ素子を三次元的

に加工し、基板に垂直な方向に
対して縦、横、斜め方向に立体
的に配置したため、メタマテリ

アルに垂直な軸周りのどの方向
からの光に対してもメタマテリ
アルの特性を発揮できる。なら

ら、日本の得意とするも

のづくり現場における
フェムト秒レーザー加
工の応用が期待され、非

常に高く評価する。 
 
○100 kHz のレーザー光源

を開発し、1秒間に 10 万
回もの繰り返し測定を
行うことで、液体表面や

液体内部にある分子の
化学反応を明らかにす
るフェムト秒時間・角度

分解光電子分光を実現
したことは、基礎科学的
に非常に価値があり高

く評価する。 
 
 

 
 
 

○従来考えられていた COP
Ⅱ小胞が小胞体から遊
離して細胞質を漂い、シ

ス槽にたどり着くとい
うモデルではなく、高速
高感度共焦点顕微鏡シ

ステムを用いたをライ
ブイメージングによっ
て「シス槽が小胞体の

COPⅡに接触して、積荷
タンパク質を受け取る
ことで、積荷の輸送が行

われる」という新しいタ
ンパク質輸送機構のモ
デルを提案したことは

高く評価する。 
 
○これまで報告されてい

るメタマテリアルのほ
とんどは、その共振器構
造が二次元的な平面パ

ターンを基板表面に加
工したものでり、特定の
入射方向の光のみにし

かメタマテリアル特性
を示さなかった。しか
し、共振器アンテナ素子

点も研究マネジメントの観

点から高く評価できる。 
 

○さらに、真空より低い屈折率

を実現した三次元メタマテ
リアルを開発したことは、新
しい素材の発見に匹敵する

大きな成果であり、透明化技
術や高速光通信、高性能レン
ズなどに応用できる可能性

のある顕著に優れた成果で
ある。 
 

○運営面に関しては、企業等と
の連携を積極的に進める等
実績を上げており、適正な運

営が行われていると認めら
れる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○社会との接点を考えながら、

社会への成果還元に向けた
取組をより一層推進するこ
とを期待する。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下

で「研究開発成果の最大化」
に向けて特に顕著な成果の
創出や将来的な特別な成果

の創出の期待等が認められ
ることから、評定を S とす
る。 
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将来の光量子科

学技術分野を担
う高度な科学技
術人材を育成す

る。 

びにこのような等方性を持つ三

次元メタマテリアルを数ミリメ
ートル角のサイズで実現した。 

 

 
 
 

 
 
○光科学研究の進展に資するた

め、従来不可能であったメタマ
テリアル特性を持つ極微細の構
造を有する立体構造物を自由に

作りだす光加工技術や、分子を
１つずつ検出・同定できる超高
感度な光センシング技術の発展

を目指し、「フォトン操作機能研
究チーム」を設置。また、眼疾
患の早期検出を目指し、疾患に

関わる因子・特徴に関する関連
性を探索するための分析ソフト
ウェアの開発を行う「眼疾患ク

ラウド診断融合連携研究チー
ム」を設置した。 

を三次元的に加工し、ど

の方向からの光に対し
てもメタマテリアルの
特性を発揮させ、数ミリ

メートル角のサイズで
実現したことは、世界初
の業績であり非常に高

く評価する。 
 

○「フォトン操作機能研

究チーム」は、従来不可
能であった、共振器アン
テナ素子を三次元的に

加工し、数ミリメートル
角のサイズでどの方向
からの光に対してもメ

タマテリアルの特性を
発揮する手法を実現さ
せた。「眼疾患クラウド

診断融合連携研究チー
ム」は、複雑な眼底形状
から異常を早期に発見

するために、眼底の３次
元OCT像から眼球組織内
の情報を定量化するシ

ステムの開発に着手し
た。これらの進展は高く
評価する。 

②テラヘルツ光科学研究 
テラヘルツ光の産業応用や幅広い

利用を可能とするため、テラヘルツ

光源の高度化や新しい検出システム
の開発、小型化など、より高度なテ
ラヘルツ光利用のための基盤技術を

確立し、量子カスケードレーザーの
高温動作技術とテラヘルツ光と生体
の相互作用の理解に基づく非接触・

非拘束での生体情報モニタリング技
術を開発する。 

これらの研究により、平成２７年

度までにテラヘルツ領域で集光電場
強度１００MV/m を達成して非線形光
学現象を観測し、中期目標期間中に

量子カスケードレーザーで未踏領域
(５～１２THz)のレーザー発振を達
成する。 

②テラヘルツ光科学研究 
テラヘルツ光の産業応用や

幅広い利用を可能とするため、

テラヘルツ光源の高度化や新
しい検出システムの開発、小型
化など、より高度なテラヘルツ

光利用のための基盤技術を確
立し、量子カスケードレーザー
の高温動作技術とテラヘルツ

光と生体の相互作用の理解に
基づく非接触・非拘束での生体
情報モニタリング技術を開発

する。 
平成２６年度は、テラヘルツ

領域において集光電場強度３

０ＭＶ／ｍを達成する。また、
超伝導テラヘルツ検出器にお
いて１００画素以上の画素数

を有する検出器を実現すると
ともに、新たな材料であるＧａ
Ｎ（窒化ガリウム）を用いた量

②テラヘルツ光科学研究 
○テラヘルツ領域において集光電
場強度３０ＭＶ／ｍを達成し

た。 
 
 

 
 
 

 
○超伝導テラヘルツ検出器におい
て５００画素を有するアレイ検

出器を実現し、雑音等価電力に
して 2.5x10-17 W/√Hz という優
れた検出器感度を達成するとと

もに、新たな材料であるＧａＮ
（窒化ガリウム）を用いた量子
カスケードレーザーで世界初の

発振を実現した。 
 
○企業との共同研究のもと、ソフ

 
○卓上の小型テラヘルツ

光源において、集光電場

強度３０ＭＶ／ｍを達
成したことは、これまで
大型の自由電子レーザ

ーが必要であった強度
を卓上で実現しており、
画期的であり高く評価

する。 
○超伝導テラヘルツ検出

器において、大規模アレ

イ検出器を実現し、優れ
た検出感度を達成した
こと、及び、世界で初め

てＧａＮ（窒化ガリウ
ム）を用いた量子カスケ
ードレーザーの発振を

可能としたことは非常
に高く評価する。 

○これまで破壊試験でし
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子カスケードレーザーで世界

初の発振を実現する。 

トマター同士の複合機能性材料

において、これまで破壊試験で
しか検査ができなかった構造の
非破壊検査を実現した。 

か検査ができなかった

構造の非破壊検査を実
現したことはテラヘル
ツ光の新たな応用を切

り拓くとともに、研究成
果を社会へ還元した例
として高く評価する。 

③光技術基盤開発 
未踏領域の光源や究極的な光の制

御技術の活用のための要素技術の開

発を目的として、独自のレーザー技
術や先端的光学素子及び微細加工技
術等の更なる高度化及び移動可能な

小型中性子ビーム源による特殊材料
ならびに大型建造物やプラント等の
非破壊検査のための要素技術を確立

する。 
これらの研究により、平成２７年

度までに産業応用に向けた小型中性

子ビーム源を開発し、中期目標期間
中に厚さ５０cm のコンクリート構造
物の内部を 1cm の分解能で観察する

技術を開拓する。また、平成 27年度
までに、波長５～８マイクロメート
ルで波長可変なレーザーを開発し、

中期目標期間中これを１ミリ秒で高
速可変にする技術を開拓する。 

③光技術基盤開発 
未踏領域の光源や究極的な

光の制御技術の活用を目的と

して、独自のレーザー技術や先
端的光学素子及び微細加工技
術等の高度化及び移動可能な

小型中性子ビーム源による特
殊材料並びに大型建造物やプ
ラント等の非破壊検査のため

の要素技術を確立する。 
平成２６年度は、トンネル内

壁等の非破壊検査技術の確立

に向けた電子波長可変レーザ
ーの開発について、波長５～８
マイクロメートルにおいて、パ

ルス当たり１ミリジュールの
出力を達成するとともに、未踏
領域の光源として、真空紫外線

（ライマンーα）におけるコヒ
ーレント光の発生を実現する。
また、橋梁等の非破壊検査技術

の確立に向けた小型中性子源
の開発については、短パルス化
のための短パルス（パルス幅１

ミリ秒）イオン源の開発に着手
する。光学素子の開発では、回
転楕円ミラーの開発を行い、中

性子線の集光を確認し、基礎的
な中性子小角散乱実験が可能
であることを確認する。 

③光技術基盤開発 
○新規レーザーの開発では、電子
波長可変レーザーにより波長５

～８μｍにおいて、１ｍＪ以上
の出力を達成した。 

 

 
○真空紫外（ライマンーα）の発
生では、最大 8.4μＪの発生に成

功した。 
 
 

 
 
 

 
○小型中性子源システム RANS で
は、電流制御およびレーザーイ

オン源による短パルス化源の開
発を始めた。短パルス化の取り
組みでは、シミュレーションと

実験双方から行った結果、TOF
（飛行時間法）を用いた中性子
回折実験に世界で初めて成功し

た。実験で問題となっていた放
射線量の低減では、防護材の導
入等により環境放射線量を 1/10

に抑えることに成功した。これ
は陽子線ビームラインパイプに
おける高速中性子の発生による

放射線量を抑えるための最適遮
蔽の対策が可能となった。RANS
での陽子線電流値を 6 倍まで上

げることが可能となり、計測時
間が短縮された。具体的には、
鉄鋼材料塑性加工前後（引っ張

り前後、圧縮前後）での集合組
織の変化を検出することに成功
した。 

 
○波長５～８μｍにおい

て、１ｍＪ以上の出力を

達成したことは遠隔検
知システムの開発に繋
がり、順調に計画を遂行

していると評価する。 
○最大 8.4μＪの発生を真

空紫外域で成功させた

ことは、これまでの約８
倍の超低速ミューオン
の発生を可能とするも

のであり、当該研究分野
で優位性を確保してい
ることから高く評価す

る。 
○短パルス化の取り組み

で、TOF（飛行時間法）

を用いた回折実験に成
功したことはこれまで
不可能だった数ミリ以

上の厚さのある金属内
部の組織情報を手軽に
計測できること素示し

ており、材料自動車車体
等の運輸材料の軽量化
や加工性の飛躍的向上

への貢献を示すもので
あり非常に高く評価す
る。RANS での陽子線電流

値を6倍まで上げること
が可能となり、計測時間
が短縮されたことは、自

動車産業をはじめとす
る産業界からの計測需
要の高まりに応えるこ

とができ、高く評価でき
る。また、鉄鋼材料塑性
加工前後（引っ張り前
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○光学素子の開発では、回転楕円

ミラーの開発に成功し、表面粗
さ 3Å以下を達成し、中性子の集
光実験を成功させ、基本的な小

角散乱実験に使用可能であるこ
とを確認した。 

 

 

後、圧縮前後）での検出

は、ものづくり現場にお
ける小型中性子源利用
への大きな前進であり、

高く評価する。 
 
○光学素子の開発におい

て、非軸対称な曲面であ
る回転楕円ミラーにお
いて面粗さ 3Å以下を達

成し、中性子の集光実験
を成功させたことは、実
用的な大型の中性子集

光光学素子等の開発に
繋がることが期待され
高く評価する。 

④人材育成 
国内外の研究機関や大学、企業と

の連携により、応用的な視点での研

究を展開し、将来的に本分野の研究
を牽引し、光技術分野裾野拡大に資
する優れた人材を育成する。 

④人材育成 
国内外の研究機関や大学、企

業との連携により、応用的な視

点での研究を展開し、将来的に
本分野の研究を牽引し、光技術
分野の利用範囲の拡大に資す

る優れた人材を育成する。 
平成２６年度は、光科学技術

を様々な問題を解決する基盤

技術として用いるために、引き
続き若手研究者を中心に社会
的な課題等について議論する

セミナーを開催するとともに、
大学院生に向けて最先端光科
学に関する講義を行う。 

【マネジメント・人材育成】 
○若手研究者が理研内での連携研
究の種を見つけることならびに

広い視野を養うことを目的とし
て理研の各研究センターの長を
講師として招きセミナーを行っ

た。また、光科学関連の研究者
を目指す大学院生にむけて各チ
ームリーダーが講師となって最

先端光科学の講義を行った。東
京理科大学との連携大学院、慶
應義塾大学との連携を通して、

研修生を受け入れ、若手人材育
成を推進した。海外では、中国
西安交通大学、上海交通大学の

博士課程の学生を受け入れるこ
とによって人材育成を通して海
外協力を実施した。 

 
○各センターの長へ講演

を依頼し、他の分野への

知見を深め、共同研究の
芽を見つけ出している。
また、国内の他大学に留

まらず、海外の大学と協
定を通して、若手の人事
交流や共同研究を行い、

人材育成を促進してい
ることは高く評価する。 

 

４．その他参考情報 

（S評定の根拠） 

○ボトルシップ型フェムト秒レーザー三次元加工技術の開発により、これまで不可能とされていた、ガラスなど固体の内部に後からマイクロス

ケールの微細かつ複雑な三次元構造体を形成するのに世界で初めて成功したことは、ものづくり分野へのフェムト秒レーザーの応用という新

しい展開が期待され、非常に高く評価できる。将来的に高性能医療デバイス・診断デバイスの開発に活用される技術として、その発展が大い

に期待される。 
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○次世代時間標準「光格子時計」の高精度化（誤差精度 18 桁）を成功させたことは、1秒の定義を変え日本発の時間標準に結びつく可能性のあ

る成果であるとともに、GPS の精度向上等につながり、より高精度な地殻変動計測や資源探査等につながる可能性があるなど、産業界にも極

めて大きな波及効果をもたらすことが期待される成果である。また、当初の研究計画よりも 1 年以上前倒しで成果を創出している点も研究マ

ネジメントの観点から高く評価できる。 

 

○真空より低い屈折率を実現した三次元メタマテリアルを開発したことは、新しい素材の発見に匹敵する大きな成果であり、透明化技術や高速

光通信、高性能レンズなどに応用できる可能性のある顕著に優れた成果である。 

 

○世界で初めて液体から放出される電子の時間的変化を捉え、速度と角度を詳細に測定することに成功したことは、分子や原子の周りの溶液環

境や電子移動反応の速さや移動方向の解明につながる顕著な成果である。 

 

○ゴルジ体シス槽が小胞体に接触することで積荷タンパク質を受け取ることを発見し、ゴルジ体のタンパク質輸送機構の新たなモデル提案した

ことは高く評価できる。 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－2 世界トップレベルの研究基盤の整備・共用・利用研究の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(1) 加速器科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：272 

和文：13 

欧文：312 

和文：9 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

41 

協定等：85 

共同研究等：

45 

協定等：90 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：6 

登録：3 

出願：5 

登録：0 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

68 

490,016 

70 

549,850 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

3,832,537 3,906,065 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 169 175 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界最高性能
を誇る重イオン
加速器施設・ＲＩ

ビームファクト
リー（ＲＩＢＦ）
を有する優位を

生かし、原子核と
それを構成する
素粒子の実体と

その本質を究め、
物質の創成の謎
を解明するとと

もに、素粒子、原
子核を農業、工
業、医療等産業に

応用する技術開
発を行う。 

また、共同研究

及び共用利用に
より国内外の研
究者を糾合し、卓

越した成果を発
信する。 

上記研究の円

滑な推進のため、
施設を維持し、Ｒ
Ｉビーム発生系

のビーム強度を
３倍に高度化す
る。 

また、共同研究
の積極的な推進
及び共用利用の

ための公平な課
題選定を行う。 

産業応用では、

引き続き植物育
種分野での研究
を推進するとと

もに、製品の評価
等の工業応用を
拡充するための

原子核とそれを構成する素粒子の
実体と本質を究め、物質創成の謎を
解明し、更に加速器を研究基盤とし

て農業、工業等産業への応用を進め
るとともに、高度化のための技術開
発を行う。 

世界最高性能の加速器装置と基幹
実験設備を最大限に活かし、元素起
源の謎の解明と究極の原子核像の構

築を目指す研究に加え、いわゆる「安
定原子核の島」への到達という新た
な方向性を指向した研究として、元

素番号１１９番以上の元素合成実験
を行うとともに、核合成技術の確立
を目指す。ＲＩビームファクトリー

（ＲＩＢＦ）の加速器等の更なる高
度化を行うとともに、国内外の実験
及び理論の研究者を糾合し、原子核

及び素粒子物理分野の国際研究拠点
として卓越した成果を発信する。 

また、他機関連携として、国家間

の科学技術協力協定等に基づき、米
国・ブルックヘブン国立研究所及び
英国・ラザフォードアップルトン研

究所との有機的かつ双方向の連携に
よる独創的な研究を実施する。 

 

①ＲＩＢＦ 
（ア）高度化・共用の推進 
これまで整備してきた世界最高性

能のＲＩＢＦの装置群を活かした成
果創出するため、最大限の運転時間
の確保に努める。また、公平な利用

課題の選定を行うとともに、国内外
の研究機関との連携を強化し、利用
者の受け入れ体制を充実させる。 

さらに、利用研究の円滑な推進の
ため、施設の維持を図るとともに、
国内外の研究や施設整備の進捗等を

踏まえつつ施設の高度化を行う。 
ＲＩビーム発生系においては、未

踏のＲＩ領域の実験に供するため、

①ＲＩビームファクトリー
（ＲＩＢＦ） 
（ア）高度化・共用の推進 

ＲＩＢＦの装置群を活かし
た成果を創出するため、最大限
の運転時間の確保に努める。ま

た、公平な利用課題の選定を行
うとともに、国内外の研究機関
との連携を強化し、利用者の受

け入れ体制を充実させる。 
さらに、利用研究の円滑な推

進のため、施設の維持を図ると

ともに、国内外の研究や施設整
備の進捗等を踏まえつつ施設
の高度化を行う。 

平成２６年度は、効率的な加
速器運転計画を策定し、運転を
行う。利用研究については実験

課題を国際公募し、外部有識者
を含めた課題選定委員会にて
課題の選定を行う。また、産業

利用については国内公募を実
施し、課題選定を行う。さらに、
核変換技術のための核反応デ

ータ取得などの施設の戦略的
利用を図るなど、ＲＩＢＦを用
いた研究成果の最大化を目指

した運営を進める。 
施設の維持・高度化について

は、ビームの大強度化及び安定

供給の障害となる老朽化した
装置の更新を進める。大強度ウ
ランビームの安定供給のため、

新しいビーム生成法の開発と、
超重元素合成の合成に必要な、
新たな金属イオンビームの開

発を行う。 
 
（イ）利用研究の推進 

安定原子核の島への到達を
目指す研究として、超重元素合
成及び核合成技術の開発を進

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・最先端の研究開
発に必要な研究
基盤を整備し、共

用へ向けた利用
環境の整備やニ
ーズを踏まえた

施設や技術の高
度化を図り、また
それらを用いて、

自ら科学技術の
飛躍的進歩及び
経済社会の発展

に貢献する成果
を創出できたか 
 

（評価指標） 
・原子核と素粒子
の実体と本質を

究め、新しい科学
的発展を得るこ
と、また、加速器

を研究基盤とし
て農業、工業等産
業への応用研究

の成果 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

①ＲＩビームファクトリー（ＲＩ
ＢＦ） 

（ア） 高度化・共用の推進 

○前年度までに開発した金属イオ
ン用低温オーブンを RIBF 実験に
投入し、約 500 pnA の大強度カ

ルシウムビームと約 100 pnA の
亜鉛ビームをユーザーに安定に
供給した。重イオンリニアック

では、超重元素合成実験に用い
るべく、新たな金属イオンビー
ムの開発を開始した。AVF 入射器

を使った軽イオンビーム加速で
は、ユーザーの要求する高品質
のビームを供給して実験を成功

に導いた。ウランビーム加速で
は、各サイクロトロンのビーム
通過効率の改善に取り組んだ結

果、加速器の性能指標である平
均ビーム強度が前中期に比べ 
1.7 倍に増強された。また、機器

の安定化に組織的に取り組んだ
結果、年間のビーム可用度は 90 %
を超えた。このウランビームは、

核変換技術のためのデータ取得
に向けたマシンタイムに順調に
供給された。 

○前中期計画期間に外国人著名研
究者を副センター長に迎え、大
幅に国際化を推進したことが奏

功し、次々に国際協力実験が立
ち上がる中、平成 26 年度は米国
エネルギー省が理研製大型磁気

スペクトログラフ(SAMURAI)の
ために予算化した大型飛跡検出
器（TPC）が導入された。平成 26 

年度の外部利用者が前年度より
20％増となるなど、着実な国際
化が進んでいる。同一測定器で

同様な物理を目指す場合、数多
くの不安定原子核を一気に測定
しつくす形式の実験提案を可能

評定 A 評定 A 

 

○基盤系部・室の連携に基
づいて加速器システム
の高度化を図り、RIBF 

の持つ重イオンビーム
強度の世界記録を更新
した上、世界的に見ても

非常に高い可用度を達
成した。中でもユーザー
からの要求の高いウラ

ンビーム供給について
は、目標を大きく上回る
ビーム強度を達成した。

これらを高く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○核物理研究、とりわけ不
安定核の研究は、世界に
冠絶する重イオン加速

器施設、優秀な人材を背
景に RIBF が世界を先導
している。当該研究分野

の国際的リーダーシッ
プを確立しつつあるこ
とを、非常に高く評価す

る。 
 
 

 
 

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 

○中でも、RIBF の持つ重イオ

ンビーム強度の世界最高記
録を更新した上で、世界的に
見ても非常に高い 90%（世界

標準値 80%）という可用度を
達成したことは、顕著な成果
である。 

 
○また、不安定な中性子過剰核
110個の寿命測定に成功した

ことは、学術的に重要な課題
である重元素合成の謎の解
明に向けて重要な手がかり

となる。 
 

○さらに、核変換による放射性

廃棄物処理の試みなど、加速
器科学を応用し、社会的課題
の解決に取り組んでいる。 

 
○運営面については、類似する
課題をまとめて実験を行う

など、限られた運転時間で最
大限の成果が得られるよう
に工夫されており、適切な運

営が行われていると認めら
れる。 

 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○所内での資源配分の工夫な
どにより、加速器の運転・利
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制度等を充実さ

せる。 
さらに、国家間

の科学技術協力

協定に基づく国
際共同研究など
の他機関連携を

通じ、陽子スピン
の起源の解明や
新たな物性研究

の実現のための
知見を得る。 

これらの取組

を通じて、国内外
の機関との実験
及び理論両面で

の連携体制を拡
充し、原子核及び
素粒子物理分野

の国際頭脳循環
の拠点を形成す
るとともに、これ

らの分野に資す
る人材の育成を
推進する。 

重元素のビーム強度を３倍以上に向

上させる。 
 
（イ）利用研究の推進 

原子核物理にとっての大目標であ
る超長寿命の超重核の生成、安定原
子核の島への到達を指向した研究に

着手する。すなわち、１１３番元素
合成の次の目標として、まだ実現し
ていない１１９番以上の元素合成実

験を行い、命名権獲得につながるデ
ータを蓄積するとともに、基幹実験
設備である多種粒子測定装置を用い

た実験により核合成技術の確立を目
指す。 

また、いわゆる魔法数を持つ核近

傍の核構造を実験的に解明し、究極
の原子核像の構築を進める。これに
より、従来の理解では説明できない

異常な核構造までも包括した全ての
原子核の成立ちの理解につなげる。
さらに、元素誕生の謎を解明するた

め、基幹実験設備である稀少ＲＩリ
ング等の設備を用いた実験により、
超新星爆発時に鉄からウランまでの

元素が合成される際にたどったとさ
れるｒ過程の経路近傍にあるＲＩの
質量、寿命等の特性を解明する。 

また、産業応用として引き続き植
物育種分野での研究を推進するとと
もに、製品の評価等の工業応用を拡

充するための制度を本中期計画中に
設計する。 

加えて、ＲＩＢＦを擁する優位性

を活かし、国内外の実験及び理論の
研究者を糾合し、原子核・素粒子物
理コンソーシアムを形成し成果の創

出を図るとともに、これらの分野に
資する人材の育成を推進する。 

める。また、従来の理解では説

明できない異常な核構造まで
を包括する究極の原子核像の
構築、及び宇宙における元素誕

生の謎の解明を目指す。 
平成２６年度は、多種粒子測

定装置を用いた実験により、励

起したＲＩビームから放出さ
れる全粒子の一斉測定を行い、
中性子ハロー・スキン構造等の

新たなデータを得るとともに、
１１９番以上の元素合成実験
に向けて必須となる新たな金

属イオンビームの照射実験に
着手する。また、フランスより
新たに持ち込む水素標的シス

テムを用いた国際共同研究に
より、未知の中性子過剰なＲＩ
の核分光データを取得して、魔

法数研究を深化させる。 
産業応用では、強い農業に貢

献するため重イオンビーム育

種技術を用いた作物等の品種
改良に展開するとともに、製品
の評価等の工業利用を新たに

開拓する。 
さらに、ＲＩＢＦを擁する優

位性を活かして国内外の機関

との実験及び理論両面での連
携体制を拡充するとともに、こ
れらの分野に資する人材の育

成を推進する。とくにアジアの
研究機関との連携を進めると
ともに、原子核物理学の学生を

育成するため「仁科スクール」
を開催する。 

た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
・人材育成制度
（若手研究者等

への指導体制） 
 
（モニタリング

指標） 
・運転時間、運転
効率、ビーム強

度、実施課題数 

とするもので、これにより絨毯

爆撃的な核構造データの取得が
期待される。また、113 番元素
の 3 例目の合成成功の成果を受

けて、RIBF の高い性能が世界に
認知されている。 

○東京電力福島第一原子力発電所

の事故以来の電気代の高騰で、
RIBF の運転時間の確保が非常
に難しくなっている。平成 26 年

度においては理研理事長の支援
と ImPACT 用データ取得を合わ
せ、5.4 ヶ月稼働させることが出

来た。RIBF の運転時間 3513 時
間のうちユーザービーム利用時
間は 2597 時間と過去最高を記

録した。 
○平成 22年度に産業界からの利用
提案を受け入れる実験課題審査

委員会を新たに設置し、利用料
金を定めたことで、平成 23 年度
よりこの制度に則った外部利用

を受け入れ、平成 26 年度は 2件
採択した。 
 

（イ） 利用研究の推進 
○平成 26年度に論文発表された成
果のうち、特筆すべき大きな成

果として、変形コアをもつ新種
のハロー核、ネオン-31、マグネ
シウム-37、の発見、中性子ハロ

ー核ベリリウム-11 の超微細構
造定数の測定に成功、ニッケル
-78 の 2 重魔法性の発見、106 番

元素シーボーギウム（Sg）が特
徴的な化学的性質を持つことを
実証、が挙げられる。また、励

起したＲＩビームから放出され
る全粒子の一斉測定のみならず
標的から反跳された粒子も測定

することで、完全測定実験を実
現し、中性子ハロー核 Li-11、
Be-14 内のハロー中性子の中性

子相関に関する世界初のデータ
を取得した。 

○119 番以上の元素を「熱い融合反

応」で合成するための準備研究
を前年度に引き続き行った。過
去ドイツで行われた 116 番元素

 

 
 
 

 
 
○ユーザービーム利用時

間を過去最高の 2597 時
間に伸ばしており、順調
に進展していると評価

する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○RIBF で達成可能な新し

い科学的知見を見いだ

し、インパクトファクタ
ーの高い雑誌に成果が
発表されていることを

高く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○超重元素生成および超

重元素化学の両分野に
おいて理研が世界で最
高の性能をもっている

用時間に努めているが、RIBF

の国際的優位性が十分に活
かされるよう努力されるこ
とが期待される。 

 
（評定） 
○ビームの安定供給など、計画

を着実に遂行したことに加
え、世界最高性能の加速器の
運用を通じて国際的に期待

される役割を果たしたこと
は高く評価できる。 
 

○以上を踏まえ、適正、効果的
かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」

に向けて顕著な成果の創出
や将来的な成果の創出の期
待等が認められることから、

評定を Aとする。 
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合成と崩壊の観測を瞬時に再確

認し、「熱い融合反応」の効率化
と超重元素の直接測定に向けた
新装置（GARIS-II）のコミッシ

ョニングに成功した。超重元素
化学については GARIS ガスジェ
ット法を用いて，107 番元素ボー

リウム（Bh）の化学研究に利用
できる長寿命同位体 Bh-266，
Bh-267 の合成に成功した。 

○平成 26 年度は、強力なウランビ
ーム、カルシウム-48 ビームを利
用して新同位元素探索を行い、

核図表の拡大をはかった。また
前年度に引き続き欧州16ヶ国51
機関所有の大球形ゲルマニウム

半導体検出器（EURICA）を利用
した崩壊分光実験を推進し、特
に中性子過剰な希土類同位体領

域の特異な核構造に関するデー
タを大量に取得した。フランス
から持ち込まれた液体水素標的

システム（MINOS）と理研のγ線
検出器を組み合わせ、中性子過
剰な核の領域での魔法数探索を

行う新プログラム（SEASTAR）を
立ち上げ、世界における RIBF の
優位性をさらに強化した。また

MINOS を 多 種 粒 子 測 定 装 置
（SAMURAI）と組み合わせ、核内
の核子相関を観測するための実

験が行われた。この他、イタリ
アから持ち込まれた高効率高速
γ検出器を利用した巨大共鳴の

研究や、BigRIPS を利用して深く
束縛されたπ原子状態の研究な
どを行った。 

○仁科加速器科学研究センター
は、自らそれらの先端的利用方
法開発に取り組み、その成果を

広く社会に還元している。その
結果として平成 26年度は革新的
研 究 開 発 推 進 プ ロ グ ラ ム

（ImPACT）及び次世代農林水産
業創造技術」（SIP）の 2 つの大
きな外部資金を獲得した。また、

新たな利用の開拓に関しては、
引き続きサイクロトロンでアイ
ソトープ（RI）65Zn、109Cd およ

ことが証明され、高く評

価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

○世界に先駆け、ビームタ
イムの効率的運用と成
果の最大化をもたらす、

新たな国際共同研究の
運営方法を導入し、
SEASTAR プログラムに

適応したことは、世界の
モデルとなるところで
あり非常に高く評価す

る。RIBF でのみ達成可
能な実験研究プログラ
ムが国際共同研究のも

と推進されており、高く
評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○仁科加速器科学研究セ
ンターは自ら加速器の
応用研究に取り組みそ

の成果を広く社会に提
供することによって、我
が国の加速器産業利用

の先端的基盤を支えて
いることを高く評価す
る。 
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び 88Y を製造し、多くの RI 利用

者に提供している。日本アイソ
トープ協会より、技術者 2 名を
受け入れ、理研における RI 製造

を協力して行うとともに、新し
い RI 製造技術の開発を進めた。
RIBF で推進している応用研究の

うち生物照射の成果として、宮
城県と東北大学との共同研究に
より宮城県良食味コメ耐塩性系

統を 4 系統に絞ったこと、重イ
オンビーム変異体を用いた新し
いイネ遺伝子の同定に成功した

こと、重イオンビーム育種技術
で育成した食用キク（山形県）
と輪キク（長崎県）の品種登録

出願を行ったことなどが挙げら
れる。産業応用については、試
験検査会社、機械メーカー、東

大との共同研究を推進し、2核種
の RIビームを注入することによ
る機械部品間の摩耗速度の測定

に成功した。 

②スピン物理研究 
陽子スピン構造の解明を目指し、

世界唯一の陽子偏極衝突実験が可能
な米国ブルックヘブン国立研究所
（ＢＮＬ）の重イオン衝突型加速器

（ＲＨＩＣ）に整備したシリコン飛
跡検出装置、ミュオン検出装置等を
用いて、陽子スピンがクォーク、反

クォーク、グルーオンにどのように
分割されているかを解明する。また、
これら粒子についての実験データに

ついて、量子色力学による理論的知
見との比較・検証を行い、陽子スピ
ンの起源を解明するための知見を得

る。 

②スピン物理研究 
世界唯一の陽子偏極衝突実

験が可能な米国ブルックヘブ
ン国立研究所（ＢＮＬ）の重イ
オン衝突型加速器（ＲＨＩＣ）

において、陽子スピンがクォー
ク、反クォーク、グルーオンに
どのように分割されているか

を明らかにする実験を行うと
ともに、量子色力学（ＱＣＤ）
の理論的アプローチにより、陽

子スピンの起源を解明するた
めの知見を得る。 
平成２６年度は、反クォーク

の偏極度の値を決めることを
目指して、ミュオン同定・検出
装置を用いて素粒子（Ｗボソ

ン）のシグナルを抽出するべ
く、前年度までに収集されたデ
ータの解析を進める。また次々

年度に予定されている偏極陽
子衝突実験に向けた準備を行
う。理論計算用格子ＱＣＤ専用

機による核子構造についての
理論計算を行うとともに、摂動
論ＱＣＤ計算からの理論的知

②スピン物理研究 
○平成 26 年度は、陽子のスピン構

造におけるグルーオンの役割に
ついて極めて重要な知見を得
た。初期の結果で小さいことが

分かったグルーオンの偏極度
を、その後取得した重心エネル
ギー510GeV のデータから有限値

として確定させることが出来
た。RBRC の卒業生である２人の
理論研究者の進めた、摂動論 QCD

を駆使したグローバル解析
（Phys.Rev.Lett. 113 (2014) 1, 
012001）がこの確定に重要な役

割を果たした。今後は反クォー
ク偏極度や起動角運動量の定量
化を進めることになる。理研の

準備した半導体飛跡検出器やミ
ュオントリガーシステムを補修
し今後の偏極陽子衝突実験に備

えると共に、新たに多重度の高
い事象を選択的に抽出するトリ
ガー回路を導入した。また、格

子 QCD の 新 た な 計 算 手 法
（all-mode-averaging）が開発
され、理論計算用格子 QCD 専用

 
○26 年度に、重心エネル

ギー510GeV のデータよ
りグルーオンの偏極度
を有限値として確定さ

せることに成功し、陽子
のミッシングスピンの
全てをグルーオンが担

っているという描像を
否定したことを高く評
価する。 
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見と合わせ、実験データと比較

検討する。 

機により偏極を含んだクォーク

グルーオン構造関数を直接数値
的に理論計算する手法が確立さ
れつつあり、実験データと比較

が可能になってきた。クォー
ク・グルーオン・プラズマの研
究に於いては、直接光子が楕円

状に放出される現象が見いださ
れた。直接光子を生み出す初期
状態が楕円状に膨張しているこ

とを意味する貴重なデータであ
る。また、理研とＢＮＬが共同
で開発して来たレーザーイオン

源が本格的に稼働を開始した。
今後 RHIC 加速器での多くのイオ
ン種がこのイオン源より供給さ

れることとなる。 

③ミュオン科学研究 
英国ラザフォードアップルトン研

究所（ＲＡＬ）の陽子加速器（ＩＳ
ＩＳ）に建設したミュオン施設にお
いて、世界最高精度のパルス状ビー

ムの素粒子ミュオンを用いて、物質
内部の磁場構造を測定・解析し、新
機能性物質における超伝導性、磁性、

伝導及び絶縁性等の性質の発現機構
を解明する。また、超低速エネルギ
ーミュオンビーム発生技術の高度化

を行う。 
なお、ＲＡＬとの協力による本研

究の協定は本中期目標期間までとな

っており、その後の本研究分野に関
わる研究展開や実施場所について
は、国内外の動向を踏まえて判断す

る。 

③ミュオン科学研究 
英国ラザフォードアップル

トン研究所（ＲＡＬ）の陽子加
速器（ＩＳＩＳ）に建設したミ
ュオン施設において、世界最高

精度のパルス状ビームの素粒
子ミュオンを用いて、物質内部
の磁場構造を測定・解析し、新

機能性物質における超伝導性、
磁性、伝導及び絶縁性等の性質
の発現機構を解明する。また、

超低速エネルギーミュオンビ
ーム発生技術の高度化を行う。 
平成２６年度は、レーザー照

射や高圧下など物性研究装置
の高度化を行う。また、より高
度なミュオン物性研究に対応

するため、物質結晶構造内のミ
ュオン静止位置と電子状態を
第一原子計算に基づき計算し、

より詳細な物性研究を可能と
する。また、物性・素粒子研究
に資する超低速ミュオンビー

ム実現のため、前年度に１０倍
の発生効率を達成した室温ミ
ュオニウム源をもとに、高精度

ビーム収集系を構築する。 

③ミュオン科学研究 
○μSR による物性研究では、着実

に成果が上がっている。また、
超低速ミュオンビーム開発でも
新規セラミックレーザー結晶の

開発と実用的室温ミュオニウム
源の開発に成功するという２つ
の技術的ブレークスルーが実現

した。これらにより、超微細結
晶や表面界面に着目した新規μ
SR 物性研究やミュオン自体の超

高精度磁気能率測定を通して標
準理論を超える物理現象の研究
に道を拓く基盤技術開発に道を

つけた。 
 
 

 
 
 

 
○理 研 の 計 算 機 リ ソ ー ス
HOKUSAI/RICC を活用して、酸化

物高温超伝導体などの強相関電
子系中のミュオン位置計算を第
一原理計算法に基づいて実施し

た結果、強い電子軌道の混合状
態を反映した磁気モーメントの
空間的広がりや、ミュオン自身

が物質に及ぼす局所的結晶構造
の歪み、それに伴う局所的磁気
モーメントの縮みを数値的に求

 
○室温ミュオニウム源の

開発において、独自開発
した手法により従来の
10 倍の強度を達成した

ことを高く評価、この標
的と新規結晶によるレ
ーザーを用いた実用的

超低速ミュオンビーム
発生に向けた着実な進
展を評価する。物性研究

においては、多重極限用
第二μSR 分光器の共用
を開始し国際的共同研

究者を多数開拓すると
ともに、RAL 特有のガス
加圧高圧装置を活用し

て、低次元系物質におけ
る金属絶縁体転移の普
遍的性質を発見したこ

とを高く評価する。 
○また、理研の保有する強

力な計算機リソースを

フルに活用し、物質中の
ミュオン位置を特定す
る第一原理計算手法の

開発を行い、強相関電子
系物質を中心に様々な
物質への応用を展開し

た。これにより、これま
で得られてきた測定デ
ータから、磁気的超微差
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めることに成功した。これによ

り、これまで困難であった強相
関電子系の実験結果の定量的デ
ータ解析を可能にした。 

 
【マネジメント・人材育成】 
○マネジメントについては、RIBF

運営の為、前中期に立てた国際
化の方針が定着し、例えば
EURICA プログラムから様々な重

要な成果が続々と得られてい
る。この方向性をさらに伸ばす
べく、Proposal for Scientific 

Program（PSP）という課題申請
形式を新設。一つの実験機器で
幅広い核種領域を効率よく同時

に測定できる体制を構築した。
フランスからの研究提案（MINOS
プロジェクト）を取り入れ理研

主導の SEASTAR プロジェクトと
してを立ち上げ、最初の PSP プ
ロクラムがスタートしている。 

○人材育成については、過去約 20
年来、東大学部生の実験実習プ
ログラムを東大 CNS と協力して

行っている。平成 26 年度は、理
研全体で採用したJRAおよびIPA
の合計 91 名のうち 42 名を受け

入れ、大学院生を対象とした人
材育成を図っている。また、若
手のポスドクを新規に 13名採用

し、24 名継続し、18 名転出 （外
部＋内部テニュア）した。 

○次世代の国際的研究者の育成と

確保をねらいとして、実習と連
続講義を行う「仁科スクール」
を北京大学と平成 24年度より受

け入れているソウル大学校と合
同開催した。また、米国の高校・
フィリップス・エクセター・ア

カデミーより 2 名を見学者とし
て受け入れ、同時期の仁科スク
ールにも一部参加した。SEASTAR

実験には香港およびベトナムか
らの学生が参加しアジア連携の
強化を図った。連続講義、理研

セミナー、RIBF Nuclear Physics 
Seminar、月例コロキウム等を開
催し、研究員の幅広い資質向上

相互作用のより詳しい

情報を獲得し、μSR 研
究結果の定量的解明を
開始したことを高く評

価する。 
 
○RIBF の性能向上ととも

に研究体制の国際化が
順調に進展していると
評価する。効率の良い加

速器運転・実験実施計画
が立案され、限られたビ
ームタイムの中で研究

が順調に進展している
ことを評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○所内外の制度を活用し、

若手研究者の育成を積

極的に進めていること
を評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

○独自の人材育成プログ
ラムを新たに準備し、若
手研究者への人材育成

や学生教育を進めてい
ることを高く評価する。 
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に努めた。講義内容は DVD に記

録し、大学等へ配布し、来訪で
きなかった方々にもフォローが
できるように配慮している。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(2) 放射光科学研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

施策目標 8-2：科学技術振興のための基盤の強化 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第三項：研

究所の施設及び設備を科学技術に関

する試験、研究及び開発を行う者の共

用に供すること。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：175 

和文：31 

欧文：154 

和文：20 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

23 

協定等：37 

共同研究等：

25 

協定等：36 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：2 

登録：9 

出願：5 

登録：4 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

37 

728,918 

38 

738,319 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,749,896 1,689,565 
― ― ― 

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

12,658,722 13,410,489 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千円） ― ― ― ― ― 

経常利益（千円） ― ― ― ― ― 

行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― 

従事人員数 91 85 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 特定放射光施
設（大型放射光施
設ＳＰｒｉｎｇ

－８及びＸ線自
由電子レーザー
施設（ＳＡＣＬ

Ａ）について、「特
定先端大型研究
施設の共用の促

進に関する法律」
に基づき、同法に
定める登録施設

利用促進機関と
の密接な連携に
より、利用者のニ

ーズ等を踏まえ、
運転・共用等を進
める。 

また、両施設が
併設された世界
で唯一の機関と

して、それらの特
性を最大限に発
揮する先端光源

や利用技術の開
発に取り組むと
ともに、利用技術

を総合した高度
な利用システム
の開発・構築や新

たな研究分野の
開拓を総合的に
推進する。 

これらにより、
様々な社会的課
題の達成に資す

る放射光科学の
研究開発基盤と
しての役割を果

たす。 
特にＳＰｒｉ

ｎｇ－８では、年

①特定放射光施設の運転、共用等 
特定放射光施設（大型放射光施設

ＳＰｒｉｎｇ－８及びＸ線自由電子

レーザー施設ＳＡＣＬＡ）の安全で
安定した運転、維持管理及びそれら
の整備・高度化を実施し、利用者が

必要とする世界最高水準の放射光を
提供することにより、利用者の共用
に供する。 

特にＳＰｒｉｎｇ－８において
は、効率的な試験調整運転に努める
ことで、引き続き、年間運転時間の

８割程度を利用者の使用時間として
提供するとともに、将来にわたる利
用研究の動向を踏まえ、より効果

的・効率的な成果の輩出を目指した
高度化の検討を進め、必要な技術開
発並びに整備に反映する。 

ＳＡＣＬＡでは、その性能・特性
を見極めるための試験調整運転を行
いつつ、安定的な運転に努め、中期

目標期間中には、年間運転時間の７
割程度を利用者の使用時間に提供す
ることを目指すとともに、平成２５

年度までに、セルフシーディング技
術の導入や３本目となるビームライ
ンを設置するほか、残り２本のビー

ムラインなどの施設の増強について
は、利用研究の成果を踏まえ、利用
者の意見を十分配慮しつつ設計検討

を進める。 
共用に当たっては、放射光共用施

設を広く利用者に開放し、公平な利

用課題の選定、及び受益者負担の仕
組の改善に取り組む。（ただし、これ
らの業務の実施に際しては、登録施

設利用促進機関が行う利用促進業務
を除く。） 

施設間の連携については、併設す

るＳＰｒｉｎｇ－８とＳＡＣＬＡの
相補的、相乗的な利用を進め、相互
利用施設を利用者に供する。また、

①特定放射光施設の運転、共用
等 
特定放射光施設（大型放射光

施設ＳＰｒｉｎｇ－８及びＸ
線自由電子レーザー施設ＳＡ
ＣＬＡ）の安全で安定した運

転、維持管理及びそれらの整
備・高度化を実施し、利用者が
必要とする世界最高水準の放

射光を提供することにより、利
用者の共用に供する。 
平成２６年度は、ＳＰｒｉｎ

ｇ－８加速器の機器調整、施設
の維持管理等を行いつつ、ダウ
ンタイムの低減を図り、年間運

転時間の８割程度を利用者の
使用時間として提供する。ＳＡ
ＣＬＡでは、その性能・特性を

見極めるための試験調整運転
を行いつつ、共用運転を通じて
安全かつ安定なＸ線領域のレ

ーザー光を利用者に提供する。
また、３本目となるビームライ
ンの供用を開始するとともに、

「京」と連携した、データ解析
手法の高度化を進める。 
 施設間の連携については、

併設するＳＰｒｉｎｇ－８と
ＳＡＣＬＡの相互利用課題を
募集し、利用者に供する。さら

に、俯瞰力と独創力を備えた放
射光科学に資する若手人材を
育成するため、兵庫県立大学の

「博士課程教育リーディング
プログラム」に引き続き協力す
るとともに、独自に前年度から

運用を開始した「ＳＡＣＬＡ大
学院生研究支援プログラム」を
通じて、大学院生に対して最先

端の放射光研究を学ぶ機会を
提供する。 

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・最先端の研究開
発に必要な研究
基盤を整備し、共

用へ向けた利用
環境の整備やニ
ーズを踏まえた

施設や技術の高
度化を図り、また
それらを用いて、

自ら科学技術の
飛躍的進歩及び
経済社会の発展

に貢献する成果
を創出できたか 
 

（評価指標） 
・ＳＰｒｉｎｇ－
８及びＳＡＣＬ

Ａの安全で安定
した運転、維持管
理及びそれらの

整備・高度化の実
施状況 
 

・ＳＰｒｉｎｇ－
８及びＳＡＣＬ
Ａの世界最高水

準の性能を維持
し、高エネルギー
フォトンサイエ

①特定放射光施設の運転、共用等 
○大型放射光施設 SPring-8（以下
「SPring-8」）では、世界最高

品質の放射光 X 線を国内外の多
数の利用者に供給するため、光
源および光学輸送系に関して不

断の研究開発を進めている。そ
の結果、利用者の 20％が民間企
業からという、世界で類をみな

い高い民間利用水準を達成し、
また利用成果は、世界で 1 億台
以上のガソリン車に搭載された

自動車排ガス触媒や、エネルギ
ーロスを低減させたいわゆる
「エコタイヤ」の開発に繋がり、

広範な社会還元がなされてい
る。 

○X線自由電子レーザー施設 SACLA

（以下「SACLA」）は全世界で稼
働している 2 つの X 線自由電子
レーザー施設の一つであり、も

う一つの米国 LCLS とともに、X
線自由電子レーザーの歴史を刻
みつつある。これまで未踏の X

線光源だったために、その利用
技術は未成熟であったが、研究
基盤の整備、利用環境の整備を

進めた結果、民間からの有償利
用の希望が出るまでに至ってい
る。 

○放射光科学総合研究センター
は、これらの先端光源やその周
辺機器を開発し、広く共用ユー

ザーに提供しているばかりでな
く、自らそれらの先端的利用方
法開発に取り組み、その成果を

広く社会に還元している。その
ような先端的利用方法は、広く
放射光の学術利用や産業利用に

応用され、我が国の放射光先端
利用の基盤を支えている。 

○その結果の一つとして ImPACT や

評定 A 評定 A 

 

○SPring-8 では、20％とい
う高い比率での民間産
業利用が行われており、

そこで生まれた成果は
環境保護や省エネルギ
ーなどを通して広範に

社会還元されているこ
とを、高く評価する。 

 

 
 
 

○SACLA はレーザー開発の
歴史に燦然と輝くもの
であるが、立ち上げフェ

ーズから利用フェーズ
への移行がスムーズに
行われ、民間からの有償

利用希望が出る状態に
までなったことを高く
評価する。 

 
 
 

 
○放射光科学総合研究セ

ン タ ー は 自 ら

SPring-8/SACLA の先端
的利用方法開発に取り
組みその成果を広く社

会に提供することによ
って、我が国の放射光学
術利用や産業利用の先

端的基盤を支えている
ことを高く評価する。 

 

○我が国の科学技術イノ
ベーション戦略におけ

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 

○中でも、SACLA を使って光化

学系Ⅱ複合体の正確な三次
元原子構造を解明したこと
は、人工光合成触媒開発につ

ながる顕著な成果である。X
線自由電子レーザーの研究
は、世界的にも始まったばか

りである中、施設の特徴を生
かした、極めて大きな成果が
出ている。 

 
○運営面については、広くユー
ザーに提供するだけでなく、

先端的利用方法開発に取り
組み、より幅広い学術分野や
産業界及びその連合体等に

活用されることでその成果
を広く社会に還元している。
また、大規模な電力を要する

施設の省エネ化にも着手す
るなど、適切な運営が行われ
ていると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○利用研究において、有償で利

用することで成果が非公開
となるルールがあるなどの
一定の制約はあるが、本施設

そのものの性能や利用研究
における成果の発信、これを
踏まえた外部評価など、引き
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間運転時間の８

割程度を利用者
の使用時間に提
供するとともに、

放射光源の理論
的な輝度限界の
達成と２割以上

の省エネルギー
化を目指す。 

また、ナノレベ

ルでのビーム安
定性の向上及び
３次元イメージ

ング解析を実現
し、利用者に提供
する。 

ＳＡＣＬＡで
は、調整時間の短
縮化を実現し、年

間運転時間の７
割程度を利用者
の使用時間に提

供することを目
指すとともに、シ
ーディング技術

によるビームの
高度化及び原子
レベルでの過渡

現象のイメージ
ング手法の確立
等を目指すこと

で、利用研究を推
進する。 

また、世界最高

水準の成果創出
に向けて、併設す
るＳＰｒｉｎｇ

－８とＳＡＣＬ
Ａの連携に加え、
スーパーコンピ

ュータ「京」や他
の光科学技術・量
子ビーム関連施

設や大学、研究機
関等との有機的
な連携のもとに

推進するととも
に、これらの取組
を通じ、放射光科

大強度陽子加速器施設Ｊ－ＰＡＲＣ

やスーパーコンピュータ「京」との
連携については、登録施設利用促進
機関間の連携も踏まえつつ、相乗的

な利用研究を促進する。特に、ＳＡ
ＣＬＡと「京」との連携を図るため
の情報インフラを整備し、高速かつ

高度な解析を可能とする基盤を構築
した上で、両者の相乗的利用の高度
化を図る。さらに、国内外の放射光

施設、Ｘ線自由電子レーザー施設と
の連携・協力を通じて、放射光科学
に資する人材育成を推進し、世界最

先端の拠点形成を目指す。 

ンスのツールと

ノ ウ ハ ウ を 開
発・提供状況 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

た特筆すべき業
績 
 

・マネジメント体
制（センター長等
のリーダーシッ

プが発揮できる
環境・体制） 
 

・人材育成制度
（若手研究者等
への指導体制） 

 
（モニタリング
指標） 

・利用者の使用時
間（ＳＰｒｉｎｇ
－８及びＳＡＣ

ＬＡ）） 

SIP 等の国が進める研究開発を、

世界に先駆け実用化へと進める
「研究開発と課題解決の好循環
を生み出す最新鋭計測環境」を

提供することができることとな
った。ImPACT においては 12 プロ
グラムの内 4 つのプログラムか

ら SPring-8/SACLA との連携の打
診があり、そのうち 2 プログラ
ムに関しては放射光科学総合研

究センターが深く関与する形
で、プログラムが進行している。
また SIP 関連のプロジェクトで

も、連携打診をいただいている
ところ。 

○センター長等は、産業界の重要

メ ン バ ー に 対 し 、
SACLA/SPring-8 の有効利用に関
してトップセールスを展開する

とともに、世界最高性能の放射
光施設責任者と日本の産業界ト
ップが一堂に会するワークショ

ップを主催することによって、
産官学連携の拡大を図りつつあ
る。特に、業界団体に対しては、

業界が共通に抱える大きな課題
を SPring-8/SACLA で解決するこ
とを呼びかける啓蒙活動を展開

し、そこに大学研究者チームが
加わることによって形成される
「産産学学連携」を指向する活

動を開始し、その中からいくつ
かのグループが形成され、活動
を始めようとしている。 

○SPring-8 は、平成 9 年の供用開
始以来 17 年を経過しており、施
設の各所に老朽化が目立ってい

るが、適切な対策を打つことに
より現在でも世界最高水準の放
射光施設の地位を保ち続けてい

る。高度なメンテナンスにより
総運転時間 5,081 時間のうち
4,058 時間（約 80％）を放射光

利用時間に充当し、ダウンタイ
ムはわずかに 17 時間（対前年比
▲15％）という世界に類を見な

い性能を誇っている。 
○一方、SACLA は、まだ X線自由電
子レーザー光源自体の研究開発

る 2大「国家重点プログ

ラム」である ImPACT 及
び SIPの複数の課題の推
進に SPring-8/SACLA が

深く関与していること
を高く評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
○センター長等が産業界

に対してトップセール
スを行い、産官学連携の
拡大を図り、さらに産官

学連携の質的転換を進
めていることを高く評
価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○SPring-8 では目標の総
運転時間に対する８割
程度の放射光利用時間

供給を達成するととも
に、故障などによるダウ
ンタイムを非常に低く

（17 時間）に抑えており
日頃のメンテナンス水
準の高さを示すもので

あり、順調に進展してい
ると評価する。 

 

○SACLA では中期計画終了
時の目標である総運転
時間の7割程度の利用運

続き工夫することが期待さ

れる。 

 

（評定） 
○本事業の進捗状況は計画通

りであるが、装置の性能、利
用方法など施設の面で世界
をリードするだけではなく、

企業等による利用研究にお
いて実用化に向けた研究成
果も出していることから、高

く評価できる。 
 

○以上を踏まえ、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」
に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期
待等が認められることから、
評定を Aとする。 
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学研究に資する

人材育成を推進
することで、世界
最先端の研究開

発拠点として更
なる発展を図る。 

が継続しているが、総運転時間

が 6,258 時間に対し X 線レーザ
ー利用時間は 3,600 時間（約
58％）、ダウンタイムは 219 時

間（対前年比約▲6％）であった。
従前と比べ装置に対する理解が
進み、それらを世界にむけて発

信するとともに、トラブルから
の回復の短時間化に寄与してい
る。 

○SACLA では、セルフシーディング
技術の導入をすすめるととも
に、利用機会の増大のために 3

本目となるビームラインを整備
した。またデータ解析の迅速化
のためにスーパーコンピュータ

「京」と連携したデータ解析手
法の高度化を進めている。 

 

 
 
 

○SACLA 産学連携プログラム、
SACLA 大学院生研究支援プログ
ラムによって、産学の若手人材

育成に貢献している。 

転時間達成に向けて順

調に利用時間を伸ばし
ており（約 58％）、順調
に進展していると評価

する。 
 
 

 
 
○SACLA のセルフシーディ

ングのために、BL3 の改
造が実施され、現象その
ものは既に確認された。

これを再現性良く観測
するための基礎的な実
験が進められている。新

たな BL 整備及び京との
連携を進め、研究基盤の
高度化が順調に進展し

ていると評価する。 
 

○新しい光源に対する人

材育成プログラムを新
たに準備し、産学の両面
で人材育成を進めてい

ることを高く評価する。 

②先導的利用技術開発研究の推進等 
ＳＰｒｉｎｇ－８及びＳＡＣＬＡ

の世界最高水準の性能を維持すると
ともに、我が国の高エネルギーフォ
トンサイエンスの中核として内外の

研究開発に寄与するツールとノウハ
ウを開発・提供し、当該分野におけ
る先導的役割を果たす。また、利用

技術や利用システムの開発・高度
化・汎用化や、国内外の研究機関と
の連携体制の構築により、両施設を

活用した革新的なイノベーション創
出に貢献する。 

 

（ア）先端光源開発研究 
世界の高エネルギーフォトンサイ

エンスを牽引するナノメートル以下

の波長領域における高輝度・高干渉
性・超短パルス性を兼ね備えた光源
技術開発・光制御技術開発を行う。 

具体的には、ＳＰｒｉｎｇ－８に
おいては、海外の第３世代大型放射
光施設における高度化計画等の動向

②先導的利用技術開発研究の
推進等 

ＳＰｒｉｎｇ－８及びＳＡ
ＣＬＡの世界最高水準の性能
を維持するとともに、我が国の

高エネルギーフォトンサイエ
ンスの中核として内外の研究
開発に寄与するツールとノウ

ハウを開発・提供し、当該分野
における先導的役割を果たす。 
 

（ア）先端光源開発研究 
 世界の高エネルギーフォ

トンサイエンスを牽引するナ

ノメートル以下の波長領域に
おける高輝度・高干渉性・超短
パルス性を兼ね備えた光源技

術開発・光制御技術開発を行
う。 
平成２６年度は、ＳＰｒｉｎ

ｇ－８の高度化として、回折限
界を目指し、従来の１００倍以
上の輝度を実現する蓄積リン

② 先導的利用技術開発研究の推
進等 

（ア）先端光源開発研究 
○SPring-8 の次期モデルの検討を
行い、従来の 100 倍以上の輝度

を実現する蓄積リング型放射光
源の概念設計書（CDR）を完成さ
せ、公表した。これは 2020 年代

前半に実現できれば、その時点
で世界最高性能となるものであ
る。CDR 公表後も更なるシミュレ

ーションや各パーツの試作・検
討を行うなど要素技術開発に着
手した。 

○SPring-8/SACLA は様々な省エネ
ルギー素材開発に貢献してきた
が、センター長等が主導して自

らの省エネルギー化を推進する
ことになった。その第一歩とし
て前年度に行った省エネ化機器

更新の効果により、対 24 年度比
10％以上の省エネを達成した。 

○SACLA では定常的にフェムト秒

 
 

 
○2020 年代前半完成時点

で世界最高性能となる、

蓄積リング型放射光源
の概念設計が順調に進
展していると評価する。 

 
 
 

 
 
 

○センター長等の主導の
下、SPring-8/SACLA の省
エネ化に着手し、最初の

機器更新で 10％を大き
く超える省エネ（約
17％）を達成したことを

高く評価する。 
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を踏まえつつ、世界で唯一Ｘ線自由

電子レーザー施設と併設している特
徴を活かした高度化を行うため、従
来の１００倍以上の輝度を実現する

蓄積リング型放射光源の回折限界を
目指した設計検討を進めるととも
に、蓄積リングを構成する各々の要

素機器として必要となる技術開発並
びに整備を実施する。さらに、現状
よりも２割以上の省エネルギー化を

目指した技術開発として、偏向電磁
石等の永久磁石化の可能性を追求す
る。 

ＳＡＣＬＡにおいては、セルフシ
ーディング技術の安定性向上や他の
シーディング技術の開発を進め、よ

り強力かつ安定なＸ線レーザーの発
振を実現するとともに、世界最高性
能のビーム安定性を最大限に活か

し、原子レベルでの過渡現象の観察
（空間分解能０．１ナノメートル程
度、時間分解能１０フェムト秒以下）

及び未踏であったＸ線領域における
非線形光学研究を実現する。 

 

（イ）利用技術開拓研究 
放射光利用研究の高度化のため、

ＳＰｒｉｎｇ－８やＳＡＣＬＡ等の

新たな利用技術を開拓する。 
具体的には、世界最高水準の光源

を用いて、偏光による磁性状態の解

析や、ナノ結晶での構造解析等の技
術開発を進め、ナノレベルでのビー
ム安定性を、現状の１時間程度から

半日程度まで向上させるとともに、
３次元Ｘ線イメージングにおける次
元ごとの解像度を、１０ナノメート

ル以下とする技術を共用ビームライ
ンに展開する。 

 

（ウ）利用システム開発研究 
世界の高エネルギーフォトンサイ

エンスの中核として、理化学研究所

内外の幅広い研究者による利用研究
を促進するために、利用技術を総合
して高度な利用システムを開発・構

築し、汎用化し、ビームライン等の
先端性を維持向上する。 

具体的には、高安定化ナノレベル

グ型放射光源の概念設計を完

成させ、必要な研究開発要素を
抽出し、その開発に着手する。
さらに、前年度行った省エネル

ギー化に向けた機器更新の効
果により、対２４年度比１０％
の省エネを達成する。また、Ｓ

ＡＣＬＡにおいては、ピコ秒分
解能の動的構造解析をめざし、
ピコ秒分解能Ｘ線ポンプ・プロ

ーブ計測手法を完成させる。加
えて、前年度にＳＡＣＬＡで X
線の二光子吸収が観測された

成果を基に、多光子過程などの
可視光領域で研究展開されて
いる非線形光学現象がＸ線領

域にどのような形で顕れるか
を明らかにするとともに、Ｘ線
領域に特有な非線形光学現象

の有無を探索する。 
 

（イ）利用技術開拓研究 

放射光利用研究の高度化の
ため、ＳＰｒｉｎｇ－８やＳＡ
ＣＬＡ等の新たな利用技術を

開拓する。 
平成２６年度は、これまでに

開発した三次元Ｘ線イメージ

ング技術の改良を行う。具体的
には、試料を回転させて撮像す
るトモグラフィ法において回

転軸の偏芯精度を１マイクロ
メートル程度まで向上させる
とともに、試料を固定させ深さ

方向の情報を得るマルチスラ
イス法において深さ分解能を
２０ナノメートル程度まで向

上させるための技術開発を行
う。 
 

（ウ）利用システム開発研究 
世界の高エネルギーフォト

ンサイエンスの中核として、理

化学研究所内外の幅広い研究
者による利用研究を促進する
ために、利用技術を総合して高

度な利用システムを開発・構築
し、汎用化し、ビームライン等
の先端性を維持向上する。 

幅パルスが生成されている。こ

れを用いた ピコ秒分解能Ｘ線
ポンプ・プローブ計測手法を完
成させることにより、ピコ秒分

解能の動的構造解析の基盤が形
成された。 

○SACLAは世界で初めてX線領域で

の非線形光学研究を可能とした
光源となった。多光子過程など
可視光領域で展開されている非

線形光学現象研究がＸ線領域に
どのような形で顕れるかを明ら
かにし、Ｘ線領域に特有な非線

形光学現象の有無を探索するこ
とにより、X線非線形光学という
新しい研究分野を確立しつつあ

る。 
○SACLA に於いて世界で初めて十
分な波長間隔での X 線二色レー

ザー発振技術を開発し（2色の波
長間隔を相対的に 30％以上離す
ことが可能）、従来のレーザーと

同様のエネルギー準位を用いた
方式での X 線誘導放出レーザー
を実現した。これは理論的には

予測されていたものの、実現し
たのは世界初であり、今後広範
な応用を拓いていくことが期待

される。 
（イ）利用技術開拓研究 
○三次元 X 線イメージング法とし

てのトモグラフィやマルチスラ
イス法での分解能向上手法を検
討し、制御すべきパラメータの

精度を見積もった。 
○世界で初めて開発された SACLA
を用いたシングルショット無損

傷タンパク結晶構造解析手法を
光合成反応で重要な役割を担う
光化学系 II タンパクに適用し、

その酵素反応の推測を可能とす
る高分解能構造データを取得し
た。またこの手法は、放射線損

傷を受ける多くのタンパク分子
の正確な構造解析に利用され、
より正確な反応機構推測に役立

つものとなる。 
（ウ）利用システム開発研究 
○SACLA とスーパーコンピュータ

○SACLA を利用した超高速

計測手法の基盤形成が
順調に進展している。 

 

 
 
 

○X 線領域での非線形光学
研究はSACLAが世界を先
導しており、当該研究分

野を確立しつつあるこ
とを、非常に高く評価す
る。 

 
 
 

 
 
○硬 X線領域で二色発振レ

ーザーを完成させたこ
とは、将来の幅広い応用
に繋がるものであり高

く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

○三次元 X線イメージング
の分解能向上にむけて
の研究開発が、順調に進

展していると評価する。 
 
○X 線自由電子レーザーに

よる無損傷タンパク構
造解析法を世界で初め
て開発し、光化学系 II

タンパクの反応中心の
構造を決めたことは、今
後の人工光合成触媒開

発に非常に重要なヒン
トを与える成果であり
非常に高く評価する。 
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解析技術や高解像度３次元イメージ

ング技術など、利用技術開拓研究に
よって生み出す新しい利用技術をシ
ステムとして組上げ、汎用化すると

ともに、生物学、物質科学、高分子
化学等広範な分野での先導的な利用
を進め、成果の輩出に貢献すること

により、当該利用技術の有用性を示
す。 

平成２６年度は、ＳＡＣＬＡ

とスーパーコンピュータ「京」
との連携を図る情報インフラ
の活用に向け、ＳＡＣＬＡでの

実験で大量に産生されるデー
タについて、「京」と互換性の
ある計算機を用いてリアルタ

イムで事前解析を行うため、前
年度に構築したシステムの高
度化やソフトウェアの最適化

を行う。 

「京」との連携を図る情報イン

フラの活用に向け、SACLA での実
験で大量に産生されるデータに
ついて、「京」と互換性のある計

算機を用いてリアルタイムで事
前解析を行うため、データの転
送実験を行うなど AICS の研究者

と協力しシステムの高度化やソ
フトウェアの最適化を行った。
また、ミニ京の利用公募を行い、

複数の大学・研究機関ユーザー
により SACLA の実験データの解
析に利用された。 

 
【マネジメント・人材育成】 
○センター長は、世界最高レベル

の放射光及び X 線レーザーを供
給する SPring-8 及び SACLA とい
う大型研究基盤を総合的にマネ

ジメントしている。広くユーザ
ーに提供するだけでなく、先端
的利用方法開発に取り組み、よ

り幅広い学術分野や産業界及び
その連合体等に活用されること
でその成果を広く社会に還元し

ている。また、SACLA 産学連携プ
ログラム、SACLA 大学院生研究支
援プログラムによって、産学の

若手人材育成に貢献している。 

○SACLA と「京」の連携利

用に向けたシステムの
高度化やソフトウェア
の最適化が順調に進展

していると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○SPring-8/SACLA の先端
的利用方法開発に取り
組みその成果を広く社

会に提供することによ
って、我が国の放射光学
術利用や産業利用の先

端的基盤を支え、更に産
官学連携の質的転換を
進めていることを高く

評価する。また、新しい
光源に対する人材育成
プログラムを新たに準

備し、産学の両面で人材
育成を進めていること
を高く評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(3) バイオリソース事業 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発

の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：79 

和文：27 

欧文：80 

和文：14 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

69 

協定等：7 

共同研究等：

82 

協定等：8 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：3 

登録：2 

出願：4 

登録：2 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

49 

275,097 

53 

281,827 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,922,877 1,928,348 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 116 107 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 バイオリソー
スは、科学技術イ
ノベーションの

推進に必要不可
欠な研究基盤で
あり、これを整備

し活用すること
は、我が国が直面
している課題の

達成に大きく貢
献するものであ
る。 

このため、我が
国のバイオリソ
ースの中核的研

究基盤拠点とし
て、信頼性、継続
性及び先導性の

確保に努め、社会
ニーズ、研究ニー
ズに応えながら、

国の事業と連携
を図りつつ疾患
特異的ｉＰＳ細

胞リソースの整
備を行うなど、世
界最高水準のバ

イオリソースを
戦略的かつ効率
的に整備・提供す

る。加えて、これ
らに関する基盤
技術の開発及び

利用価値の向上
を図り、利用者に
よる活用を促進

する。 
また、一度失う

と復元不可能な

バイオリソース
のバックアップ
を進め、災害時等

バイオリソースは、科学技術イノ
ベーションの推進に必要不可欠な研
究基盤であり、これを整備すること

は、健康、環境、食料、エネルギー
等の我が国が直面している課題の解
決に大きく貢献するものである。 

バイオリソース事業では、中核的
な研究基盤拠点として、「信頼性」、
「継続性」、「先導性」を事業の基本

方針と位置付け、多様な利用者ニー
ズに応えるため、質の充実の観点も
踏まえて世界最高水準のバイオリソ

ースを整備し、広く内外の研究者に
提供する。また、バイオリソースの
整備・提供に必要な基盤的技術開発、

高付加価値化に向けた研究開発を行
う。 
また、バイオリソースのバックア

ップを更に進め、災害時等において
も安定した保存体制を構築する。 
さらに、国内外の有識者・専門家

で構成される委員会を設置し、バイ
オリソースの開発者であると同時に
利用者でもある研究コミュニティと

の密接な連携を図る。 
 
①バイオリソース整備事業 

ライフサイエンスの研究開発にお
いて重要なバイオリソースであるマ
ウス等の実験動物、シロイヌナズナ

等の実験植物、ヒト及び動物由来の
細胞材料、ＤＮＡ等の遺伝子材料、
細菌等の微生物材料並びにそれらの

関連情報について、利用者からの要
望等を踏まえ、以下の目標を達成す
る。 

①バイオリソース整備事業 
ライフサイエンスの研究開

発において重要なバイオリソ

ースである実験動物、実験植
物、細胞材料、遺伝子材料、微
生物材料並びにそれらの関連

情報について、収集・保存・提
供を継続的に実施する。 

事業の実施に当たっては、

量的観点のみならず、社会ニー
ズ・研究者ニーズの高いバイオ
リソース及び情報を優先して

整備するとともに、国際的な品
質マネジメント規格やガイド
ラインに準拠して、品質管理を

行う。 
また、中核的な研究基盤拠

点として、大学等関係機関と協

力して、バイオリソースの整
備・提供に係わる人材の育成・
確保、技術移転のための技術研

修や普及活動を行う。さらに、
バイオリソース分野での国際
的優位性確保と国際協力の観

点から、バイオリソースの整備
に係わる国際的取組に主導的
に参画する。特にアジア地域に

おいては、関連機関と情報交
換、人材交流、技術研修等を実
施することにより中心的な役

割を果たす。 
平成２６年度は以下の事業を
行う。 

 
（ア）収集・保存・提供事業 
実験動物：ライフサイエンス研

究分野の発展に不可欠な疾患
モデルと生体の高次機能解析
モデルを中心とした、突然変異

系統、遺伝子操作系統等。 
実験植物：学術研究において広
く用いられているシロイヌナ

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
・最先端の研究開

発に必要な研究
基盤を整備し、共
用へ向けた利用

環境の整備やニ
ーズを踏まえた
施設や技術の高

度化を図り、また
それらを用いて、
自ら科学技術の

飛躍的進歩及び
経済社会の発展
に貢献する成果

を創出できたか 
 
（評価指標） 

・中核的な研究基
盤拠点として、質
の充実の観点も

踏まえて世界最
高水準のバイオ
リソースを整備

し、広く内外の研
究者への提供状
況 

 
・バイオリソース
の整備・提供に必

要な基盤的技術
開発、高付加価値
化に向けた研究

①バイオリソース整備事業 
（ア）収集・保存・提供事業 
○バイオリソース事業における平

成 26 年度の提供総数は、海外 48
ヶ国を含む、2,184 機関、16,132
件に達した。内訳は、国内大学

等 45.6%、国内研究機関 9.3%、
理研 14.4%、国内営利機関 9.9%、
海外大学等 19.1%、海外営利機関

1.7%であった。提供したリソー
スを用いた研究開発の成果とし
て、平成 26 年度に発表された論

文数は 1,543 報、公開された特
許数は 103 件にのぼった。リソ
ースの利用者による、製品化ま

で進んだ一例として、微生物材
料開発室（JCM）から提供した微
生 物 株 （ Lactococcus lactis 

subsp. lactis JCM5805）を活用
した乳製品が市販されている。 

 

○平成 26 年度実績は、リソース総
数の保存数/提供総件数の目標、
4,417,150/25,200 を大きく上回

っている。実験動物の平成 26 年
単年度の実績は 2,857件であり、
年間目標 2,800 件を達成してい

る。平成 25年度の目標の未達は、
凍結胚・精子からの生体復元技
術の普及に伴い、利用形態が生

体マウス（1 匹=1 件）から凍結
胚・精子（1 系統=1 件）に変化
していることに起因したもので

ある。予想していたとおり、H26
年度はヒト疾患モデルの提供実
績が伸びており、平成 26 年度単

年度の目標を達成した。 

評定 B 評定 B 

○理研 BRC は、取り扱って

いる 5 種類のバイオリ
ソースの最高水準の国
際的保存・提供拠点（マ

ウス【保有数世界第 2
位】、植物【世界 3 大拠
点】、細胞【保有数世界

最大】、遺伝子【世界 3
大拠点】、微生物【新種
登録株数世界第 2 位】）

として研究コミュニテ
ィに認知されており、我
が国が誇るべき研究基

盤である。その高い定評
は例えば Nature の論文
発表に用いたバイオリ

ソースの寄託先として、
欧米のリソース機関に
並び理研 BRC を明記し

ていることにも表れて
いる。再現性を最重要視
したバイオリソースの

品質管理と透明性・公開
性を確保した情報発信
を行い、左記の実績を挙

げたことは、高く評価で
きる。 

○バイオリソースの収集、

保存、提供業務について
は、年度計画に掲げた目
標数をほぼ達成してお

り、順調に推移している
ものと評価する。BRC 全
体での提供目標達成率

は 120%を大きく超えて
おり、高く評価できる。
尚、実験動物の提供に関

して、平成 25 年度は目
標の 93%であったが、平

○リソースの品質保証、保存、

提供といった業務に着実に
取り組み、順調に年度計画を
遂行していると認められる。 

 
○提供したマウスの不具合率

を把握し、削減に向けて着実

に取り組んでいる。 
 

○バイオリソースの品質管理

に関して、H25 年度に発生し
た品質事故の再発防止策を
定め、実行したことは、研究

開発の質の向上・効率化、科
学に対する国民の信頼の確
保に貢献するものであると

評価する。 
 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○ゲノム編集技術等を用いた

遺伝子改変動物や細胞リソ

ースなど、新たなリソースの
増加への対応のため、収集・
保存・提供体制のさらなる強

化が望まれる。 
 

（評定） 

○本事業におけるバイオリソ
ースの保存、提供を通じ、ラ
イフサイエンスの基盤を支

えるという重要な役割を着
実に果たしていると評価で
きる。 

 
○以上を踏まえ、「研究開発成

果の最大化」に向けて成果の

創出や将来的な成果の創出
の期待等が認められ、着実な
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においても安定

した保存体制を
構築する。 

さらに、世界有

数の研究基盤拠
点として、アジア
地域におけるリ

ソースセンター
の中心的な役割
を担い、国内外の

大学等の研究機
関や企業等との
有機的な連携に

より、研究開発成
果や基盤技術の
普及及び人材育

成を行う。 

 
事業の実施に当たっては、疾患特

異的ｉＰＳ細胞等、社会ニーズ・研
究者ニーズの高いバイオリソース及
び情報を優先して整備を行うととも

に、国際的な品質マネジメント規格
やガイドラインに準拠して、品質管
理を行う。 

また、大学等関係機関と協力して、
バイオリソース事業に関わる人材の
養成・確保、技術移転のための技術

研修や普及活動を行う。 
さらに、バイオリソース分野での

国際的優位性の確保と国際協力の観

点から、国際マウス表現型解析コン
ソーシアム等、バイオリソースの整
備に関わる国際的取組に参画し、特

にアジア地域においては、アジア研
究リソースセンターネットワーク等
において、関連機関と情報交換、人

材交流、技術研修等を実施すること
により中心的な役割を果たす。 
 

 保存数 提供総件

数 

実験動物 7,000系統  14,000 件  

実験植物 660,000系

統  

10,000 件  

細胞材料 8,000系統  20,000 件  

 うち疾
患特異的
iPS 細胞 

625 系統  300 件  

遺伝子材
料 

3,728,000
系統  

5,000 件  

微生物材

料 

23,000 系

統  

14,000 件  

ズナ由来のリソースに加え、特

に農業・環境分野での貢献が期
待されるミナトカモジグサ等
のモデル植物。 

細胞材料：ヒト・動物由来の培
養細胞株、遺伝子解析研究用ヒ
ト細胞及び発生・再生研究用の

ヒト・動物ＥＳ及びｉＰＳ細胞
株、疾患・創薬研究のためのヒ
ト疾患特異的ｉＰＳ細胞等。 

遺伝子材料：学術研究及び健
康、環境、エネルギーの研究の
基礎的材料として重要なヒト、

動物及び微生物由来のゲノム
及びｃＤＮＡクローン、遺伝子
改変用ベクター等。 

微生物材料：学術研究に重要な
微生物に加え、環境、エネルギ
ー、バイオマス利活用、農業、

健康に関連した課題解決のた
めの研究に重要な微生物材料。 
バイオリソース関連情報：上記

リソースの特性情報のデータ
ベースの利便性向上及びウェ
ブサイトやメールニュースで

の情報発信。 
上記に加えて、集積された

バイオリソースを災害から守

り安全に保管するため、播磨事
業所に設置したバックアップ
施設に逐次移管する。 

これらの取組により、以下
の保存数、年間提供数の目標を
達成する。 

 

 
保存数 

提供総件
数 

実験動物 6,400 
系統 

5,600 件 

実験植物 654,000 系
統 

4,000 件 

細胞材料 7,400 
系統 

8,000 件 

 

う ち 疾

患 特 異
的 iPS
細胞 

250 系統 30 件 

開発の成果 

 
・比類のない独自
のユニークな成

果や当初計画で
予期し得なかっ
た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

（モニタリング
指標） 
・バイオリソース

の保存数、提供総
件数 

○世界最大の遺伝子ネットワーク
デ ー タ ベ ー ス で あ る Kyoto 

Encyclopedia of Genes and 
Genomes の LinkDB に遺伝子クロ
ーンリストをリンクし、ヒト・

マウス・分裂酵母・好熱細菌の
クローン情報を発信し、研究者
ニーズに応えた。 

 
（イ）バイオリソースの質的向上、

品質管理 

○平成 25年度に発生した品質事故
の再発防止策ならびに情報発信
要領を定め実施した。 

1. 透明性、公開性を確保するため
に、下記の品質管理とそれに関
する情報発信を、日本語並びに

英語でホームページに明示し
た。 

(1)研究の動向、進展に応じて、バ

イオリソースの検査項目を見直
し、拡充に努めた。 

(2)各バイオリソースの検査項目

の内容をホームページに掲載し
た。 

(3)個々のバイオリソースの検査

項目と結果をウェブカタログに
掲載するとともに、利用者には
提供時にデータシート等で伝え

た。 
(4)提供したバイオリソースの品

質に不具合があった場合は、

 保存数 
提供総

件数 

総数 
4,681,22

7 株 

32,204

件 

動物 7,540 株 5,463件 

植物 
831,263

株 
4,276件 

細胞 9,981 株 
11,315

件 

疾患特

異的
iPS 細
胞 

809 株 45 件 

遺伝子 
3,807,77

9 株 
3,207件 

微生物 24,664 株 7,943件 

成 26 年度はヒト疾患モ

デルの提供実績が伸び、
平成 26 年度単年度の目
標を超えている。この傾

向は続くと予想され、次
年度以降、中期計画の目
標を達成できると考え

ている。 
○また、海外への提供は、

我が国の科学外交にお

いて誇るべき大きな国
際貢献であるとともに、
理研ブランドの国際浸

透にも大きく寄与して
おり、非常に高く評価で
きる。 

○Kyoto Encyclopedia of 
Genes and Genomes との
リンクにより、BRC のヒ

ト、 マウス、 酵母間の
相同遺伝子クローンの
検索とリソースの利用

を格段に容易にし、研究
の加速に貢献した。ま
た、KEGG から BRC への

アクセスも確実に増加
しており、高く評価でき
る。 

○2014 年 6 月に米国 NIH、
Science、Nature が発起
人となり、主要な学術雑

誌の編集者、研究助成機
関の代表者、科学界のリ
ーダーが集まり、生物医

学研究成果の再現性に
ついての議論を行い、ガ
イドラインを提案した。

その中で、実験の再現性
を確保するために、実験
に用いられた材料を研

究者間で共有すること
を強く推奨し、またバイ
オリソースの供給源、系

統名、特性、微生物汚染
の有無等を論文等に明
記することを要求して

いる。このことは、バイ
オリソース中核機関の
果たすべき役割が拡大

業務運営がなされているこ

とから、評定を Bとする。 
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遺伝子材

料 

3,727,700

系統 
2,000 件 

微生物材

料 
21,650 

系統 
5,600 件 

 

（イ）バイオリソースの質的向
上、品質管理 
実験動物：生体の高次機能解明

のため、遺伝子発現の時空間制
御を可能とするマウスの品質
管理等。 

実験植物：シロイヌナズナ野生
由来株・近縁種系統と培養細胞
のゲノム解析に基づく品質評

価技術の開発及びゲノム編集
技術（ＲＮＡ誘導型人工切断酵
素を用いてゲノム上の目的塩

基配列を選択的に改変する技
術）で創出されたリソースの信
頼性・安全性確保に関する解析

技術整備等。 
細胞材料：細胞同定・品質管理
検査技術、ＥＳ細胞やｉＰＳ細

胞等の幹細胞の標準化技術、ゲ
ノム編集技術により作出され
た細胞株の品質解析方法の開

発等。 
遺伝子材料：ゲノム編集技術を
高度化するためのベクターの

開発等。 
微生物材料：ゲノム情報に基づ
く正確な系統品質管理技術、難

培養微生物のリソース化技術
の開発等。 
バイオリソース関連情報：遺伝

子材料のデータベースと分子
ネットワーク、生体機能、疾患
情報等のデータベースとを連

結し、リソースの効率的な多次
元検索を可能にするウェブカ
タログシステムの構築等。 

また、バイオリソースへの
信頼性を高めるため、厳格な品
質管理を実施する。特に細胞材

料並び微生物材料については、
ＩＳＯ９００１：２００８国際
品質マネジメント認証に従い

品質を管理し、その他リソース
へも認証規格に準じた品質管

個々の利用者へ速やかに連絡

し、対応をするとともに、ホー
ムページで公開した。 

尚、これらの実施要領とその

内容については、研究コミュニ
ティの代表であるバイオリソー
ス毎の検討委員会（5 委員会）

並びに文科省ナショナルバイオ
リソースプロジェクト推進委員
会の委員にも諮り、決定した。 

2. 寄託者、利用者への啓発のため
に、下記の事項を実施した。 

(1)寄託者に対しては、バイオリソ

ースの関連論文、出処、特性、
操作遺伝子の検査方法等の正確
な情報の提供を依頼した。 

(2)利用者に対しては、本格的に利
用する前にバイオリソースの品
質、特性について確認すること

を強く促した。また、不具合や
疑義があった場合の速やかな情
報提供を依頼した。 

(3)生物遺伝資源提供同意書を改
定し、バイオリソースセンター
の責任の範囲と利用者の責任を

明記した。 
(4)「品質管理」のバナーを、各バ

イオリソースのトップページに

設定し、バイオリソースの種類
毎の検査実施項目、未実施項目、
追加実施項目とそれらの内容を

掲載した。 
3. バイオリソースの不具合の情

報を、理研本部及び広報室並び

に文科省担当課と共有した上
で、各バイオリソースのトップ
ページに設定した「利用、品質

管理、付随情報等の補正のお知
らせ」に事例を掲載した。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

すること、また期待され

ることが大きくなるこ
とを意味している。加え
て、世界で研究に用いら

れているバイオリソー
スの約 10％に汚染や取
り違え等が存在してお

り、わが国も例外ではな
い。不具合のあるバイオ
リソースの存在は、決し

て誇れることでなく、研
究者コミュニティ、政
府、研究助成機関にとっ

て大変不都合な真実で
ある。BRC は品質管理を
厳格に行い、不具合を排

除した真正なバイオリ
ソースを提供すること
によって、第三者による

研究の再現性を向上し、
研究の質を高め、国民の
ライフサイエンスに対

する信頼を取り戻すこ
とに大きく貢献してい
る。 

○昨年、BRC が提供したリ
ソースの不具合が、マス
コミによって報道され

た。これに対し、業務実
績に記載した如く品質
検査の拡充及び検査項

目と検査結果のホーム
ページへの掲載を実施
するとともに、不具合を

有するバイオリソース
を提供した場合は、個別
の利用者へ伝えること

に加えて、研究コミュニ
ティ全体及び社会一般
にもホームページを介

して発信することとし、
事業の透明性・公開性を
確保した。我が国の中核

的バイオリソース機関
として、再発防止策及び
情報発信要領を定め実

施してきたこと、品質管
理についての責務を果
たし、真正なバイオリソ
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理方針の水平展開を進める。 

   
（ウ）人材育成・研修事業 

センター内において既存の

技術者認定資格の取得を奨励
するともに、理化学研究所セン
ター内外の研究者・技術者を対

象とした研修事業により、バイ
オリソースを効果的に利用す
るための高度な技術を普及・移

転する。 
 
（エ）国際協力・国際競争 

国際的優位性を確保するた
め、バイオリソースの整備に係
わる国際的取組に参画する。特

にアジア研究リソースセンタ
ーネットワークやアジア突然
変異マウス及びリソース連盟

で中心的役割を果たし、アジア
の欧米に対する相対的地位向
上に貢献するともに、南京大学

等との連携により、アジアにお
ける人材育成を図る。また、各
遺伝子ノックアウトマウスの

表現型解析を、国際マウス表現
型解析コンソーシアムにおい
て実施し、作出された疾患モデ

ル・機能モデルを公開する。 
 

 

（ウ）人材育成・研修事業 
(1)BRC 若手研究者の自主的な企

画・立案により第 1 回 BRC 若手

交 流 ・ 勉 強 会 (Wakate BRC 
Conference: WBC)を 6 月に開催
した。PI は指導・助言を行い、

参加者と共に活発な討議を行っ
た。 

(2)内部の研究者・技術者に対し

て、オン・ザ・ジョブ・トレー
ニングを行うとともに、業務に
関連した資格取得を積極的に奨

励した。平成 26 年度は 8課題に
ついて 21 回の教育訓練を行い、
延べ 193 名が参加した。 

(3)外部の研究者・技術者に対し
て、バイオリソースの更なる利
用の促進を目的とした技術研修

を 10 回開催し、合計 25 名が参
加した。 

(4)筑波大学とつくばライフサイ

エンス推進協議会と協働での産
官学連携による筑波大学協働大
学院ライフイノベーション学位

プログラムの創設に参画した。
BRC の 5 名の PI が教授としてバ
イオリソース科学概論について

の教育を行う。 
(5)学生に対して、平成 24 年度か

ら中国・南京大学と共同で開催

している国際マウスサマーコー
スの第 3 回を BRC で開催した。
今回は外部資金を獲得し実施し

た。5 か国 17 名の学生が参加し
た。 

(6)海外諸国におけるバイオリソ

ースの整備および人材育成を支
援・協力する目的で、世界各国
から研修生・研究生を積極的に

受け入れている。平成 26 年は 12
ヶ国 20 名を教育した。 

 

（エ） 国際協力・国際競争 
(1)バイオリソースの整備を通し

てアジア地域の科学、技術、イ

ノベーションの振興に貢献する
ことを目的に発足した Asian 
Network of Research Resource 

ースの利用の重要性に

ついて啓発活動を強化
してきたことは、研究開
発の質の向上、効率化、

また科学に対する国民
の信頼の確保に大きく
貢献するものである。不

具合を有するバイオリ
ソースを提供した場合
の対応等を含め自らの

HP で公表しているリソ
ース機関は、現在世界で
も BRC のみであり、透明

性と公開性を重要視し
たマネジメントの改善
は、我が国並びに世界の

リソースセンター機関
をリードする取組みと
して非常に高く評価で

きる。 
○研究基盤整備に携わる

技術者の育成は、我が国

において政策的に重要
であると認識されてい
るが、大学等でも十分に

実施されておらず、人材
不足となっている。BRC
は、独自の研修・教育を

実施、アジアで初めての
実験動物のサマーコー
スを中国南京大学と連

携して開催している。ま
た、筑波大学とつくばラ
イフサイエンス推進協

議会と協働での産官学
連携による筑波大学協
働大学院ライフイノベ

ーション学位プログラ
ムの創設への参画、必須
科目として「バイオリソ

ース科学」を設置する等
の取組は国内で初めて
であり、国内外における

バイオリソースに携わ
る次世代の人材、特に技
術者の育成と確保に多

大なる努力を払ってお
り、その取組みは非常に
高く評価できる。 
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Centersの第6回会議が中国上海

で開催され、小幡センター長が
議長を継続することとなった。
また、アジア、オセアニアにお

けるマウスを用いた研究のレベ
ルアップを目的として設置され
た Asian Mouse Mutagenesis and 

Resource Association の年会議
が、キャンベラ（オーストラリ
ア）で開催され、小幡センター

長が議長に就任した。 
(2)国際研究コミュニティの要請

を受け、平成 23 年に発足した

International Mouse 
Phenotyping Consortium (IMPC)
の運営委員会に参加し、活動を

開始している。平成 26 年度は、
BRC が担当する KO マウスの作製
と表現型解析を実施し、IMPC ウ

ェブサイトより 46 遺伝子の KO
マウスと表現型データの公開な
らびに KOマウスの提供を開始し

ている。 

○Asian Network of 

Research Resource 
Centers, Asian Mouse 
Mutagenesis and 

Resource Association
で小幡センター長が議
長に就任し、これらの組

織をリードしているこ
とは、アジアにおける我
が国の立場、主導権を確

保するという観点から、
高く評価できる。 

○世界 13 ヶ国、11 研究機

関、5研究助成機関とと
もに、IMPC に参加し、
国際連携により KO マウ

ス作製の重複を排して、
モデルマウスの基盤を
効率的、効果的に構築す

ることに貢献した。BRC
が参加することにより、
我が国の国際貢献を顕

示するとともに日本国
内の研究者も IMPC の成
果を利用できるという

大きなメリットが生じ
る。我が国の科学外交上
極めて重要であり、高く

評価できる。 

②バイオリソース関連研究開発の推
進 

（ア）基盤技術開発事業 
凍結保存技術が確立されていない

リソースを安定的に凍結保存し、か

つ確実に生体へ復元できる技術の開
発等を行うことで、バイオリソース
の保存・輸送の効率化や安全性確保

に資することにより、バイオリソー
スの増加への対応も可能となるとと
もに、高品質なバイオリソースを持

続的に利用可能にする。 
 

（イ）バイオリソース関連研究開発

プログラム 
遺伝子機能解析に不可欠な遺伝子

発現の時空間制御を可能とする組織

特異的Ｃｒｅマウス等を整備すると
ともに、各種特性解析技術、解析プ
ラットフォーム、データベース等を

②バイオリソース関連研究開
発の推進 

（ア）基盤技術開発事業 
バイオリソースの維持・保存

の効率化や高度化に有効な方

法を開発する。 
平成２６年度は、野生由来マ

ウス胚を効率的に凍結保存す

るための技術開発を行う。 
 

（イ）バイオリソース関連研究

開発プログラム 
最先端の研究ニーズに応え

るため、各種特性解析技術、解

析プラットフォーム、データベ
ースの開発・整備を行うととも
に、新規バイオリソースを開発

する。また、開発・整備した技
術や解析プラットフォーム、デ
ータベース等については、研究

②バイオリソース関連研究開発の
推進 

（ア）基盤技術開発事業 
(1)ゲノム編集技術 (CRISPR/Cas9

システム) を利用し、極めて短

時間かつ効率的に目的の KOマウ
スを作製し、提供体制を整えた。
加えて、標的以外の遺伝子に変

異を誘発するオフターゲットは
ほどんど起こらないが、3本以上
の相同染色体に存在する標的遺

伝子を編集してしまうモザイク
編集率が 70％に上ることを明ら
かにした。 

(2)BRC に維持される野生由来マウ
ス系統４６系統中、４２系統で
応用可能な排卵誘起技術、胚凍

結保存技術及び胚移植技術を確
立し、多くの野生由来マウス系
統の安全かつ効率的な維持・保

 
 

○モデル動植物作製技術
に画期的な発展をもた
らすと期待されている

ゲノム編集技術を利用
した KO マウスについ
て、受入基準・整備・検

査・提供体制を整えたこ
とは、高く評価できる。
ゲノム編集技術によっ

て作製されたマウスの
真正性・確実性について
は問題がある。世界のマ

ウスリソース機関がそ
の取扱いを検討してお
り、国際会議でも議題と

なっている。当センター
が定めた取扱い・検査方
針はマウスリソース機
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整備し研究コミュニティに対して広

く提供する。 

コミュニティに対して広く提

供する。 
平成２６年度は、特性解析技

術、解析プラットフォームの開

発として、多能性幹細胞の不均
一性を明らかにするためのゲ
ノム修飾解析技術の高度化を

行うとともに、新規変異マウス
開発のため、高速ゲノムシーケ
ンシングにより、突然変異系統

群にさらなる点突然変異情報
を付加し、公開する。さらに、
前年度に構築したマウス等に

おける表現型やゲノム特性の
効率的管理・共有化を可能にし
たデータベースの検索性を高

める。新規バイオリソースの開
発としては、疾患原因遺伝子及
び発症機構に関する情報を備

えた有用な疾患モデルマウス
や抗がん剤探索に必須の各種
ヒトがん移植マウスモデルを

開発する。 

存を可能にした。 

（イ）バイオリソース関連研究開
発プログラム 

(1)多能性幹細胞の不均一性を明

らかにするために、ヒト型多能
性幹細胞に相当するマウスエピ
ブラスト幹細胞の作製効率を高

め、作製した細胞株を安定的に
維持する培養技術を開発した。
作製した細胞株が分化的に均質

な細胞であることを見出し、ゲ
ノム修飾の解析を実施してい
る。 

(2)変異マウスライブラリーが有
する変異のカタログ化が総数
3500 を超え、公開にむけてまと

めている。 
(3) 疾患原因遺伝子及び発症機構

に関する情報を備えた有用な疾

患モデルマウスや抗がん剤探索
に必須の各種ヒトがん移植マウ
スモデルの開発については、新

たな機能を持つ Rb1 遺伝子変異
を有する甲状腺 C 細胞がん及び
下垂体腫瘍を併発する内分泌性

腫瘍発症がんモデルマウスを開
発した。 

(4) 疾患特異的 iPS 細胞データ管

理システムの運用に必要な基礎
データの整備と、運用に合わせ
たアプリケーションの改良を行

った。 
【マネジメント・人材育成】 
○平成 25年度に発生した不具合を

有するバイオリソースの提供へ
の対応及び研究コミュニティ、
一般社会への的確な情報発信

を、理研本部、文部科学省と連
携をとり、①（イ）に記載した
通り実施した。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

関の対応をリードする

ものである。 
○これまで技術的に困難

であった野生由来マウ

ス系統の安全かつ効率
的な維持・保存を可能に
したことも評価できる。 

 
○開発・整備した技術や解

析プラットフォーム、デ

ータベース等の成果を
リソース整備事業に還
元するとともに、研究コ

ミュニティに対して広
く公開・提供したこと
は、リソースの付加価

値・利用価値の向上、ま
た、最先端の研究ニーズ
に応えるものとして、高

く評価できる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○我が国の中核的バイオ

リソース機関として、再

発防止策及び情報発信
要領を定め実施してき
たこと、品質管理につい

ての責務を果たし、真正
なバイオリソースの利
用の重要性について啓

発活動を強化してきた
ことは、研究開発の質の
向上、効率化、また科学

に対する国民の信頼の
確保に大きく貢献する
ものである。さらに、透

明性と公開性を重要視
したマネジメントの改
善は、我が国並びに世界

のリソースセンター機
関をリードする取組み
として非常に高く評価
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○バイオリソースに携わる人材の
育成は、大学等では十分に実施
されておらず、BRC が自ら行う必

要がある。BRC 内部・外部、及び
国内外の学生、研究者・技術者
に対して、①（ウ）に記載した

とおり実施した。 

できる。 

○研究基盤整備に携わる
技術者の育成は、我が国
において政策的に重要

であると認識されてい
るが、十分に実施されて
おらず、人材不足となっ

ている。BRC は、独自の
研修・教育、筑波大学と
つくばライフサイエン

ス推進協議会と協働で
の産官学連携による筑
波大学協働大学院ライ

フイノベーション学位
プログラムの創設への
参画、南京大学との共同

でのサマーコースの開
催など、国内外における
バイオリソースに携わ

る次世代の人材、特に技
術者の育成と確保に多
大なる努力を払ってお

り、その取組みは非常に
高く評価できる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(4) ライフサイエンス技術基盤研究 

関連する政策・施策 政策目標 9：科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1：ライフサイエンス分野の研究開発

の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第一項：科

学技術に関する試験及び研究を行う

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：33 

和文：40 

欧文：107 

和文：25 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

314 

協定等：34 

共同研究等：

341 

協定等：42 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：47 

登録：7 

出願：19 

登録：25 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

113 

1,646,613 

114 

1,250,701 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

3,471,386 2,644,762 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 247 325 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 様々な生体分
子が織り成す生
命現象は、大量か

つ多様な要素か
ら構成されるダ
イナミックなネ

ットワークシス
テムであり、その
根底にあるシス

テム動作原理等
を解明すること
は、生命を理解す

るための科学技
術に飛躍的な進
歩をもたらすと

同時に、豊かな社
会の実現に向け
て、医療・産業等

の分野において
大きく貢献する
ものである。 

これらを踏ま
え、本事業では我
が国の強みであ

る、構造・合成生
物学研究、機能性
ゲノム解析研究

及び生命機能動
的イメージング
研究の技術基盤、

すなわち、原子レ
ベル、細胞レベル
及び個体レベル

における計測技
術を先鋭化する
とともに、これら

の知識・技術を融
合させ、次世代の
ライフサイエン

ス 研 究 及 び 創
薬・医療の推進に
資する新しい技

ライフイノベーション推進のた
め、構造・合成生物学研究、機能性
ゲノム解析研究及び生命機能動的イ

メージング研究の卓越した技術基盤
を先鋭化させ、それらを新規に組み
合わせて医薬品・医療機器の効率的

評価を推進し、我が国オリジナルの
医薬品・医療機器の創出及び個別化
医療等の実現に寄与する。また、次

世代のライフサイエンス研究推進の
ため、生命を営む分子の機能を、原
子、細胞、器官・個体レベルで計測・

解析する新技術を創出する。さらに、
創薬・医療技術基盤として関係府省
が連携してアカデミア等の創薬研究

を支援する取組や国内外の大学や企
業等との有機的な連携により、研究
成果の効果的な社会への還元に向け

た体制を構築し、年間３００件程度
の共同研究と１００件程度の解析支
援を目標とする。 

 
①構造・合成生物学研究 

効果的・効率的な創薬プロセスの

確立のため、ア）創薬標的分子を調
製するとともに、構造情報を取得す
る技術、イ）構造情報を用いたコン

ピュータ上での医薬品候補化合物の
設計・スクリーニング技術、ウ）バ
イオ医薬品候補を生成する技術の構

築と高度化を進める。 
具体的には、平成２７年度までに、

生体分子の動的機能状態を再現する

ための新規試料調製法等を開発す
る。これを活用することで、膜タン
パク質や修飾ヒストン等の創薬に重

要な試料の調製効率を２倍程度に向
上させる。ＳＰｒｉｎｇ－８／ＳＡ
ＣＬＡによるマイクロ／ナノ結晶構

造解析や高温超伝導を用いた超１Ｇ
ＨｚＮＭＲの開発等による超高感度
解析等従来の限界を超えた超分子構

①構造・合成生物学研究 
効果的・効率的な創薬プロセ

スの確立のため、ア）創薬標的

分子を調製するとともに、構造
情報を取得する技術、イ）構造
情報を用いたコンピュータ上

での医薬品候補化合物の設
計・スクリーニング技術、ウ）
バイオ医薬品候補を生成する

技術の構築と高度化を進める。 
平成２６年度は、創薬標的分

子の試料調製の高度化を目指

し、特に、生体分子の機能的状
態を再現するために、活性に重
要な天然型修飾を導入したタ

ンパク質の生産技術を２種類
以上の修飾タイプについて開
発する。開発された技術につい

て、標的タンパク質分子ごとに
生細胞・無細胞合成システムの
生産効率の評価を行う。前年度

に整備した化合物ライブラリ
ーを活かして、新規低分子の設
計を 1つ以上成功させる。加え

て、従来の限界を超えた超分子
構造解析を可能とする技術基
盤の確立を目指し、次世代高温

超伝導線材を用いた、従来型と
比較し大幅に小型で実用性の
高い超１ＧＨｚ ＮＭＲ開発

に向けた研究を開始する。ま
た、ＳＰｒｉｎｇ－８／ＳＡＣ
ＬＡの放射光や電子顕微鏡等

を組み合わせた新たな解析技
術基盤の構築に向け、試料作製
法の高効率化や測定ノウハウ

の改良を行い、試料調製から測
定ステップまでをシームレス
につなぐための技術開発を行

う。さらに、分子ネットワーク
制御技術基盤の構築に向け、生
体内分子ネットワークを標的

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・最先端の研究開
発に必要な研究
基盤を整備し、共

用へ向けた利用
環境の整備やニ
ーズを踏まえた

施設や技術の高
度化を図り、また
それらを用いて、

自ら科学技術の
飛躍的進歩及び
経済社会の発展

に貢献する成果
を創出できたか 
 

（評価指標） 
・構造・合成生物
学研究、機能性ゲ

ノム解析研究及
び生命機能動的
イメージング研

究の技術基盤を
先鋭化させ、医薬
品・医療機器の効

率的評価を推進
し、我が国オリジ
ナルの医薬品・医

療機器の創出及
び個別化医療等
の実現に寄与し

①構造・合成生物学研究 
○創薬標的分子の試料調製の高度
化を目指し、特に、生体分子の

機能的状態を再現するため、RNA
ポリメラーゼⅡをモデルとし
て、結晶化可能な純度で大量調

製する技術を確立し、そのコア
酵素複合体の生産と再構成に成
功した。その他にも、バクテリ

アの RNA ポリメラーゼの機能的
状態を再現した複合体の生産技
術の最適化を行い、２例の機能

的状態（誤った塩基を除去して
いる状態他）について良質な結
晶を取得し、立体構造情報の取

得に成功した。 
また、活性に重要な天然型修飾
を導入したタンパク質の生産技

術については、新規大腸菌株を
開発して 2 種類以上の修飾を部
位特異的に導入することを可能

にした。この技術は収量と生産
物の均一性に優れており、安定
的な生産が実現したことによ

り、標的分子ごとに生細胞・無
細胞合成システムの生産効率の
評価も行えるようになった。 

創薬標的分子の構造情報の取得
に向けた、次世代高温超伝導線
材を用いた小型で実用性の高い

超１ＧＨｚ ＮＭＲ開発に関し
ては、 世界で初めて 1GHｚを
超えた 1.02GHｚ(24 テスラ)の

磁場を発生させ、さらに磁場の
空間的な均一性と時間的な安定
性を整えた後、膜タンパク質(ア

クアポリン)の２次元固体ＮＭ
Ｒ計測を実施するに至った。 
巨大分子複合体の構造解析を可

能とする SPring-8/SACLA の放
射光や電子顕微鏡等を組み合わ
せた新たな解析技術基盤の構築

評定 S 評定 A 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に、
今回開発されたタンパ

ク質精製技術（RNA ポリ
メラーゼⅡの大量調製）
に関しては、巨大なタン

パク質複合体の構造・機
能解明のための試料調
製に極めて有用であり、

世界初の技術として非
常に高く評価できる。ま
た、国家基幹技術である

SACLA(XFEL)を用いた微
結晶のタンパク構造決
定にも成功しており、今

後の発展、さらなる構造
解析技術の向上に大い
に期待できる。特に、微

小管と結合タンパク質
との相互作用の解析を
モデルケースとして、

様々な構造解析技術を
組み合わせ、解析を進め
たこと等は、立体構造の

統合的理解を目指して、
各解析法に適した試料
調製から測定ステップ

までをシームレスにつ
なぐための技術開発の
推進に貢献し、非常に高

く評価できる。 
 
 

 
 
 

 
 

○研究面については、順調に年

度計画を遂行していること
に加え、当初の想定を超え
る、科学的に顕著な成果が創

出されていると認められる。 
 

○中でも、完全回転対称型プロ

ペラタンパク質の設計・製造
については、数学との共同作
業など、多領域にまたがる自

然科学研究の醍醐味を意識
させる独創的な方法により
生まれた世界初の成果であ

り、工業用酵素の改良等ナノ
バイオテクノロジー分野へ
の応用も期待できる重要な

成果である。 
 

○また、プロモーターよりエン

ハンサーの活性化が先に起
きることや、ES 細胞で発現
している ncRNA の多くが iPS

細胞では十分に発現してい
ないことなど、予期せぬ遺伝
情報発現機構が発見された。

これはさまざまな iPS 細胞
を適切に評価する方法の開
発や iPS 細胞作製技術の改

良への貢献等が期待される
重要な成果である。 
 

○さらに、がん特異的 PET プロ
ーブ[18F]AA-7 の開発によっ
て、ヒト臨床において世界で

初めて腫瘍とがん治療によ
り生じる壊死や炎症との差
別化が可能となったことは

大きな成果である。 
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術基盤を構築し、

関係府省が連携
してアカデミア
等の創薬研究を

支援する取組に
おいて、これを活
用する。 

具体的には、遺
伝子発現ネット
ワーク解析技術

を活用した創薬
標的分子の検証、
解析が困難な創

薬標的分子に対
する高度な解析
技術及び生体内

薬物動態・薬物間
相互作用解析と
それに基づいた

創薬化学の技術
等を開発・高度化
し、それらを活用

して創薬シーズ
を有する大学等
の研究機関や企

業等の創薬研究
を支援する。 

また、精度と定

量性を高めた新
しい遺伝子発現
ネットワーク解

析基盤や、計算化
学と立体構造解
析技術等を応用

した新しい薬剤
設計技術の基盤
を整備し、高度化

を進めるととも
に研究支援に供
する。 

これらの取組
を通し、本事業全
体として、年間３

００件程度の共
同研究と１００
件程度の解析支

援の実施を目標
とし、我が国のラ
イフサイエンス

造解析を可能とする技術基盤を確立

し、遺伝子・タンパク質・ＲＮＡの
ネットワークにおける現時点では解
析困難な試料の立体構造解析を実現

する。また、平成２７年度までにタ
ンパク質間相互作用ターゲットなど
の医薬品開発が難しいターゲットに

対する新しい薬剤設計技術（ＦＢＤ
Ｄ等）の基盤を構築する。これを活
用することで、非天然アミノ酸や人

工塩基対を用いたバイオ医薬品合成
技術の開発を行う。 

とした制御分子として人工塩

基対、新規アミノ酸に基づいた
分子創成技術の開発を行う。 

た成果 

 
・次世代のライフ
サイエンス研究

推進のため、生命
を営む分子の機
能を、原子、細胞、

器官・個体レベル
で計測・解析する
新技術の創出状

況 
 
・比類のない独自

のユニークな成
果や当初計画で
予期し得なかっ

た特筆すべき業
績 
 

・マネジメント体
制（センター長等
のリーダーシッ

プが発揮できる
環境・体制） 
 

・人材育成制度
（若手研究者等
への指導体制） 

 
（モニタリング
指標） 

・共同研究数、解
析支援数 

に向けた研究に関しては、モデ

ルタンパク質等の均一な微結晶
を大量に作製する工程を最適化
し、得られた微結晶を用いて

XFELによる連続データ収集を行
い、タンパク質の構造決定に成
功した。 

○前年度に整備した化合物ライブ
ラリーと理研で開発した設計ア
ルゴリズムを利用して、設計法

の効率化及び精度を評価すると
ともに、ALK2（進行性骨化性線
維異形成症の創薬標的分子）と

ヒストンメチル化酵素（抗がん
剤の標的分子）二種類について、
新規低分子阻害剤の設計を成功

させた。また、高難易度標的分
子二種についても、有望なフラ
グメントを得た。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○分子ネットワーク制御技術基盤
の構築に向け、人工塩基対、新

規アミノ酸に基づいた制御分子
創成技術の開発を行った。核酸
分子については分子動力学シミ

ュレーションを用いて標的分子
との特異的な結合力を強化する
構造修飾技術の開発に成功し

た。新規アミノ酸導入分子につ
いては、低分子抗体の修飾・標
識技術を開発した。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

○分子設計と新規アミノ
酸導入の技術基盤では、
複数の実例によって新

規バイオナノテクノロ
ジーの有効性を実証し
ている。（1）完全回転対

称なβプロペラ型タン
パク質モジュールの設
計に成功し、6枚羽根プ

ロペラ構造を基本ユニ
ットとするタンパク質
の自己重合の人工的な

設計・制御を示したこ
と、（2）ハロゲン化アミ
ノ酸を酵素の複数部位

に導入することで安定
性を 10 倍以上高め工業
用酵素の改良を可能に

したことは、ユニークな
成果として非常に高く
評価できる。 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。特に、

人工核酸分子や新型低
分子抗体の創成技術は、
オリジナルな医薬品の

創出に寄与するととも
に、薬物送達技術や生体
イメージング技術と組

み合わせた展開が期待
されており、非常に高く
評価できる。 

 

○運営面については、日本電子

株式会社と合同で「理研
CLST-JEOL 連携センター」を
立ち上げ、積極的な人的交流

や共同研究を進めるなど、優
れた研究成果やイノベーシ
ョンの創出に貢献している。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○優れた成果が創出されてい
るが、その成果に対する評価
に議論があるものもあり、今

後研究を深めていくことが
期待されるときにがん特異
的 PET プローブ[18F]AA-7 に

ついては、症例を重ねるなど
技術として確立させるため
のさらなる取組が望まれる。 

 
（評定） 
○世界初の成果で、実現化に向
けて高い期待を持てる研究

成果が数多く出ていること
は非常に高く評価する。しか
しながら、症例を重ね、継続

的に成果を示すなど、この評
価を確立させるためのさら
なる取組が望まれるなど、今

後に大きな期待をする。 
 

○以上を踏まえ、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下
で「研究開発成果の最大化」
に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期
待等が認められることから、
評定を Aとする。 
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研究と創薬・医療

に資する研究開
発を牽引する。 

 

②機能性ゲノム解析研究 
創薬・医療に資する基幹技術の確

立のため、ア）細胞集団を１細胞単
位で計測するとともに、遺伝子発現
ネットワークを解析、ゲノム情報を

理解する技術、イ）細胞の機能を変
換、幹細胞の安全な分化につなげる
技術、ウ）標的核酸を検出する技術

の構築と高度化を進める。 
具体的には、平成２７年度までに、

単一細胞のトランスクリプトームに

関わるゲノム機能を調べる技術、ネ
ットワークの異常を捉える遺伝子発
現ネットワーク解析技術等、ゲノム

情報を理解するための新技術を開発
する。これを活用することで、がん
やｉＰＳ細胞等の個体及び個別細胞

レベルでの発現制御の多様性を解析
するとともに、非翻訳ＲＮＡ等を含
む１０種類程度の細胞の遺伝子発現

ネットワーク解析を行う。また、発
現制御やエピゲノム制御に関わる重
要因子を選択して、細胞を変換する

手法の開発と、ｉＰＳ細胞等の幹細
胞の安全かつ完全な分化につなげて
いくための評価技術を構築する。簡

便かつ迅速な核酸検出法と判定機器
を開発し、検出技術の高度化を実現
する。さらに、機能性ゲノムを解析

する技術の先鋭化、世界標準化を行
うことで遺伝子発現ネットワーク解
析技術を活用した創薬標的分子の検

証基盤を構築する。 

②機能性ゲノム解析研究 
創薬・医療に資する基幹技術

の確立のため、ア）細胞集団を
１細胞単位で計測するととも
に、遺伝子発現ネットワークを

解析、ゲノム情報を理解する技
術、イ）細胞の機能を変換、幹
細胞の安全な分化につなげる

技術、ウ）標的核酸を検出する
技術の構築と高度化を進める。 
 平成２６年度は、ゲノム情

報の理解のため、前年度に開発
した単一細胞シーケンサープ
ロトタイプ装置のシーケンス

精度を向上させる。非翻訳ＲＮ
Ａの機能を解析する技法を開
発するとともに、独自の遺伝子

発現解析技術であるＣＡＧＥ
法を用いてヒトやマウスの遺
伝子転写を遠隔制御するＤＮ

Ａ上の領域を解析するための
手法を開発し、遠隔制御領域の
データ化を進める。加えて、特

定細胞から任意の細胞への直
接変換を目指した、特定ゲノム
領域のエピゲノム操作技術の

開発を行う。また、等温核酸増
幅法により構築したインフル
エンザウイルス高感度検出プ

ラットフォームを、臨床研究を
通じて検証する。微量サンプル
に対応するシーケンス技術の

先鋭化を行い、高度化したゲノ
ム解析技術を提供する。さら
に、分子ネットワーク制御技術

基盤の構築に向け、制御標的と
なる細胞のトランスクリプト
ーム解析と分子ネットワーク

の解析を行う。 

② 機能性ゲノム解析研究 
○前年度に開発した単一細胞シー

ケンサープロトタイプ装置に係
るシーケンス精度の向上に関し
ては、独自超高効率捕捉基板や

独自システムの構築によりおよ
そ 1 ピコグラム量以下の核酸配
列を非増幅で決定することに初

めて成功し、システムの自動最
適化及び解析技術の最適化によ
りシーケンサーのエラー率を

50％から 6％程度に改善した。
iPS 細胞や ES 細胞並びに iPS 細
胞樹立に用いられる細胞種につ

き、独自の遺伝子発現解析技術
である CAGE 法を用いて網羅的な
遺伝子発現解析を行い、これま

で知られていなかった幹細胞特
異 的 な 転 写 産 物 「 NASTs 
(Non-Annotated- 

Stem-Transcripts)」が核内で多
量に発現していることを見出し
た。CAGE 法を用いて前年度に開

発したエンハンサー（遠隔制御
領域）を見出す方法によって同
定したヒトの 40,000 以上のエン

ハンサー領域のデータにつき、
主催するコンソーシアムのデー
タベースから改良提供した。ま

た、ES 細胞や iPS 細胞の分化や
培養細胞が外界刺激に応答する
過程のデータを収集し、解析し

た結果、エンハンサーの活性が
最も初期に起きるイベントであ
り、続いて転写因子の発現に関

わるプロモーターが活性化し、
その後転写因子以外の発現に関
わるプロモーターの活性が徐々

に優勢になることを明らかにし

○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に、

これまで知られていな
かった幹細胞特異的な
転 写 産 物 「 NASTs 

(Non-Annotated- 
Stem-Transcripts)」が
核内で多量に発現して

いることが見出された
ことは、iPS 細胞の分化、
がん細胞成長因子への

応答等、生命現象の根源
的な理解に向けた大き
な手がかりとなり、更に

は細胞形質を自由に制
御する技術への応用に
も繋がるものと期待さ

れるため、比類のない独
自のユニークな成果と
して、非常に高く評価で

きる。 
また当初計画で予期し得
なかった特筆すべき業績

として、ES 細胞や iPS 細
胞の分化や培養細胞が外
界刺激に応答する過程に

おいて、エンハンサーの
活性が最も初期に起きる
ことを見出した。これは、

エンハンサー及びプロモ
ーターの活性化が同時に
起きるとされていた従来

モデルを覆す発見であ
り、長年 CLST（DGT）が中
心となって先導し、共同

研究として取り組んでき
た国際コンソーシアム
（FANTOM5）における特筆

すべき研究成果の一つと
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た。この成果も同データベース

にて公開している。 
 
○特定細胞から任意の細胞への直

接変換を目指した、特定ゲノム
領域のエピゲノム操作技術の開
発に関しては、マウス iPS 細胞

の万能性維持タンパク質「CCL2」
につき、塩基性線維芽細胞増殖
因子（bFGF）の代わりにヒト iPS

細胞培養に添加し、bFGF を用い
た場合よりも多能性マーカー遺
伝子の発現が顕著に上昇する旨

見出した。また、「CCL2」添加下
及び bFGF 添加下にてヒト iPS細
胞での遺伝子発現の変化を

「CAGE 法」を用いて詳細に解析
し、「CCL2」は多能性マーカー遺
伝子のみならず、「CCL2」は低酸

素に対する細胞応答と似た状態
では、分化多能性の維持・向上
に関わる可能性があることが示

唆された。 
○等温核酸増幅法により構築した
インフルエンザウイルス高感度

検出プラットフォームに関して
は、いすみ医療センターや順天
堂大学等医療機関の協力を得、

臨床検体を用いた検証を実施し
た。微量サンプルに対応するシ
ーケンス技術の先鋭化及び高度

化したゲノム解析技術の提供に
関しては、微量 RNA-seq 技術に
係る先鋭化を達成した。更に、

分子ネットワーク制御技術基盤
の構築に向け、制御標的となる
細胞のトランスクリプトーム解

析と分子ネットワーク解析に関
しては、細胞内分子ネットワー
クの変化を比較・検証する技術

を開発する為の準備研究とし
て、予備実験データを用いたデ
ータ解析手法の開発等を行っ

た。 

して「Science」誌に掲載

された。尚、今回の成果
を含め、当該コンソーシ
アムで顕著な研究成果と

して明らかにしてきた
種々のゲノム情報に係る
世界トップレベルのデー

タベース「ZENBU」に係る
閲覧件数は平成 25 年度 3
月の公開後、瞬く間に上

昇、その後も継続して伸
び続け月間 20 万〜30 万
件に及んでいるほか、毎

年 1,000 件を誇ってきた
当該コンソーシアムの論
文引用数も2014年にさら

に急上昇したことから
も、世界的に高く評価・
活用されている傑出した

成果であることは裏付け
られており、非常に高く
評価できる。 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に、
万能性維持タンパク質

「CCL2」に係る今回得ら
れた知見につき、ヒト
iPS 細胞の基礎研究や医

療応用への発展及び促
進に貢献する成果とし
て、非常に高く評価でき

る。 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。特に、

インフルエンザウィル
ス高感度検出プラット
フォームに関しては、免

疫クロマトグラフィー
法により比較し、より高
感度な検出と疑似陰性

低減を示す旨実証した
ことは、非常に高く評価
できる。また、微量

RNA-seq 技術に係る先鋭
化については、次年度の
支援メニューに追加す

る目処が立ったことか
ら、非常に高く評価でき
る。 
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③生命機能動的イメージング研究 

創薬・医療に資する基幹技術の確
立のため、ア）疾患状態における生
体分子の動態解析技術、イ）生体分

子・細胞の機能変化を時系列で解析
する技術、ウ）複数分子同時イメー
ジング等の次世代のイメージング技

術の構築と高度化を進める。 
具体的には、平成２７年度までに、

生命機能や病態に関わる標的分子を

生体内で定量的に動態解析を行うた
めの探索子や創薬候補分子を設計・
標識することで新規分子プローブを

８種類程度開発する。これを活用す
ることで、生活習慣病等の疾患発症
部位での病態バイオマーカーの動態

解析技術へと先鋭化し、新規分子プ
ローブを用いた臨床研究を５種類程
度実施する。また、動物及びヒトに

おける正常と病態における細胞機能
の差異や関連分子等を時間・空間的
に解析する技術基盤を構築する。さ

らに、生命機能評価の新規アプロー
チ創出を目指して、平成２７年度ま
でに、ＰＥＴ、ＭＲＩ等を用いた融

合画像解析法の開発や複数分子同時
イメージング技術の高度化を図る。
これを活用することで、医薬品候補

化合物の生体内動態や個別化医療等
新規医療技術の効果検証基盤を構築
する。 

③生命機能動的イメージング

研究 
創薬・医療に資する基幹技術

の確立のため、ア）疾患状態に

おける生体分子の動態解析技
術、イ）生体分子・細胞の機能
変化を時系列で解析する技術、

ウ）複数分子同時イメージング
等の次世代のイメージング技
術の構築と高度化を進める。 

 平成２６年度は、糖尿病発
症に関わる標的分子やがん種
別判定に関わる特異的分子、疲

労や多くの疾患を誘因するタ
ンパク質酸化等を標的とする
新規分子プローブを３種類程

度開発するとともに、脳疾患に
おける炎症病態を解析する臨
床研究を２件実施する。加え

て、遺伝子改変マウス、マーモ
セット等の疾患モデル動物を
用いて、神経変性疾患や精神疾

患における関連バイオマーカ
ーと神経ネットワーク機能と
の関連性をＰＥＴやＭＲＩを

用いて時系列で解析する。ま
た、マルチモーダル分子プロー
ブ（ＰＥＴや蛍光イメージング

など、複数のイメージング手法
に適用できるプローブ）を用い
て、疾患動物モデルの融合画像

解析を行い、正常と病態におけ
る細胞・生体機能の差異を時空
間的に解析する。前年度にＰＥ

Ｔ装置を改良し作製した新し
い２分子同時イメージングシ
ステムの試作機をより高度化

するとともに、医薬品候補化合
物の生体内動態解析や薬物輸
送タンパク質の機能解析に必

要な新規分子プローブを２種
類開発する。さらに、分子ネッ
トワーク制御技術基盤の構築

に向け、中分子量～高分子量化
合物を治療標的器官に運ぶド
ラッグデリバリーシステムを

開発するとともに、低分子量化
合物の動態解析技術を高度化
し、生体内で優れた薬物動態を

③生命機能動的イメージング研究 

○糖尿病発症に関わる標的分子や
がん種別判定に関わる特異的分
子の開発に関しては、がん細胞

に特異的に高く発現し免疫系細
胞に発現の低い L 型アミノ酸ト
ランスポーターのサブタイプに

非常に特異性の高い標識化合物
[18F]AA-7 を開発し、本標識化合
物が、がんをクリアに検出し、

炎症巣にはほとんど入らないこ
とを明らかにした。疲労や多く
の疾患を誘発するタンパク質酸

化等を標的とする新規分子プロ
ー ブ の 開 発 に 関 し て は 、
[11C]ARP を開発し、激疲労動物

モデルでの全身における酸化タ
ンパク質検出の分子イメージン
グ法を進めた。医薬品候補化合

物の生体内動態解析や薬物輸送
タンパク質の機能解析に必要な
新規 PET プローブとして、有機

カチオン系薬物トランスポータ
ー（OCTs と MATEs）基質であり
Ⅱ型糖尿病治療薬である「メト

フォルミン」のポジトロン標識
化（[11C]metformin）に成功し、
通常の血液モニタリングでは追

跡できなかった薬物間相互作用
の副作用発現について、PET を用
いることで非侵襲的に予測が可

能となった。 脳疾患における
炎症病態を解析する臨床研究関
連については、脳神経炎症時に

おける日本とスウェーデンとの
共同研究等を 3件実施した。 
 

○疾患モデル動物を用いた、神経
変性疾患や精神疾患における関
連バイオマーカーと神経ネット

ワーク機能との関連性に係る
PETやMRIを用いた時系列解析に
関しては、サルの大脳皮質運動

野の損傷モデルを作成し、運動
機能の回復に関わる脳神経ネッ
トワーク動態を検出する手法を

開発し、リハビリによる機能回
復時に残存する脳領域（運動前
野腹側部と損傷近傍の第一次運

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に、
がん特異的イメージン

グ法として今回開発さ
れ た 標 識 化 合 物
[18F]AA-7 に関しては、

臨床研究を推進するの
みでなく、実用化に向
け、特許出願済みであ

り、ヒト臨床で世界で初
めて成功したことは、比
類のない独自のユニー

クな成果として、非常に
評価できる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。特に、
脳卒中患者等の運動機

能リハビリテーション
の効率化を進めるうえ
で世界で初めての重要

な知見が得られたこと
から、非常に評価でき
る。 
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もつ化合物の設計・生産を可能

とする技術開発を開始する。 
 
①～③の研究を進める上で

得られた知見を融合し、がん関
連遺伝子の異常な発現活性化
に関与する「超活性クロマチ

ン」を特異的に検出・制御する
ための研究を実施する。 
平成２６年度は、超活性クロ

マチンを特異的に検出する方
法を開発し、それらを用いて超
活性クロマチン構造を持つが

ん細胞特異的な遺伝子を同定
する。また、超活性クロマチン
を制御する化合物群に基づい

たＰＥＴ分子イメージングプ
ローブの候補化合物群を合成
し、超活性クロマチン構造を持

つがん細胞等を検出・制御でき
る候補化合物を絞り込む。 
 

国内外の大学や企業等との
有機的な連携により、研究成果
の効果的な社会への還元に向

けた体制を構築し、年間３００
件程度の共同研究と１００件
程度の解析支援を行う。 

動野）の活動が変化し、損傷し

た領域の機能を肩代わりしてい
ることを、世界で初めて明らか
した。 

 
○MRI を用いた拡散強調画像の高
速化やデータ解析モデルの確立

により、従来にない「生物学的」
かつ「多面的」情報が取得でき、
神経組織の機能特性を可視化で

きるシステムが整備された。ま
た、複数の画像間を正確に位置
合わせするため、全画像でコン

トラストを呈する基準点マーカ
ーの独自開発を進めており、複
数のモダリティ間で形態・ネッ

トワーク情報を正確に融合した
観察ができ、動物実験から臨床
研究に応用できるイメージング

バイオマーカー検索基盤が構築
された。 
マルチモダル分子プローブの開

発に関して、日本電子株式会社
との連携センター開設により、
最新鋭の走査型電子顕微鏡を導

入し、4D スーパーマルチモダル
イメージング研究の中で最も微
細なレベルでの観察を可能にし

た。 
前年度に PET を改良し作製した
新しい 2 分子同時イメージング

システムの試作機の高度化に関
しては、同時計測判定部の改良
を行い、マウス等の動物を用い

た撮像実験を開始した。半導体
コンプトンカメラ GREI を用いた
複数分子同時イメージングにお

いては、対向型 GREI システムの
撮像ヘッドおよび処理システム
の改良を行い、RI ファントムの

3 次元断層画像を 20 分間の撮像
での取得に成功した。 
医薬品候補化合物の生体内動態

解析や薬物輸送タンパク質の機
能解析に必要な新規分子プロー
ブの開発に関しては、111In と

89Zn で標識した 2 種類の抗体分
子プローブにつき、2種類の細胞
株を移植した担癌マウスに同時

 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。特に、

拡散テンソル画像、神経
突起密度・方向分散画
像、T1強調MRI解剖画像、

ミエリンマップ等の複
数の生体情報を同じ座
標系で解析できる画像

法・解析技術の構築に関
しては、局所脳神経機構
の時間的変化や個体差

を詳細かつ多面的に観
察するシステムの整備
のみならず、代表的な非

侵襲医用画像法である
PET、MRI および CT 画像
の間で正確な位置合わ

せを保証するために必
要であった基準マーカ
ーを世界で初めて独自

に開発したことから、比
類のない独自のユニー
クな成果として、非常に

高く評価できる。 
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に投与して GREI を用いた撮像実

験を行い、各々の抗体分子プロ
ーブの異なる集積の同時イメー
ジングに成功した。 

さらに、分子ネットワーク制御
技術基盤の構築に向け、中～高
分子量化合物を治療標的器官に

運ぶ DDS 開発に関しては、低分
子量化合物の動態解析技術を高
度化し、生体内で優れた薬物動

態をもつ化合物の設計・生産を
可能とする技術開発を開始し
た。 

 
○がん関連遺伝子の異常な発現活
性化の研究に関しては、超活性

クロマチンを特異的に検出する
方法を開発し、それらを用いて
超活性クロマチン構造を持つが

ん細胞特異的な遺伝子を同定す
るとしていたが、癌細胞におけ
る異常な遺伝子発現を検出する

抗体の開発に成功した。また、
超活性クロマチンを制御する化
合物群に基づいたＰＥＴ分子イ

メージングプローブを開発する
ために、様々ながんにおいて超
活性クロマチンの制御に重要な

働きを持つブロモドメインタン
パク質に注目し、インシリコス
クリーニング法を導入すること

で、ブロモドメインの阻害剤で
ある JQ-1 の類似化合物である
Me-JQ1 を見いだした。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。特に、

今回の超活性クロマチ
ンに結合する抗体の開
発については、修飾ペプ

チドを用いた従来の取
得方法では得られなか
った抗体であることか

ら、比類のない独自のユ
ニークな成果として、非
常に高く評価できる。ま

た、Me-JQ1 については、
11C 標識化することで、
超活性クロマチン構造

を in vivo で検出できる
イメージング技術の開
発に世界で初めて成功

したことについても、比
類ない独自な成果とし
て、非常に高く評価でき

る。 

  【マネジメント・人材育成】 
○「センター長戦略プログラム」

の下に「分子ネットワーク制御
研究プロジェクト」を 7 月より
発足させた。これは、創薬支援

ネットワーク事業における新た
な創薬プラットフォームの構築
に資するものである。今年度は

制御分子の生体内での評価・検
証技術の開発に係る研究を進め
た。 

企業との連携に関しては、分
析・診断機器分野での日本独自
技術の創出を目的とし、11 月に

 
○「分子ネットワーク制

御研究プロジェクト」の
立ち上げ並びに「理研
CLST-JEOL 連携センタ

ー」の設立はセンター長
等のリーダーシップが
発揮される取り組みの

みならず、経済社会の発
展に貢献する成果の創
出に繋がる研究体制が

整備されたことから、非
常に高く評価できる。 
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「理研 CLST-JEOL 連携センタ

ー」を設置した。 
○12 月に「CLST Science Exchange 
2014」を開催し、研究者同士の

相互理解のみならず、共同研究
や予算要求の為の研究テーマ等
を設定し、グループ作業や発表

を通じ、研究者としての資質の
向上、更には研究センターとし
てのアクティビティを高めるた

めの研修活動を実施した。 
 
 

○共同研究等の実施件数について
は、大学 203 件（内、国外 61 件）、
研究及び医療機関 52 件（内、国

外 20 件）、民間企業 49 件（内、
国外 1 件））と全体で 304 件で
あり、技術支援及び解析支援の

実施件数については、103 件（NMR
施設関係12件、GeNAS関係91件）
であった。 

 

 
○「 CLST Science 

Exchange 2014」を開催

したことは、今後のセン
ターとして取り組むべ
き研究の方向性やセン

ターにおけるより適正
な研究マネジメント内
容を具体的に検討する

上で有益な情報を多く
得られたことから、非常
に高く評価できる。 

○中期計画における数値
目標については（年間
300 件程度の共同研究、

100 件程度の解析支援）
それぞれ 304 件、103 件
であり、十分達成してい

ると判断できる。特に、
海外との共同研究は前
年度比2倍以上で国際的

な技術基盤拠点として
大きな存在感を示すこ
とができた。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(5) 計算科学技術研究 

関連する政策・施策 政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条第三項：研

究所の施設及び設備を科学技術に関

する試験、研究及び開発を行う者の共

用に供すること。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：58 

和文：34 

欧文：75 

和文：36 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

29 

協定等：16 

共同研究等：

32 

協定等：14 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：0 

登録：0 

出願：0 

登録：0 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

39 

828,837 

49 

969,994 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

81,490 77,416 
― ― ― 

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

10,587,077 11,566,943 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千円） ― ― ― ― ― 

経常利益（千円） ― ― ― ― ― 

行政サービス実施

コスト（千円） 
― ― ― ― ― 

従事人員数 104 115 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 スーパーコン
ピュータによる
シミュレーショ

ンは、実験、理論
と並ぶ重要な研
究手法であり、科

学技術の発展は
もとより、産業界
における様々な

製品の設計・開発
にも大きく寄与
するものである。

我が国が将来に
わたって科学技
術、産業における

国際競争力を維
持・向上していく
ためには、国民の

理解を得つつ、計
算科学技術の継
続的な発展を図

っていくことが
極めて重要であ
る。 

このため、革新
的ハイパフォー
マンス・コンピュ

ーティング・イン
フラ（ＨＰＣＩ）
の中核である超

高速電子計算機
（スーパーコン
ピュータ「京」）

を含む特定高速
電子計算機施設
を適切に運転・維

持管理し、保守等
に要する期間を
除き、必要十分な

計算資源を研究
者等への共用に
供する。 

スーパーコンピュータ「京」を効
果的に運用し、施設運用の効率化や
利用者の利便性の向上などのための

特定高速電子計算機施設の高度化研
究を実施するとともに、我が国とし
ての計算機科学及び計算科学の先導

的研究開発を推進し、計算科学技術
の継続的な発展を図る。 

 

①特定高速電子計算機施設の整備・
共用の推進  

革新的ハイパフォーマンス・コン

ピューティング・インフラ（ＨＰＣ
Ｉ）の中核である超高速電子計算機
（スーパーコンピュータ「京」）を含

む特定高速電子計算機施設を適切に
運転・維持管理し、特に、スーパー
コンピュータ「京」については、毎

年８，０００時間以上運転し、６６
３，５５２，０００ノード時間（８
２，９４４ノード×８，０００時間）

以上の計算資源を研究者等への共用
に供する。 

また、我が国をとりまく様々な社

会的・科学的課題の解決を見据え、
新たな超高速電子計算機（演算性能
エクサフロップス級スーパーコンピ

ュータ）を平成３２年度までに運用
開始することを目指し、その開発を
実施する。具体的には、中央演算処

理装置（ＣＰＵ）やネットワークな
ど要素毎の設計を行う基本設計及び
システム全体の設計を行う詳細設計

を実施する。また、関連するシステ
ムソフトウェア、アプリケーション、
ライブラリの開発に取り組むととも

に、アプリケーションとアーキテク
チャ及びシステムソフトウェア、プ
ログラミング環境を相互に関連づけ

た協調設計を推進することで、運用
開始後の幅広いアプリケーション実
行環境を整えることを目指す。 

①特定高速電子計算機施設の
整備・共用の推進 
 革新的ハイパフォーマン

ス・コンピューティング・イン
フラ（ＨＰＣＩ）の中核である
超高速電子計算機（スーパーコ

ンピュータ「京」）を含む特定
高速電子計算機施設を適切に
運転・維持管理し、特に、スー

パーコンピュータ「京」につい
ては、平成２６年度は８，００
０時間以上運転し、６６３，５

５２，０００ノード時間（８２，
９４４ノード×８，０００時
間）以上の計算資源を研究者等

への共用に供する。 
また、我が国をとりまく様々

な社会的・科学的課題の解決を

見据え、新たな超高速電子計算
機（演算性能エクサフロップス
級スーパーコンピュータ）を平

成３２年度までに運用開始す
ることを目指し、その開発を実
施する。 

平成２６年度は、プロセッサ
とネットワークの要素レベル
の設計及び階層ストレージの

設計を行うとともに、システム
ソフトウェア及びプログラミ
ング環境の設計等を行う。ま

た、演算性能エクサフロップス
級スーパーコンピュータ上で
稼働させるアプリケーション

の検討等を行う。 
さらに、施設運用の効率化や

利用者の利便性の向上などを

目指し、システムソフトウェア
の機能強化やアプリケーショ
ンプログラムの実行性能の向

上、先進的なアルゴリズムの開
発をはじめとする共通基盤構
築などの高度化研究を実施す

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・最先端の研究開
発に必要な研究
基盤を整備し、共

用へ向けた利用
環境の整備やニ
ーズを踏まえた

施設や技術の高
度化を図り、また
それらを用いて、

自ら科学技術の
飛躍的進歩及び
経済社会の発展

に貢献する成果
を創出できたか 
 

（評価指標） 
・スーパーコンピ
ュータ「京」を効

果的に運用し、施
設運用の効率化
や利用者の利便

性の向上に向け
た特定高速電子
計算機施設の高

度化研究の成果 
 
・我が国としての

計算機科学及び
計算科学の先導
的研究開発を推

①特定高速電子計算機施設の整
備・共用の推進 

○特定高速電子計算機施設を適切

に運転・維持管理し、特に、ス
ーパーコンピュータ「京」につ
いては、平成２６年度は８，１

７２時間運転し、６７，７８１
８，３６８ノード時間（８２，
９４４ノード×８，１７２時間）

の計算資源を研究者等への共用
に供した。 

○我が国をとりまく様々な社会

的・科学的課題の解決を見据え、
新たな超高速電子計算機（演算
性能エクサフロップス級スーパ

ーコンピュータ）を平成３２年
度までに運用開始することを目
指し、開発企業を選定したうえ

で、プロセッサとネットワーク
の要素レベルの設計及び階層ス
トレージ、システムソフトウェ

ア及びプログラミング環境の設
計等を行った。 

○文部科学省が選定した「ポスト

「京」で重点的に取り組むべき
社会的・科学的課題に関するア
プリケーション開発・研究開発」

重点課題について、演算性能エ
クサフロップス級スーパーコン
ピュータ上で稼働させるターゲ

ットアプリケーションを選定す
るとともに、アーキテクチャパ
ラメータ等、早期に決定する必

要があるプロセッサデザインに
関わる部分の協調設計、システ
ムソフトウェアに関わる部分の

協調設計を開始した。 
○利用者の利便性を向上するた
め、ジョブ実行前後のファイル

転送の効率化と安定化に取り組
み、ファイル転送に長時間かか
る事例を減少させた。 

評定 B 評定 B 

 

○目標時間以上の運転時
間と計算資源の提供を
達成しており、順調に計

画を遂行していると評
価する。 

 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 

○順調に年度計画を遂行し、着

実に研究開発成果が創出さ
れていると認められる。 
 

○Graph500 第 1 位、HPC チャレ
ンジ第 1 位獲得など高い性
能が出るように着実に運用

されている。また、産業利用
も進んでいる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○基盤的インフラとして、多様

なユーザーが共有できるオ
ープンリソースとしての基
盤ソフトウェアの整備や、産

業利用の促進のための普及
活動への一層の取組が望ま
れる。また、ポスト「京」の

開発を着実に推進すること
が望まれる。 
 

（評定） 
○最先端の施設の運用状況や
利用研究における優れた成

果について、施設の役割、貢
献度を踏まえて評価を行っ
た。 

 
○その結果、「研究開発成果の
最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期
待等が認められ、着実な業務
運営がなされていることか

ら、評定を Bとする。 
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また、我が国を

とりまく様々な
社会的・科学的課
題の解決を見据

え、新たな超高速
電子計算機（演算
性能エクサフロ

ップス級スーパ
ーコンピュータ）
を平成３２年度

までに運用開始
することを目指
し、その開発を実

施する。 
さらに、特定高

速電子計算機施

設の高度化研究
を行うとともに、
登録施設利用促

進機関その他の
関係機関と適切
な役割分担の下、

計算科学技術の
人材育成を推進
し、最先端コンピ

ューティング研
究教育拠点とし
て発展を図る。 

このほか、理化
学研究所内での
連携研究体制を

構築し、計算科学
技術の発展に向
けた画期的な基

盤技術を開発す
るとともに、その
技術を活用した

新たなアプリケ
ーションを開発
し、エネルギー問

題の解決等の社
会的課題の達成
に資する研究開

発の推進に貢献
する。 

なお、これらの

取組に当たって
は、適宜・適切に
国民への情報発

さらに、施設運用の効率化や利用

者の利便性の向上などを目指し、シ
ステムソフトウェアの機能強化やア
プリケーションプログラムの実行性

能の向上、先進的なアルゴリズムの
開発をはじめとする共通基盤構築な
どの高度化研究を実施するととも

に、登録施設利用促進機関その他の
関係機関との適切な役割分担の下、
計算科学技術に関する研究者等の育

成に努める。さらに、登録施設利用
促進機関、ＨＰＣＩコンソーシアム、
ＨＰＣＩ戦略プログラムの実施機関

をはじめ、大学、研究機関、産業界
と積極的な連携を図り、利用者のニ
ーズ等も踏まえて特定高速電子計算

機施設の円滑かつ有効な運営等を行
い、ＨＰＣＩの中核である特定高速
電子計算機施設が、多くの研究者等

により積極的に活用されるようにす
るとともに、優れた研究開発成果を
世界に向けて発信していくことによ

り、国内外のトップレベルの研究者
等の交流の場となる最先端コンピュ
ーティング研究教育拠点として発展

を図る。特に、演算性能エクサフロ
ップス級スーパーコンピュータの開
発企業や大学等との連携によるイン

ターンシップの受け入れ、講習会等
を実施することで、当該スーパーコ
ンピュータの開発を通じた計算科学

技術に関する研究者等の育成に努め
る。 

る。 

平成２６年度は、スーパーコ
ンピュータ「京」の計算資源を
最大限に有効活用するため、シ

ステムソフトウェアのジョブ
スケジュールや計算実行中に
データ転送を最適化するため

の機能を強化するとともに、最
新のアプリケーションプログ
ラムを円滑に実行できるよう

に、アプリケーションプログラ
ムを処理する機能を高度化す
る。また、ＨＰＣＩ戦略プログ

ラムの戦略機関と計算科学研
究機構との連携推進会議にお
いて計画された複雑で大きな

分子を精度良くシミュレーシ
ョンするソフトウェアや流
体・化学反応・音といった様々

な現象を統一的に解析する計
算手法等を開発する。 
また、登録施設利用促進機関

その他の関係機関との適切な
役割分担の下、計算科学技術に
関する研究者等の育成に努め

る。さらに、利用者のニーズ等
も踏まえて特定高速電子計算
機施設の円滑かつ有効な運営

等を行い、多くの研究者等によ
り積極的に活用されるように
するとともに、優れた研究開発

成果を世界に向けて発信して
いくことにより、国内外のトッ
プレベルの研究者等の交流の

場となる最先端コンピューテ
ィング研究教育拠点として発
展を図る。 

進し、計算科学技

術の継続的な発
展に向けた研究
開発成果 

 
・比類のない独自
のユニークな成

果や当初計画で
予期し得なかっ
た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

（モニタリング
指標） 
・運転時間、研究

者等へ共用する
ノード時間 

○平成 25年度までに開発したもの

づくり分野での適用を想定した
複雑形状や連成解析への適用が
容易な階層型構造格子データに

基づく非圧縮性・圧縮統一流体
解法に加えて、構造方程式、及
び化学反応のカップリングを実

施し、連成解析のフレームワー
クとなる基盤ソルバー「CUBE」
のプロトタイプへの実装によ

り、流体・化学反応・音といっ
た様々な現象の連成解析を可能
にした。なお、開発した CUBE は、

自動車会社 2社、建築会社 2社、
及び関連研究 2 機関が申請した
平成 26 年度の「京」一般利用課

題（計３課題）で利用されてお
り、各社の実証解析が進められ
ている。 

○新たに開発した超並列分子動力
学計算ソフトウェア GENESIS 等、
3 本のソフトウェアを AICS 公開

ソフトウェアとして公開すると
ともに、これまでに公開したソ
フトウェアのさらなる高度化

や、公開したソフトウェアがよ
り多くの利用者に利用されるよ
う 6本のソフトウェアについて、

合計 12 回の講習会を実施した。
また、AICS 公開ソフトウェアと
して、より多くのソフトウェア

を提供するため、ソフトウェア
の公開を支援する環境の整備を
進めた。 

○海洋研究開発機構、東京大学大
気海洋研究所・理学研究科との
共同研究により、熱帯域におけ

る主要な大気変動であり全球に
影響を及ぼすマッデン・ジュリ
アン振動（MJO）について、「京」

を利用して、地球全体で雲の生
成・消滅を詳細に計算できる全
球雲システム解像モデル「NICAM

（ニッカム）」による数値実験
を実施し、約 1 ヵ月先まで有効
な予測が可能であることを実証

した。 
○アンサンブルデータ同化システ
ム「LETKF」に、高性能固有値計

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○世界最高水準の性能を
持つスーパーコンピュ
ータ「京」でしか成し遂

げることのできない画
期的な成果であり、5 月
7 日の「ネイチャー・コ

ミュニケーションズ誌」
に掲載されており、高く
評価する。 

 
 
 

 
○世界最高水準の性能を

持つスーパーコンピュ
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信を行い、国民の

理解が得られる
よう努める。 

算ソフトウェア「EigenExa（ア

イゲンエクサ）」を組み込むこ
とで、アンサンブルデータ同化
の計算を、125 分から 15 分へ約

8倍高速化して、極めて高い実行
効率（理論ピーク性能比 44％
超）を達成し、10,240 個のアン

サンブルを使った、全球大気の
アンサンブルデータ同化を 3 週
間分行うことに成功した。 

○平成 26 年 6月には、大規模グラ
フ解析に関するスーパーコンピ
ュータの国際的な性能ランキン

グである Graph500 において、東
京工業大学、及びアイルランド
のユニバーシティ・カレッジ・

ダブリンとの合同によるスーパ
ーコンピュータ「京」を用いた
解析結果が世界第 1 位を獲得し

た。 
○平成 26 年 11 月には、HPC チャレ
ンジベンチマークの実測結果に

より、スーパーコンピュータの
総合的な性能を評価する「HPC チ
ャレンジ賞クラス 1」において、

4部門中2部門での第1位を獲得
するとともに、筑波大学と共同
で開発したスーパーコンピュー

タ用並列言語による実装が、プ
ログラミング言語の総合的な性
能を評価する「HPC チャレンジ賞

クラス2」を2年連続で受賞した。
さらに、新たなスパコンの性能
指標として提案された HPCG ベン

チマークの「京」を用いた測定
結果が、世界第 2 位となるスコ
アを達成した。 

○平成 26年度は計算科学研究機構
と HPCI 戦略プログラムの戦略機
関で連携推進会議を 3回開催し、

「京」の運用状況報告や研究成
果の効率的な情報発信等につい
て協議し、特定高速電子計算機

施設の効果的な運営を図った。 
○利用者のニーズを踏まえた円滑
かつ有効な運営の為、登録施設

利用促進機関と共同で、スーパ
ーコンピュータ「京」の利用者
が参加する京ユーザブリーフィ

ータ「京」でしか成し遂

げることのできない画
期的な成果であり、7 月
25 日の米国の科学雑誌

「Geophysical Research 
Letters」に掲載されて
おり、高く評価する。 

 
 
 

○スーパーコンピュータ
「京」が世界最高水準の
性能を持つスーパーコ

ンピュータであると同
時に、その性能を引き出
すためのソフトウェア

の開発についても高い
水準であることが国際
的に認められたことを

示す実績であり、高く評
価する。 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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ングを開始し、平成 26 年度に 6

回開催した。京ユーザブリーフ
ィングでは、スーパーコンピュ
ータ「京」の運用状況、障害対

応状況の報告等を行い、利用者
からのスーパーコンピュータ
「京」の運用に対する意見収集

を行った。また、登録施設利用
機関及び HPCI 戦略プログラムの
戦略機関とスーパーコンピュー

タ「京」の運用方針について意
見交換を行う為の運用懇談会等
を実施し、適宜、運用計画等に

反映した。 
○既存利用者への影響を極力抑え
つつ、利用者の利便性を向上す

るため、利用制度において有償
課題等に対するジョブ実行の優
遇方法をこれまでの専有資源提

供型から、より柔軟な優先度調
整型に変更した。 

○利用者の利便性を向上するた

め、ジョブ充填率が大きく低下
することが問題だった大規模実
行期間のジョブ実行についても

運用方法を見直し、効率的に計
算資源利用環境を利用者に提供
した。 

○国際的な研究拠点の構築の為、
平成 26 年度には、米・アルゴン
ヌリーダーシップコンピューテ

ィング施設（ALCF）、独・ユーリ
ッヒ研究所との MOU を締結し、
海外機関との協力関係の構築を

進めた。 
○ハイパフォーマンス・コンピュ
ーティングに関する国際シンポ

ジウム等を開催したほか、他機
関主催のシンポジウムや国際カ
ンファレンスへの参加・出展等

により、計算科学・計算機科学
の振興を図った。このほか、国
民一般への理解増進を図るとと

もに、マスメディアに対して、
スーパーコンピュータ「京」を
利用した研究内容、期待される

成果等についての理解度を高め
るための取組等を推進した。 

【マネジメント・人材育成】 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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○エクサスケールコンピューティ

ング開発プロジェクトは、機構
長の指導のもと、文部科学省シ
ステム検討ワーキンググルー

プ、総合科学技術イノベーショ
ン会議に諮られ、厳正な評価を
受けるとともに、開発担当企業

との契約締結を行い、順調に計
画を推進している。 

○計算科学研究機構はスーパーコ

ンピュータに関する国際的なグ
ル ー プ で あ る JLESC(Joint 
Laboratory for Extreme-Scale 

Computing)に平成 27年 3月より
参画している。JLESC の Steering 
Committee のメンバーに機構長

が就任し、エクサスケールコン
ピュータの開発を見据え、各国
の関連機関と相互連携・協力を

図ることとしている。 
○スーパーコンピューティング技
術産業応用シンポジウムや

Extreme Performance 
Computational Science 
French-Japanese Conference 等

の国内外のシンポジウムや学会
等で講演を行い、計算科学研究
機構の取組や京を利用した画期

的な成果、スーパーコンピュー
タの必要性・意義等について、
広く国民に発信している。 

○機構長の指示のもと、高校生が
直接研究者にインタビューした
記事の広報誌への掲載や、高校

生向けの計算科学教育プログラ
ムの開発、学校団体向けの見学
対応や出前授業・出張講演を積

極的に実施し、若い世代の計算
科学への興味・関心を促進する
ための活動を活発に行ってい

る。 
○欧州 Partnership for Advanced 
Computing in Europe (PRACE)及

び 米 国 Extreme Science and 
Engineering Discovery 
Environment (XSEDE)との共同

で、大学院生及びポスドク研究
員などの若手研究者を対象にし
た HPC における国際的な人材育

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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成を目的としたサマースクール

を開催し、平成 26 年 6 月に
"International Summer School 
2014 on HPC Challenges in 

Computational Sciences"（19 ヵ
国から 80名が参加）を開催した。 

○東京大学情報基盤センター・神

戸大学大学院システム情報学研
究科と共同主催、「HPCI 戦略プ
ログラム」の実施機関及び登録

施設利用促進機関の後援によ
り、スーパーコンピュータを駆
使して新たな課題に挑戦したい

と考えている若手研究者等を対
象に、並列計算機を使いこなす
ためのプログラミング手法の基

礎を学習する「RIKEN AICS HPC 
Summer School 2014」（平成 26
年 8 月）及び「RIKEN AICS HPC 

Spring School 2015」（平成 27
年 3月）を開催した。 

○平成 26年度より国内の大学院生

を対象とした RIKEN AICS HPC 計
算科学インターンシップ・プロ
グラムを開始し、AICS 研究部門

の 6 チームにおいて、13 名の実
習生を受け入れた。 

 

 
 
 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○平成 26 年度より新たに

実施した人材育成事業
であり、将来の HPC（高
性能計算技術）および計

算科学を担う人材の育
成に貢献する事業とし
て、高く評価する。 

②計算科学技術の発展に向けた基盤
技術の構築 

本中期目標期間においては、創発

物性科学研究事業との連携研究体制
を構築して、計算科学研究機構が有
する計算科学技術の知識・技術を活

用しつつ、高精度に電子状態・物性
特性を計算する手法、及びそれを用
いたアプリケーションを開発し、消

費電力を革命的に低減するデバイス
技術やエネルギーを高効率に変換す
る技術に関する研究開発の推進に貢

献する。 
なお、これらの取組に当たっては、

施設公開、講演会等を通じて、広く

国民に対して情報提供を行い、国民
の理解が得られるように努める。 

②計算科学技術の発展に向け
た基盤技術の構築 
創発物性科学研究事業との

連携研究体制を構築して、計算
科学研究機構が有する計算科
学技術の知識・技術を活用しつ

つ、高精度に電子状態・物性特
性を計算する手法、及びそれを
用いたアプリケーションを開

発し、消費電力を革命的に低減
するデバイス技術やエネルギ
ーを高効率に変換する技術に

関する研究開発の推進に貢献
する。 
平成２６年度は、規模の大き

な分子系の電子状態を高精度
に計算する手法に基づいたプ
ログラムの開発及び高度化を

行う。また、磁気スキルミオン
の振る舞いの原理を解明する
ため、熱力学的に平衡な状態に

②計算科学技術の発展に向けた基
盤技術の構築 

○平成 26 年度は、昨年度考案した

規模の大きな分子系の電子状態
を高精度に計算する計算手法に
基づいたプログラムを開発し、

量子系分子科学研究チームにお
いて既開発の分子科学計算ソフ
トウェア「NTChem」への実装を

行った。また、モンテカルロ計
算および量子分子動力学計算の
プログラムを開発し、数千原子

級の磁気スキルミオンのシミュ
レーションにより実験結果を正
確に再現していることを確認し

た。加えて実験的に観測が可能
になった 3 次元磁気スキルミオ
ンの複雑な磁気構造をシミュレ

ーションで明らかにした。 

 
 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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関する解析を行うモンテカル

ロ法計算及び時間に依存する
非平衡状態に関する解析を行
う量子分子動力学計算のプロ

グラムを開発する。 
 
なお、これらの取組にあたっ

ては、施設公開、講演会等を通
じて、広く国民に対して情報提
供を行い、国民の理解が得られ

るように努める。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－3 理化学研究所の総合力を発揮するためのシステムの確立による先端融合研究の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(1) 独創的研究提案制度 

関連する政策・施策 
政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-8：新興・融合領域の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

 
      

 
 

  
   

 
      

 
 

  
   

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 理化学研究所は、大学等とは
異なり、より目的を明確化した
研究開発の観点を重視して、柔

軟かつ機動的に研究開発体制
を整備することが可能である。 

また、他の研究開発型独立行

政法人とは異なり、科学技術に
関する総合的な研究開発機関
として、特定の分野に限定され

ることなく研究開発を行うこ
とができる。 

これらの特長を生かして、研

究領域開拓力及び次代を担う
研究開発分野の育成力の強化
を図ることが重要である。 

この観点から、これまで理化
学研究所が培ってきた先端融
合研究の機能や手法を、その総

合力を生かすことを重視して
発展させるとともに、理事長の
リーダーシップの下で、卓越し

た研究実績と高い識見及び指
導力を有する研究者を中核と
した全所的な連携を図り、課題

達成に向けた分野融合及び領
域開拓のための基礎研究を効
果的に進める。 

この中核となる研究者は、我
が国が抱える様々な課題の達
成に向けて、創造性に富んだ成

果を生み出し、新たな領域開拓
や分野の育成につなげる融合
研究において重要な役割を担

うことが求められる。 
また、中核となる研究者の豊

かな知見・創造力を生かし、他

の研究開発機関の先駆けとな
るような先端融合研究を行い、
これまで以上に複雑かつ困難

な社会的課題に対応し、科学技
術の飛躍的進歩及び経済社会
の発展に貢献する。 

科学技術に飛躍的進歩
をもたらす新たな研究領
域の萌芽を選択・育成する

機能を全所的に強化する
ため、独創的研究提案制度
を創設する。本制度で推進

する「課題」は、以下（２）
に述べる主任研究員から
なる理研科学者会議にお

いて、将来新たな研究分野
へ発展する可能性、挑戦
的・独創的な課題であるか

等の観点から選考し、実施
する。研究終了に当たって
は、社会的・政策的要請に

基づく厳正な検討を行い、
推進すべきとされたもの
については、国家的・社会

的ニーズを踏まえた発
展・拡大を目指す戦略的・
重点的な「領域」として研

究を行うことを理事会に
おいて決定し、推進する。 

科学技術に飛躍的進歩
をもたらす新たな研究領
域の萌芽を選択・育成する

機能を全所的に強化する
ため、独創的研究提案制度
を実施する。本制度で推進

する「課題」は、理研科学
者会議において、将来新た
な研究分野へ発展する可

能性、挑戦的・独創的な課
題であるか等の観点から
選考する。 

平成２６年度は、分野融
合による未踏の研究領域
の創出を目指し、基礎科学

研究課題３件と、新領域開
拓課題３件を実施する。具
体的な課題については以

下に記載する。 
（基礎科学研究課題） 

・細胞システム研究 

・極限粒子ビームをもちい
たエマージング科学領域
の開拓 

・分子システム研究 
（新領域開拓課題） 
・多階層問題に対する数

理・計算科学 
・Extreme precisions to 
Explore fundamental 

physics with Exotic 
particles  

（「奇妙な粒子の極限測

定による基礎物理学の探
索」）（新規） 
・Integrated Lipidology 

（「脂質の統合的理解」）
（新規） 

 

また、分野開拓につなが
る真に卓越した個人の発
想を重視した卓越個人知

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・研究領域開拓力
や次代を担う研
究開発分野の育

成力を強化でき
たか 
 

（評価指標） 
・新たな研究領域
を開拓する機能

強化の状況 

○基礎科学研究課題として、以下の
３件を実施した。 

・細胞システム研究 

・極限粒子ビームをもちいたエマー
ジング科学領域の開拓 

・分子システム研究 

 
○新領域開拓課題として、以下の３
件を実施した。 

・多階層問題に対する数理・計算科
学 

・ Extreme precisions to Explore 

fundamental physics with Exotic 
particles（「奇妙な粒子の極限測
定による基礎物理学の探索」）（新

規） 
・Integrated Lipidology（「脂質の
統合的理解」）（新規） 

 
 
○新領域開拓課題「多階層問題に対

する数理・計算科学」では、基礎
分野横断型理論研究を推進する目
的で昨年度に締結した大阪大学大

学院理学研究科・理論科学連携拠
点及び、東京大学・カブリ数物連
携宇宙研究機構(Kavli IPMU)との

連携協定を活かし、三者による第
一回合同シンポジウムを開催し
た。また、計算科学分野での国際

連携を推進する目的で、韓国高等
研究所（KIAS）計算科学部門との
連携協定を締結した。さらに、分

野横断的な研究として、基礎物理
学の研究者によって代謝ネットワ
ークの数学理論、光学迷彩理論と

いった生物学・工学との境界分野
の取組が進展した。 
 

○平成27年度に開始する新領域開拓
課題及び卓越個人知課題の公募を
実施し、新領域開拓課題 2 件、卓

評定 A 評定 A 

○科学技術に飛躍的進歩
をもたらす新たな研究
領域の萌芽を選択・育成

する機能を全所的に強
化する、独創的研究提案
制度を実施した。理研科

学者会議において、将来
新たな研究分野へ発展
する可能性、挑戦的・独

創的な課題であるか等
の観点から選考し、分野
融合による未踏の研究

領域の創出を目指し、基
礎科学研究課題３件、新
領域開拓課題３件を実

施したことは評価でき
る。 

 

○新領域開拓課題におけ
る取組として、国際連携
協力や分野間連携が非

常に強力に推進されて
おり、新たな分野の創出
に向けた取組として高

く評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○分野開拓につながる真
に卓越した個人の発想

を重視した卓越個人知

○法人の活動により、中長期計
画における所期の目標を上
回る成果が得られていると

認められる。 
 

○新領域開拓課題については、

平成25年度及び26年度に開
始した 3 課題のほか、27 年
度に開始する予定であった2

課題を先行して開始するこ
とができた。また、同様に卓
越個人知課題についても、平

成25年度及び26年度に開始
した 3 課題のほか、27 年度
に開始する予定であった 2

課題を先行して開始してお
り、当初の想定を上回る実績
を上げている。 

 
○特に、新領域開拓課題の一つ
である「多階層問題に対する

数理・計算科学」では、異分
野融合や産業界との連携な
ど発展してきており、高く評

価できる。 
 

（評定） 

○本制度では、当初の想定を上
回る採択実績や成果が出て
きている。 

 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を上回る

成果が得られていると認め
られることから、評定を Aと
する。 
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個別の研究開発について、進

捗状況を把握し、適切な検証を
通じて、着実に領域の開拓につ
なげ、目標を達成し実施すべき

必要性が低下したものや、科学
的インパクト、社会的ニーズ等
に照らして優先順位が低下し

たものについては、随時、廃止
も含め厳格に見直すとともに、
諸情勢に鑑み、理化学研究所が

実施すべき必要性が増大した
もの等については、機動的に対
応する。 

課題３件を実施するとと

もに、若手研究者の意欲的
な研究の支援を目指し、奨
励課題を公募、６０件程度

を実施する。 
 

越個人知課題 2件を採択した。（応

募総数：新領域開拓課題 7 件、卓
越個人知課題 18 件） 
 

○若手研究者の意欲的な研究の支援
を目指し、奨励課題を公募、51 件
を採択・実施した。（応募総数 183

件） 

課題を実施するととも

に、若手研究者の意欲的
な研究の支援を目指し、
奨励課題を実施したこ

とは順調に計画を遂行
していると評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(2) 中核となる研究者を任用する制度の創設 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：272 

和文：69 

欧文：390 件 

和文：49件 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

186 

協定等：88 

共同研究等：

198 

協定等：90 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：71 

登録：99 

出願：62 

登録：63 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

309 

2,562,858 

278 

2,236,608 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

1,762,396 1,851,779 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 334 321 ― ― ― 
 

※主任研究員研究室群（主任研究員研究室、准主任研究員研究室、上席研究員研究室、独立/国際主幹研究ユニット、研究推進グループ、グローバル研究ク

ラスタ）の合計  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主 な 評 価 軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 理化学研究所は、大学等と
は異なり、より目的を明確化
した研究開発の観点を重視

して、柔軟かつ機動的に研究
開発体制を整備することが
可能である。 

また、他の研究開発型独立
行政法人とは異なり、科学技
術に関する総合的な研究開

発機関として、特定の分野に
限定されることなく研究開
発を行うことができる。 

これらの特長を生かして、
研究領域開拓力及び次代を
担う研究開発分野の育成力

の強化を図ることが重要で
ある。 

この観点から、これまで理

化学研究所が培ってきた先
端融合研究の機能や手法を、
その総合力を生かすことを

重視して発展させるととも
に、理事長のリーダーシップ
の下で、卓越した研究実績と

高い識見及び指導力を有す
る研究者を中核とした全所
的な連携を図り、課題達成に

向けた分野融合及び領域開
拓のための基礎研究を効果
的に進める。 

この中核となる研究者は、
我が国が抱える様々な課題
の達成に向けて、創造性に富

んだ成果を生み出し、新たな
領域開拓や分野の育成につ
なげる融合研究において重

要な役割を担うことが求め
られる。 

また、中核となる研究者の

豊かな知見・創造力を生か

理化学研究所の総合的
な基礎研究の推進機関と
しての役割を最大限発揮

するため、先端的な研究
を行う上で中核となる研
究者（主任研究員）を任

用する。 
主任研究員は特に優れ

た研究業績、高い研究指

導力及び科学者としての
識見を有し、将来卓越し
た成果を出し新たな分野

の創出が期待される者か
ら選出され、厳正な評価
を受けつつ、自ら先導的

な研究を推進する。また、
理化学研究所として推進
すべき研究の方向性、理

化学研究所に招くべき卓
越した研究者の推薦及び
若手研究者の育成等につ

いての提案を行う理研科
学者会議議員としての役
割を果たす。 

理化学研究所の総合的な
基礎研究の推進機関とし
ての役割を最大限発揮す

るため、先端的な研究を行
う上で中核となる研究者
（主任研究員）を任用す

る。平成２６年度は、主任
研究員を追加で任命し、先
導的な研究を推進する。ま

た、理研科学者会議に設置
した部会等の議論を踏ま
え、理化学研究所として推

進すべき研究の方向性や
理化学研究所に招くべき
卓越した研究者の推薦、准

主任研究員制度における
若手研究者の採用方針の
検討や育成に関する支援

等を行う。 

（評価軸） 
・イノベーションの
実現に向けて組織的

に研究開発に取り組
み、社会的にインパ
クトのある優れた研

究開発成果を創出
し、その成果を社会
へ還元できたか 

 
・研究領域開拓力や
次代を担う研究開発

分野の育成力を強化
できたか 
 

（評価指標） 
・総合力の発揮に必
要な分野や人員バラ

ンスに配慮した中核
となる研究者（主任
研究員）の任用を検

討・実践できる環境
の整備状況 

○理研の総合力を発揮することによ
る新たな研究分野の開拓や卓越し
た人材の獲得を行うため、卓越し

かつ見識のある科学者から成る理
研科学者会議を実施した（平成 26
年度は 6回開催）。 

○若手研究者に独立して研究を推進
する機会を提供し、次世代の科学
技術分野を創成させるため、准主

任研究員制度にて、長期的視野を
持ち、萌芽的かつ独創的研究を推
進し、次世代の科学技術分野の国

際的なリーダーシップを担う若手
研究者を広く国内外から募った。
その結果 85 名の応募者を得、理研

科学者会議内の選考作業部会にお
いて選考を行い、2名の准主任研究
員を理事会に推薦した。（平成 27

年度採用） 
○主任研究員の任命に向け、理研科
学者会議にて、今後、理化学研究

所として推進すべき研究の方向性
や招くべき卓越した研究者の推薦
等の業務を実施、その結果、2名の

主任研究員を理事会に推薦した。
(平成 27 年度採用) 

 

評定 B 評定 B 

○新たな研究分野の開拓
を担う卓越した人材を
国内外に広く公募し理

研科学者会議として新
たに推薦したことや、研
究室を主宰する優秀な

若手研究者のための准
主任研究員の公募・推薦
を行ったことは順調に

計画を遂行していると
評価する。 

 

○理研科学者会議の実施や、理
研科学者会議における主任
研究員及び准主任研究員の

推薦など、順調に計画を遂行
していると認められる。 
 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
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し、他の研究開発機関の先駆

けとなるような先端融合研
究を行い、これまで以上に複
雑かつ困難な社会的課題に

対応し、科学技術の飛躍的進
歩及び経済社会の発展に貢
献する。 

個別の研究開発について、
進捗状況を把握し、適切な検
証を通じて、着実に領域の開

拓につなげ、目標を達成し実
施すべき必要性が低下した
ものや、科学的インパクト、

社会的ニーズ等に照らして
優先順位が低下したものに
ついては、随時、廃止も含め

厳格に見直すとともに、諸情
勢に鑑み、理化学研究所が実
施すべき必要性が増大した

もの等については、機動的に
対応する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－4 イノベーションにつながるインパクトのある成果を創出するための産学官連携の基盤構築及びその促進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(1) 産業界との融合的連携 

関連する政策・施策 

政策目標 7：科学技術・学術政策の総合的な推進 

施策目標 7-2：イノベーション創出に向けた産業

連携の推進及び地域科学技術の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：46 

和文：12  

欧文：34 

和文：26 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

67 

協定等：3 

共同研究等：

76 

協定等：2 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：22 

登録：24 

出願：22 

登録：15 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

58 

428,414 

61 

438,951 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

443,826 477,256 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 16 12 ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 科学技術の高
度化、複雑化、市
場の急速なグロ

ーバル化に伴い、
産学官の連携を
強化したイノベ

ーションシステ
ムの構築が必要
とされているた

め、理化学研究所
は、その一翼を担
い、自然科学全般

に関する総合的
研究機関として
の強みを生かし

て、理化学研究所
内外の連携やネ
ットワーク構築

により、研究開発
成果の社会還元
に向けた取組を

行う。 
理化学研究所

が創出した革新

的な成果の中か
ら、次世代の技術
基盤の創造、成果

の早期実用化に
向けて発展が見
込まれる重要な

ものを厳選し、社
会への活用・実用
に向けた企業等

への橋渡しを効
果的に推進する
プログラムを実

施する。 
具体的には、企

業等と理化学研

究所が共同で研
究チームを構成
し、企業主導の研

科学技術イノベーションの創出を
促進するため、バトンゾーンを活用
することにより、理化学研究所が有

する最先端の研究シーズと産業・社
会のニーズを融合した研究推進体制
のもと、融合的連携研究を実施する。 

具体的には、理化学研究所におい
て企業から共同研究の提案を公募
し、この中から次世代の技術基盤の

創造や、成果の早期実用化等に向け
て発展が見込まれる課題を厳選した
のち、企業等と理化学研究所が適切

な負担によって企業主導の研究を推
進する。理化学研究所は、その成果
の着実な移転のため、技術やノウハ

ウの面で専門的、技術的な支援を実
施する。これにより、産業界との融
合的連携研究プログラムにより実施

する研究課題５件以上が、企業にお
いて実用化を見込んで開発や事業化
の段階に移行することができるよう

に本プログラムを効果的に推進す
る。 

例えば、連携先企業において、実

デバイスの開発ステージ以降や量産
化に向けた開発に着手されるなど、
研究から開発ステージへの展開に結

びつく成果を創出する。また、幅広
い企業ニーズに対して組織的かつ包
括的に連携する産業界との連携セン

ター制度を積極的に推進し、中期目
標期間中に２件以上設置する。 

科学技術イノベーションの
創出を促進するため、バトンゾ
ーンを活用することにより、理

化学研究所が有する最先端の
研究シーズと産業・社会のニー
ズを融合した研究推進体制の

もと、融合的連携研究を実施す
る。 
平成２６年度は、産業界との

融合的連携研究制度において、
これまでに採択した研究開発
課題を着実に実施するととも

に、産業・社会のニーズを重視
した研究開発課題の募集、選定
等を行い、次世代の技術基盤の

創造や、成果の早期実用化等に
向けて発展が見込まれる研究
開発課題を新たに実施する。そ

の際、企業経営層との対話を通
して事業化に向けた産業界の
ニーズを正確に把握し、理研シ

ーズを適切に活用した共同研
究計画を実現することで、研究
開発に対する企業の関与を強

化し、実効性を高めた研究体制
を構築する。これにより、融合
的連携研究制度で実施する課

題において、連携先企業にて実
用化を見込んで開発や事業化
の段階に移行することができ

るような成果を１件以上創出
することを目指す。 
産業界との連携センター制

度については、これまでに設置
した連携センターにおける活
動を強力に推進するとともに、

中期目標期間中に２件以上設
置することを目指し、事業開発
を実効的に進める。具体的に

は、企業経営層への積極的なア
プローチを行い産業界のニー
ズの把握及び潜在ニーズの開

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・産学官連携の推
進や知的財産の
戦略的な取得、活

用及び管理によ
り、社会への貢献
を果たすことが

できたか 
 
（評価指標） 

・社会・産業のニ
ーズと理化学研
究所が有する最

先端の研究シー
ズを融合・課題達
成に向けた、リソ

ースを最適に活
用できる企業や
医療機関等との

組織的・包括的連
携の実施状況 
 

・比類のない独自
のユニークな成
果や当初計画で

予期し得なかっ
た特筆すべき業
績 

 
・マネジメント体
制（センター長等

○産業界との融合的連携研究制度
については、平成 26 年度に新規
4チームを設置するとともに、こ

れらを含む 11チームがそれぞれ
産業界のニーズに基づいた研究
開発を実施した。 

このうち、「遺伝子検査システ
ム研究チーム」にて、インフル
エンザウイルスをターゲットと

した高感度、迅速、簡便な遺伝
子検出システムを開発し、医療
現場での実検体を用いた臨床研

究に前記システムを供した。 
また、「新規 PET 診断薬研究チ
ーム」において、がん組織に対

する高い親和性を有し、一方で
炎症には集積しない特徴を持つ
新規化合物を開発、特許出願し、

臨床研究を開始した。 
加えて、「動物細胞培養装置研
究チーム」にて新型培養装置に

関する開発を進め特許出願した
のを踏まえ、現在、共同研究相
手先企業が製品化に向けマーケ

ティング活動を進めている等、
実用化に向けた成果を創出し
た。 

更に、計測情報処理研究チーム
にて開発したポリゴン用図形処
理に係るプログラムを基に、連

携先企業において製品化され、
平成26年7月に上市されるなど
の成果が得られている。 

また、本制度の課題選定にあた
って、提案課題に係る専門的知
見を持つ理研内の研究者による

技術評価を取り入れるなど、本
制度の成果向上に資するマネジ
メントに取組んだ。 

加えて、本制度においては、理
研と企業の人材で一つのチーム
を形成し、企業のチームリーダ

評定 B 評定 B 

○産業界との融合的連携

研究制度において、平成
26年度に新たに4チーム
を設置するとともに、連

携先企業にて実用化を
見込んで開発や事業化
の段階に移行すること

ができるような成果を 1
件以上創出した。加え
て、本制度のチームの成

果を基にした新商品の
上市に至った。また、産
業界との連携センター

制度においては、新規連
携センターの開設に至
ったことは評価できる。

加えて、各制度の一層の
推進を図るために、事業
開発の推進、制度の見直

しを実施するなど、研究
成果をより効果的に社
会へ還元するための体

制・環境整備といったマ
ネジメントに取り組ん
でいる。 

以上から、順調に計画を
遂行していると評価で
きる。 

 
 

○産業界との融合的連携研究

制度に基づく研究プロジェ
クトの実施や、産業界との連
携センター制度における新

たなセンターの開設など、順
調に計画を遂行していると
認められる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○産業界との連携により、社会
的にインパクトのある優れ
た研究成果を社会に還元し

ていくモデルを理化学研究
所の主導により、一つでも多
く開発してもらうことを期

待する。 
 

○ハイレベルの研究成果・オー

プンな運営への転換等、新た
な理研のビジョン・活動する
姿を国民にもっと認知して

もらうため、積極的な対外的
アピール（広告的活動）をグ
ローバルに展開・実施するこ

とを期待する。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
 
。 
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究を専門的・技術

的に支援するほ
か、理化学研究所
内に体制を構築

し、企業等の自主
開発の決定や実
施を企画・提案等

の面から効果的
に支援する。 

拓に努めるとともに、所内各所

の調整を密に行うことで、組織
的かつ包括的な連携の提案を
積極的に行う。 

のリーダーシッ

プが発揮できる
環境・体制） 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

（モニタリング
指標） 
・産業界との融合

的連携研究制度
により実施する
研究課題のうち、

企業において実
用化を見込んだ
開発や事業化の

段階に移行した
件数 
 

・産業界との連携
センター設置件
数 

ー主導のもとで研究開発を行う

ことによって、基礎研究の実用
化プロセスを理解する人材の育
成がなされている。チームの研

究期間終了に伴い、チーム員が
連携先企業に転出するなどのキ
ャリアアップが図られた。 

○産業界との連携センター制度に
ついては、新たに日本電子株式
会社（JEOL）と共同で、理研ラ

イフサイエンス技術基盤研究セ
ンター（CLST）内に、「理研
CLST-JEOL 連携センター」を開設

するなどの成果を得た。 
○イノベーション推進センター事
業開発室により、企業経営層へ

の積極的なアプローチを行い、
産業界のニーズの把握及び潜在
ニーズの開拓に努めるととも

に、所内各所の調整を密に行う
ことで、組織的かつ包括的な連
携の提案を積極的に行った。成

果として、新規連携センターの
開設に至った他、新規共同研究
を 12 社と 13 件開始し、引き続

き、16 社 18 件の検討を継続して
いる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(2) －① （2）横断的連携促進 ①バイオマス工学に関する連携の促進 

関連する政策・施策 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-3 環境分野の研究開発の重点的推

進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：41 

和文：0 

欧文：45 

和文：0 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：5 

協定等：8 

共同研究等：

17 

協定等：8  

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：7 

登録：0 

出願：4 

登録：0 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

(15) 

(68,123) 

(24) 

(226,777)  ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

642,082  600,883 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 1 3 ― ― ― 
 

※外部資金及び従事人員数については、組織毎に計上されているため、環境資源科学研究事業においてカウント。外部資金については環境資源科学研究事業

の内数を記載。表中の人数は、バイオマス工学研究プログラムに所属している常勤の人数のみカウント。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 グリーンイノ
ベーションの実
現に向けて、理化

学研究所内の関
連事業と連携し、
石油に代わって

バイオマスから
有用物質を生み
出すことで二酸

化炭素を資源と
して活用可能と
する革新技術に

よる新産業を創
出し、広く社会に
展開することを

目指す。 
また、実用的な

バイオプロセス

技術を確立し、新
たな産業にまで
つなげるため、国

内外の大学、研究
機関及び企業が
共同研究等を通

じて基礎研究の
成果を産業応用
に円滑につなげ

るための組織間
連携や融合の中
心的な役割を理

化学研究所が担
う効果的な体制
を整備し、社会や

産業界が求める
科学的・技術的ニ
ーズの把握を基

礎的な研究段階
から行いながら、
革新的な技術と

システムの開発
を目指したオー
プンイノベーシ

二酸化炭素を資源として活用可能
にする新たな持続的循環型の社会シ
ステム基盤の構築を目指して、実用

的なバイオプロセス技術を確立し、
新たな産業にまでつなげるため、国
内外の大学、研究機関及び企業と組

織的連携・融合した研究体制の下、
基礎的な技術開発から産業界への橋
渡しまでの中心的な役割を担い、オ

ープンイノベーションを推進する。
具体的には、以下の３つを平成３１
年度までに達成する目標として掲げ

バイオマスを用いた革新的で一貫し
たバイオプロセスを確立する新技術
の開発を行う。 

①植物の機能強化による「高生産
性・易分解性を備えたスーパー植物」
の開発を目指して、本中期目標期間

には、ポプラの野外試験を実施し、
植物バイオマス利用実用化のための
有用形質を発現する植物を開発す

る。 
②バイオテクノロジーを活用した

化学製品原料の効率的な「一気通貫

合成技術」、具体的には、微生物変換
によるバイオマスの一体的な分解・
合成プロセスの開発を目指し、本中

期目標期間には、効率的な微生物等
の設計技術を開発する。 

③ポリ乳酸に並び立つ 「新たなバ

イオプラスチック」の開発を目指し、
本中期目標期間には、新規バイオポ
リマー素材を開発し、要素技術を１

件以上企業に技術移転する。 
また、オープンイノベーション推

進のために、社会や産業界が求める

科学的・技術的ニーズを把握し、そ
のニーズに応える共同研究の提案機
能を強化する必要がある。そのため

に、組織横断的な研究の統括を行う
プログラムディレクターに加え、産
業界の橋渡しを含めた組織連携・融

二酸化炭素の資源化に向け、
ゲノム科学基盤やバイオテク
ノロジーを駆使して、バイオマ

ス生産から化学製品材料、バイ
オプラスチック（最終製品）に
つなげる革新的で一貫したバ

イオプロセス生産技術を確立
するための研究開発を実施す
ることで、新産業を創出し、広

く社会に展開することを目指
す。 
平成２６年度は、以下の研究

を行う。 
①植物の機能強化による「高

生産性・易分解性を備えたスー

パー植物」 
植物のバイオマス量の増加

や環境耐性、木質の易分解性に

関する有用遺伝子を組み込ん
だポプラを用いて、南京林業大
学において圃場試験を開始す

る。さらに草本バイオマス活用
に向け、モデル植物であるブラ
キポディウムのゲノム情報基

盤を利用し、バイオマス増産に
役立つ新規遺伝子を探索する。 
②バイオテクノロジーを活

用した化学製品原料の効率的
な「一気通貫合成技術」 
バイオマスを原料として微

生物を用いた様々な化合物を
生産するバイオリファイナリ
ー技術に必要なプロセスの要

素技術を開発する。具体的に
は、前年度開発した設計シミュ
レーションプログラムを用い

て設計した微生物代謝物の合
成ルートについて、実際の微生
物を用いて実証試験を行う。 

③ポリ乳酸に並び立つ「新た
なバイオプラスチック」の開発 
ポリエステルの代替材料と

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

・産学官連携の推
進や知的財産の
戦略的な取得、活

用及び管理によ
り、社会への貢献
を果たすことが

できたか 
 
（評価指標） 

・二酸化炭素を資
源として活用可
能にする新たな

持続的循環型の
社会システム基
盤の構築を目指

して、実用的なバ
イオプロセス技
術を確立し、国内

外の大学、研究機
関及び企業と組
織的連携・融合し

た研究体制の下、
基礎的な技術開
発から産業界へ

の橋渡しまでの
中心的な役割を
担い、オープンイ

ノベーションを
推進することに
ついての実施状

○バイオマス工学研究プログラム
においては、光合成により二酸
化炭素を資源化する植物の能力

を最大限に利用し、セルロース
などのバイオマスを増産し、植
物バイオマスを原料としたバイ

オプラスチックなどを創る新た
な技術を確立することにより、
“グリーン・イノベーション”

の創出に向けた活動を推進し
た。 

① 植物の機能強化による「高生

産性・易分解性を備えたスーパ
ー植物」 

○木質バイオマス生合成のマスタ

ー制御因子 VND7 の遺伝子発現を
担う転写制御因子群を新たに同
定した。 

○樹木のクローン増殖効率化に向
けた分子エンジニアリングター
ゲットと期待される、木部細胞

分化に関わる重要な転写遺伝子
を新たにシロイヌナズナから単
離同定した１０８の有用遺伝子

について、過剰発現させたシロ
イヌナズナを作製し、糖化効率
を有意に上昇させる新規遺伝子

を複数見出した。 
○環境中の CO2 固定能力に優れた
C4 植物である草本系バイオマ

スモデルのソルガムについて、
種子の登熟過程で蓄積する糖の
生合成過程を調べる目的で

RNA-Seq による遺伝子発現解析
を行った。また、ソルガムの完
全長 cDNA 約 2万クローンを収集

して解析後、BRC へリソースとし
て寄託した。さらに、これらの
情報をデータベースとして公開

した。 
○化石資源に頼らないグリーンバ
イオロジーの開発を目的とし

評定 A 評定 A 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
○植物の機能強化による

「高生産性・易分解性を
備えたスーパー植物」の
開発については、バイオ

マス生産の向上につな
がる成果が出ており、順
調に計画を遂行してい

ると評価する。特に木質
細胞分化に関わる新規
転写因子の同定、ガラク

チノール合成酵素遺伝
子導入による乾燥耐性
の向上に関する研究成

果は植物セルロースの
生産性を上げるための
目立った成果であり、高

く評価する。 
また、草本系バイオマス
モデルのソルガムの遺

伝子発現解析を行い、デ
ータベースを構築して
公開を行ったことは、今

後の草本系バイオマス
の利活用において有用
なツールとして活用で

き、バイオマス基盤技術
の開発における目立っ
た研究成果であり、高く

評価する。 
 

○法人の活動により、中長期計

画における所期の目標を上
回る成果が得られていると
認められる。 

 
○特にバイオプラスチックに
関しては、カネカのパイロッ

トプラントの実証実験が成
功したことは顕著な成果で
ある。これにより年間 1,000

トンを製造でき、実用化に向
けて前進していることにつ
いては、当初の計画より早い

段階で進展があったと高く
評価できる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○バイオマス工学研究プログ

ラムは 10 年のプロジェクト
であるため、５年目が終了
し、節目となる 27 年度に今

後の展開に向けた見直し等
を行うことを期待する。 
 

（評定） 
○本事業では、上市される製品
が複数開発されるなど、当初

の想定を上回る研究成果が
出てきている。 

 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を上回る
成果が得られていると認め

られることから、評定を Aと
する。 
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ョンを推進する。 

これらにより、
平成３１年度ま
でに植物バイオ

マスを原料とし
た新材料の創成
を実現するため

の、革新的で一貫
したバイオプロ
セスの確立に必

要な研究開発を
実施する。 

本中期目標期

間においては、新
材料の創成に向
けたバイオプロ

セス確立のため
の道筋をつけ、そ
の要素技術の産

業界への導入を
実現する。 

合の中心となる連携促進コーディネ

ーターを設置した研究推進体制を整
備する。連携促進コーディネーター
は、要素技術毎に、研究の早い段階

から異分野の研究領域も含めた情報
交換を進め、社会や産業界が求める
科学的・技術的なニーズを把握し、

プログラムディレクターの下、実現
化に向けて産業界、国内外の大学・
公的研究機関との戦略的な共同研究

等を行い、得られた技術・プロダク
トを広く社会へ展開する。 

して期待され、微生物が作り出

すポリヒドロキシアルカン酸
（ＰＨＡ）を素材としたバイオ
プラスチックを実材料として

利用可能とするために、引き続
き、成形・加工高度化技術の開
発、高付加価値な新規機能を付

加させたＰＨＡ素材を開発す
る。 
また、得られた技術・プロダ

クトを広く社会へ展開するた
めに、産業界との橋渡しを含め
た組織連携・融合に向けて研究

推進体制を強化し、社会や産業
界が求める科学的・技術的なニ
ーズの把握や、産業界、国内外

の大学・公的研究機関との戦略
的な共同研究等を行う。 

況 

 
・比類のない独自
のユニークな成

果や当初計画で
予期し得なかっ
た特筆すべき業

績 
 
・マネジメント体

制（センター長等
のリーダーシッ
プが発揮できる

環境・体制） 
 
・人材育成制度

（若手研究者等
への指導体制） 
 

（モニタリング
指標） 
・ポリ乳酸に並び

立つ 「新たなバ
イオプラスチッ
ク」の要素技術の

うち企業に技術
移転する件数 

て、草本バイオマスやコムギの

モデル作物となるブラキポディ
ウムの研究基盤の整備の一貫と
して、生活環の生育ステージを

規定したメタボローム解析を行
い、生長と代謝に関する基礎的
なデータを整備した。 

○シロイヌナズナのガラクチノー
ル合成酵素遺伝子の導入によ
り、ブラキポディウムの乾燥ス

トレス耐性が向上することを実
証した。 

○南京林業大学において有用遺伝

子を導入したポプラのほ場試験
を開始し、ポプラの形質転換を
評価する準備を進めた。 

②バイオテクノロジーを活用した
化学製品原料の効率的な「一気
通貫合成技術」 

○昨年度開発した代謝反応を探索
するインシリコ上での設計シミ
ュレーションツールをさらに改

良し、実際の微生物細胞に応用
することにより、ハイブリッド
モデルを構築し、サリチル酸の

生産収率が飛躍的に向上した。 
○シロアリ腸内に共生する難培養
性で新奇な複数の細菌について

シングルセルゲノムの解析を実
施して、ドラフトゲノム配列情
報を得た。中には、数多くの糖

質分解系酵素遺伝子を有するも
のがあり、新規のバイオマス分
解酵素として期待できることが

実証された。、 
○リグノセルロース分解の促進効
果のあるリグニン関連因子を取

得し、応用利用に向けてこれら
の因子の Trichoderma 菌への導
入を開始した。 

○SIP（戦略的イノベーション創造
プログラム）「地域のリグニン資
源システム」プロジェクトの中

で、木質リグニン等からの高付
加価値素材の開発についての研
究課題を、農林水産省所管の独

立行政法人である森林総合研究
所と連携して進めた。 

③ポリ乳酸に並び立つ「新たなバ

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○バイオテクノロジーを

活用した化学製品原料

の効率的な「一気通貫合
成技術」の確立について
は、植物から化成品まで

の一気通貫合成技術の
研究開発について、多く
の成果が出ており、順調

に計画を遂行している
と評価する。特に微生物
細胞を用いたサリチル

酸の生産収率の向上は、
新たなバイオプラスチ
ックの創出やモノマー

生産につながる目に見
える重要な成果であり、
高く評価する。 

 
○ポリ乳酸に並び立つ「新

たなバイオプラスチッ

ク」の探求については、
これまで企業との共同
研究が順調に進んでお

り、カネカとの共同研究
において、新規素材の特
性（耐熱性、生分解性、

耐加水分解性）を改良し
た点については、今後の
研究成果の実用化につ

ながる大きな前進であ
る。特に、バイオプラス
チックに関しては、カネ
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イオプラスチック」の開発 

○PHA の実用化に向け、特に成形加
工性を向上する基盤技術とし
て、熱流動特性をコントロール

できる添加物の探索を行い、側
鎖水酸基を有するポリマー類の
少量添加が増粘効果を生み出す

ことを見出した。 
○新たなバイオポリマー素材とし
て、ペプチドの化学酵素重合法

に関する研究を進め、合成した
疎水性ポリペプチド、ブロック
構造・分岐構造を有するポリペ

プチド等、新規ポリペプチド素
材の特性評価を実施した。 

○プログラムで開発した技術を確

立し、新たな産業にまでつなげ
るため、国内外の大学、研究機
関及び企業との共同研究契約を

新たに 7件（内企業とは、3件）
締結し、オープンイノベーショ
ンを推進した。 

【マネジメント・人材育成】 
○研究体制においては、プログラ
ムに副プログラムディレクター

を投入し、更なるマネジメント
の強化に努めた。 

○若手の研究者を副 TL へ昇格さ

せ、更なるステップアップを図
るとともに、新チームを立ち上
げるべく、センター内の体制整

備を行った。 
○センター長が強いリーダーシッ
プを発揮して、理研の他センタ

ー、大学ネットワークや企業な
どと横断的連携研究を進め、強
力に研究の発展を促した。 

カのパイロットプラン

トにより、生産能力、年
間１，０００トンにて製
造しているところであ

り、今後さらに生産設備
を段階的に補強するこ
とで、２０２０年には売

上高１００億円以上を
目指している。理研の成
果を応用することによ

り、実証試験が成功し、
実用化へ向けてさらに
前進したことを高く評

価する。 
○森林総合研究所から副

プログラムディレクタ

ーを採用し、マネジメン
トとバイオマス生産研
究の強化を図ったこと

は、イノベーション創出
に向けた具体的な取組
みであり、高く評価でき

る。 
 

○若手研究者を副チーム

リーダーに採用して草
本バイオマス研究へ展
開すると同時に人材養

成が順調に進んでいる
と評価できる。 

○プログラムディレクタ

ーがリーダーシップを
発揮し、省庁を越えた連
携事業（グリーンネット

ワークエクセレンス事
業）や、イノベーション
創出に向けた企業連携

を推進していることは
高く評価できる。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(2) －② （2）横断的連携促進 ②創薬関連研究に関する連携の促進 

関連する政策・施策 政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 

施策目標 9-1 ライフサイエンス分野の研究開

発の重点的推進及び倫理的課題等への取組 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第一項 科学技術に関する試験及び

研究を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 

0184 

 

２．主要な経年データ（創薬・医療技術基盤プログラム） 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：6 

和文：18 

欧文：6 

和文：0 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：

16 

協定等：2 

共同研究等：

27 

協定等：2 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：3 

登録：0 

出願：4 

登録：0 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

0 

0 

0 

0 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

840,000 1,000,000 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 12 12 ― ― ― 
 

※理研横断型のプログラムであるため、論文数、外部資金については、研究者等が本務で所属するセンター等の実績においてカウント。 
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２．主要な経年データ（予防医療・診断技術開発プログラム） 

① 主な参考指標情報 

 基準

値等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

論文数 
― 

欧文：4 

和文：4 

欧文：23 

和文：0 
― ― ― 

連携数 

― 

共同研究等：9 

協定等：1 

共同研究等：

12 

協定等：4 

― ― ― 

特許件 
数 ― 

出願：6 

登録：0 

出願：7 

登録：0 
― ― ― 

外部資 
金 
(件/千
円) 

― 

2 

3,200 

4 

15,000 ― ― ― 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

予算額（千円） 

 

71,492 143,702 
― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実施コスト（千

円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数※ 13 11 ― ― ― 
 

※理研横断型のプログラムであるため、論文数、外部資金については、研究者等が本務で所属するセンター等の実績においてカウント。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ライフイノベ
ーションの実現
に向けて、理化学

研究所の有する
ＳＰｒｉｎｇ－
８やスーパーコ

ンピュータ「京」
等の世界トップ
レベルの研究基

盤を横断的に活
用し、創薬プロセ
スや、医療の現場

創薬関連研究に関する連携の促進
では、理化学研究所が有する世界ト
ップレベルの研究基盤を組織横断的

に活用し、基礎研究から生まれたシ
ーズを実際の創薬プロセスや、医療
の現場で活用される技術として製薬

企業や医療機関に導出することを目
的に、創薬や医療技術の研究開発を
行う創薬・医療技術基盤プログラム

を実施する。また、医薬品や医療技
術を効果的に使用するために重要な
診断法の開発等を行う予防医療・診

①創薬・医療技術基盤プログラ
ム 
理化学研究所の各研究セン

ターや大学等で行われている
様々な基礎疾患研究から見い
だされる創薬標的（疾患関連タ

ンパク質）を対象に、各研究セ
ンターが設置する創薬基盤ユ
ニットが連携して医薬品の候

補となる低分子化合物、抗体、
核酸等の新規物質を創成し有
効な知的財産の取得を目指す

（評価軸） 
・イノベーション
の実現に向けて

組織的に研究開
発に取り組み、社
会的にインパク

トのある優れた
研究開発成果を
創出し、その成果

を社会へ還元で
きたか 
 

①創薬・技術基盤プログラム 
○中長期計画に示した目標を達成
するために、平成 26 年度におい

ては、理化学研究所内外のシー
ズ（疾患の原因タンパク質標的）
についての創薬研究のうち、シ

ード（化合物、抗体、細胞等）
探索段階の創薬・医療技術研究
について１テーマをリード（動

物モデルで有効な化合物、抗体、
細胞等で欠点を改良すれば知財
や開発品を創製できるもの）最

評定 S 評定 A 

 
○中長期計画（モニタリン

グ指標）の達成に向けた

平成 26 年度計画につい
て、数値目標の 3倍であ
る 3テーマがシード探索

段階からリード最適化
段階へ到達し、年度計画
を大幅に上回ったこと

は、アカデミア発創薬の

○法人の活動により、中長期計
画における所期の目標を上
回る成果が得られていると

認められる。 
 

○網膜再生医療技術プロジェ

クトにおいて世界初の iPS
細胞の移植手術を成功させ
たことは高く評価できる。ま

た、３テーマがシード探索段
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で実際に活用さ

れる技術に最適
化する革新的な
技術基盤を創出

して、理化学研究
所が持つ脳科学、
発生・再生科学、

統合生命医科学
といった疾患研
究の基盤や、大学

等の研究機関の
研究開発成果か
ら得られる重要

なシーズの実用
化に向けて包括
的に支援するこ

とにより、革新的
な創薬や医療技
術の創出につな

げる。 
また、関係府省

が連携してアカ

デミア等の創薬
研究を支援する
取組に参画し、上

記の技術基盤を
活用して理化学
研究所でなけれ

ばできない支援
を実施する。 

これらにより、

理化学研究所内
外のシーズをも
とに適切な段階

で特許を取得し、
又は臨床研究段
階に進め、その中

から企業又は医
療機関に創薬候
補化合物等とし

て、４件以上を移
転する。 

さらに、医薬品

を効果的に使用
するためには、適
切な診断技術と

の組合せが重要
であることから、
例えば、理化学研

断技術開発プログラムを実施する。 

創薬・医療技術基盤プログラムで
は、理化学研究所の各研究センター
や大学等で行われている様々な基礎

疾患研究から見いだされる創薬標的
（疾患関連タンパク質）を対象に、
各研究センターが設置する創薬基盤

ユニットが連携して医薬品の候補と
なる低分子化合物、抗体、核酸等の
新規物質を創成し有効な知的財産の

取得を目指す創薬・医療技術研究を
推進する。また、非臨床研究段階の
トランスレーショナルリサーチとし

て安全性評価等を行う創薬・医療技
術プロジェクトを推進し、これらを
適切な段階で企業や医療機関等に導

出する。このため、プログラムにマ
ネジメントフィスを置き、適切な専
門人材を配置して、有望な創薬・医

療技術研究やプロジェクトのリソー
ス重点化、年度毎のステージアップ
目標に対する進捗管理を行うことに

より、創薬基盤ユニットが連携して
効果的・効率的に推進するためのマ
ネジメントシステムを確立する。こ

れにより、従来は困難であった標的
タンパク質を解析する技術や、新し
い創薬標的を同定する技術等の開発

と連携し、これらも活用して創薬・
医療技術研究やプロジェクトを推進
し、企業や医療機関への導出活動を

行う。また、府省が連携してアカデ
ミア等の創薬研究を支援する取組な
どを通じて、大学や医療機関との連

携強化や先端的技術を創薬研究に展
開するための企画・調整を行う。こ
れらの取組を通じて、理化学研究所

内外のシーズについて創薬研究を推
進し、その中からシード探索、リー
ド最適化段階の創薬・医療技術研究

については、最終製品を包含する特
許の取得段階にまで進め、２件以上
を企業に移転する。また、創薬・医

療技術プロジェクトについて非臨床
段階から臨床段階にステージアップ
し、本中期目標期間において、２件

以上を企業又は医療機関に移転す
る。 

創薬・医療技術研究を推進す

る。また、非臨床研究段階のト
ランスレーショナルリサーチ
として安全性評価等を行う創

薬・医療技術プロジェクトを推
進し、これらを適切な段階で企
業や医療機関等に導出する。 

これらの取組を通じて、シー
ド探索、リード最適化段階の創
薬・医療技術研究については、

本中期目標期間において、最終
製品を包含する特許の取得段
階にまで進め、２件以上を企業

に移転する。また、創薬・医療
技術プロジェクトについて非
臨床段階から臨床段階にステ

ージアップし、本中期目標期間
において、２件以上を企業又は
医療機関に移転する。 

平成２６年度は、上記目標を
達成するためにシード探索段
階の創薬・医療技術研究につい

て１件をリード最適化段階に
進めると共に、リード最適化段
階の創薬・医療技術研究につい

ては１件に関して最終製品を
包含する特許の取得段階まで
進め、創薬・医療技術プロジェ

クトについては、１件に関して
非臨床試験を実施する。 
また、研究開発のフェイズが

進んだテーマには、薬物動態・
毒性試験（ＡＤＭＥＴ）が必要
となるため、試験に対応できる

ようＡＤＭＥＴ基盤の強化を
図る。 
大学等の基礎的研究成果を

医薬品として実用化に導くた
めの研究開発を支援する取組
である「創薬支援ネットワー

ク」に参画し、関係機関と連携
してアカデミア発の創薬に取
り組む。 

・産学官連携の推

進や知的財産の
戦略的な取得、活
用及び管理によ

り、社会への貢献
を果たすことが
できたか 

 
（評価指標） 
・基礎疾患研究か

ら見いだされる
創薬標的（疾患関
連タンパク質）を

対象に、医薬品の
候補となる新規
物質を創成し有

効な知的財産の
取得を目指す創
薬・医療技術研究

を推進し、非臨床
研究段階のトラ
ンスレーショナ

ルリサーチとし
て安全性評価等
を行い、これらを

適切な段階で企
業や医療機関等
への導出状況（①

創薬） 
 
・疾患を発症前ま

たは早期段階に
おいて計測・検
出・予測可能とす

るバイオマーカ
ーの探索やこれ
を用いた診断法

の開発等の取組 
 
（②予防医療） 

・比類のない独自
のユニークな成
果や当初計画で

予期し得なかっ
た特筆すべき業
績 

 
・マネジメント体
制（センター長等

適化段階に進めること、リード

最適化段階の創薬・医療技術研
究については１テーマに関し最
終製品を包含する特許の段階に

まで進めること、創薬・医療技
術プロジェクトにおいて１件に
関して非臨床試験を実施するこ

とを目標とした。 
○１テーマをリード最適化に進め
る目標に対し、創薬・医療技術

研究において、エピゲノムを標
的とした抗がん剤、また、希少
疾患である進行性骨化性線維異

形成症（FOP）治療薬、神経膠腫
治療抗体薬の３テーマがシード
探索段階からリード最適化段階

に到達し、目標を大幅に上回っ
た。 

 

○１テーマを最終製品を包含する
特許の段階に進める目標に対
し、リード最適化段階である iPS

細胞由来 NKT 細胞を用いたがん
治療プロジェクトにおいて、企
業や医療機関への導出に向け

て、最終製品を包含する特許を
出願した。また、理研ベンチャ
ー、理研免疫再生医学（株）を

設立し、企業へのライセンスに
向けた条件調整に入った。 

○１プロジェクトに関して非臨床

試験を実施する目標について、
先進的な細胞医療を目指した、
人工アジュバントベクター細胞

プロジェクトに関して、平成 26
年度中に医薬品医療機器総合機
構との戦略相談、対面助言を経

て、安全性評価等の非臨床研究
を開始した。 

○iPS 細胞を用いた滲出型加齢黄

斑変性の臨床研究において、平
成 26 年９月、世界に先駆けて移
植第一例目を実施した。本プロ

ジェクトは平成 25 年８月に理
研、先端医療振興財団の共同研
究として厚生労働大臣の許可を

得たことにより本プログラムか
ら医療機関への導出と位置づけ
たが、その後、第一例目の移植

みならず一般的な創薬

のスタンダードと比べ
ても異例の達成スピー
ドであり、非常に高く評

価する。また、対象のテ
ーマ・プロジェクトはい
ずれも新たなアプロー

チでの創薬研究や、製薬
企業等が取り組みにく
い希少疾患治療薬、先進

的な細胞医療であり、ア
カデミア発の研究成果
による医療への貢献が

将来強く期待されるも
のであり、非常に高く評
価する。 

○中長期計画の定量的目
標の達成状況に関して
は、最終製品を包含する

特許を出願した 2件（累
計）が、企業への移転直
前まで到達しており、中

長期計画の「シード探
索、リード最適化段階の
創薬・医療技術研究につ

いては、最終製品を包含
する特許の取得段階に
まで進め、2 件以上を企

業に移転」を 2年早く達
成する見込みであるこ
とから、非常に高く評価

する。 
○創薬支援ネットワーク

の実効的な連携体制の

構築に主体的に参画し、
低分子創薬支援機関の
中核として大学等の基

礎的研究成果の社会へ
の還元に向けた取り組
みに貢献したことを高

く評価する。 
○「滲出型加齢黄斑変性

の臨床研究」において、

リスクマネジメントの
ため、副作用対応や広報
体制も含めた臨床研究

実施体制を構築したこ
とにより、世界で初めて
iPS 細胞を用いた臨床研

階からリード最適化段階に

到達したことも評価できる。 
 

○疾患バイオマーカーの探索

対象となるエンハンサーを
新たに数多く発見したこと
も新たな予防医療技術の開

発につながる成果として高
く評価できる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○iPS 細胞の臨床応用に向け

て、理研全体で取り組む体制
の強化を期待する。 
 

○本事業を通じて予防医療診
断技術開発のコーディネー
ターの役割を果たせる人材

の育成を図ることが期待さ
れる。 
 

○理研の研究成果の中から新
たな創薬、予防医療技術の開
発につながるシーズが出て

きたことは評価するが、企業
や医療機関との連携による
実装に向けた研究開発への

発展に期待する。 
 

（評定） 

○本事業では、当初の想定より
早い時期に研究成果が出て
きている。 

 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を上回る

成果が得られていると認め
られることから、評定を Aと
する。 
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究所が有するゲ

ノムオミックス
研究の技術等を
活用して理化学

研究所の各セン
ターと連携し、疾
患の発症前や早

期段階において
検出が可能なバ
イオマーカーを

探索し、それを用
いた診断法の開
発等を実施する。

具体的には、探索
されたバイオマ
ーカーを簡便に

検知できる診断
機器等について
薬事申請を視野

に入れた研究開
発を進め、企業に
移転する。 

理化学研究所
は、上記のほか、
政策的要請や社

会的要請に基づ
き、科学技術イノ
ベーションの実

現に向けて、計画
の提案を行い、重
点的に連携・ネッ

トワークのプロ
グラムを推進す
る。 

のリーダーシッ

プが発揮できる
環境・体制） 
 

・人材育成制度
（若手研究者等
への指導体制） 

 
（モニタリング
指標） 

・理化学研究所内
外のシーズにつ
いて創薬研究を

推進し、その中か
らシード探索、リ
ード最適化段階、

最終製品を包含
する特許取得段
階まで進める創

薬・医療技術研究
の企業移転件数
（①創薬） 

 
・非臨床段階から
臨床段階にステ

ージアップし、企
業又は医療機関
に移転する件数

（①創薬） 
 
・企業・大学等と

締結した共同研
究数（②予防医
療） 

 
・バイオマーカー
を簡便に検知で

きる診断・検出キ
ット等の薬事申
請や製品化を視

野に入れた研究
開発を推進し、適
切な段階で企業

や医療機関等に
導出した件数（②
予防医療） 

 

実施にあたって医療機関を持た

ない理研の研究者が総括責任者
を務めることとなり、しっかり
とした臨床研究実施体制を整え

るべきとの内外からの指摘を受
けた。 
この指摘に対応するため、本プ

ログラム運営委員会においてプ
ロジェクトとして再認定し、理
研全体のリスクマネジメントの

観点から、複数の医師、製薬企
業での臨床事故対応の経験者ら
によって構成する全所体制の推

進本部を立ち上げた。万が一の
有害事象の発生や予期せぬ副作
用の発生に備えるため、広報体

制も含め、万全の実施体制を構
築したことにより、つつが無く
移植第一例目の実施を行うこと

ができた。 
○上記を含め、中長期計画におけ
る定量的目標に対する中長期計

画開始以降の達成状況について
は、「最終製品を包含する特許の
取得段階にまで進め、2件以上を

企業に移転」としているところ、
累計で 2 件が最終製品を包含す
る特許出願まで到達し、企業へ

の移転直前まで進んだ。このう
ち「iPS 細胞由来 NKT 細胞を用い
たがん治療プロジェクト」にお

いては移転に向けた企業へのラ
イセンスの条件交渉中の段階、
25 年度に特許出願した「幹細胞

を標的とした白血病治療薬プロ
ジェクト」については、移転に
向けた理研ベンチャーの設立準

備段階に達した。また、「非臨床
段階から臨床段階にステージア
ップし、2件以上を企業又は医療

機関に移転」するとしていると
ころ、中長期計画開始以降、医
療機関への移転１件を達成した

（なお、特許出願件数の累計は
国内 3件、海外 4件）。 

【マネジメント・人材育成】 

○戦略的な資源配分マネジメント
のため、四半期に一度開催であ
る推進会議を臨時を含め５回、

究の移植第一例目を成

功裏に実施し、我が国の
みならず国際的な iPS細
胞研究の臨床応用への

道筋を明確化したとと
もに、治療の実現に向け
た大幅な進展がなされ

たことを非常に高く評
価する。 
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半期に一度開催であるプログラ

ム運営委員会を２回開催し、テ
ーマ・プロジェクトの優先順位
付けや中止等、本プログラムと

しての戦略的判断が求められる
事項について適時判断を行うと
ともに、予算執行や研究進捗を

モニタリングし、予算配分に反
映した。また、効果的かつ効率
的な研究開発を進めるため、個

別のテーマ・プロジェクトにつ
いてはプロジェクトマネジメン
トシステムを用いて適切なテー

マ・プロジェクト推進のマネジ
メントを行った。 

○平成 26 年 12 月 1 日付で臨床開

発支援室を設置し、法令等に沿
った手続きの支援、非臨床研究
における計画立案支援、医薬品

医療機器総合機構との相談・協
議、臨床研究・試験における調
整等の機能強化を図った。 

○センター横断型のテーマの支援
に従事する研究系職員にインセ
ンティブを与え、イノベーショ

ン創出を加速するため、創薬テ
ーマ・プロジェクトのステージ
の進展に特に貢献した者への報

奨制度により、17 名を報奨し、
表彰状の授与を行った。また、
各センターにおかれる創薬基盤

ユニットにおいて創薬研究経験
を持つ人材を育て、創薬イノベ
ーション創出に向かった研究へ

と方向付けを行うため、企業あ
るいは医療界出身の経験を積ん
だ人材である本プログラムのマ

ネージャがテーマ・プロジェク
ト毎の会議や助言等を通して人
材育成を進めた。 

○大学等の基礎的研究成果を医薬
品として実用化に導くための研
究開発を支援する取組である

「創薬支援ネットワーク」の構
成機関として、意志決定会議体
である創薬支援ネットワーク研

究会議ならびに運営会議に参
加、理研創薬・医療技術基盤プ
ログラムの経験を生かして実効
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性のあるネットワーク形成に貢

献した。なお、理研はアカデミ
ア発の創薬に向けて平成 26年度
中に９テーマの支援を行ってい

る。 
○研究開発のフェーズが進んだテ
ーマに必要となる薬物動態・毒

性試験（ＡＤＭＥＴ）に対応す
るため、ライフサイエンス技術
基盤研究センター内に低分子化

合物の試験のための設備と人員
を整備し、当該基盤を強化した。 

また、予防医療・診断技術開発プ

ログラムにおいても同様のマネジメ
ントシステムにより、理化学研究所
の各研究センターや医療機関・企業

等で行われている様々な基礎研究等
から見いだされるシーズやニーズを
基に、各研究センターが設置する開

発ユニットが連携して疾患を発症前
または早期段階において計測・検
出・予測可能とするバイオマーカー

の探索やこれを用いた診断法の開発
等の取組を推進する。そのため、平
成２７年度までに、８件程度の共同

研究を企業・大学等と締結し、バイ
オマーカーを簡便に検知できる診
断・検出キット等の薬事申請や製品

化を視野に入れた研究開発を推進
し、本中期目標期間において適切な
段階で企業や医療機関等に１件以上

導出する。 

②予防医療・診断技術開発プロ

グラム 
理化学研究所の各研究セン

ターや医療機関・企業等で行わ

れている様々な基礎研究等か
ら見いだされるシーズやニー
ズを基に、各研究センターが設

置する開発ユニットが連携し
て疾患を発症前又は早期段階
において計測・検出・予測可能

とするバイオマーカーの探索
やこれを用いた診断法の開発
等の取組を推進する。平成２６

年度は、核酸等の生体分子を検
出対象とするインフルエンザ
早期診断・検出キット開発のた

めに、医療機関と連携した臨床
研究を推進するとともに、バイ
オマーカー探索等を進め、１件

以上の共同研究を企業・大学等
と開始する。 

②予防医療・診断技術開発プログ

ラム 
○予防医療・診断技術開発プログ
ラムは「理研のシーズを医療の

ニーズにつなげ、プロダクトを
世に送り出す」をコンセプトに、
理研の研究主宰者との打合せを

９９回、医療現場の医師等との
打合せを１２６回、企業関係者
と１４４回の打合せを実施し、

９０件の横断型プロジェクトを
提案した。 

○理研オリジナルの技術「CAGE」

法を駆使し、国際的な研究コン
ソーシアムを主導し、疾患バイ
オマーカーの探索対象となるエ

ンハンサーを新たに４万４千個
発見した。さらに、エンハンサ
ー領域に多数の疾患関連 SNP が

存在することを明らかにした。 
○理研発の遺伝子解析技術（等温
増幅法）をベースとした、イン

フルエンザの高感度かつ迅速、
簡便診断キットの開発を進め、
関東の３病院での臨床研究を実

施し、当技術の有用性、優位性
について Proof-of-concept を得
た。さらに、臨床研究で得た医

療現場の意見も踏まえて企業と
協議し、実用機を見据えた要素
技術の高度化開発課題を設定す

るとともに、27 年度内に臨床検
体を用いた組み合わせ試験で実
証する計画でその開発に着手し

た。 
○医療現場のニーズ調査により得
たプロジェクトとして、理研独

 

 
○理研内のシーズ調査、医

療現場・企業のニーズ調

査を精力的に実施し、多
数の横断型プロジェク
トを提案した実績は、非

常に高く評価する。 
 
 

 
○疾患と相関のあるエン

ハンサー上のSNPが多数

見出された成果は従来、
知られていた数の 10 倍
に相当することから、バ

イオマーカーの鉱脈を
見いだした成果であり、
非常に高く評価する。 

 
○インフルエンザ診断キ

ット開発において技術

の有用性、優位性につい
て Proof-of-concept を
得た上で高度化開発課

題を設定して着手した
ことや、CAGE 法によるマ
ーカーで５件の特許出

願を行ったことについ
ては、中期計画ロードマ
ップに従って順調に計

画を遂行していると評
価する。 

 

○当初計画にとどまらず、
理研の強い技術力を活
かし、医療現場ニーズを
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自の遺伝子解析技術（CAGE 法）

により「肺癌の鑑別マーカー」
などの探索フィージビリティス
タディを実施し、５件の特許を

出願した。 
○医療現場・企業のニーズ調査に
より得た当初計画になかったプ

ロジェクトとして、理研独自の
遺伝子解析ツール（e-primer、
e-probe）を活用した低コスト遺

伝子変異診断キット（白血病関
連遺伝子等）の開発のため、企
業資金を導入し、病院の検査室

での臨床研究を含むプロジェク
トをデザイン、立案して開始し
た。 

○また、２６年度において４件の
共同研究を締結した。中期目標
期間開始以降の共同研究契約の

件数は１３件となっており、企
業等との調整中の共同研究案件
を含めると引き続き件数が増え

る見込みである。 
【マネジメント・人材育成】 
○カタールおよびロシアとの間に

全額相手側負担による拠点設置
を伴う共同研究や人材育成・技
術移転の連携を構築するべく、

覚書を締結した。 
○プログラムディレクターのリー
ダーシップのもと、プロジェク

トの立案から事業化までコーデ
ィネートするために必要な専門
性（医療資源、医療情報、医事、

薬事、知財）を持つ人材を雇用
している。 

○既に専門性を備えた人材を雇用

しているが、日々のコーディネ
ート活動で様々な経験を積ませ
ている。 

解決しうる複数の特許

の創出にいたったこと
は、非常に高く評価す
る。 

○当初計画にとどまらず、
低コスト遺伝子変異診
断キットの開発プロジ

ェクトを開始したこと
については、医療現場・
社会のニーズ調査から

浮かび上がった課題の
解決に向け、早期の実用
化が期待されるプロジ

ェクトをデザイン・立案
して企業資金を呼び込
んだものであり、高く評

価する。 
○企業・大学等との共同研

究の件数は、中期計画の

定量的目標を大きく上
回っており（平成２７年
度までに８件程度とい

う目標に対して１３
件）、高く評価する。 

○成果を広く普及させ、理

研発の予防医療・診断技
術で世界に貢献するた
めの海外との連携事業

の開始に道筋をつけた
ことは、高く評価する。 

○様々な専門性を持つ人

材を雇用し、プログラム
ディレクターのリーダ
ーシップが発揮でき、か

つ限られた予算の中で
適正、効果的なマネジメ
ントができる体制にな

っていると評価する。 
○日々のコーディネート

活動で様々な経験がで

きるよう配慮している
と評価する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－4－(3) 実用化につなげる効果的な知的財産戦略の推進 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第二項 前号に掲げる業務に係る成

果を普及し、及びその活用を促進する

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

10 年以上保
有している
特許の実施
化率 

― 56.5% 60.8% ― ― ― 

 
 

  
   

 
 

  
   

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 さらに、理化学
研究所の保有す
る知的財産を効

果的に実用化に
つなげるため、特
許の戦略的な取

得や保持により、
競争力の向上を
図るとともに、関

係機関とも連携
して事業化の支
援にも積極的に

取り組むことが
重要である。 

また、保有する

特許の検証を通
じて必要性の低
い特許の保有に

ついても見直し
を行い、特許の実
施化率の更なる

向上を目指すと
ともに、これらを
確実に進めるた

めの体制を構築
する。 

この一環とし

て、実施料収入の
拡大にも努める。 

研究開発成果の実用化に向けた技
術移転を効果的に進めるため、外部
専門家の活用など知的財産戦略の推

進体制を強化するとともに、知的財
産を適切に保護し、積極的に活用す
る。また、企業が事業化を目指した

研究開発に本格的に取り組む基礎と
なり、実施料収入の拡大に結びつく
よう、十分な実施例を踏まえた権利

範囲の広い特許、いわゆる強い特許
を取得する。 

さらに、取得した特許等について

は、実施許諾したものも含めて一定
期間毎にその実用化の価値や費用対
効果を検証し、権利維持の必要性を

見直すといった効率的な維持管理を
行う。 

加えて、ウェブサイトや展示会等

を活用した情報発信、研究者自身に
よる技術紹介活動、理研ベンチャー
の認定等、技術移転機能の拡充を図

る。 
これらの活動を通じて、中期目標

期間終了時点において、１０年以上

保有している特許の実施化率を６
５％以上へ引き上げる。 

研究開発成果の実用化に向
けた技術移転を効果的に進め
るため、平成２６年度は、知的

財産コンサルタントとして登
用した外部専門家２名に加え、
ベンチャー企業の経営者や研

究成果を実用化につなげた経
験者から助言を受け、知的財産
戦略の推進体制の強化、見直し

を行う。 
また、企業が事業化を目指し

た研究開発に取り組む基礎と

なり、実施料収入の拡大に結び
付くような権利範囲の広い強
い特許を取得する。また、取得

した特許等については、関連企
業への紹介活動を積極的に行
い、これら活動の結果を踏ま

え、一定期間毎にその知的財産
としての価値や費用対効果を
検証し、権利維持の必要性を見

直す等、効率的な維持管理を行
う。実施許諾した知的財産につ
いても、一定期間毎にその実施

状況や市場状況を踏まえ、権利
維持の必要性を見直す。 
さらに、展示会等において、

理化学研究所が保有する知的
財産を早期に紹介する活動や
産業界との面談を実施すると

ともに、ウェブサイト等を活用
した情報発信や理研ベンチャ
ーの認定等、技術移転機能の拡

充を図る。 

（評価軸） 
・産学官連携の推
進や知的財産の

戦略的な取得、活
用及び管理によ
り、社会への貢献

を果たすことが
できたか 
 

（評価指標） 
・知的財産戦略の
推進体制の強化

や、知的財産の適
切な保護、活用、
強い特許の取得、

効率的な維持管
理の状況 
 

(モニタリング指
標) 

年以上保有

している特許の
実施化率 
 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 
【知的財産等】 

（保有資産全般
の見直し） 

・ 特許権等の知

的財産について、
法人における保
有の必要性の検

討状況は適切か 
 
・ 検討の結果、

知的財産の整理
等を行うことに
なった場合には、

その法人の取組

○研究開発成果の実用化に向けた
技術移転を効果的に進めるた
め、創薬及び生物資源に関する

知的財産戦略に詳しい専門家 2
名を知的財産コンサルタントと
して登用し、特許性に加えて実

施化の可能性や実施化された場
合の費用対効果等の商業的価値
を検討して特許出願を行った。 

○出願した特許技術を企業にとっ
てより魅力的な技術として強化
するための方策として、有望な

発明に対し、特許の権利範囲を
拡げるための追加データを取得
する「強い特許」を獲得するた

めの支援に取り組んだ。 
○出願した特許を早期に産業界に
紹介する取り組みとして、BIO 

tech、JST 新技術説明会、イノベ
ーション・ジャパン、Bio Japan、
nano tech等の展示会やウェブサ

イト、メールマガジン等で紹介
するなど産業界へのライセンシ
ング活動を積極的に進めた。 

○保有していながら実施許諾され
ていない特許権については、特
許技術の有効性、産業界の反応

等を調査し、実施の可能性を検
証し、実施の可能性が少ない特
許については積極的に放棄する

とともに、実施許諾されていて
も売上げの伸びない特許権につ
いては実施許諾先からその理由

等を調査し、費用対効果の観点
から、収支の見合わない実施契
約は解約する措置を取った。 

○以上の取組みにより、10 年以上
保有している特許の実施化率は
60.8%（前年度実績 56.5%）とな

り、数値目標達成に向けて順調

評定 B 評定 B 

○コンサルタントを通じ

た特許出願可否の検討、
強い特許獲得の支援、展
示会や技術説明会での

知的財産の紹介など、
様々な活動について有
機的に連携しながら取

り組み、知的財産の取
得・活用・管理を進めた
ことは順調に計画を遂

行していると評価する。 
○企業の有識者を中心と

した諮問機関である社

会知創成事業イノベー
ション戦略会議を新た
に立ち上げ、知財及び産

業界連携戦略の推進体
制を強化していると評
価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○実施許諾されていない

保有特許権の整理を進
め、10 年以上保有してい
る特許の実施化率は、数

○特許の実施率の上昇等、順調

に計画を遂行していると認
められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○理研における知的財産戦略

の推進により、個別具体的に
社会に対するいかなる貢献
を果たすことができたのか

について、より一層国民に対
して分かりやすい説明がな
されることを期待する。 

 
○理研のシーズを企業のニー
ズにつなぐ、より積極的な企

業との連携を期待する。 
 

○出願しやすい環境づくり、連

携の中から生まれる成果の
知財化の推進、業際特許の発
掘等や研究者がバリューを

考える素地づくりにも注力
し、世界で通用する高品質の
知財出願数上昇を期待する。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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状況や進捗状況

等は適切か 
 
（資産の運用・管

理） 
・ 特許権等の知
的財産について、

特許出願や知的
財産活用に関す
る方針の策定状

況や体制の整備
状況は適切か 
 

・ 実施許諾に至
っていない知的
財産の活用を推

進するための取
組は適切か 
 

に向上させている。 

○技術移転機能を強化するため、
理研ベンチャー2 社を新たに認
定した。加えて、「理研ベンチャ

ー」ブランドを確立することに
より理研ベンチャーによるビジ
ネスの活性化を図り、研究所の

研究成果の実用化を促進するこ
とを目的として、認定ロゴマー
クを作成した。 

○「知財及び産業界連携戦略」を
より実効性あるものとすべく、
企業の有識者を中心とした社会

知創成事業イノベーション戦略
会議を立ち上げ、産業界の視点
からの助言を受けた。 

○ベンチャー企業の経営者や研究
成果を実用化につなげた経験者
がアドバイザーとして参画する

意見交換会を開催し、知財及び
産業界連携戦略について助言を
受けた。 

値目標達成に向けて順

調に計画を遂行してい
ると評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－5 研究環境の整備、優秀な研究者の育成・輩出等 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(1) 活気ある開かれた研究環境の整備 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第四項 科学技術に関する研究者及

び技術者を養成し、及びその資質の向

上を図ること。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

研究に従事
する研究者
の外国人比
率 

― 18.6% 19.1% ― ― ― 

指導的な地
位にある女
性研究者の
比率 

― 9.8% 9.5% ― ― ― 

       

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界トップレ
ベルの研究開発
機関であるため

には、国内外の優
秀な頭脳循環の
ハブとなること

が重要であり、そ
のために活気あ
る研究環境を整

備していく必要
がある。 

具体的には、 

・戦略的・機動的
な研究開発の実
施 

・競争的な研究環
境の創出 
・成果創出に向け

た研究インセン
ティブの向上 
・国際的に開かれ

た研究体制の構
築 
・若手研究者の登

用や挑戦的な研
究の機会の創出 
・女性研究者等の

活躍を促す研究
環境の整備 
等の取組を行い、

他の機関に先駆
けた先導的な研
究開発システム

の改革を推進す
る。 

①競争的、戦略的かつ機動的な研究環境の創出 評定 A 評定 B 

より競争的な研究環境を醸成し、
新たな研究分野への取組や独創的な
研究開発成果を創出するため、公正

かつ透明性の高い評価を実施し、そ
の結果を研究資源の配分に反映す
る。 

また、理事長のリーダーシップの
下、戦略的なテーマ設定による有用
な研究開発成果の創出を目指す戦略

的研究展開事業を推進する。さらに
は、理研科学者会議のリーダーシッ
プの下、競争的な環境下で独創的な

研究成果の創出を目指す独創的研究
提案制度により、幅広い研究分野・
多様な研究アプローチを有する所内

の各組織間で一層の横断的連携の強
化を図り、異なる研究分野、研究手
法等が融合することで次代の科学技

術の重点領域となるべき研究を推進
する。加えて、研究システムのあり
方や研究資源の配分についても、研

究の性格に合わせて柔軟かつ機動的
に対応する。さらに、世界の頭脳を
呼び込み、人材獲得競争に打ち勝つ

ため、卓越した研究者に相応の待遇
や研究環境を用意できるよう対応す
る。国家戦略、社会ニーズの観点か

ら緊急に着手すべき研究、早期に加
速することが必要な研究及び萌芽的
な研究についても迅速かつ柔軟に対

応する。 

より競争的な研究環境を醸
成し、新たな研究分野への取組
や独創的な研究開発成果を創

出するため、公正かつ透明性の
高い評価を実施し、その結果を
研究資源の配分に反映する。 

平成２６年度は、戦略的研究
展開事業において、前年度に開
始した高次機能を解明し人間

を理解するための３件の連携
促進研究を軸として、全所的な
連携を図る。さらに、独創的研

究提案制度においては、分野間
の融合を目指す課題について、
前年度開始の１件に加え、新た

に２件を実施するとともに、幅
広い研究分野・多様な研究アプ
ローチを有する所内の各組織

間で一層の横断的連携の強化
を図る新たな研究課題の選定
を行う。加えて、卓越した研究

者へ相応の待遇・研究環境を提
供する体制の整備に関しては、
平成２７年４月に予定されて

いる独立行政法人制度の見直
しを踏まえ、卓越した人材の雇
用を可能とする給与体系の構

築や適切な業績評価の仕組み
の検討を進める。なお、国家戦
略、社会ニーズの観点から緊急

に着手すべき研究、早期に加速
することが必要な研究及び萌
芽的な研究について、対応の必

要性が発生した場合は研究資
源を活用し迅速かつ柔軟に対
応する。 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育

成・輩出を行うこ
とが出来たか  
（評価指標） 

・戦略的研究展開
事業、独創的研究
提案制度の推進、

成果創出に向け
た研究インセン
ティブの向上、外

国人研究者及び
女性研究者への
支援、若手研究者

の育成制度等を
通した活気ある
開かれた研究環

境の整備の状況 

○理事長主導（トップダウン）の
戦略的研究展開事業、科学者会
議主導（ボトムアップ）の独創

的研究提案制度を研究所全体の
制度として実施した。 

○戦略的研究展開事業において

は、理事長が研究課題もしくは
研究代表者を指定した課題指定
型研究を 11 課題推進した（前年

度 13 課題）。新規課題として、
国際的な共同研究を強力に推進
するため加速器研究分野で 2 件

実施した（EURICA, MINOS）。こ
のうちの 1件は欧州 16カ国が参
画する大規模な国際共同研究で

あり、これにより中性子過剰元
素の原子核構造を極めて大規模
に取得することに成功した。 

 
 

○ライフサイエンス分野のセンタ

ー間連携を図るため、高次機能
を解明し人間を理解するための
連携促進研究 3 課題を着実に推

進した。 
○独創的研究提案制度について
は、平成 27 年度に開始する新領

域開拓課題及び卓越個人知課題
の公募を実施し、新領域開拓課
題 2 件、卓越個人知課題 2 件を

採択した。（応募総数：新領域開
拓課題 7 件、卓越個人知課題 18
件）【再掲】 

 
 
 

○若手研究者の意欲的な研究の支
援を目指し、奨励課題を公募、
51 件を採択・実施した。（応募総

数 183 件）【再掲】 

 
 
 

 
 

○課題指定型研究として、

社会的要請等により緊
急に着手すべき研究や
重要であるものの外部

資金においても実施に
馴染まない萌芽的研究
を競争的環境において

柔軟に措置し、特に大規
模な国際共同研究を高
い水準で推進できたこ

とは、世界における日本
の加速器研究の優位性
を証明するものとして

高く評価できる。 
 
○３件の連携促進研究を

軸として、全所的な連携
を推進しており評価で
きる。 

 
○独創的研究提案制度に

おいて、将来新たな研究

分野へ発展する可能性、
挑戦的・独創的な課題で
あるか等の観点から選

考し、分野融合による未
踏の研究領域の創出を
目指した課題を採択・実

施したことは順調に計
画を遂行していると評
価する。 

○若手研究者の意欲的な
研究の支援を目指し、奨
励課題を採択・実施した

ことは順調に計画を遂

○戦略的研究展開事業等順調
に計画を遂行していると認
められる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○理研科学者会議、研究戦略会
議、理事長のリーダーシップ
について、良い連携体制とな

ることを期待する。 
 

○STAP 論文事件以降、若手研

究者の士気が低下していな
いかが懸念される。「社会の
中の科学者」ということに鑑

み、若手研究者のインセンテ
ィブを高める試みに期待す
る 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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○理研研究政策リトリートなどに
おける Leading Institution に
関する議論の中で、卓越した人

材の活用を進めるための新しい
人材政策の立案・推進機能につ
いての検討を進めた。 

行していると評価する。 

○理研研究政策リトリー
トなどで、新しい人材政
策の立案・推進機能につ

いての検討を進めたこ
とは評価できる。 

 

②成果創出に向けた研究者のインセンティブ向上 評定 B 

成果創出を促進するためには、優
れた研究者等が最大限に能力を発揮

できる研究環境及び研究者を支援す
る体制の充実が必要である。研究事
業に即した適切な研究者の雇用体系

を整備するとともに、より高いアク
ティビティを発揮できるキャリアパ
スの構築等を図る。 

また、働きやすい研究環境を維持
し、活発な研究開発活動を実施する
ため、ラボマネジメントに関する研

修や個々の能力開発を支援する研修
の充実を図る。 

成果創出を促進するために
は、優れた研究者等が最大限に

能力を発揮できる研究環境及
び研究者を支援する体制の充
実が必要である。研究事業に即

した適切な研究者の雇用体系
を整備するとともに、より高い
アクティビティを発揮できる

キャリアパスの構築等を図る。 
平成２６年度は、労働契約法

（平成１９年法律第１２８号）

及び研究開発システムの改革
の推進等による研究開発能力
の強化及び研究開発等の効率

的推進等に関する法律（平成２
０年法律第６３号）の改正内容
を踏まえて適正な雇用制度の

検討を行う。また、研究室運営、
研究員雇用等、研究を円滑に進
めていく上での問題をそれぞ

れの場面で適切に解決してい
くために、研究管理職を対象と
した職員倫理、労務管理等につ

いての研修を実施するととも
に、リーダーシップや部下育成
に関する研修を充実させる。さ

らに、職員意識調査の結果やこ
れまで実施した研修の内容と
効果を踏まえて、自律的なキャ

リア形成の観点を強化し、キャ
リア形成の意識を醸成するた
めのセミナーや事例紹介、語学

力、情報処理などの研修プログ
ラムを実施する。 

（評価軸） 
・世界トップレベ

ルの研究者を集
めるための研究
環境の整備や優

秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ
とが出来たか  

 
（評価指標） 
・戦略的研究展開

事業、独創的研究
提案制度の推進、
成果創出に向け

た研究インセン
ティブの向上、外
国人研究者及び

女性研究者への
支援、若手研究者
の育成制度等を

通じた活気ある
開かれた研究環
境の整備の状況 

○改正労働契約法（平成 25 年 4月
施行）及び改正研究開発力強化

法の特例措置（平成 26 年 4月施
行）により、研究者・技術者に
おいては 10年を超えて有期労働

契約を継続させて締結した場合
に、被雇用者側に無期契約への
転換申込みができるようになっ

たことを受け、これに対応した
理研の任期制研究職員の人事制
度について、各研究センター長

等の意見も調査しつつ、適正な
雇用制度の検討を進めた。 

○全ての管理職を対象に研究室マ

ネジメントに必要な倫理、労務
管理等の基本的事項を e ラーニ
ングで受講させ、管理職として

の資質向上を図った。その結果、
受講率は 100％となった。 

○新任管理職に対しては、研究不

正を防止するために気を付ける
べきポイントや、所属員に対し
て研究倫理教育や指導育成を効

果的に実施するために有益なリ
ーダーシップ及びコーチングス
キル等に関する研修を実施し

た。管理職着任後、直近の研修
に参加することを促し、平成 26
年度は 46 名の参加があった。 

○海外短期語学研修を継続的に実
施することで、国際化に対応す
る人材育成を図るとともに、夜

間大学院修学制度を通じて、職
員が自らの能力開発を図ること
を支援した。 

○これまで能力開発研修について
は、主に集合研修により実施し
てきたが、語学や IT スキルに関

しては e ラーニング化すること
により受講機会を拡大し、より

○順調に計画を推進して
おり、評価できる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○全ての管理職に適切な

研修を実施したことは
評価できる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○各種能力開発、研修等を
実施したことは評価で
きる。 
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多くの職員が受講した。 

○理研出身者の転身事例として、
リサーチアドミニストレータや
データサイエンティスト、技術

営業や研究者、大学助教などに
従事する方々を取材しまとめた
冊子を配布した。 

○アカデミアや、それ以外のキャ
リアの選択肢における、「科学の
活かし方」について経験者によ

る英語のセミナーを実施した。 
○研究職から教育関係職やサイエ
ンスコミュニケーターへの転職

活動を様々経験した理研出身者
から、キャリアに対する考え方
や就活経験談を聞くセミナーを

実施した。 

③ 国際的に開かれた研究体制の構築 評定 B 

優れた外国人研究者を確保するた

めには、外国人研究者に配慮した生
活環境の整備が必要となる。外国人
住宅の確保、家族に対する生活支援、

生活に関連する諸手続の簡素化の推
進等のほか、対応する各事務部門の
一層のバイリンガル化を推進する。 

このような環境整備の下、外国人
研究者の受入を積極的に進め、理化
学研究所で研究に従事する研究者の

外国人比率を中期目標期間中に２
０％程度に引き上げることを目指
す。 

優れた外国人研究者を確保

するためには、外国人研究者に
配慮した生活環境の整備が必
要となる。平成２６年度は、外

国人住宅の確保、外国人研究者
の家族に対する生活支援、生活
に関連する諸手続きの簡素化

の推進等のほか、対応する各事
務部門の一層のバイリンガル
化を推進するとともに、外国人

向け生活マニュアルの充実化
を図る。また、英文所内ニュー
スレターであるＲＩＫＥＮＥ

ＴＩＣや所内ウェブサイトを
通じて定期的に必要な情報を
発信するなど、状況に応じたき

め細かい対応を行う。 
このような環境整備のもと、

外国人研究者の受入を積極的

に進め、理化学研究所で研究に
従事する研究者の外国人比率
の向上に務める。 

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ

とが出来たか 
  
（評価指標） 

・戦略的研究展開
事業、独創的研究
提案制度の推進、

成果創出に向け
た研究インセン
ティブの向上、外

国人研究者及び
女性研究者への
支援、若手研究者

の育成制度等を
通じた活気ある
開かれた研究環

境の整備の状況 
 
（モニタリング

指標） 
研究に従事す

る研究者の外国

人比率 

○外国人研究者に対する研究環境

整備についてはこれまで本部が
一括して設置していた「ヘルプ
デスク」機能を事業所で担うこ

ととし、住宅、家族支援等のマ
ニュアルの整備、説明会の実施
など、より地域のニーズに密着

した体制を構築した。引き続き
この方向性を推進する。 

○外国人研究者の受入を積極的に

進め、平成 26 年度における理化
学研究所で研究に従事する研究
者の外国人比率は 19.1％となっ

た。 
○専門スタッフによる所内文書の
翻訳を通じて、バイリンガル化

を推進した。英文所内ニュース
レターであるＲＩＫＥＮＥＴＩ
Ｃを毎月発刊し、ウェブサイト

と合わせて、定期的な情報発信
を行った。 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
○数値目標達成に向け、順

調に計画を遂行してい
ると評価する。 

 

 
○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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④ 若手研究者の登用や挑戦的な研究の機会の創出 評定 B 

研究者の流動性・多様性を確保す

るとともに、新たな研究領域を開拓
し、科学技術に飛躍的進歩をもたら
すため、優れた若手研究者を公正な

手段により選考し、積極的な登用を
行うとともに、適切な支援により、
その能力を最大限に発揮できる体制

を整備する。 
また、若手研究者に独立した研究

室の長としての指導的な地位を与

え、研究室を主宰させる制度（准主
任研究員制度）及び、国際的に優れ
た若手研究者に時限的に研究ユニッ

トを編成させ独立した研究を実施さ
せる制度（独立・国際主幹研究員制
度）の双方の長所を取り入れて両制

度を統合・再編し、卓越した若手研
究者等を育成するための制度を拡充
する。この統合された制度における

研究員の募集については、平成２５
年度より実施する。 

さらに、独創的研究提案制度にお

いて、若手研究者育成のための研究
課題の所内公募制度を平成２５年度
に新設する。 

研究者の流動性・多様性を確

保するとともに、新たな研究領
域を開拓し、科学技術に飛躍的
進歩をもたらすため、優れた若

手研究者を公正な手段により
選考し、積極的な登用を行うと
ともに、適切な支援により、そ

の能力を最大限に発揮できる
体制を整備する。平成２６年度
は、採用に関する手続き及びメ

ンターの配置等に関するガイ
ドラインを整備する。 
准主任研究員制度のもとで、

卓越した若手研究者の育成を
図る。また、独創的研究提案制
度において、若手研究者育成の

ための奨励課題の所内公募を
実施する。 

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ

とが出来たか  
（評価指標） 
・戦略的研究展開

事業、独創的研究
提案制度の推進、
成果創出に向け

た研究インセン
ティブの向上、外
国人研究者及び

女性研究者への
支援、若手研究者
の育成制度等を

通じた活気ある
開かれた研究環
境の整備の状況 

○若手の新任研究室主宰者及び若

手研究者等に対して、より適時
的確な支援・助言を与えられる
よう、メンター方策による育成

体制の整備を図り、平成 26 年 12
月にメンター設置による若手研
究者等の育成体制のガイドライ

ンを作成、平成 27年 1月、新任
研究室主宰者 11名に対して延べ
22 名のメンターを配置し、メン

ターを対象とする実践セミナー
を開催した。 

○平成 26 年 12 月に、研究室主宰

者の採用手続きを明確化するた
め、採用手順等を規定したガイ
ダンスを策定し、運用を開始し

た。 
○若手研究者に独立して研究を推
進する機会を提供し、次世代の

科学技術分野を創成させるた
め、准主任研究員制度にて、長
期的視野を持ち、萌芽的かつ独

創的研究を推進し、次世代の科
学技術分野の国際的なリーダー
シップを担う若手研究者を広く

国内外から募った。その結果 85
名の応募者を得、理研科学者会
議内の選考作業部会において選

考を行い、2名の准主任研究員を
理事会に推薦した。（平成 27 年
度採用）【再掲】 

○独創的研究提案制度奨励課題に
おいて、若手研究者育成の意欲
的な研究を支援する所内公募を

実施し、応募総数 183 課題のう
ち審査を経て 51 課題を採択し
た。【再掲】 

○「研究不正再発防止を

はじめとする高い規範
の再生のためのアクシ
ョンプラン」で定めた計

画を着実に遂行してい
ると評価できる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○研究室を主宰する優秀

な若手研究者のための

准主任研究員の公募・推
薦を行ったことは順調
に計画を遂行している

と評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

○若手研究者の意欲的な
研究の支援を目指し、奨
励課題を採択したこと

は順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

⑤ 女性研究者等の更なる活躍を促す研究環境の整備 評定 B 

出産・育児や介護の際及びその前
後においても研究開発活動を継続で

きる環境整備を推進し、男女共同参
画の理念に基づいた仕事と家庭の両
立のための取組を実施する。また、

既に導入されている各種の取組につ
いても利便性を高めるための見直し
や改善を図る。これらにより、指導

出産・育児や介護の際及びそ
の前後においても研究開発活

動を継続できる環境整備を推
進し、男女共同参画の理念に基
づいた仕事と家庭の両立のた

めの取組を実施する。また、既
に導入されている各種の取組
についても利便性を高めるた

（評価軸） 
・世界トップレベ

ルの研究者を集
めるための研究
環境の整備や優

秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ
とが出来たか  

○出産・育児や介護の際及びその
前後においても研究活動を継続

できる環境整備を推進し、男女
共同参画の理念に基づいた仕事
と家庭の両立を目指すため、平

成 26 年度は、次の取組を実施し
た。 

○次世代育成支援対策推進法に基

○着実に計画を推進して
いると評価できる。 
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的な地位にある女性研究者の比率を

少なくとも１０％程度とすることを
目指す。 

めの見直しや改善を図る。 

平成２６年度は、妊娠、育児
又は介護中の研究系職員の支
援者雇用経費助成を実施する

とともに、育児休業等から復帰
した職員及びその所属長を対
象に、復帰後の不安を軽減でき

るよう、仕事と家庭の両立に関
する研修を実施するとともに、
職員同士のネットワーク拡大

を図る。また、育児や介護に関
する支援制度等をまとめたハ
ンドブックを改訂する。 

（評価指標） 

・戦略的研究展開
事業、独創的研究
提案制度の推進、

成果創出に向け
た研究インセン
ティブの向上、外

国人研究者及び
女性研究者への
支援、若手研究者

の育成制度等を
通じた活気ある
開かれた研究環

境の整備の状況 
（モニタリング
指標） 

指導的な地位
にある女性研究
者の比率 

づき、第2期（平成20年4月1日～

平成25年3月31日）の一般事業主
行動計画を策定し、行動計画に
定めた目標を達成するなどの一

定の要件を満たしたため、第1期
に続き「基準適合一般事業主（く
るみんマーク）」に認定された。 

○平成19年度に開始した「妊娠、
育児又は介護中の研究系職員を

支援する者の雇用経費助成」で
は、のべ63人（平成25年度はの
べ66人）に助成を行った。また、

平成17年4月から導入している
ベビーシッター補助制度につい
ては、平成26年度は6人（平成25
年度は7人）の利用があった。 

○育児休業取得者のスムーズな職
場復帰や、育児中の職員の上司
や同僚の理解促進のため、仕事

と家庭の両立に資する研修を実
施した。また、「小児救急研修
会」、「介護に関する研修会」
を実施した。  

○育児や介護に関する支援制度等
をまとめたハンドブックの改訂
版を発行した。 

○個別の事情に対応し支援を検討
する相談窓口「個別支援コーデ
ィネート」には、約60件（平成

25年度は60件）の相談があった。 
○平成 26年度における女性研究者
の在籍割合は 14.6％、テクニカ

ルスタッフ等まで含めると
34.6％であった。また、指導的
な地位にある研究者（PI）の女

性比率は 8.3%であった。さらに、
非常勤を除いた場合の女性 PIの
比率は 9.5％であった。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(2) 優秀な研究者等の育成・輩出 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第四項 科学技術に関する研究者及

び技術者を養成し、及びその資質の向

上を図ること。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

ＪＲＡ受入
人数 

― 256 人 60.8% ― ― ― 

基礎科学特
別研究員及
び国際特別
研究員受入
人数 

― 
169人（外
国籍研究
者 62 人） 

173人（外
国籍研
究者 62
人） 

― ― ― 

 
      

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 

※下線はモニタリング指標に

対する実績 

自己評価 

 世界トップレ
ベルの研究開発
機関として発展

し、世界的な期待
と尊敬を受ける
ためには、理化学

研究所へ世界中
から優秀な研究
者が集まり、か

つ、理化学研究所
か ら 国 内 外 の
様々な研究ステ

ージで主体的な
役割を果たし得
る優秀な研究者

が輩出されるこ
とが重要である。      

このため、研究

者の国際的な頭
脳循環のハブと
なるべきシステ

ム、研究環境の整
備等に一層の磨
きをかけるとと

もに、次代を担う
技術者、若手研究
者等に対する適

切な支援・育成を
行い、理化学研究
所で研究を行う

ことが、国内外の
優秀な研究者に
とって魅力的な

キャリアパスの
一環となるよう
に努める。 

①次代を担う若手研究者等の育成 評定 B 評定 B 

将来の研究人材を育成するととも
に、理化学研究所の活性化を図るた
め、柔軟な発想に富み活力のある大

学院生・若手研究者を招聘する制度
等を活用する。 

具体的には、大学院生について、

連携大学院制度、ジュニア・リサー
チ・アソシエイト制度等を活用して、
それらの質を確保した上で積極的に

受け入れる。特に、ジュニア・リサ
ーチ・アソシエイト制度においては、
基礎医科学の知見・技能を有する研

究者の育成に重点を置きつつ、年間
２１０人程度に研究の機会を提供す
る。 

また、創造性、独創性に優れた若
手研究者の育成がますます重要とな
っていることに鑑み、博士号を取得

した若手研究者に、３年間創造的か
つ独創的な発想で研究をする環境を
提供する基礎科学特別研究員制度及

び国際特別研究員制度を推進し、研
究者の独立性や自律性を含め、その
資質の向上を図る。基礎科学特別研

究員及び国際特別研究員については
年間１７０人程度を受け入れる体制
を維持し、人材の国際化を図るため

そのうち３分の１以上を外国籍研究
者とする。 

さらに、企業等からの研究者、技

術者の受入等を積極的に進め、双方
の研究者、技術者の養成を図るとと
もに、理化学研究所からの円滑な技

術移転を促進する。 

将来の研究人材を育成する
とともに、理化学研究所の活性
化を図るため、柔軟な発想に富

み活力のある大学院生・若手研
究者を積極的に受け入れ、理化
学研究所の研究活動に参加さ

せる。 
具体的には、連携大学院制

度、ジュニア・リサーチ・アソ

シエイト制度等を活用して、国
内外の大学院生を積極的に受
け入れる。また、博士号を取得

した若手研究者に、３年間創造
的かつ独創的な発想で研究を
する環境を提供する基礎科学

特別研究員制度及び国際特別
研究員制度を推進し、研究者の
独立性や自律性を含め、その資

質の向上を図る。 
平成２６年度は、ジュニア・

リサーチ・アソシエイト制度に

おいて、医学免許・歯科医師免
許を取得した大学院生に特別
枠を設け、基礎医科学の知見・

技能を有する研究者の育成に
も重点を置きつつ、年間２１０
人程度に研究の機会を提供す

る。 
基礎科学特別研究員及び国

際特別研究員については年間

１７０人程度を受け入れる体
制を維持し、人材の国際化を図
るためそのうち３分の１以上

を外国籍研究者とする。 
以上の取組のほか、海外の大

学等で、理化学研究所の紹介や

人材受入制度などの説明会を

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
 

（評価指標） 
・大学院生・若手
研究者の招聘制

度を通した若手
研究者等の育成
や、研究者等の流

動性の向上につ
いての取組状況 
 

（モニタリング
指標） 
・ジュニア・リサ

ーチ・アソシエイ
ト制度の受入数 
 

・基礎科学特別研
究員及び国際特
別研究員の受入

数及び外国籍研
究者比率 

○平成 26 年度は、JRA として、国内の
大学院生をのべ 160 名、海外の大学
院生を国際版 JRA である国際プログ

ラム・アソシエイト（IPA）として、
のべ 117 名、合計 277 名を受け入れ
た。なお、JRA では医療分野の基礎研

究人材の育成を目的として、医師免
許・歯科医師免許を取得した大学院
生を対象に特別枠にて新たに10名を

受け入れた。 
○平成 26 年度は、基礎科学特別研究員
及び国際特別研究員については、そ

れぞれのべ 116 名、57 名を受け入れ、
うち 62 名が外国籍研究者であった
（比率 35.8%）。 

○中国の合肥科学技術大学にて若手人
材受入制度の説明会を開催した。 

○委託研究員制度の下で30名を企業か

ら受け入れ、研究又は技術の習得を
指導した。また、イノベーション推
進センターにおいて、産業界との融

合的連携研究制度の下で 48 名、特別
研究室制度の下で33名を企業から客
員研究員として受け入れ、円滑な技

術移転を促進した。 

○数値目標を達成して
おり、順調に計画を
遂行していると評価

できる。また、JRA
において医学系人材
を積極的に受け入れ

るための取組を実施
していることについ
て、基礎研究の医療

への展開を進めるも
のとして評価でき
る。 

 
○数値目標、外国人比
率、共に数値目標を

達成しており、順調
に計画を遂行してい
ると評価できる。 

○海外からの優秀な人
材獲得を促進すべ
く、海外で積極的な

PR活動を行っている
と評価できる。 

○企業等からの研究

者、技術者の受け入
れ等を積極的に進
め、双方の研究者、

技術者の養成を図
り、理化学研究所か
らの円滑な技術移転

を促進していると評
価できる。 

 

○若手人材育成に関しては、数
値目標を達成しており、順調
に計画を遂行していると認

められる。 
 
（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○研究者の流動性については、
どのようなあり方が研究所

として望ましい姿なのか、理
化学研究所が進むべき研究
所としての方向性、並びに、

各研究者が実施する研究の
特性を考慮の上、慎重に検討
することが期待される。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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開催する。企業等からの研究

者、技術者の受け入れ等を積極
的に進め、双方の研究者、技術
者の養成を図るとともに、理化

学研究所からの円滑な技術移
転を促進する。 

② 研究者等の流動性向上と人材の輩出 評定 B 

一定の期間を定めて実施するプロ

ジェクト型研究等は、優れた任期制
研究者を結集し短期間に集中的に研
究を推進することにより、研究開発

成果を効果的に創出している。これ
らの研究開発活動を通じて、研究者
等に必要な専門知識、技術を取得し、

高い専門性と広い見識を有する研究
者や技術者として育成することによ
り、国内外の優秀な研究者等のキャ

リアパスとして寄与する。 
また、研究者等の自発的な能力開

発の支援や将来の多様なキャリアパ

スの開拓にもつながる研修の充実を
図るとともに、産業界、大学等との
連携強化により人材の流動性の向上

を促進する。 
さらに、主任研究員、准主任研究

員に導入している年俸制の対象を非

管理職の定年制研究職員に拡大して
いくことにより一層の流動性の向上
を図る。 

このほか、自立的な研究者等とし
ての能力、資質の獲得が期待できる
若手研究者等に対して、任期５年を

定めて採用し、３年経過後に定年制
としての適格性の審査を経て定年制
職員への昇格を可能にする「特別任

期制職員制度」を引き続き活用する。 

平成２６年度は、研究者や技

術者が自らのキャリアを考え
て行動することができる資質
を養うために、実践的な就業能

力の向上や自律的活動促進の
ためのセミナー及びキャリア
相談でのアドバイスを実施す

る。また、キャリア意識の形成
を入所後早い段階から醸成で
きるような体系的な研修、理化

学研究所での研究活動終了後
の多様なキャリア設計、キャリ
アチェンジを可能とするため

の能力開発に資する研修を実
施する。 
さらに、人材の流動性を高め

るため、主として民間企業や人
材紹介会社等の外部機関と連
携したキャリア支援を行う。 

また、適正な流動性の確保に
向け、年俸制の対象を非管理職
の定年制職員に適用するため

の検討を行う。 
加えて、自立的な研究者等と

しての能力、資質の獲得が期待

できる若手研究者等の定年制
職員への昇格を可能とする特
別任期制職員制度についても

引き続き活用する。 

（評価軸） 

・世界トップレベ
ルの研究者を集
めるための研究

環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ

とが出来たか 
 
（評価指標） 

・大学院生・若手
研究者の招聘制
度を通した若手

研究者等の育成
や、研究者等の流
動性の向上につ

いての取組状況 

○入所初期向けのキャリア開発Iから、

転身期向けのキャリア開発IIIまで、
体系化したワークショップを実施し
ている。 

○実践的就業能力向上や自律的就職活
動促進支援を目的として、新たに面
接マナーを実践的に修得するワーク

ショップを開発/実施した他、個別相
談の中で、個々人の課題解決に向け
た助言を行っている。 

○求人情報に関し、企業の採用担当者
と情報交換の上、理研職員から見て
ポイントとなる点を助言するなどし

て、注目対象となるよう努めた。 
○人材紹介会社の使い方、利点欠点を、
理研出身のコンサルタントが語るセ

ミナーを実施。人材紹介会社と面談
できるイベントと前後して複数回開
催するようアレンジしたほか、イン

トラネット上の Web 動画として提供
し、利用促進に努めた。 

○上記コンサルタントの他、企業に転

身した、研究者からのキャリアチェ
ンジ経験者によるセミナーを実施す
ることで、大学教員以外の選択肢の

存在を意識付けた。 
○任期制研究職員の流動性に加え、定
年制研究職員の流動性の向上を図る

ため、引き続き、新規採用の定年制
研究職員を年俸制とした。その結果、
定年制研究職員 331 名のうち、123

名が年俸制である（平成 26 年度末）。 

○各種能力開発、研修

等を実施したことは
評価できる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○流動性向上に向けて
着実に取り組んでい

ると評価できる。 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(3) 研究開発成果のわかりやすい発信・研究開発活動の理解増進 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第二項 前号に掲げる業務に係る成

果を普及し、及びその活用を促進する

こと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

学術論文誌
への論文掲
載数 

― 2,629 報 2,461 報 ― ― ― 

被引用数の
上位順位の
割合 

― 25％ 24.2％ ― ― ― 

海外メディ
ア向けプレ
スリリース

件数 

― 42 件 52 件 ― ― ― 

       
 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
 

 

  



137 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 

※下線はモニタリング指標

に対する実績 

自己評価 

 理化学研究所
における研究開
発は、最先端の科

学技術に関する
ものが多いこと
から、ある程度科

学技術に通じて
いる者であって
もその内容・意義

等について十分
に理解するのが
難しい場合もあ

る。 
世界トップレ

ベルの研究開発

機関の研究者と
して、研究開発成
果の論文、研究集

会、シンポジウ
ム、広報誌等での
発表や施設公開

等について、これ
までと同様に積
極的に行ってい

くことが重要で
あるが、あわせ
て、当該研究によ

って期待される
成果や社会還元
の内容等につい

て、適切かつ具体
的なわかりやす
い情報発信によ

って、国民に当該
研究を行う意義
についての理解

を深めていただ
き、支持を得るこ
とも重要である。

また、海外への情

① 論文、シンポジウム等による成果発表 評定 B 評定 B 

科学ジャーナルへの研究論文の投
稿、シンポジウムでの口頭発表など
を通じ、研究開発成果の普及を図る。 

具体的には、学術論文誌への論文
掲載数として、理化学研究所全体で
毎年２，３００報程度を目指す。ま

た、国内の総合研究所としては群を
抜いて高い論文の質を維持する観点
から、理化学研究所の論文の２７％

程度が、被引用数の順位で上位１
０％以内に入ることを目指す。 

科学ジャーナルへの研究論
文の投稿、シンポジウムでの口
頭発表などを通じ、研究開発成

果の普及を図る。 
平成２６年度は、学術論文誌

への論文掲載数として、理化学

研究所全体で２，３００報程度
を目指す。さらに、論文の質の
維持の観点から、理化学研究所

の論文の２７％程度が、被引用
数の順位で上位１０％以内に
入ることを目指す。 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
 

（評価指標） 
・研究論文への投
稿、口頭発表など

を通じた、研究成
果の普及や広報
戦略に基づいた

情報発信の状況 
 
（モニタリング

指標） 
学術論文誌へ

の論文掲載数 

被引用数の順
位で上位 10％以
内に入った論文

の割合 

○Thomson Reutersの論文データベ
ースである「Web of Science」
における理化学研究所の平成 26

年発表論文は 2,461 報であった。 
○Thomson Reutersの論文データベ
ースである「Web of Science」

により、平成 25 年発表の論文
（2,629 報）の引用状況を調査し
た結果、論文の被引用順位上位

10%に入る論文の割合は 24.2%で
あった。（平成 27 年 5月調査） 

○平成 26 年も優れた論文
発表を数多く行ってい
るものと評価する。 

 
○同様に引用調査におい

ても、平成 25 年発表の

論文の引用状況におい
て、優れた論文発表を数
多く行っているものと

評価する。 
 

○研究論文掲載状況等につい
ては順調に計画を遂行して
いると認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 

 
 

 

② 研究開発活動の理解増進 評定 B 評定 B 

我が国にとって存在意義のある研
究所として、国民の理解増進を図る

こと等を主眼として理化学研究所の
広報戦略を策定し、これに基づいて
理化学研究所の優れた研究開発成果

等についてプレス発表、広報誌（理
研ニュース等）、ウェブサイト等での
情報の発信を積極的に行う。 

また、科学技術基本計画に基づき、
国民との双方向のコミュニケーショ

平成２６年度は、平成２５年
度に策定した広報戦略に基づ

き、理化学研究所の研究開発成
果等について情報の発信を積
極的に行う。具体的には、以下

の取組を推進する。 
国民との双方向のコミュニ

ケーションとして実施してい

る一般公開や各種講演会に加
え、地域との連携を進め、地域

（評価軸） 
・世界トップレベ

ルの研究者を集
めるための研究
環境の整備や優

秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ
とが出来たか 

 
（評価指標） 

○専門企業と連携して実施してい
る「見える理研」プロジェクト

で現状分析を行うため、所内外
のヒアリングや一般の人を対象
に WEBで状況把握調査を行った。

研究不正問題において、社会に
おける理化学研究所への信頼が
大きく損なわれたことを重く受

け止め、社会からの信頼を回復
し、より強固な関係構築を目指

○国民向けの分かりやす
いプレス発表・動画の配

信、科学講演会等の一般
向けイベントの開催、子
供向け小冊子制作、理研

グッズ販売等、種々アン
ケートの結果を踏まえ
たこれらの広報活動つ

いては、順調に計画を遂
行していると評価する。 

○研究領域の広報活動につい
てはついては順調に計画を

遂行していると認められる。 
 
（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○より分かりやすくという観
点から、個々の研究内容が社

会の課題解決にどのように
役だっているのかという点
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報発信について

も進めることが
重要である。 

このため、平成

２５年度より外
部の識者の参画
も得て多様な視

点を取り入れ、戦
略的に広報・アウ
トリーチ活動を

推進する。 

ンに積極的に対応する。具体的には、

これまで行ってきた一般公開、各種
講演会に加え、テーマを絞ったセミ
ナーや出張レクチャー、及びソーシ

ャルネットワーキングサービスを活
用することにより、国民との対話の
機会を積極的に設ける。これらの取

り組みにより、中期目標期間中にア
ウトリーチ活動の件数を２割程度増
やすことを目標とする。 

さらに、情報の受け手である国民
の意見を収集・調査・分析し、これ
を広報活動に反映させる。具体的に

は、国民の理解度・認知度について
の調査や各種イベント・展示会等の
来場者、施設見学者等へのアンケー

ト調査等を実施する。この結果に基
づいて、社会的な存在感が高く魅力
的な研究所として支持が集められる

よう専門家の意見を踏まえ広報戦略
等の改善を行う。 

プレス発表については、より国民

にわかりやすい形で発表することを
目指し、科学記者への説明とは別に、
より平易な用語による解説記事を充

実させるとともに、映像を効果的に
利用した発表を行う。 

また、適切な広報体制を構築する

ため、研究成果にかかる報道発表の
運用手順等に関する規程等を策定
し、確実な運用を行う。 

このほか、広く海外との連携強化
や国際人材の確保を目的として海外
への情報発信機能の拡充に努めると

ともに、国際社会において理化学研
究所の存在感を更に増すための情報
発信を行う。この一環として、海外

メディアを対象としたプレスリリー
スを年間３０件程度行う。 

住民向けのイベントや地域に

おける活動に参画するなど、活
動の幅を広げる。 
プレス発表や広報誌（理研ニ

ュース等）、ウェブサイト、携
帯サイト、動画配信サイト（Ｙ
ｏｕＴｕｂｅ：ＲＩＫＥＮ Ｃ

ｈａｎｎｅｌ）、Ｔｗｉｔｔｅ
ｒなどの媒体を複合的に利用
し、相乗効果のある配信を行

う。 
動画は、多くの情報量を短時

間で伝えることができ、幅広い

国民の科学的興味や関心に応
える手法として有効なため、音
楽や映像をより効果的に利用

したコンテンツを充実させる。 
理化学研究所の国際社会に

おける存在感を高めるため、海

外での活動経験がある科学コ
ミュニケーターによる海外メ
ディアを対象とした記事作成

を行い、情報発信能力の向上を
図るとともに、年間３０件程度
の英文によるプレスリリース

を行う。 
また、より効果的な理解増進

活動を目指し、理化学研究所に

対するイメージを所内で共有
するため、所内外の意識調査結
果を踏まえて方針と活動計画

をまとめる。 
さらに、適切な広報体制を構

築するため、研究成果にかかる

報道発表の運用手順等に関す
る規程等を策定し、研究者、広
報担当者への説明を行い、確実

な運用を行う。 

・研究論文への投

稿、口頭発表など
を通じた研究成
果の普及や広報

戦略に基づいた
情報発信を積極
的の状況 

 
（モニタリング
指標） 

アウトリーチ
活動の件数 

海外メディア

を対象としたプ
レスリリース件
数 

す。そのため、研究成果の発表

や危機管理広報のあり方を自己
検証し、研究不正再発防止改革
推進本部での検討を踏まえ、来

年度以降の｢見える理研｣プロジ
ェクトの活動計画を策定した。 

○適切な広報体制を構築するた

め、報道発表の運用手順等に関
する規程等を策定し、HP におい
て周知するとともに、研究者、

広報担当者への説明会を開催し
た。 

○国民に分かりやすく伝えるとい

う観点から、プレス発表、広報
誌（理研ニュース等）、研究施設
の一般公開、ウェブサイト等に

より情報発信に積極的に取り組
み、理研ニュースの発行 12 回、
メールマガジン 24 回（会員数：

約 11,350 名/H27.3.1 現在）の発
信を行った。プレス発表は、年
90 回(他機関主導の発表を含む

数は 138 回)を行った。 
○YouTube 「 RIKEN Channel 」・
Twitter・公式ウェブサイト紹介

チラシを各種イベントで配布
し、ウェブサイトへの集客に積
極的に活用した。また、Twitter

のフォロワー数も約 7,400（2014
年 3 月）から順調に増加し約
10,150 人（2015 年 3 月）となっ

た。 
○一般向けの「科学講演会」等、
研究成果の発信を積極的に行

い、多彩な国民の理解増進を図
るための取組を行った。子供向
けミニ冊子の拡充を図り、小中

学生および保護者をターゲット
に制作した。ウェブサイトで公
開後、冊子を広く配布する準備

を完了した。 
○各事業所で行った一般公開につ
いては、和光地区では 11,281

名、筑波地区 2,474 名、播磨地
区 8,049 名、横浜地区 3,044
名、神戸 CDB1,493 名、神戸

CLST987名、神戸AICS2,507名、
名古屋支所 965 名の来場者があ
った。全体の来場者は 30,800 名

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

により焦点を当てたプレス

リリース、説明が期待され
る。 

○理研が行っている研究がど

のように社会に役立つのか
というポジティブな内容の
発信をもっと積極的に、分か

りやすい形で、多く行ってい
くことを期待する。 

○研究成果以外についても、社

会の中で何を説明すること
が求められているかを念頭
に、適時適切な情報発信を行

っていくことが求められる。
適切な広報体制を構築する
ための規定等の整備が進め

られているが、今後、上記観
点を念頭に運用をおおなっ
ていくことを期待する。ま

た、そうした運用を適切に行
うために、コミュニケーショ
ンの専門家の育成、導入を進

めることも一案である。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
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であった。 

○地域との連携を進めるため、和
光市民祭りに出展するなど、地
域住民向けのイベントや地域に

おける活動に参画した。 
○理研グッズの販売を開始し、初
年度の売上げは約 380 万円（理

研の収入は約 300 万円）であっ
た。アウトリーチ活動の浸透度
向上に貢献したと考えられる。 

○理研のことをどの程度一般の人
が認知しているのか、また、ど
のようなイメージを持っている

のかを把握するためにインター
ネットを通じた調査を平成 27年
2月に実施した(10代～60代の男

女。約 7万人対象)。調査結果は
「見える理研」プロジェクトの
活動計画策定に活用した。さら

に今後の広報活動に活かしてい
く。 

○海外メディアを対象に、科学コ

ミュニケーターがインハウスで
記事作成を行い、年間 52件の英
文によるプレスリリースを行っ

た。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○目標件数をかなり上回
るプレスリリースを行
い情報発信すべき研究

成果を幅広くカバーで
きたことで、理化学研究
所の国際社会における

存在感を高めるととも
に、情報発信能力の向上
を図ることができてお

り、高く評価する。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(4) 国内外の研究機関との連携・協力 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準

値 等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

海外機関と
の連携研究
拠点数 

― 1 拠点 

４拠点 
（うち 26
年 度 は 新
設 3拠点） 

― ― ― 

 
 

  
   

 
 

  
   

 
      

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 人類社会が直
面する環境、エネ
ルギー、食料、感

染症などの課題
は、我が国一国の
みで対応が可能

なものではなく、
世界各国が協調、
協力して取り組

まなければなら
ない。 

また、我が国が

科学技術イノベ
ーションの面か
ら国際協調及び

協力を推進し、外
交との相乗効果
を生み出すこと

も重要である。 
理化学研究所

における国内外

の研究機関との
連携や、海外の研
究拠点の形成は、

国際的な頭脳循
環が進む状況下
にあって、自身の

研究開発力を一
層強化する観点
のみならず、これ

らの課題達成や
科学技術外交の
推進に貢献する

観点からも重要
であることから、
戦略的に推進す

る。 
なお、海外の研

究開発拠点は、共

同研究が終了し

全世界でリーダーシップを執れる
人材の獲得・育成、国際的なハブと
しての研究拠点の運営・整備及び人

類存続に向けた地球規模課題への取
組等の観点に基づき、理化学研究所
の国際戦略を策定する。これに沿っ

て必要性を十分に精査した上で、海
外の研究機関・大学と研究協力協定
や共同研究により研究交流を進める

とともに、国際連携大学院協定を締
結し留学生を受け入れ、研究環境の
提供や研究課題指導を行う。 

また、連携研究拠点（支所や連携
センター）を設置し、連携研究を推
進する。特に、アジア地域での研究

開発状況の把握と研究交流推進を図
る。これらの取組により、海外機関
との連携による研究拠点を中期目標

期間中に５拠点程度新設する。なお、
海外拠点の運営には、適切な経費執
行等に必要な体制を構築するととも

に、共同研究が終了した連携研究拠
点については、速やかに廃止するも
のとする。 

さらに、国内の大学、研究機関、
企業等との研究交流を積極的に進め
るため、共同研究や受託研究等の多

様な連携研究を推進するとともに、
国内の大学・研究機関と研究協力協
定を結んで連携を推進するほか、連

携大学院協定を締結し、博士後期課
程大学院生を受け入れて研究環境の
提供や研究課題指導を行う。 

平成２６年度は、理化学研究
所の国際戦略に基づき、トップ
レベルの海外研究機関・大学

と、研究協力協定や国際連携大
学院協定の締結等による機関
間連携・協力体制の構築を進め

る。また、共同シンポジウムの
開催等を通じて理化学研究所
が海外研究機関等と協力して

貢献すべき研究課題の洗い出
しを行う。加えて、機関間連携
等を通じた国際的なネットワ

ークを活用し、多様な国際的人
材の獲得・育成を行う。さらに、
近年急激な科学技術・イノベー

ションの発展、科学技術投資の
伸びがみられるアジア地域を
中心に、相互に有効なリソース

（研究試料・施設、人材、資金）
提供の下、連携研究拠点を新た
に１拠点以上設置し、実効性が

高い研究の進展を図る。 
また、海外拠点の運営につい

ては、資金の交付や精算の厳格

化に関する規程等を整備し、適
切な経費執行等が可能となる
仕組みを構築する。 

国内の大学、研究機関、企業
等との研究交流を積極的に進
めるため、共同研究や受託研究

等の多様な連携研究を推進す
るとともに、新たに開始した研
究事業と関係が密接な機関と

の研究協力協定や連携大学院
協定の締結を積極的に進め、博
士後期課程大学院生を受け入

れて研究環境の提供や研究課
題指導を行う。 
 

（評価軸） 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
 

(評価指標) 
・国内外の研究機
関、大学等との研

究交流状況 
 
 (モニタリング

指標) 
海外機関との

連携により新設

した研究拠点数 

○第 3 期中期計画における理化学
研究所の国際戦略に基づき、国
内外の研究機関、大学との研究

交流を積極的に進め、国内 39 大
学、海外 54 大学と連携大学院プ
ログラムを推進した。（平成 25

年度実績・国内 39 大学・海外 53
大学） 

○ワークショップの開催等を通じ

て、所として連携を進めるべき
国内外の機関や研究分野の洗い
出しを行った。 

○それに基づき、海外との協定・
覚書等については、カタール財
団研究開発部門、カザン大学（ロ

シア）、欧州合同原子核研究機
関、上海交通大学（中国）、南洋
理工大学（シンガポール）、チュ

ラロンコン大学（タイ）、マレー
シア科学大学（マレーシア）、台
湾科学技術省と機関間協力を推

進するための覚書等を締結し
た。 

○新規海外連携研究拠点として

は、カザン大学、上海交通大学、
マレーシア科学大学と連携セン
ター（室）を設置した。 

○国内では、九州大学と基本協定、
九州大学、福岡市との 3 者連携
協定を締結した。 

○これらの協定等に基づき、連携
研究を推進し、研究者や情報の
交流を進めた。 

○海外拠点における資金管理に関
しては、資金請求事務の厳格化
を進めるとともに、ネットバン

キングの利用に関して一定の規
制を設けた。 

○北京事務所に関しては、運営の

正常化に向けた措置をとった。

評定 B 評定 B 

○海外の研究機関との連

携研究拠点は、平成 26
年度に 3 拠点を設置し
た。平成 25 年度に設置

した 1拠点と合わせて、
これまでにすでに 4拠点
設置しており、順調に計

画を遂行していると評
価する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○法人のリスク管理の観

点からの問題点の検証

○国内外の研究機関との連携

については順調に計画を遂
行していると認められる。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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た際には速やか

に廃止する。 

具体的な運営改善として、北京

事務所スペースの縮小や車両リ
ースを廃止するなど事業の縮小
を行った。 

と再発防止策を進めて

いると 評価する。 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－5－(5) 研究開発活動を事務・技術で強力に支える機能の強化 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

事務管理職
に占める女
性比率 

― 7.0% 7.4% ― ― ― 

 
 

  
   

 
 

  
   

 

 
  

   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 

※下線はモニタリング指標

に対する実績 

自己評価 

 世界トップレ
ベルの開かれた
研究環境の下で

挑戦的な研究開
発活動に取り組
み、創造性に富ん

だ成果を創出し、
効果的に産業・医
療応用等の社会

還元につなげる
ためには、法令、
人事及び経理に

係る諸制度、技術
面などについて、
外部の意見を取

り入れるなど幅
広い視点での専
門的な知見や実

践能力が重要で
ある。このため、
研究支援機能の

強化に向けた組
織体制の構築を
計画的に進める。 

また、国の政策
課題の達成に向
けて効果的かつ

計画的に研究開
発活動を進めて
いくためには、研

究支援部門が研
究者への単なる
支援にとどまら

ず、理化学研究所
の適切な経営判
断を支える機能

を担うことが期

① 事務部門における組織体制及び業務改善 評定 B 評定 B 

本部機能を明確化するとともに、
個別の研究事業を推進する体制の強
化を図る。また、業務フローの不断

の見直し等による業務の効率化を行
うことにより、業務の質の向上を図
る。さらに、知的財産の取得・管理、

研究倫理や安全管理、広報等の専門
的な人材育成のための事務専門職制
度を創設・運用し、専門職人材育成

のための研修の充実を図ることによ
り、事務部門の人材の質の向上を図
るとともに、これらの人材の適切な

配置を行うことで、研究支援機能の
強化を図るとともに、研究支援者が
高いアクティビティを発揮できるよ

う、雇用体系を整備する。 
このほか、女性職員の積極的な登

用・活用をすすめ、中期目標期間中

に事務管理職に占める女性比率１
０％程度の達成を目指す。 

平成２６年度は、事務部門の
業務改善のため、事務部門の懸
案事項を明確化し、対応策の検

討状況及び検討結果を所内で
共有する。 
さらに、独立行政法人制度の

見直しも踏まえつつ、新たな任
期制事務職員のキャリアパス
として、事務基幹職の導入に向

けた検討を行うなど、前年度に
構築した人事体系のさらなる
改善に務める。 

このほか、女性職員の積極的
な登用・活用を進め、事務管理
職に占める女性比率の向上を

目指す。 

(評価軸) 
・世界トップレベ
ルの研究者を集

めるための研究
環境の整備や優
秀 な 人 材 の 育

成・輩出を行うこ
とが出来たか 
 

（評価指標） 
・事務部門におけ
る組織体制の機

動的かつ弾力的
な整備、研究支援
機能及びガバナ

ンスの強化状況 
 
（モニタリング

指標） 
事務管理職に

占める女性比率 

○本部や各推進室、事業所等各部
署からの業務報告や意見交換を
行う場を定期的に設け、各部署

の業務の執行状況や懸案事項の
把握と情報共有を図るため理事
打合せ会を 21 回開催した。各セ

ンター、本部部署から年に 2～3
回、事業の進捗、懸案の報告を
受け、中期計画等の履行状況を

役員により確認を行った。 
○業務改善として迅速かつ効率的
な資材調達を目指すべく、Web サ

イトの利用による資材調達を本
格導入する準備を行った。平成
27 年度から和光地区において開

始することとし、これまで和光
地区において実施してきた資材
庫業務を平成 27年度を以て廃止

することとした。 
○独立行政法人通則法の改正に伴
い、主務省令で定めるところに

より、監査報告の作成、業務及
び財産の状況の調査など監事機
能の強化が規定されており、こ

れに向けた補佐体制を拡充する
ため、監査・コンプライアンス
室を改組し、「監事・監査室」を

設置した。 
○STAP 現象に関する論文に係る研
究不正問題への対応にあたって

は、機動的に対応する体制を構
築すべく、理事長を本部長とす
る「研究不正再発防止改革推進

本部」を設置した。研究不正や
不適切行為及び研究費不正の防

○研究不正への対応や内
部統制システム、監事機
能の強化を図るため組

織体制を機動的かつ弾
力的に整備したという
観点で順調に計画を遂

行していると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○順調に計画を遂行して

おり評価できる。 

 

○研究不正への対応や内部統
制システムの強化、監事機能
強化等、ガバナンス強化の観

点からの組織体制の整備に
ついては順調に計画を遂行
していると認められる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○事務管理職に占める女性比
率は向上しているものの、中
期目標としての10%程度とは

乖離があり、中期目標達成に
向けてのロードマップを再
検討する必要がある。 

 
○研究不正防止のための体制
整備・機能強化の取組は進め

られているが、社会に貢献す
るための研究所として、整備
された体制・機能をしっかり

と運用していくことが期待
される。 
 

○外部有識者の意見を経営に
取り入れる仕組みとして新
たに設置された経営戦略会

議が、危機対応も含めたマネ
ジメントの改善に貢献でき
るよう、戦略性をもって運用

することが期待される。 
 

（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
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待される。 

このほか、研究
支援人材の力を
多様な研究開発

の場面で生かし、
優れた成果創出
につなげるため、

大学を中心とし
た研究環境の改
善を図るための

ネットワーク作
りにも積極的に
協力していくこ

とが重要である。 

止を実効あるものとするため、

内部統制の統括を所掌する組織
として「研究コンプライアンス
本部」を設置した。 

○任期制事務職員については、特
別契約事務職員及び准事務基幹
職員が無期転換した後の新たな

職種として、「事務基幹職員(仮
称)」制度の平成 27 年度内の制
定を目指し検討を進めた。 

○事務系の職種において、定年制
事務職員と任期制事務職員との
職階（課・室員（１・２等級）

から参事（７等級）に至るまで）
の統一化を図るとともに、課長、
部長等のポストへの任命におい

ても同一の扱いとすることを明
確にし、任期制事務職員が、長
期的なキャリアパスを抱けるよ

うにした。 
○事務管理職に占める女性比率
は、7.4％（昨年度 7.0％）であ

った。 

ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
 
 

 

② 理化学研究所の経営判断を支える機能の強化 評定 B 

理化学研究所の経営について、外
部から適切な助言を得る機能を拡充

させるため、研究戦略会議に加え、
理事会議メンバーと産業界、科学界
等の外部有識者により構成する経営

戦略会議を設置するなどの体制整備
を行う。研究戦略会議については、
研究に関する専門的事項に関し、研

究所に対する助言を効果的かつ迅速
に行うよう運営する。経営戦略会議
については、研究所経営の強化に係

る事項等、重要事項に関し、研究所
に対する助言を反映させるよう運営
する。 

組織体制を機動的かつ弾力的に整
備し、本部が経営方針等を的確に各
組織に伝え、各組織が最大の成果を

あげるよう理化学研究所全体のガバ
ナンスの強化を図る。 

理化学研究所の経営につい
て、外部から適切な助言を得る

機能を拡充させる。研究戦略会
議に加え、経営戦略会議を設置
し、専門的事項について理事会

議に対する助言を効果的かつ
迅速に行うよう運営する。 
平成２６年度は、理事長の経

営方針を的確に各組織に伝え、
理化学研究所全体のガバナン
スの強化を図るため、理事長の

リーダーシップの下でミッシ
ョン達成、法令遵守や倫理保持
の徹底等の取組を進めるとと

もに、本部と各組織間において
情報共有や懸案事項の洗い出
しを行う。また、今後、独立行

政法人制度の見直しを踏まえ
て、取り組むべき課題、分野、
研究開発成果最大化に向けた

方策等について、外部の有識者
から意見を伺い、それを経営に
反映出来るよう研究戦略会議

(評価軸) 
・世界トップレベ

ルの研究者を集
めるための研究
環境の整備や優

秀 な 人 材 の 育
成・輩出を行うこ
とが出来たか 

 
（評価指標） 
・事務部門におけ

る組織体制の機
動的かつ弾力的
な整備、研究支援

機能及びガバナ
ンスの強化状況 
 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 
【法人の長のマ

ネジメント】 
（リーダーシッ
プを発揮できる

○平成 25 年度より始めた、各研究
組織を事業所長の下に設置する

研究組織体制から理事長直下に
配置する体制へと変更を行い、
意思決定の迅速化を図った。ま

た、研究プロジェクト毎に研究
推進室を設置し、研究現場との
一体的な推進体制を構築するこ

とにより、研究のプロジェクト
マネジメントの充実を図った。
さらには、これまで本部機能と

事業所機能が一体として運営さ
れてきた和光事業所について、
本部機能と和光事業所の機能を

分離し、理研の全体運営を行う
本部部署と和光キャンパスの研
究組織に対する研究支援機能を

明確に区分し業務を行う体制へ
と組織改編を行った。これらの
措置は、１つの研究事業を、複

数のキャンパスにまたがるセン
ター等において実施される場合
においても、各地の支所それぞ

○理事長・理事や本部機
能、各事業のサポート機

能は充実しており、経営
判断をより強力にサポ
ートできるものと、評価

できる。今後は、この体
制をより効果的に運用
していく。 

○平成 26年度においても、
「研究運営に関する予
算、人材等の資源配分方

針」を策定するととも
に、理事長のリーダーシ
ップを支えるため、理事

会議、研究戦略会議、セ
ンター長会議、理研研究
政策リトリートを開催

したことは、順調に計画
を遂行していると評価
する。 

○理事長主催の理研研究
政策リトリートを開催
し、研究系、事務系の多
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を運営する。さらに、過半数を

外部有識者とする経営戦略会
議を新たに設置し、研究所経営
の強化に係る事項等、重要事項

に関し、研究所に対する助言を
運営に反映させる。 

環境整備） 

・ 法人の長がリ
ーダーシップを
発揮できる環境

は整備され、実質
的に機能してい
るか 

 
（法人のミッシ
ョンの役職員へ

の周知徹底） 
・ 法人の長は、
組織にとって重

要な情報等につ
いて適時的確に
把握するととも

に、法人のミッシ
ョン等を役職員
に周知徹底して

いるか 
 
（組織全体で取

り組むべき重要
な課題（リスク）
の把握・対応等） 

・ 法人の長は、
法人の規模や業
種等の特性を考

慮した上で、法人
のミッション達
成を阻害する課

題（リスク）のう
ち、組織全体とし
て取り組むべき

重要なリスクの
把握・対応を行っ
ているか 

 
・ その際、中期
目標・計画の未達

成項目（業務）に
ついての未達成
要因の把握・分

析・対応等に着目
しているか 
 

れでサポートされる体制が機能

し始めた。 
○法人運営の観点からのリスクマ
ネジメントや研究不正防止の取

組といった研究所経営の強化に
係る事項等について助言を頂く
ため、過半数を外部有識者から

構成する「経営戦略会議」を設
置し、平成 26 年度中に 2回開催
した。 

○国内外の研究動向を踏まえた研
究活動及び研究運営に関する検
討・提言を行う「研究戦略会議」

を 10 回開催し、大型研究基盤施
設の在り方、展開についてや、
理研横断的なライフ系研究の取

り組み等について議論を行い、
資源配分や予算要求に反映し
た。また、国の科学技術政策や

イノベーション政策等に加え
て、研究人材の育成等の国立研
究開発法人に向けての議論を行

った。 
【リーダーシップを発揮できる環
境の整備状況と機能状況】 

○理事長を科学者の見地から補佐
するため、「理事長補佐役」を設
置し、主任研究員の中から生物

学、物理学、科学、医科学、工
学のそれぞれの分野から研究者
5名を任命した。理事長の求めに

応じて科学的な情報収集・分析
を行い、所内の科学者間の連絡
調整を行った。 

○「理事長特別補佐」を設置し、
国立研究開発法人への移行に関
する業務について理事長を補佐

した。 
○多岐にわたる研究分野におい
て、一名の研究担当理事が研究

政策の立案から相互調整まで行
うには負担があまりにも大きか
ったため、研究担当理事を補佐

する「研究政策審議役」を設置
した。 

○予算配分については、理事長の

科学的統治を強化し、経営と研
究運営の改革を推進するため、
「研究運営に関する予算、人材

くの職員が参加し、理事

長の経営方針、理研の
Leading Institution と
しての在り方等につい

て議論を行った。また、
全職員宛に配信できる
メーリングリストを活

用した経営陣の考えの
配信や必要に応じて各
事業所の連絡会等に定

期的に理事が出席し、理
研本部や理研外の動
向・方針を伝える活動を

実施するなどの取組を
行った。このような取組
を通じて、理事長の方針

を周知徹底するととも
に、ミッション達成を阻
害する課題を的確に把

握し、問題解決に努めた
ことは、順調に計画を遂
行していると評価する。 

 
 
 

○研究不正が起こらない
ようにするためには、全
職員が果たすべき役

割・責任を自覚し、研究
倫理意識を高め合う風
土の醸成が必要。今般の

体制整備により環境は
整い、実効性を持って進
めていける道筋がつい

たことは評価できる。 
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等の資源配分方針」を平成 26 年

度においても策定した。 
【組織にとって重要な情報等につ
いての把握状況】 

○主任研究員からなる科学者会議
に、平成 26 年度は「Leading 
Institution としての理化学研

究所の取り組みについて」に関
して理事長より 10 月 23 日に諮
問し、3月 11 日に答申を受けた。

研究不正防止策については、各
分野での実効性を高めるため、
規程等制定の際にはコメントを

求め、適宜規程に反映した。 
○本部や各推進室、事業所等各部
署からの業務報告や意見交換を

行う場を定期的に設け、各部署
の業務の執行状況や懸案事項の
把握と情報共有を図るため、理

事打合せ会を 21 回開催した。各
センター、本部部署から年に 2
～3回、事業の進捗、懸案の報告

を受け、中期計画等の履行状況
を役員により確認を行った。【再
掲】 

【役職員に対するミッションの周
知状況及びミッションを役職員
により深く浸透させる取組状

況】 
○所全体を俯瞰した視点から中長
期的な議論を集中的に行う理事

長主催による理研研究政策リト
リートを平成 27 年 1 月 28 日に
開催し、理事長より今後の経営

方針に関する講演を行うととも
に、理研が Leading Institution
として、世界最高水準の研究開

発成果を創出するための方策等
について議論を行った。また、
理事長の方針や議論を全職員に

向けて発信するよう、インター
ネットで中継を行った。 

○センター長会議を 9 回開催し、

研究不正再発防止に向けた取組
みや Leading Institution に関
する施策など、研究及び経営に

係る事項連絡、調整、議論等を
行った。 

○全職員宛に配信できるメーリン

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○本部や各推進室、事業所

等各部署からの業務報

告、意見交換を定期的に
行い、順調に計画を遂行
していると評価する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○役員からのメッセージ

発信や役員からの説明

会を開催し職員との議
論の場を持ち相互の意
思疎通を図る取組を実

施した点で、順調に計画
を遂行していると評価
する。 
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グリストによる役員からのメッ

セージ等の発信や、役員が各事
業所の連絡会等に出席し意思疎
通を図る等行った。STAP 現象に

関する論文に係る研究不正問題
への対応の際は、役員からの説
明会を開催する等現場との議論

を重ねながらアクションプラン
に取り組んだ。 

【組織全体で取り組むべき重要な

課題（リスク）の把握状況】 
○アクションプランの策定等を通
じて、顕在化した場合の影響度

が高い重要な課題（リスク）と
して、次の３項目を把握。 

・ 経営方針、経営理念の全職員へ

の周知不徹底 
・ 情報不足による経営判断の過誤 
・ 研究不正の発生 

【組織全体で取り組むべき重要な
課題（リスク）に対する対応状
況】 

○年１回の理研研究政策リトリー
トを中核として、全センター長
を集めたセンター長会議、全部

署から状況を聞く理事打合せ
会、さらにはセンター内の運営
会議や各本部部署と支所の担当

部署との会議を通してあらゆる
レベルでの周知を行った。 

○科学者会議や研究戦略会議で有

識者に諮問し、答申、提言を持
って判断材料にあてている。 

○理事会議や理事打合せ会での情

報収集、理事長はじめ理事によ
る各事業所の連絡会議の出席等
を通じて、情報の獲得に務めて

いる。 
○監事機能強化に向けて補佐体制
を拡充するため、監査・コンプ

ライアンス室を改組し、「監事・
監査室」を設置した。 

○研究不正や不適切行為、及び研

究費不正の防止を実効あるもの
とするため、内部統制の統括を
所掌する理事長直轄の組織とし

て「研究コンプライアンス本部」
を新たに設置した。 

○研究センター等における研究倫

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○内部統制の現状を的確

に把握し、リスクの洗い

出しの実施に向けて規
程が整ったことは、着実
な業務運営がなされた

と評価できる。 
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理教育等を統括するとともに、

倫理意識が定着しているか等の
点検を行う「研究倫理教育責任
者」を新設し、その活動を統括

する「研究倫理教育統括責任者」
を研究コンプライアンス本部に
設置した。 

【内部統制のリスクの把握状況】
【内部統制のリスクが有る場
合、その対応計画の作成・実行

状況】 
○平成 27年 4月 1日付改正独立行
政法人通則法の施行に伴い、業

務方法書に内部統制システムの
整備に関する事項を記載し、関
連規程等を新設・改正した。 内

部統制に関しては、内部統制規
程および内部統制委員会細則
を、リスク管理に関しては、リ

スク管理規程およびリスク管理
委員会細則を、平成 27 年 3 月 1
日付で施行した。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

Ⅰ－6 適切な事業運営に向けた取組の推進 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(1) 国の政策・方針、社会的ニーズへの対応 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
は、我が国の研究
開発機能の中核

的な担い手の一
つとして、科学技
術基本計画等の

科学技術イノベ
ーション政策に
基づき、政策課題

の達成に向け明
確な使命の下で
組織的に研究開

発に積極的・主体
的に取り組むと
ともに、社会から

の様々なニーズ
に対しても戦略
的・重点的に研究

開発を推進する。 
また、人文・社

会科学との接点

を常に持ちなが
ら、世界の科学技
術の動向、研究の

先見性、研究開発
成果の有効性、社
会情勢、社会的要

請等に関する情
報の収集・分析に
努め、適切に自ら

の研究開発活動
等に反映する。 

我が国の研究開発機能の中核的な
担い手として、科学技術基本計画等
の科学技術イノベーション政策に基

づき、政策課題の達成に向け明確な
使命の下で組織的に研究開発に取り
組むとともに、社会からの様々なニ

ーズに対しても戦略的・重点的に研
究開発を推進する。 

また、政策的・社会的なニーズを

的確に把握するため、政策や研究の
動向に関する情報収集・分析を行う
専任の組織を設置し、理事会や研究

戦略会議を支援することにより、理
化学研究所自らの研究開発活動等に
適切に反映するとともに、政策立案

への提言に努める。 
さらに、科学技術を文化の一環と

して捉え、理化学研究所の研究活動

を通じて得られた知見・知識を広く
普及し、科学技術と社会との関係に
ついて国民の理解を深める。 

我が国の研究開発機能の中
核的な担い手として、科学技術
基本計画等の科学技術イノベ

ーション政策に基づき、政策課
題の達成に向け明確な使命の
下で組織的に研究開発に取り

組むとともに、社会からの様々
なニーズに対しても戦略的・重
点的に研究開発を推進する。 

平成２６年度は、政策的・社
会的なニーズを的確に把握す
るため、政策や研究の動向に関

する情報収集・分析を行うとと
もに、独立行政法人制度の見直
しに向けて必要となる情報収

集を行い、研究戦略会議におけ
る議論や理事会の方針決定を
支援する。また、科学技術と社

会との関係について国民の理
解を深めるため、研究開発活動
の理解増進（詳細は５．（３）.

②に記載）に積極的に取り組
む。 
 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
 

（評価指標） 
・社会からのニー
ズに対する戦略

的・重点的な研究
開発の成果 

○平成 26 年度においても引き続
き、我が国の科学技術イノベー
ション政策の中核的な実施機関

として、「第 4期科学技術基本計
画（平成 23 年 8 月閣議決定）」
に沿って事業を実施した。 

○社会的にも期待されている iPS
細胞を用いた再生医療の研究開
発について、基礎的な研究を積

み重ねた上で、他機関と連携し、
世界初の臨床研究となる iPS 細
胞由来の網膜色素上皮シートの

移植を実施するなど、社会ニー
ズに対応した研究開発を実施し
た。 

○独立行政法人制度の見直しに向
けて、法案の検討状況を逐次把
握するとともに、研究戦略会議

において内閣府参事官の講演を
行 う な ど 、 理 研 が Leading 
Institution として、世界最高水

準の研究開発成果を創出するた
めの方策等についての議論を支
援した。 

評定 B 評定 B 

○我が国の科学技術イノ

ベーション政策の中核
的な実施機関として、創
薬・医療関連の研究開発

や環境・エネルギー分野
の研究開発に取り組ん
だことは、順調に計画を

遂行していると評価す
る。 

 

○第４期科学技術基本計画に

則って着実に研究開発等の
事業が遂行されたと認めら
れる。 

 
（今後の発展に向けたコメン
ト） 

○理化学研究所における研究
開発等の事業が、社会のいか
なるニーズとの関連がある

のか、また、研究開発の成果
が、社会のいかなる課題の解
決に具体的に貢献するのか、

といった説明を、よりわかり
やすい形で、研究者コミュニ
ティに属していない一般の

国民に発信していくことが
期待される。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(2) 法令遵守、倫理の保持等 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が、社会からの期
待と尊敬を集め

ながら、科学技術
に関する世界的
な研究開発機関

として発展して
いくためには、
「社会の中の理

化学研究所」とし
て、様々なルール
を真摯に遵守す

る等適切に行動
をしていく必要
がある。研究開発

成果を医療や産
業への応用につ
なげるためには、

広くコンプライ
アンスに対する
意識を高め、確実

に取り組む一層
の努力が求めら
れる。 

研究不正、研究
費不正、倫理の保
持、法令遵守等に

ついては、個々の
研究者だけでは
なく、組織として

も対応すること
が肝要であるた
め、理化学研究所

として、研究不正
等に係る意識の
向上のための取

組の推進や研究
不正等に関する
責任の明確化な

ど 他 の 研 究 機

法令違反、論文の捏造や改ざん、
盗用、ハラスメント、研究費の不適
切な執行といった行為はあってはな

らないものであり、不正や倫理に関
する問題認識を深め、職員一人一人
が規範遵守に対する高い意識を獲得

するため、研究不正防止等のための
講演会や法律セミナー等の必要な研
修・教育を、全事業所を対象に繰り

返し実施し啓発を図るとともに、研
究倫理等に関する意識を定期的に確
認し、その向上を図る。特に、研究

不正等の防止に関しては、適切な教
育プログラムを実施する。また、国
の指針等を踏まえ、研究コンプライ

アンス本部の設置、研究倫理教育に
係る責任者の設置、研究不正等に係
る責任者の権限、責任の明確化も含

めた関連規程の策定など必要な体制
を整備するとともに、論文の信頼性
を確保する仕組みを構築する。 

さらに、相談員等を対象としたカ
ウンセリング研修や事業所間の意見
交換を実施し、外部相談機関も活用

して相談対応の充実を図るととも
に、理化学研究所内の相談・通報体
制により把握した不正疑惑に対して

は迅速かつ適正な対応を行う。 
加えて、ヒト材料を使用する研究

やヒトを対象とする研究において

は、生命倫理の観点から、人の尊厳
を侵すことのないよう、自然科学の
専門家以外の意見も踏まえて配慮す

る必要がある。このほか、動物実験
においては、福祉の観点も踏まえ適
正に実施することが重要である。こ

れらの業務の遂行に当たっては、国
の指針等に基づき研究の科学的・倫
理的妥当性等について審査を行うと

ともに、審査内容の公開を通じて研

研究員の流動性が高い理化
学研究所において、個々が自律
的に法令、倫理に対する高い意

識を持つ雰囲気を醸成し維持
するため、国の指針等を踏まえ
た対応を図るとともに、セミナ

ー、ｅ－ラーニング、冊子等に
よる啓発活動を引き続き行う。 
また、研究不正は科学に対す

る社会の信頼を著しく揺るが
すものであることを再認識し、
有効な研究不正防止策として、

国の指針等を踏まえ、研究コン
プライアンス本部の設置、研究
倫理教育に係る責任者の設置、

研究不正等に係る責任者の権
限、責任の明確化も含めた関連
規程の策定など必要な体制を

整備し、確実に運用するととも
に、役員と常勤職員を対象とし
た研究倫理教育を導入し、受講

状況を適宜確認する。さらに、
職場環境を把握するために、職
員等からの聞取り調査を各事

業所において実施し、問題の早
期発見に努める。加えて、研究
成果の適切な取扱の徹底に向

け、必要な措置を講じる。 
職員等からの通報、相談に迅

速かつ的確に対応するために、

相談対応研修による窓口担当
者の知識、技術の維持向上に務
めるとともに、外部相談機関の

活用により窓口機能の充実を
図る。不正防止対策等を強化す
るため、業務が適切に行われて

いるか、内部監査を実施する。 
ヒト由来の試料や情報を取

り扱う研究、被験者を対象とす

る研究については自然科学の

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
 

（評価指標） 
・研究不正、研究
費不正、倫理の保

持、法令遵守等に
ついての対応状
況 

○「研究機関における公的研究費
の管理・監査ガイドライン（実
施基準）」の改正に伴い、平成 27

年 2 月に関連規程を整備し、公
的研究費の不正な使用の防止に
係る責任体制を整備し、不正使

用の疑いへの対応手続きを明確
にした。 

○これまで管理職に配布してきた

「研究リーダーのためのコンプ
ライアンスブック」に必要な改
訂を行い、非管理職向けに「理

研で働く人のためのコンプライ
アンスブック」を作成した。こ
れとインター・アカデミア・カ

ウ ン シ ル が 作 成 し た
「Responsible Conduct in the 
Global Research Enterprise」

を、平成 27 年 2月より全ての研
究室に配備している。 

○研究現場で適切なラボマネジメ

ントが行われるよう、管理職研
修の受講を徹底させ、平成 27 年
3月において 100％の受講率を達

成した。加えて、新任管理職に
対しては、研究不正を防止する
ために留意すべき事項や、所属

員に対して研究倫理教育や指導
育成を効果的に実施するために
有益なコーチングスキル等に関

する研修を実施した。 
○平成 26 年 10 月に研究コンプラ
イアンス本部を設置するととも

に、国の指針等を踏まえ、研究
倫理教育責任者の設置や、セン
ター長等、研究倫理教育責任者、

研究室主宰者、職員等の役割を
明確にした関連規程を策定する
など、必要な体制を整備した。、

平成 27年 3月に研究上の不正防

評定 B 評定 B 

○研究不正、研究費不正、

倫理の保持、法令遵守等
について、公正な研究活
動が行われるよう役職

員を対象とした研究倫
理教育体系、研究不正を
防止するための組織と

体制の整備を徹底した
ことは、着実な業務運営
がなされていると評価

できる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○公正な研究活動実施のため

の環境整備等順調に計画を
遂行していると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○コンプライアンス強化の観

点からの種々の取組と、研究
員のインセンティブ・モチベ
ーションを維持するための

自由な研究環境の確保を両
立させるマネジメントを実
現させることが望まれる。 

 
○実験データや記録の管理、研
究倫理の保持等、様々な面で

体制やルールの整備がなさ
れているが、、今後これが着
実に運用され、仕組みとして

定着していくよう継続して
いくことが期待される。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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関・研究者の模範

となるべく徹底
した対応をとる。 

究の透明性を確保する。 専門家以外の委員を含む研究

倫理委員会、動物実験について
は動物実験審査委員会におい
て、課題毎に国の指針等に基づ

き科学的・倫理的等の観点から
審査を実施する。審査状況につ
いては、ウェブサイト上にて公

開する。 

止に向けた取り組みの実施状況

等の確認に着手した。 
○平成 26 年 12 月に、平成 26 年度
の研究倫理教育責任者 26名を指

名し、平成 27年 2月には研究倫
理教育責任者に対するガイダン
スを実施した。 

○平成 26年 8月に役員と常勤職員
及び非常勤管理職を対象とした
研究倫理教育（e-ラーニング教

材 CITI-Japan）を導入し、受講
状況を適宜確認した。 

○平成 26 年 7 月 25 日に、イギリ

スからリズ・ウェージャー氏（出
版倫理委員会(COPE)元議長、世
界医学雑誌編集者協会（WAME）

倫理委員会 委員）を招聘し、
研究論文投稿倫理セミナーを開
催し、約 400 名が参加した。 

○職員等からの聞取り調査の各事
業所での展開はしなかったが、
職員等からの通報、相談を通し

て、必要に応じて状況を把握す
るために関係者の意見を聴き、
また、必要に応じて外部機関や

弁護士等専門家の助言を得なが
ら迅速、的確に対応するよう努
めた。 

○実験データの記録・管理を実行
する具体的なシステムを構築・
普及するため、「研究記録管理

規程」を平成26年10月に制定し、
センター等毎に研究記録管理表
を作成した。また、「科学研究

上の不正行為の防止等に関する
規程」を平成26年10月に改正し、
センター長等、研究室主宰者、

研究者の研究記録に係る責務を
規定するとともに、研究倫理教
育責任者が、センター等の研究

記録管理に係る手続きの履行状
況を確認するチェック体制を構
築した。 

○研究成果発表時の承認手続きを
明確化するため、「研究成果発
表に関する規程」を平成26年10

月に制定した。また、成果登録
時に共著者間での責任分担、発
表内容、不正行為がないこと等

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○職場環境を把握するた

めの各事業所における

職員等からの聞き取り
調査については、 今後
は、研究上の不正防止に

向けた取り組みの実施
状況の確認や、内部統制
システムの整備に関連

して新たに制定したリ
スク管理規程に基づく
リスクの把握を行う業

務を通して、より一層効
率的に職場の潜在的な
問題の抽出が可能と考

えている。 
○研究記録の管理に関す

る責務の規定及びチェ

ック体制を構築したこ
とや、研究成果発表に関
し、発表者の実施すべき

事柄を明確化したこと
など、研究成果の適切な
取扱の徹底に向けた取

組みが着実に進んでい
ると評価できる。 
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の確認を求めることとした。 

○「事業主が職場における性的な
言動に起因する問題に関して雇
用管理上講ずべき措置について

の指針」の改正に伴い、平成26
年7月に関連規程を改正すると
ともに、職員へ配布している「働

きやすい職場環境づくりの手引
き」やハラスメント防止eラーニ
ング教材の改訂を行った。 

○コンプライアンス活動について
職員に対する一層の周知啓発を
図るために、ハラスメント防止

対策として、啓発及び相談窓口
紹介のパンフレットを平成２６
年６月に配布した。また、ハラ

スメント防止eラーニングを継
続的に実施し、未受講者には繰
り返し督促し、平成27年3月末で

の受講率は受講対象者の9割を
超えた。 

○相談員を対象にした相談員研修

として、弁護士を講師とした相
談対応に関するグループディス
カッションを平成 26 年 10 月 16

日，21 日，28 日の 3日間に分け
て実施し、窓口担当者の知識、
技術の向上に努めた (参加者 31

名)。内容が分かり易かった、他
の相談員の意見を聴くことがで
き参考になった、などアンケー

ト結果も好評であった。 
○従来から監査項目選定に取り入
れていたリスクアプローチ監査

の考え方を監査対象部署の選定
にも取り入れることにし、平成
２５年度に作成した第三期中期

計画５年間の内部監査５年間計
画をリスクの高くなった部署を
前倒しで内部監査するように見

直して平成２６年度内部監査計
画を作成した。当該年度計画に
基づき、監査規程に則して業務

運営が準拠性、計画性、能率性、
経済性を確保し行われているか
などの観点で本部組織、事業所

組織、研究組織を実地監査した。 
○平成 26 年度は、ヒト由来の試料
や情報を取り扱う研究、被験者

 

○ハラスメント防止 eラー
ニングの受講率は順調
に計画を遂行している

と評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○相談員対象のリスニン

グ研修は、順調に計画を
遂行していると評価す
る。 

 
 
 

 
 
 

 
○年度計画どおりに内部

監査が行われ、指摘、指

導、助言などにより業務
の適正かつ能率的な運
営の確保に寄与してい

ると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○生命倫理に関する委員

会や動物実験審査委員
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を対象とする研究にかかる生命

倫理に関する委員会を理研全体
で 37 回（書面による研究計画の
審査を含む）開催し、また、動

物実験については動物実験審査
委員会等を 42 回（書面による研
究計画の審査を含む）開催した。

いずれの委員会も外部の委員を
含む委員により構成されてお
り、課題毎に国の指針等に基づ

き科学的・倫理的等の観点から
審査が実施された。 

○生命倫理に関する委員会につい

ては、各員会の委員名簿及び運
営に関する規則、議事録等を外
部向けホームページ上で公開し

た。動物実験に関しては、関連
規程や平成 25年度に実施された
動物実験計画の審査及び実施状

況、実験動物使用数等について
外部向けホームページ上で公開
した。 

会等を開催し、国等の指

針に基づく厳正な審査
を実施したとともに、審
査状況等必要な情報公

開を適切に行っている
と評価できる。 

 

 

４．その他参考情報 

― 

 

  



157 

 

様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(3) 適切な研究評価等の実施・反映 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
で行われる個別
の 研 究 開 発 課

題・プロジェクト
について、当初の
目標を達成し理

化学研究所が実
施すべき必要性
が低下したもの

や、科学的インパ
クト、社会的ニー
ズ等に照らして

優先順位が低下
したものについ
ては、随時、廃止

も含め厳格に見
直すとともに、諸
情勢に鑑み、理化

学研究所が実施
すべき必要性が
増大したもの等

については、機動
的に対応してい
く必要がある。 

また、研究開発
の特性上、その過
程で生じた予期

しない結果や成
果、世界的な研究
開発の動向等を

踏まえ、当初の目
標を修正して事
業を継続するこ

とが適切な場合
には、合理的に対
応する。 

そのため、外国
人研究者の意見
も取り入れた国

際的視点や水準

理化学研究所の運営や実施する研
究課題に関する評価を国際的水準で
行うため、世界的に評価の高い外部

専門家等による評価を積極的に実施
する。理化学研究所全体の運営の評
価を行うために「理化学研究所アド

バイザリー・カウンシル」（ＲＡＣ）
を定期的に開催するとともに、研究
センター等毎にアドバイザリー・カ

ウンシルを設置し、各々の研究運営
等の評価を行う。また、原則として、
研究所が実施する全ての研究課題に

ついて、事前評価及び事後評価を実
施するほか、５年以上の期間を有す
る研究課題については、例えば３年

程度を一つの目安として定期的に中
間評価を実施する。 

評価結果は、研究室等の改廃等の

見直しを含めた予算・人材等の資源
配分に反映させるとともに、研究開
発活動を活性化させ、さらに発展さ

せるべき研究分野を強化する方策の
検討等に積極的に活用する。なお、
原則として評価結果はウェブサイト

等に掲載し、広く公開する。 
一般向け講演会、サイエンスカフ

ェ、アンケート調査及びモニター調

査等を通して理化学研究所の事業に
関する期待やニーズ把握に努め、国
民目線での事業運営に取り入れてい

く。 

研究所の研究運営や実施す
る研究課題に関する評価を国
際的水準で行うため、世界的に

評価の高い外部専門家等を評
価者とした評価を積極的に実
施する。平成２６年度は、研究

所全体の研究運営の評価を行
うための「理化学研究所アドバ
イザリー・カウンシル」（ＲＡ

Ｃ）を平成２６年１１月に開催
する。また、ＲＡＣ開催に先立
ち、研究センター等毎に設置さ

れたアドバイザリー・カウンシ
ルにより研究運営等の評価を
受けるため、各カウンシルを開

催する。カウンシル議長には、
原則、外国人研究者を招聘する
等、国際水準での評価を担保す

るためのメンバー構成とする。 
研究所が実施する全ての研

究課題等について、原則として

事前評価及び事後評価を実施
するほか、５年以上の期間を有
する研究課題等については、例

えば３年程度を一つの目安と
した中間評価を実施する。過重
な負担を回避して効率的な評

価を行うため、課題等の特性や
規模に応じて、メールレビュー
の活用等を図る。 

評価結果は、研究室等の改廃
等を含めた予算・人材等の資源
配分や、研究活動を活性化さ

せ、さらに発展させるべき研究
分野を強化する方策の検討等
に活用するとともに、原則とし

て、ウェブサイト等に掲載し、
広く公開する。 
一般向け講演会、サイエンス

カフェなどのイベント時にお

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
 

（評価指標） 
・世界的に評価の
高い外部専門家

等による評価の
実施状況 

○研究所の運営や研究課題に関す
る評価を国際的水準で行うた
め、平成26年度は世界的に著名

な科学者を委員とした第9回理
化学研究所アドバイザリー・カ
ウンシル（以下、RAC）及びRAC

分科会を11月9日～13日に開催
した。RAC報告書では分野横断的
研究に向けた取り組みは科学的

な発見のみならず経済成長や社
会的利益への貢献につながる取
組みとして強く支持されるとと

もに、世界を先導する研究機関
の構築にに向けた取り組み、国
際的人材獲得、女性研究者・事

務職員の管理職を増やす方策等
について提言を受けた。RAC が
示した提言を前向きに受け止

め、今後の研究所運営に適切に
反映させる予定である。 

○各研究センター等のアドバイザ

リー・カウンシル（以下、AC）
については、RACに先だって平成
26年5月から7月にかけて9のセ

ンター等で実施し、事務ACにつ
いては同年9月に開催した。 

○研究開発課題等の評価に関して

は、「国の研究開発評価に関す
る大綱的指針」等に基づき、主
任研究員研究室等の中間、事後

評価を実施し、各研究センター
等においてもACで課題評価を行
った。 

○情報の受け手である国民の意見
を収集・調査・分析するため、
科学講演会、サイエンスセミナ

ー、サイエンスアゴラ等イベン
トの際には、来場者に対してア
ンケートを実施し、その結果を

分析、次回のイベントの際に順

評定 B 評定 B 

○RAC、AC を確実に実施

し、特にRACの開催にお
いて、有益な提言を得ら
れるようRAC分科会の実

施を含む運営の改善を
行ったことは高く評価
できる。その他の研究開

発課題等に関する評価
も滞りなく行っている。
また、評価結果は、理事

長裁量経費やセンター
長裁量経費などの資源
配分を通じて効果的に

反映し、今後発展させて
いくべき研究分野の検
討や予算・人員等の資源

配分等に積極的に活用
していることからも、順
調に計画を遂行してい

ると評価する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○アドバイザリー・カウンシル

の運営・活用等順調に計画を
遂行していると認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○RAC、AC による研究開発評価

の結果を、研究室等の改廃等
を含めた予算・人材等の資源
配分の参考にしていくこと

が望まれる。 
 
○研究開発評価を資源配分に

活用するノウハウは、研究開
発マネジメントの在り方の
観点から、広く研究開発を行

う機関間で共有されること
が期待される。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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の評価、国民の意

見を吸い上げた
国民目線での評
価、有識者等によ

る外部評価等を
採り入れながら、
適時適切に研究

開発課題・プロジ
ェクト・研究運営
等について評価

を行い、その結果
を公表するとと
もに、理化学研究

所における研究
開発の在り方に
適切に反映する。

研究評価に当た
っては、独創的で
有望な優れた研

究者や研究開発
を発掘し、又は更
に伸ばしてより

よいものとなる
よう配慮する。 

けるアンケート調査及びイン

ターネットを利用したモニタ
ー調査等を通して理化学研究
所の事業に関する期待やニー

ズ把握に努め、国民目線での事
業運営に取り入れていく。 

次実施に移した。また、イベン

ト参加者との対話内容を、でき
る限り広報スタッフで共有し、
ノウハウの蓄積に努めている。 

○理研のことをどの程度一般の人
が認知しているのか、また、ど
のようなイメージを持っている

のかを把握するためにインター
ネットを通じた調査を平成27年
2月に実施した(10代～60代の男

女。約7万人対象)。調査結果を
踏まえ今後の広報活動に活かし
ていく。 

 

 
 
 

○順調に計画を遂行して
いると評価する 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(4) 情報公開の促進 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
の適切な運営を
確保し、かつ、そ

の活動を広く知
らしめることで、
国民からの理解、

信頼等を深める
ため、積極的に情
報公開を行う。 

特に、契約業務
については、独立
行政法人を取り

巻く諸般の事情
を踏まえ、透明性
が確保されるよ

う十分留意する。 

独立行政法人等の保有する情報の
公開に関する法律（平成１３年法律
第１４５号）に定める「独立行政法

人等の保有する情報の一層の公開を
図り、もって独立行政法人等の有す
るその諸活動を国民に説明する責務

が全うされるようにすること」を常
に意識し、積極的な情報提供を行う。
特に、契約業務及び関連法人につい

ては、透明性を確保した情報の公開
を行う。 

独立行政法人等の保有する
情報の公開に関する法律（平成
１３年法律第１４５号）に定め

る「独立行政法人等の保有する
情報の一層の公開を図り、もっ
て独立行政法人等の有するそ

の諸活動を国民に説明する責
務が全うされるようにするこ
と」を常に意識し、積極的な情

報提供を行う。特に、契約業務
及び関連法人については、透明
性を確保した情報の公開を行

う。 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
 

（評価指標） 
・積極的な情報提
供に向けた取組

状況 

○「独立行政法人等の保有する情
報の公開に関する法律」に基づ
き、平成 26 年度は、186 件（う

ち 32 件は前年度からの継続案
件）の情報公開請求があり、う
ち 7件が全部開示、133 件が部分

開示、34 件が不開示、1 件が事
案の移送、11 件が手続き中であ
る。 

○所外向けホームページにおい
て、｢随意契約によることができ
る基準｣、｢競争性のない随意契

約｣に係る契約情報公表｣及び
｢独立行政法人の契約に係る情
報の公表（関連法人）｣等、契約

に係る情報の公開を行った。 
○研究所の活動を国民に分かりや
すく伝えるという観点から、プ

レス発表、広報誌（理研ニュー
ス等）、研究施設の一般公開、科
学講演会の開催、ウェブサイト

等により情報発信に積極的に取
り組んだ。 

○STAP 細胞の研究論文に関する取

組み、情報等については、所外
ホームページのトップページに
項目を設け、適宜情報提供を行

った。 

評定 B 評定 B 

○適切に情報の公開を行

い、順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

 

○適切な情報公開にあたって、

順調に計画を遂行している
と認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○平時における情報公開・情報

提供・情報発信について、積
極的な取組が行われるよう、
期待する。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－１  年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－6－(5) 監事機能強化に資する取組 

関連する政策・施策 
政策目標 8：基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

理化学研究所法 第十六条 

第五項 前各号の業務に附帯する業

務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 
― 

関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成27年度平成27年度行政事業レビ

ューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 基 準 値

等 

H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

       

 
 

  
   

 
 

  
   

 
 

  
   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

予算額（千円） ― ― ― ― ― 

決算額（千円） ― ― ― ― ― 

経常費用（千

円） 
― ― ― ― ― 

経常利益（千

円） 
― ― ― ― ― 

行政サービス

実 施 コ ス ト

（千円） 

― ― ― ― ― 

従事人員数 ― ― ― ― ― 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 - 政府の方針を踏ま
えた監事機能の強化
に向けた補佐体制を

拡充するとともに、
機動的かつ専門性の
高い監事監査を実施

できる体制を構築す
ることにより、研究
所のガバナンスの強

化を行う。 

研究所のガバナン
スの強化に資するた
め、平成２６年度に

おいては、政府の方
針を踏まえて新たに
監事の義務となる業

務を的確に遂行する
ため、監事・監査室
の設置等、監事を補

佐する体制の見直し
を行う。また、専門
性の高い業務に対す

る監事監査を的確に
実施するため、外部
専門家の知見の活用

を可能とする環境整
備を行う。 

(評価軸) 
・我が国の研究開
発の中核的な担

い手として、また
多額の公的な資
金が投入されて

いる組織として、
社会の中での存
在意義・価値を高

めることができ
たか 
 

（評価指標） 
・ガバナンス強化
に向けた、監事を

補助する監事・監
査室による監事
機能の強化に資

する取組の実施
状況 
 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 
【監事監査】 

・ 監事監査にお
いて、法人の長の
マネジメントに

ついて留意して
いるか 
 

・ 監事監査にお
いて把握した改
善点等について、

必要に応じ、法人
の長、関係役員に
対し報告してい

るか。その改善事
項に対するその
後の対応状況は

適切か 

○独立行政法人通則法の改正に伴い、主務省令で定めるところに
より、監査報告の作成、業務及び財産の状況の調査など監事機
能の強化が規定されており、これに向けた補佐体制を拡充する

ため、平成 26 年 10 月 24 日に、監査・コンプライアンス室を
改組し、「監事・監査室」を設置した。 

○監事監査において、監事が関連する業務の専門家の意見を聞く

ことができる旨の規定を、平成 26 年 10 月 24 日、監事監査要
綱に新規に定め、機動的、かつ、より専門性の高い監事監査を
実施できる体制を構築した。 

○効率的かつ効果的な監査体制に資する観点から、「研究不正再
発防止をはじめとする高い規範の再生のためのアクションプ
ラン」で新たな取組みとして言及された、理化学研究所の業務

並びに財務諸表及び決算報告書についての監査意見を形成す
る過程において、監事が主として取り組んでいく分担を定め、
その結果を平成 26 年 10 月 22 日、理事長に通知した。 

○組織的かつ効果的な監査の構築のためには連携が極めて重要
であるとの認識に基づき、監査上の重要課題等について意見交
換するため、監事は理事長等と定期的な会合を開催することと

した。また、内部監査、会計監査人の監査とは、それぞれ別の
監査と認識されるが、いずれも、内部統制環境の把握等、重複
する目的を有しており、緊密な連携が肝要である。これら連携

の重要性に鑑み、連携強化するための規定を追加することと
し、平成 27 年 3月 10 日、監事監査要綱の改正がなされた。 

○平成 25 年度においては、研究プロジェクト毎に研究推進室の

設置等、研究単位を明確にするための事務組織の改編等の影響
等を把握する必要性があったことから、監査も網羅的な実施と
なったことを踏まえ、監事監査の機能強化を図っていく観点か

ら、より効果的、効率的な監査を達成するため、リスクマネジ
メント手法を活用し、監査対象の重点化等を図っていく必要性
が認識された。 

このため、平成 26 年度においては、監事機能の強化の要請を
踏まえ、監事監査の充実策として、理研の置かれた環境を踏
まえ、往査先を選定することとし、リスクアプローチの手法

等を活用し、事案に応じて深度、頻度を異とする、メリハリ
のある監事監査を実施すべく、往査の計画を策定のうえ往査
がなされた。具体的には、期中において既に問題が顕在化し

ている発生・再生科学総合研究、バイオリソース事業、北京
事務所等を監査対象に選定し、CDB に対する往査を 3回、北京
事務所に至っては、担当理事等に対する継続的な監査を 8 回

等、事案に応じた的確な監事監査がなされた。また、監査項
目についても、従来以上にリスク認識に重点をおき、具体的
な監査項目の設定がなされた。 

評定 A 評定 B 

○監事機能の強化のた

め、現行規定を網羅
的に見直し、監事監
査要綱を 2 回にわた

って改正するなど、
監事・監査室による
監事監査に対する補

助が的確であったこ
とは高く評価でき
る。 

○監事監査の企画立案
の補助については、
監事による内部ガバ

ナンス向上に資する
観点から、監事・監
査室は、監事が、リ

スクマネジメントに
基づき、準拠性に加
え、効率性にも着目

した監査を企画立案
できるよう、的確な
補助を行ったことは

高く評価できる。 
 

○監事機能強化に向けて順調

に計画を遂行していると認
められる。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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さらに、研究所の置かれた環境を踏まえ、研究所の共通のリ

スクを把握するため、メンタルヘルスケア、情報セキュリテ
ィ及び災害時の危機対応の状況について、新たな取組として、
横断的な監査テーマを設定し、全事業所に対して、監査を実

施後、本部の各担当部署との対応策等を把握する監査が実施
された。 
このように、今期、監事監査の企画立案、実施について監事・

監査室が監事を補助し、これまで監事監査の中心的監査項目
である準拠性に、新たな監査項目として、横断的テーマを設
定し、監事が効率性の観点からも研究所を監査できるように

企画立案した。 
 
【監事監査における法人の長のマネジメントに関する監査状況】 

○期中監査において、監査の重点的実施対象である、発生・再生
科学総合研究等に対する監査を実施した後、監事は、担当理事
のヒアリング等、事案に応じたフォローアップ監査を実施し

た。重点的監査対象は、期末監査においても引き続き監査対象
としており、平成 27 年度監事監査計画の通知を行うとともに、
形成しつつある監査意見等を踏まえて、平成 27 年 3月 18 日、

理事長との面談を実施した。 
 

【監事監査における改善点等の法人の長、関係役員に対する報告

状況】 
○実施した期中監査、平成 27 年 4 月から 5 月にかけて実施する

期末監査の結果を踏まえ、同 6月に理事長に対し、監査報告を

行う。報告内容は、理事会議で、全理事等に対し、説明を行う
ことで、問題意識の共有が図られる予定である。 
 

【監事監査における改善事項への対応状況】 
○監事監査を的確に実施していくためには、計画策定段階におい

て、課題を把握していくことが適当であるが、平成２６年度に

おいては、潜在化した課題対応について一層の改善が必要であ
ると思料されたことから、年度早期に課題認識を確認するため
のスキームを導入することとし、平成 27 年度において、新た

な取組として実施する予定である役員等に対する期初ヒアリ
ングにおいて、課題認識、改善の方向性を聴取し、平成 27 年
度の期中監査の重点監査項目に設定し、確実なフォローアップ

を行っていくこととされている。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27年度平成 27年度行政事業レビューシー

ト 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が行う各事業が

合理的かつ効率
的に行われるよ
う、必要な事業の

見直し、体制の整
備等を図るとと
もに、情報化を推

進する等業務の
合理化・効率化に
努め、一般管理費

（特殊経費及び
公 租 公 課 を 除
く。）について、

中期目標期間中
にその１５％以
上の削減を図る

ほか、その他の事
業費（特殊経費を
除く。）について、

中期目標期間中、

理化学研究所の各事業が合理的・
効率的に行われるよう、必要な事業

の見直し、体制の整備等を図る。以
下の取組により、一般管理費（特殊
経費及び公租公課を除く。）につい

て、中期目標期間中にその１５％以
上の削減を図るほか、その他の事業
費（特殊経費を除く。）について、中

期目標期間中、毎事業年度につき
１％以上の業務の効率化を図る。ま
た、毎年の運営費交付金額の算定に

向けては、運営費交付金債務残高の
発生状況にも留意する。 

 

- （モニタリング
指標） 

・一般管理費の削
減割合 
・その他の事業費

の業務の効率化
割合 

【一般管理費の削減状況】 
○一般管理費（特殊経費及び公租

公課を除く。）のうち人件費は予
算額に比べて 39百万円増となっ
た。効率化による人員削減を実

施したものの、コンプライアン
スに係る緊急対応、人事院勧告
を踏まえた給与改定等（財源措

置無）のため一時的に増となっ
たためである。 

○研究所は、今後引き続き効率化

を進めていくことにより、中期
目標期間中に 15％以上の削減は
実現可能と見込んでいる。 

○物件費については修繕費や施設
保守費、食堂維持費、借上住宅、
旅費等の減により 25百万円を削

減し、予算額内となった。 
【事業費の削減状況】 
○事業費の効率化に努めるため以

下の取組を実施し、削減目標で

評定 B 評定 B 

 
○人件費について、予算額

を上回ったものの、今後
の業務の効率化、人員配
置等の見直しにより、中

期目標期間中に 15％以
上の削減が可能である
と見込まれることから、

順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

 
 
 

 
 
○平成 26年度においても、

予算執行の効率化・合理
化に努め、削減目標であ

○業務運営の効率化について
は、順調に計画を遂行してい

ると認められる。 
 

（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
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毎事業年度につ

き１％以上の業
務の効率化を図
る。 

ある事業費の１％、520,036 千円

の削減を達成した。 
・特許の維持管理経費の見直し 
・研究所・センターにおける設備

備品の共用利用・共同購入の推
進による経費削減 

・リサイクル品の活用による経費

削減 
・調達方法の見直しによるコスト
削減 

・電子ジャーナルの契約見直しに
よる経費削減 

・広報を中心とした外注業務の見

直しによる経費削減 等 

る事業費の１％削減を

達成したことは、順調に
計画を遂行していると
評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－1 研究資源配分の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27年度平成 27年度行政事業レビューシー

ト 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が行う各事業が

合理的かつ効率
的に行われるよ
う、必要な事業の

見直し、体制の整
備等を図るとと
もに、情報化を推

進する等業務の
合理化・効率化に
努め、一般管理費

（特殊経費及び
公 租 公 課 を 除
く。）について、

中期目標期間中
にその１５％以
上の削減を図る

ほか、その他の事
業費（特殊経費を
除く。）について、

中期目標期間中、

理事長の機動的な意思決定メカニ
ズムに基づき、外部有識者の意見を

聴取した上で、理化学研究所全所的
な観点から研究費等の研究資源を効
率的に配分、活用する。特に、理事

長のリーダーシップの下で推進する
戦略的・競争的な研究事業において
は、専門家による透明かつ公正な選

定を実施し、外部有識者を含む評価
の結果を踏まえて、推進すべき事業
について重点的に理事長が予算、人

員等研究資源の配分を行う。 
また、理事長は、定期的に予算執

行の状況を確認し、状況に応じた配

分額の見直し等の必要な措置をと
る。これにより、理化学研究所のポ
テンシャルや特徴を活かした効果的

かつ効率的な事業展開を図る。 

理事長の機動的な意思決定
メカニズムに基づき、外部有識

者の意見を聴取した上で、理化
学研究所全所的な観点から研
究費等の研究資源を効率的に

配分、活用する。 
平成２６年度は、理化学研究

所のポテンシャルや特徴を活

かした効果的かつ効率的な事
業展開を図るため、特に、理事
長のリーダーシップの下で推

進する戦略的・競争的な研究事
業においては、専門家による透
明かつ公正な選定を実施し、外

部有識者を含む評価の結果を
踏まえて、推進すべき事業につ
いて重点的に理事長が予算、人

員等研究資源を配分する。 
また、理事長は、資源配分方

針を策定するとともに、定期的

に予算執行の状況を確認し、状

（評価軸） 
・研究資源の効果

的かつ効率的な
配分を行ったか 

○理事長の科学的統治を強化し、
経営と研究運営の改革を推進す

るため、平成 17 年度に導入した
「研究運営に関する予算、人材
等の資源配分方針」を平成 26 年

度においても策定した。 
○戦略的研究展開事業について、
理事長トップダウンの指定課題

の選定にあたっては、外部専門
家を含む研究戦略会議におい
て、透明かつ公正な評価を実施

し、その結果を踏まえた資源配
分を行った。詳細は「Ⅰ-5-(1)
①競争的、戦略的かつ機動的な

研究環境の創出」に記載したと
おりである。 

○資源配分方針の策定に当たって

は、理事長裁量経費を設け、研
究所として重点化・強化すべき
研究運営上の項目に投資した。 

○理事長裁量経費においては、下

評定 B 評定 B 

○平成 26 年度において、
理事長のガバナンスの

強化を図り、経営と研究
運営の改革を推進する
ための取組に対して、重

点的な資源配分を行っ
たことは、順調に計画を
遂行していると評価す

る。 
 

○研究資源配分の効率化に関
しては、理事長裁量経費を設

けるなど、順調に計画を遂行
していると認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○理事長裁量経費が真に戦略

的・競争的な研究事業に充当
できるよう、研究開発資金の
マネジメントの在り方につ

いて引き続き見直していく
ことが期待される。 
 

○間接経費についても、基盤的
な活動へ計画的に活用して
いくことを検討することが

望まれる。 
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毎事業年度につ

き１％以上の業
務の効率化を図
る。 

なお、事業の見
直し、体制の整備
等に伴い合理化

を図る際には、こ
れまでの研究開
発成果、設備及び

人材等が今後の
理化学研究所の
活動に効果的か

つ効率的に活用
されるよう十分
留意するととも

に、政府方針を踏
まえ、適切な情報
セキュリティ対

策を推進する。 

況に応じた配分額の見直し等

の必要な措置をとる。 

記への重点的投資を行った。 

①研究成果の社会還元に向けた取
組の強化 

②国民の理解及び文化の向上に向

けた取組の強化 
③人材確保・育成・輩出に向けた
取組の強化 

④研究環境の整備 
⑤適切な事業運営に向けた取組等 

（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－2 研究資源活用の効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27年度平成 27年度行政事業レビューシー

ト 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 理化学研究所
が行う各事業が

合理的かつ効率
的に行われるよ
う、必要な事業の

見直し、体制の整
備等を図るとと
もに、情報化を推

進する等業務の
合理化・効率化に
努め、一般管理費

（特殊経費及び
公 租 公 課 を 除
く。）について、

中期目標期間中
にその１５％以
上の削減を図る

ほか、その他の事
業費（特殊経費を
除く。）について、

（１）情報化の推進 評定 B 評定 B 

政府の方針を踏まえた「安全・安

心」な情報セキュリティ対策を推進
するとともに、「快適・便利」な情報
活用を促進し、研究開発活動を支え

るＩＴ環境の更なる整備を図る。 
また、組織、人事、財務会計シス

テム及びそれらに共通する情報を一

元管理する事務情報基盤システムの
高度化を図り、システムを介した各
部署の連携強化及び業務の効率化を

図る。これらのシステムの導入によ
り、セキュリティの向上、ヒューマ
ンエラーの低減を図るとともに、省

力化により研究室における作業軽減
を図り研究活動の活性化に資すると
ともに、事務部門においては２，０

３０人日／年程度の業務量を削減
し、知的財産、研究倫理、安全管理、
人材開発・労務管理等の専門的な人

政府の方針を踏まえた「安

心・安全」な情報セキュリティ
対策を推進するため、平成２６
年度は、ホームページサーバの

監査体制の整備等により、研究
所の情報セキュリティ対策を
強化するとともに、ｅ－ラーニ

ング、セミナーの動画配信を通
じ、職員の情報セキュリティ意
識・知識の向上を図る。 

また、「快適・便利」な情報
活用を促進し、研究開発活動を
支えるＩＴ環境の更なる整備

を図るため、計算環境及びデー
タ保管環境の改善に向け、平成
２６年度は、大型共同利用計算

機を更新する。 
さらに、中期計画で目指す省

力化・業務量削減に向けて、平

（評価軸） 

・情報化を推進す
る等、資源活用の
効率化を図った

か 
 
（評価指標） 

・情報セキュリテ
ィ対策の推進や、
研究活動を支え

るＩＴ環境の整
備状況 
 

（モニタリング
指標） 

事務部門にお

ける業務の削減
量 

○政府方針を踏まえた情報セキュリ

ティ対策を推進するために、平成
26 年度はホームページサーバー監
査を実施するとともに、仮想化機

能を利用したホームページサーバ
ー集約によるセキュリティ対策強
化を行った。24 時間 365 日のネッ

トワーク不正アクセス監視、PC の
ウィルス対策、サーバーの一斉セ
キュリティ検査を実施した。情報

セキュリティ啓蒙活動として、情
報セキュリティに関する情報発信
や注意喚起、eラーニング講習を実

施し情報セキュリティ意識の向上
に努めた。 

○研究活動を支えるIT環境の整備と

して、平成 26 年度にスーパーコン
ピュータを更新し、計算能力で 10
倍、データ保管能力で 4 倍の改善

○24時間365日の情報セ

キュリティ対策実施、
サーバーや PC のセキ
ュリティ対策、啓蒙活

動など順調に計画を遂
行していると評価す
る。 

○計算環境の改善と新た
な IT 環境の整備は研
究成果の創出速度の増

進や新規課題の創出へ
の貢献が期待でき、高
く評価する。 

 
 
 

 
 
 

○情報セキュリティ対策の推

進、IT 環境の整備、事務情
報化の基盤整備等について
は順調に計画を遂行してい

ると認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○実験ノート、研究成果の集約
化と管理など、システムの具

体的な成果が期待される。 
 

○データセキュリティの確保

が重要である。 
 
（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
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中期目標期間中、

毎事業年度につ
き１％以上の業
務の効率化を図

る。 
なお、事業の見

直し、体制の整備

等に伴い合理化
を図る際には、こ
れまでの研究開

発成果、設備及び
人材等が今後の
理化学研究所の

活動に効果的か
つ効率的に活用
されるよう十分

留意するととも
に、政府方針を踏
まえ、適切な情報

セキュリティ対
策を推進する。 

情報システム

の整備・更新によ
る 業 務 の 合 理
化・効率化につい

ては、その効果を
中期計画におい
て定量的・具体的

に明らかにした
上で効果的に推
進する。 

総人件費につ
いては、政府の方
針を踏まえ、厳し

く見直しをする
ものとする。 

なお、これらに

ついては、理化学
研究所は、我が国
の研究開発機能

の中核的な担い
手の一つとして、
科学技術基本計

画における政策
課題の達成に対
する積極的な貢

献や、社会からの
様々なニーズに

材へ置き換え、これらの人材の適切

な配置等により、合理化を促進する。 

成２６年度は組織、人事、事務

情報基盤、財務会計システムの
運用を行う。 
 

を図った。仮想化技術を利用した

クラウドサービスを構築し、各種
サーバーの集約、データベース基
盤の構築、バイオインフォマティ

クス基盤の整備を行った。 
○中期計画で目指す省力化・業務量
削減に向けて、組織、人事、事務

情報基盤システムは運用を開始、
財務会計システムは機能追加開発
を完了し、小規模事業所の試験運

用を行ない、来年度の本格稼働に
向けた準備を進めた。 

 

 
 
 

 
 
 

 
○事務部門の業務量削減
に向け、業務システム

が運用を開始したこと
は順調に計画を遂行し
ていると評価する。 

 

ら、評定を Bとする。 

 

（２）コスト管理に関する取組 評定 B 評定 B 

適切な研究事業の運営を担保する

ために、支出性向及び予算実施計画
に基づくコスト管理分析を行う。こ
れにより、効率的な業務運営、適切

な執行計画の策定を行う。 

適切な研究事業の運営を担

保するために、支出性向及び予
算実施計画に基づくコスト管
理分析を行う。これにより、効

率的な業務運営、適切な執行計
画の策定に資する。 

（評価軸） 

・情報化を推進す
る等、資源活用の
効率化を図った

か  
 
（評価指標） 

・コスト管理分析
による、効率的な
業務運営、適切な

予算計画の策定
状況 

○研究室側でもコスト管理が容易と

なることを目指して、前年度に大
幅に変更した予算管理体系のもと
で引き続きコスト分析を実施する

とともに、管理経費の洗い出しと
関連部署へのヒアリングに努め、
コストの透明化を図った。 

○イントラネット上のリサイクル掲
示板を投稿型に刷新し、機械装置
に加えて研究消耗品についても研

究室間で情報共有を可能とした。
さらに物品管理システムの更新と
管理対象の拡充を行い、既存資源

の活用を推進した。 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 

○コスト管理については順調

に計画を遂行していると認
められる。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
 

（３）職員の資質の向上 評定 B 評定 B 

管理職をはじめとする職員を対象

としたスキルアップ等の各種研修を
充実させ、理化学研究所全体の職員
の資質向上を図る。また、事務部門

の人材の資質向上を図るため、様々
な職務経験、語学研修等により、国
際化等に対応した多様な人材を育

成・確保する。 

業務に関する知識や技能水

準の向上、業務の効率的な推進
や合理化を促進する観点から、
平成２６年度は、語学、情報処

理、財務、知的財産等の業務遂
行上有益な知識・能力の向上を
図る研修や、研究不正やハラス

メントの防止、服務等の法令遵
守に関する研修、メンタルヘル
スを含めた安全管理に関する

研修などを通じて、理化学研究
所全体の職員の資質向上を図
る。特に管理職に対しては、部

下育成やリーダーシップを発
揮するために必要なコミュニ
ケーション力の向上を目的と

した研修を充実する。また、事

（評価軸） 

・情報化を推進す
る等、資源活用の
効率化を図った

か  
 
（評価指標） 

・職員の資質の向
上を図るための
研修等が実施状

況 

○優れた国内外の研究者・技術者を

サポートする事務部門の人材の資
質を向上させることにより、業務
の効率化に繋げていくための取り

組みを行った。業務に関する知識
や技能水準の向上、業務の効率的
な推進や合理化を促進する観点か

ら、平成 26 年度は、服務、財務、
法務、知的財産及び安全管理に関
する法令や知識に関する研修、ハ

ラスメントの防止やメンタルヘル
スに関する研修、ファシリテーシ
ョンスキルにかかる能力開発など

を通じて、理化学研究所全体の職
員の資質向上を図るとともに、次
の研修を実施した。 

○役員及び常勤職員に対して研究倫

○順調に計画を遂行して

いると評価できる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

○職員の資質の向上に資する

研修等の取組については順
調に計画を遂行していると
認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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対する研究開発

等での貢献が求
められているこ
とを踏まえ、これ

らの期待が損な
われないよう十
分斟酌して取り

組む。 

務系職員に対しては、海外語学

研修を実施し、国際化に対応す
る人材育成を図るとともに、職
員の修学を支援する制度を通

じて、専門性の高い知識を備え
た職員の育成を図る。 

理 e ラーニング教育プログラム

（CITI Japan）の受講を必修とし、
研究不正防止の意識向上を図っ
た。 

○全ての管理職を対象に研究室マネ
ジメントに必要な基本的事項を e
ラーニングで受講させ、管理職と

しての資質向上を図った。 
○新任管理職に対しては、研究不正
を防止するために気を付けるべき

ポイントや、所属員に対して研究
倫理教育や指導育成を効果的に実
施するために有益なコーチングス

キル等に関する研修を実施した。 
○海外短期語学研修を継続的に実施
することで、国際化に対応する人

材育成を図るとともに、夜間大学
院修学制度を通じて、職員が自ら
の能力開発を図ることを支援し

た。 
○これまで能力開発研修について
は、主に集合研修により実施して

きたが、語学や IT スキルに関して
は e ラーニング化することにより
受講機会を拡大し、より多くの職

員が受講した。 

 

 
 
 

 
○各種能力開発、研修等
を実施したことは評価

できる。 
 

（４）省エネルギー対策、施設活用方策 評定 B 評定 B 

恒常的な省エネルギー化に対応す

るための環境整備を進め、光熱水使
用量の節約及び二酸化炭素の排出抑
制に取り組むとともに、節電要請な

どの状況下にあっても継続可能な環
境を整備する。 

また、研究スペースの配分等につ

いて理化学研究所全体で調整する体
制を強化し、事業所をまたがる研究
を効率的に推進するとともに、限ら

れた研究スペースをより有効に活用
する。 

恒常的な省エネルギー化に

対応するための環境整備を進
め、光熱水使用量の節約及び二
酸化炭素の排出抑制に取り組

むとともに、省エネルギー化等
のための環境整備を進めるほ
か、節電要請などの状況下にあ

っても継続可能な環境を整備
する。平成２６年度は、省エネ
ルギー推進体制の下での多様

な啓発活動による職員等への
周知徹底、エネルギー使用合理
化推進委員会の定期的な開催、

施設毎の使用量把握及び分析
のための継続的な取組、エネル
ギー消費効率が最も優れた製

品の採用や太陽光発電設備の
導入を行う。 
また、前年度に策定した研究

スペースの配分等に関する方
針に基づき、スペース配分を決

（評価軸） 

・情報化を推進す
る等、資源活用の
効率化を図った

か  
 
（評価指標） 

・省エネルギー化
等に対応した環
境整備を進める

ことによる、節電
要請などの状況
下にあっても継

続可能な環境の
整備状況 

○構内放送、パトロール、掲示、エ

ネルギー情報のＨＰ掲載等による
全職員等への啓発活動を通じて省
エネルギーに対する習慣化を促し

た。 
○エネルギー使用合理化推進委員会
の定期的な開催（年度内 2回開催）

により、各事業所における節電対
策の状況及び課題への対応状況報
告を行い、情報共有を図った。 

○施設毎の使用量把握及び分析のた
めのメーター等計測器の設置を推
進した。 

○老朽化した機器の更新時にトップ
ランナー基準のものとし、LED 照明
器具を採用するなど、ハード面で

の基本的な省エネルギー化を推進
した。 

○太陽光発電設備の導入を推進し、

20kW を設置した（既設分 497.3kW、
4％増加）。 

○省エネルギー対策、施

設活用方策は、順調に
計画を遂行していると
評価する。 

 

○省エネルギー対策について

は順調に計画を遂行してい
ると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○平成 25 年度よりエネルギー

使用量は増加し、エネルギー
消費原単位は目標に達しな
かった。大型施設の稼働率向

上等の事情はあるものの、今
後、リカバリーするための計
画の策定や追加の省エネル

ギー対策の実行など、目標達
成に向けた努力が必要であ
る。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
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定する。具体的には、各事業所

において所長が取りまとめた
要望を、施設委員会において調
整し、事業所ごとにスペース配

分を定めた建物利用計画を策
定する。 

○共用部照明の間引き点灯及び人感

センサー制御を推進した。 
○日射遮蔽による熱負荷低減のた
め、融合連携イノベーション推進

棟の外壁に環境配慮型外装システ
ム（ダブルスキン）を採用した。
これらによって内外からの節電要

請下においても研究に影響を及ぼ
さず、活動を継続できるよう環境
を整える取組みを行ったが、エネ

ルギー使用量は和光（増築・新築・
改修した施設の稼動、ＲＩＢＦ加
速器運転時間の増大）・播磨（25

年度はSPring-8関係の改修工事の
ため停止期間のあった機器の運転
が再開）等で増加したため、全理

研では原油換算 152,895kl（対前年
度比 2.9％の増加）となり、また二
酸化炭素排出量は、上記の他に排

出係数が増加したことも重なり
326,343t-CO2（対前年度比 7.6％の
増加）となった。しかしながら、

省エネ法の判断基準であるエネル
ギー消費原単位は、過去 5 年度間
の平均で目標の1％に対して0.8％

の減少であり（対前年度比では
0.6％減少）、わずかに達しなかっ
た。 

○研究スペースの配分については、
全所的な体制の施設委員会におい
て全ての建物利用計画を審議し、

組織改廃に係るスペース（和光、
横浜）については理事長の留保ス
ペースとするなど、研究所全体と

しての調整機能をもって、スペー
スを公平、柔軟かつ機動的に配分
した。 

ら、評定を Bとする。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－3 給与水準の適正化等 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27年度平成 27年度行政事業レビューシー

ト 0184 

Ｃ         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 給与水準（事
務・技術職員）に
ついては、以下の

ような観点から
の検証を行い、こ
れを維持する合

理的な理由がな
い場合には必要
な措置を講ずる

ことにより、給与
水準の適正化に
速やかに取り組

むとともに、その
検証結果や取組
状況について公

表する。 
①職員の雇用

形態、在職地域及

び学歴構成等の
要因を考慮して
もなお国家公務

員の給与水準を
上回っていない
か。 

②職員に占め
る管理職割合が
高い等、給与水準

給与水準（事務・技術職員）につ
いては、理化学研究所の業務を遂行
する上で必要となる事務・技術職員

の資質、人員配置、年齢構成等を十
分に考慮した上で、国家公務員にお
ける組織区分、人員構成、役職区分、

在職地域、学歴等の検証及び類似の
業務を行っている民間企業との比較
等を行い、自らの給与水準が国民の

理解を得られるか検討を行った上
で、これを維持する合理的な理由が
ない場合には必要な措置を講ずると

ともに、その検証やこれらの取組状
況について公表していく。 

また、総人件費については、政府

の方針を踏まえ厳しく見直しを行う
こととする。 

給与水準（事務・技術職員）
については、理化学研究所の業
務を遂行する上で必要となる

事務・技術職員の資質、人員配
置、年齢構成等を十分に考慮し
た上で、国家公務員における組

織区分別、人員構成、役職区分、
在職地域、学歴等を検証すると
ともに、類似の業務を行ってい

る民間企業との比較等を行っ
たうえで、これら給与水準が国
民の理解を得られるか検討を

行い、これを維持する合理的な
理由が無い場合には必要な措
置を講ずる。 

平成２６年度は、平成２４年
度のラスパイレス指数に係る
検証結果を念頭に、政府方針を

踏まえた取組を労使協議して
進めるとともに、その検証や取
組状況について公表していく。

また、ラスパイレス指数が研究
所の実態をより適正に反映す
るよう、現在比較対象外とされ

ている職員について比較対象
とするよう関係省庁へ要望す
る。 

(評価軸) 
・給与水準を適切
に維持すること

ができたか 
 
（参考：法人横断

的な評価の視点） 
【給与水準】 
・ 給与水準の高

い理由及び講ず
る措置（法人の設
定する目標水準

を含む）が、国民
に対して納得の
得られるものと

なっているか 
 
・ 法人の給与水

準自体が社会的
な理解の得られ
る水準となって

いるか 
 
・ 国の財政支出

割合の大きい法
人及び累積欠損
金のある法人に

【ラスパイレス指数（平成 26 年度
実績）】 

○適正な給与水準に向け、給与改

定等を行った結果、ラスパイレ
ス指数は、115.6 であった。 

○理研は戦略重点科学技術の推進

等社会からの期待の高まりに応
えるための高度人材の確保と、
人件費削減への対応のため、少

数精鋭化を進めており、その結
果、学歴構成は殆どが大卒以上
であり、大学院以上の学歴を有

する者も多く在籍している。ま
た、給与水準の比較対象者に占
める管理職の割合がやや高い水

準となっているが、これは一部
の任期制職員や派遣職員等を給
与水準比較対象外としているこ

とによる比較対象の偏りであ
り、これらを含めれば実際上、
国家公務員と遜色ない。なお、

累積欠損金は無い。また、少数
精鋭主義による特殊な運営体制
によって給与水準比較対象が偏

った結果がラスパイレス指数に
大きな影響を与えている。 

○世界最高水準の研究機関として

評定 B 評定 B 

 

○順調に計画を遂行して
いると評価する。 

 

○給与水準の適正化について

は順調に計画を遂行してい
ると認められる。 

 

（今後の発展に向けたコメン
ト） 
○給与水準の適正化に努める

一方、研究開発成果の最大化
に向けて国内外の優秀な研
究者を海外の研究機関との

競争下で獲得していく必要
があり、二つの要請を両立さ
せていく必要性がある。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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が高い原因につ

いて、是正の余地
はないか。 

③国からの財

政支出の大きさ、
累積欠損の存在、
類似の業務を行

っている民間事
業者の給与水準
等に照らし、現状

の給与水準が適
切かどうか十分
な説明ができる

か。 
④その他、給与

水準についての

説明が十分に国
民の理解を得ら
れるものとなっ

ているか。 

ついて、国の財政

支出規模や累積
欠損の状況を踏
まえた給与水準

の適切性に関し
て検証されてい
るか 

 
【諸手当・法定外
福利費】 

・ 法人の福利厚
生費について、法
人の事務・事業の

公共性、業務運営
の効率性及び国
民の信頼確保の

観点から、必要な
見直しが行われ
ているか 

多様な分野で顕著な研究成果を

あげ、横断研究等による研究成
果の社会還元のための取組も進
めている。今後も優れた研究成

果をあげていくためには、優秀
な研究者を確保することが不可
欠である。また、研究開発の国

際競争力の強化等を定めた研究
開発力強化法においても国際社
会で活躍する卓越した研究者を

確保するため、給与上の優遇措
置を講ずることが求められてい
ることから、給与水準は社会的

な理解を得られる範囲にある。 
【福利厚生費の見直し状況】 
○レクリエーション経費・食堂業

務委託については国に準じて公
費支出は行っていない。平成 26
年度は行政改革担当大臣名で公

表された「独立行政法人の職員
宿舎に関する実施計画」に基づ
き、住宅制度の見直しとして、

和光地区の構内住宅使用料を国
家公務員宿舎法施行令に準じ
て、値上げを実施した。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－4 契約業務の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

競争性のある契約 3，013 件 (95%) 
792.1 億円 ― 

2，281 件 (84.4%) 
459.5 億円 

1，906 件 (81.1%) 
340.2 億円 ― ― ― ― 

競争性のない随意契
約 

158 件 (5%) 
73.2 億円 ― 

423 件 (15.6%) 
104.9 億円 

445 件 (18.9%) 
143.1 億円 ― ― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長

期目

標 

中長期計

画 

年度計

画 

主な評価

軸（評価

の視点）、

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣

による評

価 

主な業務実績等 自己評価 

 契約に

つ い て
は、原則
として一

般競争入
札等によ
るものと

し、以下
の取組に
より、随

意契約の
適正化を
推 進 す

る。 
①理化

学研究所

契約について

は、原則として
一般競争入札等
の競争性のある

契約方式による
ものとし、平成
２２年４月に策

定した「随意契
約 等 見 直 し 計
画」に基づく取

組の着実な実施
に よ り 、 透 明
性・公平性を十

分に確保すると
ともに、随意契
約によらざるを

契約につ

いては、原
則として一
般競争入札

等の競争性
のある契約
方式による

もの とし、
「随意契約
等見直し計

画」に基づ
く取組の着
実な実施に

より、透明
性・公平性
を十分に確

(評価軸) 

・契約の適正
化を推進した
か。 

(評価指標) 
・契約の適正
化の観点から

の、外部から
の指摘等を踏
まえた対応状

況 
 
 

（参考：法人
横断的な評価
の視点） 

○調達における留意点を確認するためのチェックリストを策定し、単価契約の促進を行った。さらにコストを

意識し、質と量のバランスに考慮した調達を実施すると同時に、上記取り組みが適正に行われるよう通知文
書の発信を行い、全所的に周知を行った。また新入職員のオリエンテーションにおいて留意点を盛り込んだ
ものとする等周知徹底を図った。また、単価契約等の取り組み状況について検証を行っており、今後の改善

につなげる。また、所外向け調達ホームページにより、｢随意契約によることができる基準｣、｢｢競争性のな
い随意契約｣に係る契約情報公表｣及び｢独立行政法人の契約に係る情報の公表（関連法人）｣等、契約に係る
情報の公開を行った。 

【契約に係る規程類の整備及び運用状況】 
○独立行政法人における契約の適正化について（依頼）」（平成 20年 11 月 14 日総務省行政管理局長事務連絡）

を踏まえ、契約規程類については所要の整備を行い、契約は国と同一の基準で実施している。 

【執行体制】 
○契約事務手続きに係る執行体制については、従前より各事業所に契約担当役を分掌配置した体制で 
 

実施している。規程類を遵守し、適切に入札等の契約事務が遂行できるよう、平成 26 年度も契約関連規程等
に従った統一的な契約事務手続きに関する内部統制を図るため、本部、各事業所における契約担当部署連絡
会を定期的（毎月）に実施し、規程類の遵守、契約の競争性、透明性の確保等について確認、統制を図った。 

評定 B 評定 B 

○規程類につ
いては適宜

所要の整備
実施してい
る。契約に係

る規程類等
が適切に整
備されてい

ることは評
価できる。 

 

 
 
 

○調達に関して
は一般競争入

札を原則とし
ており、順調
に計画を遂行

していると認
められる。 
 

（評定） 
○以 上 を踏 ま

え、中長期計

画における所
期の目標を達
成していると
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が策定す

る「随意
契約見直
し計画」

に基づく
取組を着
実に実施

するとと
もに、そ
の取組状

況を公表
する。 

②一般

競争入札
等により
契約を行

う場合で
あ っ て
も、特に

企画競争
や公募を
行う場合

には、競
争性、透
明性が十

分確保さ
れる方法
により実

施する。 
また、

監事及び

会計監査
人による
監査にお

いて、入
札・契約
の適正な

実施につ
いて徹底
的なチェ

ックを行
う。 

得ない場合は、

その理由等を公
表する。また、
調達に当たって

は要求性能を確
保した上で、研
究開発の特性に

合 わ せ た 効 率
的・効果的な契
約手続に取り組

むとともに、コ
ストを意識し、
質と価格の適正

なバランスに配
慮した調達を実
施する。同時に、

上記の取組が適
正に行われるよ
う周知徹底を図

るとともに、取
組状況の検証を
行い、必要な措

置をとる。 

保するとと

もに、一般
競争入札等
により契約

を行う場合
で あ っ て
も、真に競

争性、透明
性が確保さ
れているか

点検・検証
を行う。ま
た、調達に

あ た っ て
は、平成２
０年８月に

策 定 し た
「研究機器
等調達にお

ける仕様書
作成に係る
留意事項に

ついて」に
留 意 し つ
つ、要求性

能を確保し
た上で、研
究開発の特

性に合わせ
た効率的・
効果的な調

達に取り組
むため、調
達における

留意点を確
認するチェ
ックリスト

の導入や単
価契約の促
進 等 を 行

う。さらに、
コストを意
識し、質と

価格の適正
なバランス
に配慮した

調達を実施
する。同時
に、上記の

【契約の競争

性、透明性の
確保】 
・ 契約方式

等、契約に係
る規程類につ
いて、整備内

容や運用は適
切か。 
・ 契約事務手

続に係る執行
体制や審査体
制について、

整備・執行等
は適切か 
 

 
 
 

 
 
【随意契約等

見直し計画】  
・ 「随意契約
等 見 直 し 計

画」の実施・
進捗状況や目
標達成に向け

た具体的取組
状況は適切か 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【審査体制】 

○契約審査委員会において少額随意契約を除く全ての競争性のない随意契約について事前に随意契約理由の妥
当性について審査を行った。 

＜契約審査委員会＞ 

総務担当理事、契約関係、監査関係の部長及び研究者等で構成。 
以下の事項について審査を実施。 
①一般競争又は指名競争参加希望者の登録に関する事項 

②指名競争又は随意契約を行うことの適否に関する事項 
③契約担当役等が契約事務取扱細則第 16 条第 2項の規定により意見を求めた事項（契約の内容に適合した履行

がなされないおそれがあるため最低価格の入札者を落札者としない場合等） 

④その他契約締結に関する重要事項 
随意契約については、契約審査委員会による事前審査を実施、随意契約によることの適正性・透明性を確保
することとしている。 

【契約監視委員会の審議状況】 
○契約監視委員会において契約に関する報告を行い、随意契約、一者応札・応募の点検見直し状況について審

査を行った。平成 26 年度は 3回（6月、12 月、3月）実施した。 

＜契約監視委員会＞ 外部有識者 3名、監事 2名で構成。 
以下の事項について審査を実施。 

①競争性のない随意契約について、随意契約事由が妥当であるか 

②一般競争入札等による場合であっても、真に競争性が確保されているといえるか（一者応札･応募の改善策が
適当か）等 

【随意契約等見直し計画の実績と具体的取組】 

 ①平成 20 年度実績 ②見直し計画 
（H22 年 4 月公表） 

③平成 26 年度実績 ②と③の比較増減 
（見直し計画の進捗

状況） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

競争 

性の 
ある 
契約 

1,800 57,614,388 
3,013 

(95.0%) 
79,211,664 

1,906 
(81.1%) 

34,015,147 -1,107 -45,196,517 

 競 
争 
入 

札 

1589 56,969,170 2,889 78,479,734 1,726 32,477,640 -1,163 -46,002,094 

企 
画 
競 

争、 
公 
募 

等 

211 645,218 124 731,930 180 1,537,507 56 805,577 

競争 
性の 

ない 
随意 

1,371 28,914,263 
158 

(5.0%) 
7,316,987 

445 

(18.9％) 
14,313,954 287 6,996,967 

 

 
 
○少額随意契

約を除く全
ての競争性
のない随意

契約につい
て契約審査
委員会にお

いて事前に
随意契約理
由の妥当性

について審
査したこと
は評価でき

る。外部有識
者及び監事
で構成され

た契約監視
委員会にお
いて、競争性

のない随意
契約につい
て随意契約

理由が妥当
か、一般競争
入札等によ

る場合、真に
競争性が確
保されてい

るか等の見
直しが行わ
れており、契

約事務手続
に係る執行
体制や審査

体制が契約
の適正性確
保の観点か

ら有効に機
能している。 

 

 
 
 

 
 
 

認められるこ

とから、評定
を Bとする。 
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取組が適正

に行われる
よう、通知
及び研修等

において周
知徹底を図
る と と も

に、取組状
況の検証を
行い、改善

に つ な げ
る。 
加えて、

適正な契約
の確保のた
めに、外部

有識者を含
む契約監視
委員会によ

る定期的な
契 約 の 点
検・見直し

を受けると
ともに、契
約に係る情

報について
ウェブサイ
トに公表す

る。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
【個々の契約

の競争性、透
明性の確保】 
・ 再委託の必

要性等につい
て、契約の競
争性、透明性

の確保の観点
から適切か 
 

 
・ 一般競争入
札等における

一者応札・応
募の状況はど
うか。その原

因について適
切に検証され
ているか。ま

た検証結果を
踏まえた改善
方策は妥当か 

 
【関連法人】 
・ 法人の特定

の業務を独占
的に受託して
いる関連法人

について、当
該法人と関連
法人との関係

契約 

合計 
 

3,171 86,528,651 
3,171 

(100%) 
86,528,651 2,351 48,329,101 -820 -38,199,550 

 
【原因、改善方策】 

○随意契約見直し計画に基づき、平成 19 年度より、競争性のない随意契約から一般競争入札等の競争性のある
契約へ移行している。加えて、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」(平成 21 年 11 月 17 日閣
議決定)に基づき、外部有識者と監事により構成される「契約監視委員会」が設置され、平成 20 年度に締結

した競争性のない随意契約及び一者応札・応募となった契約について実質的な競争性が確保されるよう見直
し計画が策定され、以降、毎年見直し点検（公告方法、入札参加条件、発注規模等の検討）を実施している。 
計画においては光熱水契約など、真にやむを得ないものを除き、全ての契約を競争性のある契約へ切り替え

ることとされており、所としてもそのように努力しているところである。 
平成 26 年度実績では見直し計画に比べて競争性のない随意契約の金額（率）が増えているのは電力需給契
約（和光地区）（1件 2,870 百万円）、大型研究施設関連の保守等の案件（10 件 233 百円）及び、交換部品の

購入、修理、保守といったメーカー等に発注しなければならないもの等（19 件 120 百円）、競争性のない随
意契約によらざるを得ないものがあったことなどが、主な要因である。 
引続き、随意契約等見直し計画に記載した各種取組を確実に実施する。 

【再委託の有無と適切性】 
○契約相手先から第三者への再委託は、契約書において、全部又は主たる部分の委任、下請負を原則禁止して

おり、再委託を認める場合は、その必要性等について確認し承認等を行うこととしている。なお、再委託割

合が高率（50％以上）であり、かつ同一の再委託先に継続して再委託がされている案件はなかった。 
【一者応札・応募の状況】 
○一者応札・応募が多い状況から、更なる競争性を確保する事を目的として、仕様書の内容の見直し、予想さ

れる競争参加者への積極的な周知、入札参加要件の緩和、入札情報に関するメールマガジン配信等の諸施策
を着実に実施している。その結果、一者応札・応募の件数割合は 75.3％であった。 

 

 ①平成 25 年度実績 ②平成 26 年度実績 ①と②の比較増減 
 

件数 金額 
（千円） 

件数 金額 
（千円） 

件数 金額 
（千円） 

競争性のある契約 2,281 45,950,738 1,906 34,015,147 -375 -11,935,591 

 
う ち 、 一 者 応
札・応募とな

った契約 

1,623 30,551,936 1,401 16,275,719 -222 -14,276,217 

一般競争契約 1,983 37,652,006 1,681 21,192,786 -302 -16,459,220 

指名競争契約 0 0 0 0 0 0 

企画競争 18 324,417 12 129,292 -6 -195,125 

公募 215 4,050,573 168 1,408,216 -47 -2,642,357 

不落随意契約 65 3,923,743 45 11,284,854 -20 7,361,111 

 
【原因、改善方策】 

○理研は、独創的･先端的な研究機関であり、最新の技術を取り入れたものや、世界最高水準の研究機器等の調
達が多く、その場合、対応できる業者が限定的であることが多い。そのため、一般競争入札において一者応

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○随意契約等
見直し計画
にもとづき

着実に遂行
している。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○契約の競争
性・透明性の
確保の観点

から再委託
の必要性等
について十

分に検証し
着実に遂行
している。 
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が具体的に明

らかにされて
いるか 
 

・ 当該関連法
人との業務委
託の妥当性に

ついての評価
が行われてい
るか 

 
・ 関連法人に
対する出資、

出えん、負担
金等（以下「出
資 等 」 と い

う。）につい
て、法人の政
策目的を踏ま

えた出資等の
必要性の評価
が行われてい

るか 

札・応募が多い現状であったが、平成 21 年度に策定した「一者応札・応募に係る改善方策について」を着実

に実施するとともに、平成 22 年 2月に策定した「研究機器等の調達における仕様書作成に係る留意事項につ
いて」に基づき、仕様書は競争性を確保した記載とするとともに、納期は十分余裕を持って設定することを
研究者等に周知し、これらの改善策の実効性を高めるよう確認することを着実に実施した。 

【一般競争入札における制限的な応札条件の有無と適切性】 
○一般競争入札における制限的な応札条件は無し。 

仕様内容の検討については、仕様内容が限定的な記述とならないようにするための、周知等を行った。さら

に契約情報提供の充実を図るため、供給可能と認められる供給者に対して積極的な情報の提供を図るととも
に、供給者が調達情報をいち早く入手できる手段として、メールマガジンの配信を利用して入札情報の提供
を行った。公告期間に関しては、やむを得ない場合を除き、入札期日の前日から起算して業務日で 10 日以

上の公告を行い、充分な期間を確保した。 また、競争参加資格等級区分については、契約の適正な履行に
留意しつつ、資格要件を拡大して実施した。 

【関連法人の有無】 

○有（公益財団法人高輝度光科学研究センター） 
 
【当該法人との関係】 

○関連公益法人（独法会計基準第 129 2（2） （事業収入に占める割合が三分の一以上の公益法人等）に該当） 
 
【当該法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性】 

○経費削減や効率的な実施を目的に事業の一部を外部に委託しており、「播磨地区大型放射光施設(SPring-8)
及び関連施設運転業務」について、公平性・透明性の観点から一般競争入札を行ったところ、公益財団法人
高輝度光科学研究センターが落札したもの。その際、積算資料など公的な刊行物等による積算をもとに予定

価格を設定し、契約金額の妥当性を確保した。 
 
【委託先の収支に占める再委託費の割合】 

○平成 26 年度契約金額（3,780 百万円）に対し、再委託費（654 百万円）の割合は約 17.3％であった（前年度
18.0％）。 

 

【当該法人への出資等の必要性】 
○該当なし。 

 

 
 
 

○大型研究施
設（加速器
等）における

装置の整備
等といった
仕様が限定

的となりが
ちな契約案
件が多くあ

った中で、諸
施策の実行
効果により

一者応札・応
募の割合が
前年度に比

してほぼ同
程度であっ
たことは評

価できる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－5 外部資金の確保 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 
評価対象となる
指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

外部資金獲得実
績 

－  21,157,909千円 
（1,396 件） 

20,704,019 千円 
（1,447 件） ― ― ― ― 

 うち競争的
資金 

－  10,890,742千円 
（969 件） 

13,125,934 千円 
（992 件） ― ― ― ― 

寄附金獲得額実
績 

－  179,115 千円 
（256 件） 

101,064 千円 
（233 件） ― ― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 競争的研究資

金、寄附金、特許
権収入等の外部
資金の確保に努

める。 

競争的資金の積極的な獲得を目指

し、公募情報、応募状況、採択率に
係る情報を理化学研究所内に周知
し、研究者の意識向上を図る。また、

自己収入の増加を目指した、産業界
からの受託研究や共同研究、寄附金
等の受入を促すことで、外部資金の

一層の獲得を図る。特に、個人申請
による外部資金の獲得に向け、日本
国の外部資金獲得に習熟していない

外国人研究者に対する重点的な指
導・支援を強化する。 

 

競争的資金等の積極的な獲

得を目指し、所内研究者に公募
情報、応募状況、採択率に係る
情報を周知し、意識向上を図る

とともに、産業界からの受託研
究や共同研究、寄附金の受入を
促すことで、より一層の外部資

金の獲得に努める。 
平成２６年度は、公募情報シ

ステムを活用し、効果的に所内

周知を図るとともに、英語によ
る応募説明会の内容を見直し、
外国人研究者に対する重点的

な指導・支援を強化する。また、
寄附金受入拡大のため、ウェブ

(評価軸) 

・外部資金の一層
の獲得を推進し
たか 

○競争的資金等外部資金の積極的

な獲得を目指し、引き続き公募
情報の所内ホームページでの周
知、応募に有益な情報提供のた

めの日本語・英語による説明会
を開催した。 

○英語での説明会では、科研費の

審査員経験を有する研究者によ
る講義及び昨年度に引き続き
Q&A セッションを設け、外国人研

究者による日本の外部資金への
応募のための支援を充実させ
た。 

○各地区で開催している外部資金
に関する相談会について、個別

評定 B 評定 B 

○公募情報の積極的な提
供、説明会、相談会等、

これまで実施してきた
支援策について、着実に
実施するのみならず、外

部資金相談会において
応募書類の作成につい
てのレクチャーや研究

室アシスタントを対象
とした手続き・執行に関
する説明をプログラム

に組み込むなど、新たな
試みを取り入れ内容の

○外部資金獲得状況について
は順調に計画を遂行してい

ると認められる。 
 

（今後の発展に向けたコメン

ト） 
○中長期的な研究開発マネジ
メントの在り方から、外部資

金獲得の増加を掲げること
が、はたして常に適切と言え
るのかなど、外部資金の獲得

については検討することが
望まれる。 
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サイトなどで募集情報提供の

強化を図り、寄附しやすい環境
を整備する。 

の相談に加え、応募書類作成の

ポイントや審査員経験談等をテ
ーマとした座談会、参加者を交
えた意見交換を行い、内容を充

実させた。 
○寄附金受入れ拡大のため、平成
26 年度は、募集情報提供の強化

の一環として、社会的に注目度
が高い研究課題や人材育成に関
する募集特定寄附金として新た

に 3テーマの募集を開始した。 
○各研究センター等研究推進室を
対象に寄附金獲得のメリットに

ついて説明会を開催し、研究者
への寄附金獲得意識向上に努め
た。 

充実を図っており、高く

評価できる。 
○外部資金全体（民間財団

助成金等競争的資金以

外を含む）では、大型の
プロジェクト（最先端研
究開発支援プログラム

等）が終了したものの、
前年度に迫る実績を確
保した。 

○うち競争的資金につい
ては、件数・金額ともに
前年度を大きく上回る

実績を獲得した。 
○寄附金の獲得金額は、一

昨年度以降、100 百万円

以上の水準を維持して
いる。 

○以上から、外部資金の獲

得及び寄附金の受入れ
拡大に向けた取組みは、
順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－6 業務の安全の確保 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 業務の遂行に

当たっては、安全
の確保に十分留
意して行う。 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守
し、安全の確保に十
分に留意する。 

法令や指針の制定・改正に

適切に対応するため、関係官
庁等からの速やかな情報入
手に努めるとともに、職員等

の安全に係る資質向上を図
る。入手した情報について
は、それらが研究遂行に与え

る事項について検討を行い、
研究者への的確な情報提供
や必要に応じた規程等の整

備等を行う。また、これらの
情報を教育に取り入れるこ
とにより安全の確保を図る。 

(評価軸) 

・業務の安全確保に務めた
か 

○安全や生命倫理に係る法令や指針の制定・改正に

ついては、関係省庁や地方自治体等が開催する関
連会議及び委員会等を傍聴することで、最新の情
報の入手に努めるとともに、関連団体の実施する

学会、講習会等への参加により、担当職員の資質
向上に努めた。入手した情報で広く職員等に情報
提供すべき内容（毒劇物の新規物質指定など）に

ついては、ホームページへの掲示や文書の配布に
より的確かつ迅速に情報提供を行うとともに、教
育訓練の内容に反映させて、周知した。また、平

成 25 年度に引き続き、業務上必要となる資格の
取得と法定講習等の受講を広報・受講料補助等に
より推進し、高圧ガス、安全衛生に係る資格の獲

得と資質の向上を図った。 

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂
行していると評

価する。 
 

○業務の安全の確保について
は順調に計画を遂行してい

ると認められる。 
 

（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣によ

る評価 主な業務実績等 自己評価 

 予算を適正か
つ効率的に執行

する仕組みの構
築を図る。 

また、毎年の運

営費交付金の算
定に向けては、運
営費交付金債務

残高の発生状況
にも留意する。 

１．予算（中期計画の予算） 
平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  

額 

収入 
運営費交付金 

施設整備費補助
金 
特定先端大型研

究施設整備費補
助金 
特定先端大型研

究施設運営費等
補助金 
雑収入 

特定先端大型研
究施設利用収入 
受託事業収入等 

計 

 
274,702 

370 
230 

114,516 

1,833 
2,041 
24,502 

418,194 

１．予算 
 

平成２６年度 
（単位：百万円） 

区  分 金  
額 

収入 

 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
特定先端大型研究施設

運営費等補助金 
特定先端大型研究施設
整備費補助金 

雑収入 
 特定先端大型研究施
設利用収入 

受託事業収入等 
 計 

 

53,119 
227 

24,679 

999 
361 
299 

4,744 
84,426 

（評価軸） 
・予算を適切に執

行し、財務内容の
改善が図られた
か 

【収入】 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 

 
【 平 成 26 年 度 収 入 状 況 】                    

（単位：百万円） 

収入 予算
額 

決算
額 

差引増減
額 

備
考 

運営費交付
金 

53,11
9 

53,11
9 

- 
 

施設整備費補
助金 

227 7,122 △6,895 
*1 

設備整備費補

助金 

- 2,275 △2,275 
*1 

特定先端大型

研究施設整
備費補助金 

999 1,200 △201 

*1 

特定先端大型

研究施設運
営費等補助
金 

24,67

9 

24,60

6 

73 

*1 

雑収入 361 462 △101 *2 

評定 B 評定 B 

 
 

○収 入 は 概
ね 計 画 通
りである。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○順調に計画を遂行し
ていると認められ

る。 
 

（評定） 

○以上を踏まえ、中長
期計画における所期
の目標を達成してい

ると認められること
から、評定を B とす
る。 
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支出 

一般管理費 
（公租公課を除
いた一般管理

費） 
うち、人件費（管
理系） 

物件費 
公租公課 
 

業務経費 
うち、人件費（事
業系） 

物件費（任期制
職員給与を含
む） 

 
施設整備費 
特定先端大型研

究施設整備費 
特定先端大型研
究施設運営等事

業費 
受託事業等 
計 

 

20,544 
10,065 
6,648 

3,417 
10,479 

 

255,990 
25,779 
230,211 

 
370 
230 

116,557 
24,502 
418,194 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五
入の関係で一致しないことがある。 

 
【人件費の見積】 
期間中総額 102,201 百万円を支出す

る。 
 
【注釈 1】運営費交付金の算定ルール 

毎事業年度に交付する運営費交付金
（Ａ）については、以下の数式によ
り決定する。 

Ａ(y)= ｛(Ｃ(y)－Ｔ(y))×α1(係
数)＋Ｔ(y)｝＋｛(Ｒ(y)＋Ｐr(y))×
α2(係数)｝＋ε(y)－Ｂ(y)×λ(係

数) 
Ｒ(y)=Ｒ(y-1)×β(係数)×γ(係
数) 

Ｃ (y)=Ｐ c(y-1)×σ (係数 )＋Ｅ
(y-1)×β(係数)＋Ｔ(y) 
Ｂ(y)=Ｂ(y-1)×δ(係数) 

Ｐ(y)= Pr(y)＋Pc(y)=｛Pr(y-1)＋
Pc(y-1)｝×σ(係数) 
 

各経費及び各係数値については、以

支出 

 一般管理費 
（公租公課を除いた一
般管理費） 

  うち、人件費（管
理系） 
     物件費 

     公租公課 
 業務経費 
 うち、人件費（事業

系） 
物件費（任期制職員給
与を含む） 

 施設整備費 
 特定先端大型研究施
設運営等事業費 

 特定先端大型研究施
設整備費 
受託事業等 

 計 

 

4,168 
2,136 
1,432 

703 
2,032 
49,312 

5,355 
43,957 

227 

24,977 
999 

4,744 

84,426 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨

五入の関係で一致しないことがあ
る。 
２．収支計画 

平成２６年度 
（単位：百万円） 

区  分 金  

額 

費用の部 

 経常経費 
  一般管理費 
  うち、人件費（管

理系） 
     物件費 
     公租公課 

  業務経費 
  うち、人件費（事
業系） 

     物件費 
  受託事業等 
  減価償却費 

  財務費用 
 臨時損失 
 

収益の部 
 運営費交付金収益 
 研究補助金収益 

 受託事業収入等 
 自己収入（その他

 

103,74
0 

4,149 

1,432 
686 

2,030 

58,346 
5,355 
52,991 

4,205 
37,024 

15 

0 
 
 

42,970 
19,399 
4,743 

653 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【支出】 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

特定先端大型

研究施設利
用収入 

299 446 △148 

*3 

受託事業収
入等 

4,744 18,22
6 

△ 
13,483 

*4 

計 84,42

6 

107,4

57 

△ 

23,030 
 

【主な増減理由】 

*1 差額の主因は、補助事業の繰越によるもの 
*2 差額の主因は、特許権収入の増加 
*3 差額の主因は、京利用料収入等の増加 

*4 差額の主因は、受託研究等の増加 
 
 

【 平 成 26 年 度 支 出 状 況 】                    
（単位：百万円） 

支出 予算額 決算

額 

差引増減

額 

備

考 

一般管理費 4,168 4,177 △9  

うち、人件
費 

1,432 1,432 -  

物件費 703 703 - *1 

公租公課 2,032 2,042 △9  

業務経費 49,312 48,97
6 

336  

うち、人件

費 

5,355 5,304 50  

物件費 43,957 43,67

1 

285 *1

*
4 

施設整備費 227 7,024 △6,797 *3 

設備整備費 - 2,272 △2,272 *3 

特定先端大

型研究施
設整備費 

999 1,200 △201 

*3 

特定先端大
型研究施
設運営等

事業費 

24,977 24,89
9 

79 

*1 

受託事業等 4,744 18,01
3 

△13,270 *1
*

2
*
5 

計 84,426 106,5
61 

△22,135  

【備考】 
*1 任期制職員に係る人件費が含まれており、損益

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○支 出 は 概

ね 計 画 通
りである 
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下の通り。 

Ｂ(y)：当該事業年度における自己収
入の見積。Ｂ(y-1)は直前の事業年度
における 

Ｂ(y)。 
Ｃ(y)：当該事業年度における一般管
理費。 

Ｅ(y)：当該事業年度における一般管
理費中の物件費。Ｅ(y-1)は直前の事
業年度におけるＥ(y)。 

Ｐ(y)：当該事業年度における人件費
(退職手当を含む)。Ｐ(y-1)は直前の
事業年度におけるＰ(y)。 

Ｐr(y)：当該事業年度における事業
経費中の人件費。Ｐr(y-1)は直前の
事業年度におけるＰr(y)。 

Ｐc(y)：当該事業年度における一般
管理費中の人件費。Ｐc(y-1)は直前
の事業年度におけるＰc(y)。 

Ｒ(y)：当該事業年度における事業経
費中の物件費。Ｒ(y-1)は直前の事業
年度におけるＲ(y)。 

Ｔ(y)：当該事業年度における公租公
課。 
ε(y)：当該事業年度における特殊経

費。重点施策の実施、事故の発生、
退職者の人数の増減等の事由により
当該年度に限り時限的に発生する経

費であって、運営費交付金算定ルー
ルに影響を与えうる規模の経費。こ
れらについては、各事業年度の予算

編成過程において、人件費の効率化
等一般管理費の削減方策も反映し具
体的に決定。 

α1：一般管理効率化係数。中期目標
に記載されている一般管理費に関す
る削減目標を踏まえ、各事業年度の

予算編成過程において、当該事業年
度における具体的な係数値を決定。 
α2：事業効率化係数。中期目標に記

載されている削減目標を踏まえ、各
事業年度の予算編成過程において、
当該事業年度における具体的な係数

値を決定。 
β：消費者物価指数。各事業年度の
予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な係数値を決定。 
γ：業務政策係数。各事業年度の予
算編成過程において、当該事業年度

の収入） 

 資産見返負債戻入 
 臨時収益 
 

純損失 
前中期目標期間繰越
積立金取崩額 

目的積立金取崩額 
総利益 

35,219 

0 
 

△ 756 

904 
0 

147 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨
五入の関係で一致しないことがあ
る。 

 
３．資金計画 

平成２６年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  
額 

資金支出 
業務活動による

支出 
投資活動による
支出 

財務活動による
支出 
翌年度への繰越

金 
 
資金収入 

業務活動による
収入 
運営費交付金に

よる収入 
国庫補助金収入 
受託事業収入等 

自己収入(その他
の収入) 
投資活動による

収入 
施設整備費によ
る収入 

定期預金解約等
による収入 
財務活動による

収入 
前年度よりの繰
越金 

131,284  
76,554  

45,213  
612  

8,906  

 
131,284  
87,693  

53,119  
24,679  
4,825  

5,070  
20,429  
1,226  

19,204  
0  

23,162    

※各欄積算と合計欄の数字は四捨
五入の関係で一致しないことがあ

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【収支計画】 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

計算書上、任期制職員給与（含む法定福利費）と

して、21,259 百万円を計上 
*2 定年制職員に係る人件費が含まれており、損益

計算書上、給与(含む法定福利費)として一般管理

費 315 百万円）を計上 
 
【主な増減理由】 

*3 補助事業の繰越によるもの 
*4 次年度への繰越によるもの 
*5 受託研究等の増 

 
 
【 平 成 26 年 度 収 支 計 画 】                    

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増
減額 

費用の部    

 経常経費 
103,74

0 

124,20

2 

△
20,46

2 

  一般管理費 4,149 4,446 △297 
  うち、人件費（管

理系） 
1,432 1,748 △316 

     物件費 686 688 △2 
     公租公課 2,030 2,010 20 

  業務経費 58,346 69,526 

△

11,18
0 

  うち、人件費（事

業系） 
5,355 5,304 51 

     物件費 52,991 64,221 
△

11,23

0 

  受託事業等 4,205 16,143 
△

11,93

8 
  減価償却費 37,024 34,071 2,953 
 財務費用 15 16 △1 

 臨時損失 - 144 △144 
収益の部       
 運営費交付金収益 42,970 48,073 △5,103 

 研究補助金収益 19,399 21,868 △2,469 

 受託事業収入等 4,743 18,188 
△

13,44

5 
 自己収入（その他

の収入） 
653 915 △262 

 資産見返負債戻入 35,219 35,884 △665 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○収 支 計 画
は 概 ね 計
画 通 り で

ある 
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における具体的な係数値を決定。 

δ：自己収入政策係数。過去の実績
を勘案し、各事業年度の予算編成過
程において、当該事業年度における

具体的な係数値を決定。 
λ：収入調整係数。過去の実績にお
ける自己収入に対する収益の割合を

勘案し、各事業年度の予算編成過程
において、当該事業年度における具
体的な係数値を決定。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予
算編成過程において、給与昇給率等
を勘案し、当該事業年度における具

体的な係数値を決定。 
 
【中期計画予算の見積に際し使用し

た具体的係数及びその設定根拠等】 
上記算定ルール等に基づき、以下の
仮定のもとに試算している。 

・運営費交付金の見積については、
ε(特殊経費)は勘案せず、α1(一般
管理費効率化係数)を各事業年度平

均 3.2%(平成 24 年度予算額を基準額
として中期目標期間中に 15%縮減)の
縮減、α2(事業効率化係数)を各事業

年度 1.0%の縮減とし、λ(収入調整係
数)を一律１として試算。 
・事業経費中の物件費については、

β(消費者物価指数)は変動がないも
の(±0%)とし、γ(業務政策係数)は
一律１として試算。 

・人件費の見積については、σ(人件
費調整係数)は変動がないもの(±
0%)とし、退職者の人数の増減等がな

いものとして試算。 
・自己収入の見積については、δ(自
己収入政策係数)は据置(±0%)とし

て試算。 
・受託事業収入等の見積については、
過去の実績を勘案し、一律据置とし

て試算。 
 
２．収支計画 

平成２５年～平成２９年度 
（単位：百万円） 

区  分 金  

額 

費用の部 

経常経費 

 

486,841  

る。 

 

 

 
 
 

 
【資金計画】 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 臨時収益 - 140 △140 

        
純利益又は純損失

（△） 
△756 722 △1,478 

前中期目標期間繰越
積立金取崩額 

904 910 △6 

目的積立金取崩額 - - - 

総利益 147 1,632 △1,485 

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一
致しないことがある。 

【主な増減理由】 
・受託事業等（費用の部）及び受託事業収入等（収

益の部）：受託研究の増 

・業務経費のうち物件費（費用の部）及び研究補助
金収益（収益の部）：補助金研究の増 

 

 
【 平 成 26 年 度 資 金 計 画 】                    

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績
額 

差引増減
額 

資金支出 131,284 
172,1

40 
△40,856 

 業務活動による

支出 
76,554 

88,78

2 
△12,228 

 投資活動による
支出 

45,213 
55,29

0 
△10,077 

 財務活動による
支出 

612 573 39 

 翌年度への繰越

金 
8,906 

27,49

6 
△18,590 

        

資金収入 131,284 
172,1

40 
△40,856 

 業務活動による
収入 

87,693 
104,4

51 
△16,758 

  運営費交付金
による収入 

53,119 
53,11

9 
- 

  国庫補助金収

入 
24,679 

26,88

1 
△2,202 

  受託事業収入
等 

4,825 
18,27

7 
△13,452 

  自己収入（その
他の収入） 

5,070 6,174 △1,104 

 投資活動による

収入 
20,429 

37,33

5 
△16,906 

  施設整備費に
よる収入 

1,226 8,322 △7,096 

  定期預金の解 19,204 29,01 △9,809 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○資 金 計 画
は 概 ね 計
画 通 り で

ある 
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一般管理費 

うち、人件費（管
理系） 
物件費 

公租公課 
業務経費 
うち、人件費（事

業系） 
物件費 
受託事業等 

減価償却費 
財務費用 
臨時損失 

 
収益の部 
運営費交付金収益 

研究補助金収益 
受託事業収入等 
自己収入（その他

の収入） 
資産見返負債戻入 
臨時収益 

 
純利益 
前中期目標期間繰

越積立金取崩額 
目的積立金取崩額 
総利益 

20,313  

6,648  
3,186  
10,480  

282,277  
25,779  

256,498  

17,654  
166,455  

141  

0  
 
 

231,664  
71,629  
21,903  

3,755  
156,372  

0  

 
-1,518  
3,756  

0  
2,238 

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五
入の関係で一致しないことがある。 

 
３．資金計画 

平成２５年～平成２９年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  
額 

資金支出 
業務活動による支

出 
投資活動による支
出 

財務活動による支
出 
次期中期目標期間

への繰越金 
 
資金収入 

業務活動による収
入 

548,721  
347,186  

187,948  
4,332  
9,256  

 
548,721  
443,969  

274,702  
114,516  
27,115  

27,636  
93,120  

 

 
 
 

 
 
（参考：法人横断

的な評価の視点） 
【財務状況】 
（当期総利益（又

は当期総損失）） 
・当期総利益（又
は当期総損失）の

発生要因が明ら
かにされている
か 

 
・また、当期総利
益（又は当期総損

失）の発生要因は
法人の業務運営
に問題等がある

ことによるもの
か 
 

（利益剰余金（又
は繰越欠損金）） 
・利益剰余金が計

上されている場
合、国民生活及び
社会経済の安定

等の公共上の見
地から実施され
ることが必要な

業務を遂行する
という法人の性
格に照らし過大

な利益となって
いないか 
・繰越欠損金が計

上されている場
合、その解消計画
は妥当か 

 
（運営費交付金
債務） 

・当該年度に交付
された運営費交
付金の当該年度

約等による収入 3 

 財務活動による

収入 
- - - 

 前年度よりの繰
越金 

23,162 
30,35

4 
△7,192 

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一
致しないことがある。 

【主な増減理由】 
・業務活動による支出：施設整備費、受託事業収入

等他、収入の増に伴う増 

・投資活動による支出：定期預金設定による支出の
増 

・翌年度への繰越金：未払金等の増に伴う増 

・業務活動による収入：受託事業収入等および国庫
補助金収入の増 

・投資活動による収入：施設整備費による収入の増、

定期預金の解約等による収入の増 
 
【当期総利益（当期総損失）】 

【当期総利益（又は当期総損失）の発生要因】 
○財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要因

（構成）について検証を行った結果、当期総利益

の発生要因（構成）は、その大部分が自己収入に
より取得した固定資産の期間利益（残存簿価）及
び前中期目標期間繰越積立金取崩額であった。 

 
 
 

 
 
 

 
【利益剰余金】 
○利益剰余金の構成要素は、当期総利益及び前中期

目標期間繰越積立金の残額であり、当期総利益の
発生要因からも、過大な利益となっていない。 

 

 
 
 

 
【繰越欠損金】 
○繰越決算金はない 

 
【運営費交付金債務の未執行率（％）】 
○平成 26年度に交付された運営費交付金の未執行率

8.57％（前年度繰越予算も含めると 7.89％）であ
り、順調な執行であった。また業務運営への影響
は無かった。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
○適 切 に 処

理 さ れ て
いる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○適 切 に 執
行 さ れ て

いる。 
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運営費交付金によ

る収入 
国庫補助金収入 
受託事業収入等 

自己収入(その他
の収入) 
投資活動による収

入 
施設整備費による
収入 

定期預金解約等に
よる収入 
財務活動による収

入 
前期中期目標の期
間よりの繰越金 

600  

92,520  
0  

11,633   

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五
入の関係で一致しないことがある。 

 
 

における未執行

率が高い場合、運
営費交付金が未
執行となってい

る理由が明らか
にされているか 
 

・運営費交付金債
務（運営費交付金
の未執行）と業務

運営との関係に
ついての分析が
行われているか 

 
（溜まり金） 
・いわゆる溜まり

金の精査におい
て、運営費交付金
債務と欠損金等

との相殺状況に
着目した洗い出
しが行われてい

るか 
 

 

 
 
 

 
 
【溜まり金の精査の状況】 

○特殊法人から独立行政法人に承継した資産（売掛
金等）に係る現金化や、承継した資産に係る費用
化によるキャッシュ・フローを伴わない費用等に

ついて、独法会計基準等に則って会計処理を実施
した。 

 

【溜まり金の国庫納付の状況】 
○平成 25年に申請を行った現金 986,103,902 円につ

いて、平成 27 年 4 月 30 日付けで「国立研究開発

法人理化学研究所の不要財産の国庫納付に係る認
可等について（通知）」があったため、今年度中に
国庫納付を行う予定である。 

 

 
 
 

○適 切 に 処
理 さ れ て
いる。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 短期借入金は２１０億円を限度と
する。 

想定される理由： 
・運営費交付金の受入の遅延 
・受託業務に係る経費の暫時立替等 

短期借入金は２１０億円を
限度とする。 

想定される理由： 
・運営費交付金の受入の遅延 
・受託業務に係る経費の暫時立

替等 

（評価軸） 
・予算を適切に執

行し、財務内容の
改善が図られた
か 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 
・短期借入金は有

るか。有る場合
は、その額及び必
要性は適切か 

【短期借入金の有無及び金額】 
○短期借入金はない 

 

評定 B 評定 ― 

― ― 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 既に廃止を決定した板橋分所につ
いて、独立行政法人通則法第４６条

の２の規定に基づき、中期目標期間
中に当該不要財産を譲渡し、これに
より生じた収入の額の範囲内で主務

大臣が算定した金額を国庫に納付す
る。 

板橋分所において実施して
いる研究機能を和光地区に移

転するために、平成２６年度
は、和光地区の研究実施場所の
環境整備を行うとともに、板橋

分所の土地等の売却に向け必
要な調査を開始する。また、板
橋分所廃止後の板橋区内の企

業との連携協力について、板橋
区と協議を行う。 

（評価軸） 
・予算を適切に執

行し、財務内容の
改善が図られた
か 

○板橋分所において実施している
研究機能を和光地区等へ移転

し、土壌汚染物質の地歴調査と
土地の測量を行い売却に向けた
準備を行った。また、板橋区内

の企業との連携協力について板
橋区と協議を行い、区の施設を
借用し、技術指導や共同研究を

実施することとなった。 

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して
いる。 

 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 重要な財産の処分・担保の計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 不要財産又は不要財産となること
が見込まれる財産以外の重要な財産

の処分・担保の計画はない。 

不要財産又は不要財産とな
ることが見込まれる財産以外

の重要な財産の処分・担保の計
画はない。 

（評価軸） 
・予算を適切に執

行し、財務内容の
改善が図られた
か 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 
・重要な財産の処

分に関する計画
は有るか。ある場
合は、計画に沿っ

て順調に処分に
向けた手続きが
進められている

か 
 
【実物資産】 

（保有資産全般
の見直し） 
・実物資産につい

て、保有の必要

 
 

 
 
 

【重要な財産の処分に関する計画
の有無及びその進捗状況】 

○不要財産又は不要財産となるこ

とが見込まれる財産以外の重要
な財産の処分・担保の計画はな
い。 

 
 
【実物資産の保有状況】 

○リサイクルの推進により資産の
有効活用を促進するとともに、
減損会計に係る調査及び現物確

認調査を定期的に実施して資産
の利用状況の把握等に努めた。 

① 実物資産の名称と内容、規模 

○理研の実物資産には、「建物及び

評定 B 評定 B 

 
 

 
 
○適切に処理されている。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○北京事務所における資金亡
失事案の処理等順調に計画

を遂行していると認められ
る。 
 

（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し

ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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性、資産規模の適

切性、有効活用の
可能性等の観点
からの法人にお

ける見直し状況
及び結果は適切
か 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
・見直しの結果、
処分等又は有効

活用を行うもの
となった場合は、
その法人の取組

状況や進捗状況
等は適切か 
・「勧告の方向性」

や「独立行政法人
の事務・事業の見
直しの基本方針」

等の政府方針を
踏まえて処分等
することとされ

附属設備、構築物、土地」、及び

「建物及び附属設備、構築物、
土地以外の資産」がある。「建物
及び附属設備、構築物、土地」

は、各事業所等の土地、建物、
宿舎等が計上されており、「建物
及び附属設備、構築物、土地以

外の資産」は「機械及び装置並
びにその他の附属設備」及び「工
具、器具及び備品」が計上され

ている。 
 
② 保有の必要性（法人の任務・設

置目的との整合性、任務を遂行
する手段としての有用性・有効
性等） 

○実物資産の見直しについては、
固定資産の減損に係る会計基準
に基づいて処理を行っており、

減損またはその兆候の状況等を
調査し、その結果を適切に財務
諸表に反映させた。その結果、

実物資産についてその保有の必
要性が無くなっているものは存
在しない。 

 
③ 有効活用の可能性等の多寡 
○保有の必要性、資産規模の適切

性、有効活用の可能性等の観点
からの法人における見直しの結
果、既に各資産について有効活

用が行われており、問題点はな
い。（見直しの内容等は⑥を参照
のこと） 

 
④ 見直し状況及びその結果（⑥参
照） 

⑤ 処分又は有効活用等の取組状
況／進捗状況（⑥参照） 

⑥政府方針等により、処分等する

こととされた実物資産について
の処分等の取組状況／進捗状況 

○「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針（平成 22 年 12
月閣議決定）」に基づき、板橋分
所については、理事会（平成 24

年 8 月）にて第 3 期中期目標期
間中に処分することを決定。 

平成 26 年度に、研究機能を和光地
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た実物資産につ

いて、法人の見直
しが適時適切に
実施されている

か（取組状況や進
捗状況等は適切
か） 

（資産の運用・管
理） 
・実物資産につい

て、利用状況が把
握され、必要性等
が検証されてい

るか 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
・実物資産の管理

の効率化及び自
己収入の向上に
係る法人の取組

は適切か 
 
 

 
 
 

 
 
【金融資産】 

区等へ移転。殆どの物品を撤去

する等研究のための活用を停止
したことに伴い減損を認識し、
財務諸表に反映させた。また、

土壌汚染物質の地歴調査と土地
の測量を行い、売却に向けた準
備を行った。 

 
⑦ 基本方針において既に個別に
講ずべきとされた施設等以外の

建物、土地等の資産の利用実態
の把握状況 

○不動産等管理事務取扱細則の規

定に基づき、毎年度、不動産等
の管理に係る財産管理役（各事
業所研究支援部長）が不動産管

理簿集計表を作成し、資産の現
況及び増減の状況を明らかにし
ている。利用実態の把握等につ

いては、各研究支援部にて利用
実態、入居状況等を適宜確認し、
建物利用委員会等で必要に応じ

たスペースの利用計画の決定を
行っている。また、全所におけ
る重要な土地・建物利用に係る

案件については、施設委員会に
おいて、利用実態に加えて老朽
化等も勘案し、総合的な視点か

ら判断している。 
 
⑧ 利用実態を踏まえた保有の必

要性等の検証状況 
○借上住宅については、対象を赴
任用、緊急参集用住宅に限定し

ている。 
 
⑨ 実物資産の管理の効率化及び

自己収入の向上に係る法人の取
組 

○資産については、会計システム

を用いて効率的に管理を行って
いる。また、理研は研究活動を
目的として実物資産を取得。研

究活動を通じて自己収入を得て
いるところであり、自己収入を
主目的とした実物資産を有して

いない。 
 
【金融資産の保有状況】 
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（保有資産全般

の見直し） 
・金融資産につい
て、保有の必要

性、事務・事業の
目的及び内容に
照らした資産規

模は適切か 
 
 

 
 
・資産の売却や国

庫納付等を行う
ものとなった場
合は、その法人の

取組状況や進捗
状況等は適切か 
 

 
（資産の運用・管
理） 

・資金の運用状況
は適切か 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・資金の運用体制
の整備状況は適
切か 

 
・資金の性格、運
用方針等の設定

主体及び規定内
容を踏まえて、法
人の責任が十分

に分析されてい
るか 
 

① 金融資産の名称と内容、規模 

○金融資産の主なものは、現金及
び預金であり、平成 26 年度末に
おいて 27,496 百万円となってい

る。 
 
② 保有の必要性（事業目的を遂行

する手段としての有用性・有効
性） 

○未払い金等のために保有してい

るものである。 
 
③ 資産の売却や国庫納付等を行

うものとなった金融資産の有無 
○該当なし 
 

④ 金融資産の売却や国庫納付等
の取組状況／進捗状況 

○該当なし 

 
【資金運用の実績】 
○資金運用は 1 年未満の定期預金

を実施した。これによる利息収
入は約 3百万円程度であった 

 

【資金運用の基本的方針（具体的
な投資行動の意志決定主体、運
用に係る主務大臣・法人・運用

委託先間の責任分担の考え方
等）の有無とその内容】 

○特に定めていない 

 
【資産構成及び運用実績を評価す
るための基準の有無とその内

容】 
○特に定めていない 
 

【資金の運用体制の整備状況】 
○該当なし 
 

【資金の運用に関する法人の責任
の分析状況】 

○該当なし 

 
 
 

【貸付金・未収金等の債券と回収
の実績】 

○該当なし 

○金融資産の主なものは

現金及び預金であり、そ
の保有の必要性や規摸
についても事業の目的

等に照らし適切である
と評価できる。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

○該当なし 
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（債権の管理等） 

・貸付金、未収金
等の債権につい
て、回収計画が策

定されているか。
回収計画が策定
されていない場

合、その理由は妥
当か 
・回収計画の実施

状況は適切か。
ⅰ）貸倒懸念債
権・破産更生債権

等の金額やその
貸付金等残高に
占める割合が増

加している場合、
ⅱ）計画と実績に
差がある場合の

要因分析が行わ
れているか 
 

 
・回収状況等を踏
まえ回収計画の

見直しの必要性
等の検討が行わ
れているか 

 

【回収計画の有無とその内容（無
い場合は、その理由）】 

○該当なし 

 
【回収計画の実施状況】 
○該当なし 

 
【貸付の審査及び回収率の向上に
向けた取組】 

○該当なし 
 
【貸倒懸念債権・破産更生債権等

の金額／貸付金等残高に占める
割合】 

○該当なし 

 
【回収計画の見直しの必要性等の
検討の有無とその内容】 

○北京事務所の資金亡失に関し
て、中国においては訴訟を円滑
に進めるため代理人を通じて交

渉を進めるとともに、日本にお
いても回収を図るため訴訟を提
起した。日本においては当所の

主張を認める一審の判決を 3 月
に得て、仮執行の申し立てを行
っている。 

 

 
 
 

 
 
 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 決算において剰余金が生じた場合
の使途は、以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に
係る経費 

・エネルギー対策に係る経費 

・知的財産管理、技術移転に係る
経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・研究環境の整備に係る経費 
・広報に係る経費 

決算において剰余金
が生じた場合の使途

は、以下の通りとする。 
・重点的に実施すべき
研究開発に係る経費 

・エネルギー対策に係
る経費 
・知的財産管理、技術

移転に係る経費 
・職員の資質の向上に
係る経費 

・研究環境の整備に係
る経費 
・広報に係る経費 

（評価軸） 
・予算を適切に執行し、

財務内容の改善が図られ
たか 
（参考：法人横断的な評

価の視点） 
・利益剰余金は有るか。
有る場合はその要因は適

切か。 
 
・目的積立金は有るか。

有る場合は、活用計画等
の活用方策を定める等、
適切に活用されているか 

【利益剰余金の有無及びその内訳】 
【利益剰余金が生じた理由】 

○平成 26 年度決算において、目的積立
金 86,856 千円を申請している。特許
権収入に基づくものであり、適切な

ものである。 
【目的積立金の有無及び活用状況】 
○25 年度決算において、目的積立金と

して49,944千円の承認を受けている
が、26 年度の使用実績はない。 

○今後の活用計画については、27 年度

に知的財産システムの更新（知的財
産管理、技術移転に係る経費）に目
的積立金を充てることとしている。 

評定 B 評定 B 

 
 

 
 
○順調に計画を遂行し

ている。 
 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 

 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

【Ⅷ】 その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－1 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平 成 27 年 度 行 政 事 業 レ ビ ュ ー シ ー ト 

0185,0233 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 既存の研究ス

ペースを有効活
用するとともに、
将来の研究の発

展と需要の長期
的展望に基づき、
良好な研究環境

を維持するため、
老朽化対策を含
めた、施設・設備

等の改修・更新・
整備を計画的に
実施する。 

また、施設・設
備等の所内共有
化を図ること等

理化学研究所における研究開発業

務の水準の向上と世界トップレベル
の研究開発拠点としての発展を図る
ため、常に良好な研究環境を整備、

維持していくことが必要である。そ
のため、既存の研究施設及び中期目
標期間中に整備される施設・設備の

有効活用を進めるとともに、老朽化
対策を含め、施設・設備の改修・更
新・整備を重点的・計画的に実施す

る。また、廃止を決定した職員宿舎
については、入居者の円滑な退去等
に十分に配慮して、手続を進めるこ

ととする。なお、中期目標を達成す
るために必要な研究開発もしくは老
朽化により必要になる安全対策等に

理化学研究所の研究開発業

務の水準の向上と世界トップ
レベルの研究開発拠点として
の発展を図るため、常に良好な

研究環境を整備、維持していく
ことが重要である。そのため
に、分野を越えた研究者の交流

を促進する構内環境の整備、バ
リアフリー化や老朽化対策等
による安全・安心な環境整備等

の施設・設備の改修・更新・整
備を計画的に実施する。 

 

（１）新たな研究の実施のた
めに行う施設の新設等 

(評価軸) 

・施設・設備の有
効活用を図ると
ともに、適切な改

修・老朽化対策を
実施したか 
 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 
【施設及び設備

に関する計画】 
・ 施設及び設備
に関する計画は

有るか。有る場合
は、当該計画の進
捗は順調か 

【施設及び設備に関する計画の有

無及びその進捗状況】 
○平成24年度及び平成25年度の補

正予算を平成 26 年度に繰り越し

て整備を実施 
○新たな研究の実施のために行う

施設の新設等において、次のよう

に計画通り整備を実施した。 
・和光地区において、ケミカルバイ

オロジー研究棟、創発科学実験

棟、中性子工学施設を整備 
  ・神戸第 1地区において、融合

連携イノベーション推進棟を整

備 
・播磨地区において、XFEL とパワ

ーレーザーによる極限物質科学

評定 B 評定 B 

○順調に計画を遂行して

いると評価する。 
 

○順調に計画を遂行している

と認められる。 
 

（評定） 

○以上を踏まえ、中長期計画に
おける所期の目標を達成し
ていると認められることか

ら、評定を Bとする。 
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により、可能な限

り施設・設備等を
有効に活用する。 

廃止を決定し

た板橋分所につ
いては、本中期目
標期間に適切に

処分を行い、国庫
納付を行う。 

また、廃止を決

定した職員宿舎
については、入居
者の円滑な退去

等に十分に配慮
して、手続を進め
ることとする。 

対応した整備・改修・更新が追加さ

れることがあり得る。 
 

施設・

設備の
名称 

予定額

（百万
円） 

財 源 

大阪地
区生命
システ

ム研究
事業研
究基盤

強化 

227 

施設整

備費補
助金 

 
（２）既存の施設・設備の改

修・更新・整備 

施設・

設備の
名称 

予定額 

（百万
円） 

財 源 

ＳＰｒ
ｉｎｇ
－８経

年劣化
対策 

599 

特定

先端大
型研究
施設整

備費 
補助

金（※） 

ＳＡＣ

ＬＡビ
ームラ
インの

高度化 

400 

特定
先端大

型研究
施設整
備費 

補助
金（※） 

（※）平成２６年度補正予算

による措置 
 
また、「独立行政法人の職員

宿舎の見直しに関する実施計
画」に基づき、廃止を決定した
職員宿舎について、平成２６年

度は、入居者の円滑な退去等に
十分に配慮して廃止の手続き
を引き続き進める。 

の開拓に向けた SPring-8 と

SACLA の相互利用施設の改修工
事を実施 

○既存の施設・設備の改修・更新・

整備については、各地区において
以下のとおり実施した。 

・水質汚濁防止法改正に伴う配管等

構造基準対応化工事を実施 
・既存施設の有効活用のため研究

室、実験室の改修工事を実施 

・構内環境整備、バリアフリー対策、
老朽化対策として、変電所設備更
新、外壁及び屋上防水改修、構内

歩道等整備、トイレ改修、その他
施設・設備機器の改修・更新を実
施 

○職員宿舎については、行政改革担
当大臣名で公表された「独立行政
法人の職員宿舎の見直しに関す

る実施計画」（平成 24 年 12 月 14
日）に基づき、借上げ住宅制度の
見直しを行い、平成 25 年度に引

き続き平成 26 年度も入居者の円
滑な退去等に十分に配慮して廃
止の手続きを進めた。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－2 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 優秀な人材の
確保、職員の能力

向上、適切な評
価・処遇による職
員の職務に対す

るインセンティ
ブ向上等に努め
る。 

また、活気ある
開かれた研究環
境を整備するた

め、任期付研究者
等の積極的な活
用を図る。 

（１）方針 
業務運営の効率的・効果的推進を

図るため、優秀な人材の確保、適切
な職員の配置、職員の資質の向上を
図る。研究者の流動性の向上を図り、

研究の活性化と効率的な推進に努め
るため、引き続き、任期制職員等を
活用する。 

 
（２）人員に係る指標 
業務の効率化等を進め、業務規模

を踏まえた適正な人員配置に努め
る。 

（１）方針 
業務運営の効率的・効果的推

進を図るため、優秀な人材の確
保、適切な職員の配置、職員の
資質の向上を図る。研究者の流

動性の向上を図り、研究の活性
化と効率的な推進に努めるた
め、引き続き、任期制職員等を

活用する。また、定年制研究職
員に導入した年俸制の拡大に
取り組む。 

 
（２）人員に係る指標 
業務の効率化等を進め、業務

規模を踏まえた適正な人員配
置に努める。 

(評価軸) 
・優秀な人材の確

保、職員の能力向
上、インセンティ
ブ向上、任期付研

究者等の積極的
活用が図れてい
るか 

 
（参考：法人横断
的な評価の視点） 

【人事に関する
計画】 
・ 人事に関する

計画は有るか。有
る場合は、当該計
画の進捗は順調

か 
・ 人事管理は適
切に行われてい

るか 

○業務に関する知識や技能水準の
向上、業務の効率的な推進や合

理化を促進する観点から、平成
26 年度は、語学、情報処理、財
務、知的財産、ファシリテーシ

ョンスキル等の業務遂行上有益
な知識・能力の向上を図る研修、
研究不正やハラスメントの防

止、服務等の法令遵守に関する
研修、メンタルヘルスを含めた
安全管理に関する研修を実施し

た。これらの研修を通じて、職
員の資質向上を図った。【再掲】 

○役員及び常勤職員（非常勤管理

職含む）に対して研究倫理 e ラ
ーニング教育プログラム（CITI 
Japan）の受講を必修とし、研究

不正防止の意識向上を図った。
【再掲】 

○全ての管理職を対象に研究室マ

ネジメントに必要な基本的事項

評定 B 評定 B 

○各種能力開発、研修等を
実施したことは評価で

きる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

○順調に計画を遂行している
と認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画に

おける所期の目標を達成し
ていると認められることか
ら、評定を Bとする。 
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を管理職共通 e ラーニングプロ

グラムで受講させ、管理職とし
ての資質向上を図った。【再掲】 

○新任管理職に対しては、集合研

修で研究不正防止に向けたマネ
ジメントスキル、所属員に対し
て研究倫理教育や指導育成を効

果的に実施するために有益なコ
ーチングスキル等に関する研修
を実施した。【再掲】 

○海外語学研修（３週間）に２名
を派遣し、国際化に対応できる
人材育成を図るとともに、夜間

大学院修学支援制度に基づき１
名の修学開始を認め、職員が自
ら専門的な能力の開発を図るこ

とを支援した。【再掲】 
○これまで能力開発研修について
は、主に集合研修により実施し

てきたが、語学や IT スキルに関
しては e ラーニング化すること
により受講機会を拡大し、より

多くの職員が受講した。【再掲】 
 
【人事に関する計画の有無及びそ

の進捗状況】 
・ 常勤職員の削減状況 
・ 常勤職員、任期付職員の計画的

採用状況 
・ 危機管理体制等の整備・充実に
関する取組状況 

○業務運営の効率的・効果的推進
を図るため、優秀な人材の確保、
適切な職員の配置の取り組みを

行った。また、研究者の流動性
の向上を図り、研究の活性化と
効率的な推進に努めるため、引

き続き、任期制職員等を活用す
ることとした。 

○任期制研究職員の流動性に加

え、定年制研究職員の流動性の
向上を図るため、引き続き、新
規採用の定年制研究職員を年俸

制とした。その結果、定年制研
究職員 331 名のうち、123 名が年
俸制である（平成 26 年度末）。 

○常勤職員の採用については、公
募を原則とし、特に研究者の公
募に関しては、海外の優秀な研

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
○適切な人員管理を行う

とともに、発生した危機

管理事業に対して優先
順位をつけて対応して
おり、適正な業務配置が

なされたものと評価す
る。 
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究者の採用を目指し、新聞、理

研ホームページ、Nature 等主要
な雑誌等に広く国内外に向けて
人材採用広告を掲載して、国際

的に優れた当該分野の研究者を
募集する等、研究開発環境の活
性化を図った。 

○業務量の変化に対して都度、必
要な人材を確認の上、適正配置
に努めた。具体的には、危機管

理への対応として、理事長を本
部長とした役員および研究者も
参画した研究不正再発防止改革

推進本部を設置し、当該事務局
機能を担う研究不正再発防止改
革推進室を設置し、専従の職員

を配置した。また、平成 26 年度
における事務職員の平均残業時
間は、23.3 時間／月で平成 25 年

度の平均残業時間 24.6 時間／月
に対し、1.3 時間削減された。 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－3 中期目標期間を越える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 中期目標期間を超える債務負担に
ついては、研究基盤の整備等が中期

目標期間を越える場合で、当該債務
負担行為の必要性及び資金計画への
影響を勘案し合理的と判断されるも

のについて行う。 

中期目標期間を超える債務
負担については、研究基盤の整

備等が中期目標期間を越える
場合で、当該債務負担行為の必
要性及び資金計画への影響を

勘案し合理的と判断されるも
のについて行う。 

（参考：法人横断
的な評価の視点） 

【中期目標期間
を超える債務負
担】 

・ 中期目標期間
を超える債務負
担は有るか。有る

場合は、その理由
は適切か 

【中期目標期間を超える債務負担
とその理由】 

○該当なし 
 

評定 B 評定 ― 

― 
 

― 

 

４．その他参考情報 

― 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ－4 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 

平成 27 年度行政事業レビューシート 0184 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 （参考情報） 

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長

期目

標 

中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評

価 主な業務実績等 自己評価 

 ― 前期中期目標期間の最終年度において、独立行政法
人通則法第４４条の処理を行ってなお積立金がある

ときは、その額に相当する金額のうち文部科学大臣の
承認を受けた金額について、以下のものに充てる。 
・中期計画の剰余金の使途に規定されている重点的

に実施すべき研究開発に係る経費、 
エネルギー対策に係る経費、知的財産管理・技術移

転に係る経費、職員の資質の向上に 

係る経費、研究環境の整備に係る経費、広報に係る
経費 
・自己収入により取得した固定資産の未償却残高相

当額等に係る会計処理 
・前中期目標期間に還付を受けた消費税のうち、中

期目標期間中に発生する消費税の支払 

前期中期目標期間の最終年度において、独立
行政法人通則法第４４条の処理を行ってなお積

立金があるときは、その額に相当する金額のう
ち文部科学大臣の承認を受けた金額について、
以下のものに充てる。 

・中期計画の剰余金の使途に規定されている
重点的に実施すべき研究開発に係る経費、エネ
ルギー対策に係る経費、知的財産管理・技術移

転に係る経費、職員の資質の向上に係る経費、
研究環境の整備に係る経費、広報に係る経費 

・自己収入により取得した固定資産の未償却

残高相当額等に係る会計処理 
・前中期目標期間に還付を受けた消費税のう

ち、中期目標期間中に発生する消費税の支払 

(評価軸) 
・積立金を適正に

充当したか 
 
（参考：法人横断

的な評価の視点） 
【積立金の使途】 
・ 積立金の支出は

有るか。有る場合
は、その使途は中
期計画と整合して

いるか 

 
【積立金の支出の有無

及びその使途】 
○前中期目標期間繰越

積立金として、前中期

目標期間に還付を受
けた消費税のうち、現
中期目標期間中に発

生する消費税として
承認を受けた額4百万
円を支払いに充当し

た。 

評定 B 評定 B 

 
○中長期計画

における積
立金の使途
に定めた、消

費税の支払
に充当した
ことは、順調

に計画を遂
行している。 

○順調に計画を遂行してい
ると認められる。 

 
（評定） 
○以上を踏まえ、中長期計画

における所期の目標を達
成していると認められる
ことから、評定を B とす

る。 
 

 

４．その他参考情報 

― 

 


